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予稿原稿（⼝頭発表） 

人間中心設計の視点で紐解く集中力とヒューマンエラーの関係 

〇⻄野 直樹*1 飯尾 淳*1 

Understanding the Relationship between Focus and Human-Error from a HCD Perspective 
Naoki Nishino*1, Jun Iio*1 

Abstract - This paper discusses the outline and hypotheses of the three experimental platforms and the results of 
preliminary experiments. Human-error is a familiar error that everyone makes. However, such errors sometimes lead 
to serious accidents, and in the worst case, can even be life-threatening. We focused on human concentration and work 
goals as factors of human-error and created an experimental platform. 
 
Keywords: Human-Error, User Interface, Concentration, Twine 

 

1. はじめに 

ヒューマンエラーとは何か、この定義については先⾏
研究の中でもさまざまな視点で取り上げられている。定
義そのものが難しいという⽴場をとる研究者もいる。 

James Reason [1]は、「事前計画に基づく⼀連の精神的あ
るいは⾝体的活動が、意図した結果を得られない状態の
総称。ただし偶然による失敗のものを除く」と定義して
いる。ここで興味深いのは失敗を除く、という点である。
また、D. Meister (1971) [2]は、「要求されたパフォーマン
スからの逸脱」と定義している。これらを踏まえ、本稿で
は、「ヒューマンエラーは、⼈によって引き起こされる⾏
動であり、あらかじめ期待した結果から逸脱した、偶然
を除く⾏動の結果である」と定義する。 

我々は、ミスをするという前提に基づき、ヒューマン
エラーの発⽣には環境が依存することに着⽬した。さら
に集中⼒と明確なゴール設定が関係していると仮説を⽴
て、フラッシュ暗算ゲームという実験プラットフォーム
を作成した。そのシステムを⽤いて３つのパターンによ
る実験を計画した。本稿では、実験プラットフォームの
概要および仮説と、予備実験の内容を論じる。 

2. 実験プラットフォームの概要 

本章では，実験プラットフォームに関する概要を⽰す。 
2.1 実験プラットフォーム作成の背景 

建設業界では、ヒューマンエラーが原因で、尊い命が
失われている。厚⽣労働省が公開している労働災害統計
[3]において、1998 年から 2021 年までに発⽣した死亡・
休業 4 ⽇以上の事例を⾒ると、墜落、転落が上位を占め
ており、いずれも過去事例の再発防⽌策が活かされてい
ない。実際に 2006 年と 2021 年に発⽣した労働災害のキ
ーワードをワードクラウドで分析したところ、頻出ワー
ドはほぼ同じ内容であった。図 1 に 1998 年と 2021 年の
ワードクラウド分析結果を⽰す。 

 
図 1 1991 年と 2021 年の頻出ワード⽐較 

Figure 1 Comparison of frequently used words in 1991 
and 2021 

 
この結果に鑑みると、再発防⽌策や安全に関する啓蒙

活動だけではヒューマンエラーを防ぐことが難しいこと
がわかる。そこで、啓蒙活動のような安全教育だけでな
く、ヒューマンエラーの再発防⽌には⼯学的対策も必要
であり、⾏動の主体である⼈間に合わせた仕組み作りが
必要であると考えた。Daniel Kahneman は、著書ファスト
＆スロー[4]の中で、「システム 1（速い思考）とシステム
2（遅い思考）の２つがある」と述べている。システム 1
の速い思考とは、直感や経験に基づき、⽇常⽣活の⼤半
で判断を下す際に⽤いられていると述べている。この直
感や経験による判断が、ヒューマンエラーを誘発する要
因の⼀つに当たると仮説を⽴てた。 

そこで注⽬したのが、集中⼒と明確なゴールの設定で
ある。集中⼒に関する先⾏研究も多く存在する。Lucas, S. 
Goss, and Bernstein, D. A. (2005) [5]は、授業中に維持する
ことができる⼈間の集中⼒は 10 分間が最も⾼く、その
後、集中⼒は取り戻せないと述べている。⼀⽅で、Wilson, 
Karen and James H. korn (2007) [6]は、集中できる時間が
10 分と記載されている研究が多いが集中⼒を測定した
根拠のある研究は⾒当たらないと述べている。今回、我々
は、⼈間が集中⼒を持続できる時間には、好きなことを
しているときと、仕事のような緊張感を伴うものには持
続時間に差があるのではないかと仮説を⽴てた。この仮
説を実験で証明することで、これまでの経験や実態を、
学術的に整理することができると考えた。 
2.2 実験プラットフォームの⽬的 

実験プラットフォームを作成して⾏う実験では、明確*1：中央大学大学院国際情報研究科 
*1：Graduate School of Global Informatics, Chuo University 

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

1



なゴールの有無が⼈の集中⼒にどのように影響するか、
という観点から、⼈間中⼼設計のデザインを採⽤した３
つの実験パターンを⽤意し、デザインの違いによる集中
⼒の差が得られることを期待する。 
2.2.1 実験⽤プラットフォーム作成の経緯 

実験⽤プラットフォームは、Twine [7]というツールを
改良して⽤意することにした。Twine は、簡単な操作で
直感的にゲーム作ることができる、⾮常に理に適ったツ
ールである。花岡ら[8]の先⾏研究をヒントとした。Twine
の概要については後述する。 

なお、⾏動⼼理学の分野では、Gorilla [9]という、いく
つかの実験ゲームが⽤意されたツールを使⽤することが
多いようであるが、本実験では汎⽤性のある Twine を採
⽤し本実験に沿ったゲームを作成することとした。 
2.2.2 Twine の概要 

Twine とは、簡単な操作で直感的にWebアプリケーシ
ョンを作成することができるツールである。図 2 に
Twine のトップページを⽰す。 

 

図 2 Twineトップページ 
Figure 2 Top page of Twine 

 
Twine の機能を使⽤するには２つの⽅法があり、アプ
リケーションをダウンロードし、⾃ PC 上で編集、保存が
できるものと、ブラウザ上で動作させるものがある。本
実験ではブラウザ版を使⽤した。 

また、Twine の利⽤規約より商⽤⽬的を含め、⾃由に使
⽤できるという点も Twine ツールを選択した理由である。 
2.2.3 Twine ツールによる Web アプリケーションの作成 

実験に先⽴ち、Twine ツールを⽤いてフラッシュ暗算
ゲームを作成した。3 つのパターンのフラッシュ暗算ゲ
ーム作成に先⽴ち、まずは雛形となるゲームを作成した。 

 
図 3 Twineによるインフォームドコンセントページ 

Figure 3 Informed consent page by Twine 
 

ゲームの構成は、インフォームドコンセント、ゲーム

の説明、ゲーム問題、結果の表⽰、データの送信、であ
る。フラッシュ暗算ゲームの概略を図 3 に⽰す。 
2.2.4 フラッシュ暗算ゲームの構成 

フラッシュ暗算ゲームとは、1-10 の数字の中からラン
ダムに 3 つの数字の⾜し算を表⽰し、その答えを被験者
に⼊⼒してもらうものである。先述の通り、フラッシュ
暗算ゲームの構成は、インフォームドコンセント、ゲー
ムの説明、ゲーム問題、結果の表⽰、データの送信となっ
ており、このうちゲームの説明ページのみを 3 つのパタ
ーンで差別化を⾏った。パターン A は問題数を表⽰させ
ない、パターン B は問題数を明記する、パターン C は問
題数を曖昧表⽰する。これは、集中⼒を持続するには、明
確なゴール設定が重要であるという仮説を検証するため
である。図 4、図 5、図 6 に３つのパターンの問題説明
ページを⽰す。 

 
図 4 パターン A（問題数なし） 
Figure 4 Pattern A (no questions) 

 
図 5 パターン B（問題数あり） 

Figure 5 Pattern B (number of questions) 

 
図 6 パターン C（問題数あいまい表⽰） 

Figure 6 Pattern C (ambiguous display of number of 
questions) 

 
2.2.5 ⼈を対象とする研究倫理審査委員への確認 

本研究は⼈を対象とする研究であることから、中央⼤
学における⼈を対象とする研究倫理審査委員へ審査の要
否を仰いだ。その結果、本研究は、個⼈情報を扱うことが
ないこと、被験者の健康や精神に影響を与える可能性を
含む侵襲性がないことから、審査の対象外となった。 
2.2.6 作成したフラッシュ暗算ゲームの予備実験 

Twine ツールにて作成した初期のゲームでは、問題数
を 70 問に設定した。これは、ゲームを⾏なう被験者が
「まだあるの？」と⻑さを感じる、つまり集中⼒が途切
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れることを期待した推測値である。2024 年 4⽉ 11 ⽇（⼟）
に、飯尾研の院⽣ 4名、学部⽣ 2名を対象として予備実
験を実施した。回答は 4 分弱で終了するが、予想以上に
問題数が多いと感じる感想が寄せられ、問題数を再考す
ることとした。 
2.2.7 フラッシュ暗算ゲーム出題数の検討 
初期の 70問を単純に減らすのではなく、定量的結果に

基づく問題数の削減⽅法を検討した。調査を進める中で、
400 マス計算による集中⼒の研究をした⽂献に辿りつい
た[10]。400 マス計算とは、縦横 20 マスにランダムな数
字を置き、交点に掛け算した結果を⼿書きするというも
のである。事例では掛け算であったが、本実験では 3 つ
の数字の「⾜し算」を予定しているため、交点の計算には
⾜し算を採⽤した。 

さらに、N=10 として、社会⼈を対象とした予備実験を
実施した。被験者の内訳は、男性 7 名、⼥性 3名、年齢
層は 20代と 30代である。 
2.2.8 フラッシュ暗算ゲーム問題数の決定 

予備実験として実施した 400 マス計算では、被験者が
⾃⾝のスマートフォンのストップウォッチアプリを起動
し、集中が途切れたと感じたときの時間を余⽩に控える
よう指⽰した。予備実験の結果から、計算開始後 3 分前
後で集中が途切れたことを⽰す時間記載が確認できた。
図 7に 400 マス計算結果の⼀例を⽰す。 

 

図 7 400 マス計算結果の⼀例 
Figure 7 An example of a 400-cell calculation result 

 

被験者が、集中⼒が途切れたと感じた際の回答数の平
均は 40問であった。この結果から、フラッシュ暗算ゲー
ムの出題数を 70問から 50問に削減し、400 マス計算の
結果を背景とした根拠のある問題数を設定した。 
2.2.9 実験プラットフォームの完成 
 Twine ツールにて作成したフラッシュ暗算ゲームのイ
メージを図 8 に⽰す。 

取得するデータは、回答者ごとに付与した任意の ID、
各パターン識別⼦、回答の正誤、１問あたりの回答時間
とした。１問あたりの回答時間は、１問前の回答時間か
らの差分を取ることとした。 

 
1 マヌルは韓国語でニンニクを意味し、本実験プラットフォー

  

図 8 Twineフラッシュ暗算ゲームイメージ 
Figure 8 Image of Twine flash mental arithmetic game 

 

回答結果データは JavaScript（jQuery）で記述したコー
ドにて、パターン A、パターン B、パターン C の識別⼦
を付与し、サーバへ送信する。サーバ側には、回答結果デ
ータを受信し、SQLite データで保存する PHP スクリプ
トを配置した。 
2.2.10 実験プラットフォームの命名 

実験プラットフォームを MaNULL と命名した。
MaNULL（マヌル）とは、Make NULL を組み合わせた造
語である。本研究の背景には、「ヒューマンエラーをなく
したい」という想いが込められている。“なくしたい＝ゼ
ロにしたい”と置換し、Null（ヌル、ナル）は、何もない、
という意味で、プログラミング⾔語などコンピュータ関
係では、「何も⽰さないもの」を表すのに使われる。ドイ
ツ語において Null は数値の 0（ゼロ）を意味する。猫好
きである筆者は、猫の種類に、マヌルネコ（Otocolobus 
Manul）がいることを造語のヒントとし、ヒューマンエラ
ーをゼロにしたい、→（ヒューマンエラーを）NULL にす
る → Make NULL をMaNULLと造語した1。 

3. フラッシュ暗算ゲームの予備実験 

本章では予備実験について述べる。 
3.1 社会⼈を対象とした予備実験の実施 

予備実験は、2024 年 4⽉ 24 ⽇（⽔）17:00〜17:10 に、
筆者が所属する企業の東京、⼤阪、名古屋、九州の⼈員
52名を対象に、Microsoft Teams によるオンラインミーテ
ィング上で実施した。 

予備実験は 52名を３つのグループに分け、グループ 1
（16名）、グループ 2（18名）、グループ 3（18名）とし
た。各グループには３つの異なるフラッシュ暗算ゲーム
を割り当てた。具体的には、グループ 1:パターン A、グ
ループ 2:パターン B、グループ 3:パターン C である。 
3.1.1 予備実験の様⼦ 
被験者は、ゲームの結果が研究材料となることに興味

を持ち、積極的に参加してくれた。オンラインでの開催
ということで、ゲーム実施中は無⾔状態となったが、予
備実験後のヒアリングで、無⾔状態は集中できた、周り
は気にならなかった、といった声が確認できた。 
3.1.2 予備実験の結果 

予備実験終了後、被験者を解散し、サーバより回答デ
ータを取得した。パターン C の回答データは、10件の⽋
損値が確認できた。これは被験者が途中でゲームをやめ

ムのアイコンとしてニンニクを採⽤した。 

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

3



ていることが回答データから確認できた。取得したデー
タは SQLite3 データベースに格納されているため、この
データを⼀覧表にまとめる必要がある。データの⼀覧表
化には、Pythonコードでプログラムを作成し、SQLite3形
式のフィイルを Microsoft Excel ファイルに変換した。図 
9 に Microsoft Excel ファイルに変換した結果を⽰す。 

 
図 9 予備実験で得られたデータ（Excel変換後） 
Figure 9 Data obtained from preliminary experiments 

(after conversion to Excel) 

4. 予備実験データの分析 

本章では、予備実験で得たデータの分析結果を⽰す。
予備実験のため、データの分析は、正しく回答データが
取得できていること、そのデータを⽤いたグラフ作成に
より、回答時間が増加（累積）していることを確認するこ
とに留めている。図 10、図 11、図 12 に回答時間の推
移を⽰す。 

 
図 10 パターン Aの回答時間の推移 

Figure 10 Changes in response time for pattern A 

 
図 11 パターン Bの回答時間推移 

Figure 11 Changes in response time for pattern B 

 
図 12 パターン Cの回答時間推移 

Figure 12 Changes in response time for pattern C 

パターン A は問題数を⾮表⽰にしたため、時間の経過
とともに、回答時間の累積にばらつきが⽣じていること
が確認できた。⼀⽅で問題数を明記したパターン B では、
１問あたりの回答時間、および回答時間の累積が⼀定の
間隔で推移しており、問題数という明確なゴールが集中
⼒の持続に関係していることを裏付ける、仮説⽀持に期
待が持てる傾向を掴むことができた。パターン C は⽋損
値が出たため、予備実験では参考値とする。 

5. まとめと今後の課題 

最後に本稿のまとめと今後の課題を論じる。 
5.1 予備実験のまとめ 

Twine を⽤いたフラッシュ暗算ゲームのプラットフォ
ームは、設計通りの動作結果を得ることができた。予備
実験では被験者の回答データが正しくサーバへ送信され
ること、その回答データが SQLite形式で保存されること、
さらにはそのデータを Microsoft Excel形式で⼀覧化する
ことができたことから、予備実験としての役割は果たす
ことができた。 
5.2 今後の課題 

予備実験では、サンプル数 N＝52 に対し、10件の⽋損
値が出る結果となった。これは、実験の趣旨が正しく伝
わらなかったこと、業務時間（部内定例会議）を利⽤した
予備実験であったため、フラッシュ暗算ゲーム中に業務
が割り込んだ点、そもそも途中棄権したなど、様々な要
因が考えられる。今後の実験では実験趣旨の説明、実験
実施時間の検討が必要である。 

また、今回は社会⼈を対象とした予備実験であったが、
本番実験では、誰を対象とするか、対象⺟数をいくつに
設定するか、実験期間をどのように設定するか、という
点が実験を進める上での課題である。Twine 実験プラッ
トフォームの管理にも課題が残った。問題数の⾒直しや
問題レイアウトの変更などソースコードの管理が個⼈依
存となっている。GitHub等のツールを使⽤したソースコ
ードの管理、変更により動作不具合などが発⽣するエン
バグを防ぐテスト環境の構築、履歴管理の⼿法を検討す
る。 
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予稿原稿（⼝頭発表） 

⼈間中⼼設計（HCD）初学者は「⼈間中⼼」の意味を 

どのように捉え、学びはじめるのか？ 

〇松浦 啓*1 伊藤 潤*2 中⾕ 桃⼦*1 

How do Novice Learners of Human-Centered Design (HCD) Perceive the Meaning of 
'Human-Centered' at the Beginning of their Learning Journey? 

Hiromu Matsuura*1, Jun Itoh*2, Momoko Nakatani*1 

Abstract - In this study, we conducted a survey among novices to investigate whether the Japanese translation of 
Human-Centered Design (HCD) is misunderstood as anthropocentrism. We did not find any evidence that HCD evokes 
the concept of anthropocentrism, and we found that there are not many categories that appear both before and after 
learning. As an approach to HCD learning, it is considered that teaching phrases that do not appear before and after 
learning in a focused manner will lead to efficient HCD learning. 
 
Keywords: 人間中心主義, 人間中心設計, 人間中心デザイン, Anthropocentrism, Human Centered Design 

 

1. はじめに 

⼈ 間 中 ⼼ 設 計 ま た は ⼈ 間 中 ⼼ デ ザ イ ン ： Human 
Centered Design（以下、HCD）は製品・サービスの企画
の際に提供する価値や体験の検討をユーザー視点に⽴っ
て⾏うために⽤いられる⼿法・デザインプロセスである
が、「Human Centered」の和訳である「⼈間中⼼」とい
う表現について捉え⽅は⼈によって異なる。 

NPO 法⼈ ⼈間中⼼設計推進機構（以下、HCD-Net）
は、⼈間中⼼設計が⼈間中⼼主義（Anthropocentrism）と
関連づけられることへの懸念から「HCD 専⾨家 倫理規
範 第 1 版」[1]を 2022 年に公開した。その中では、HCD
専⾨家が前提として持つべき/守るべきマインドセット
（⼼構え、捉え⽅）を「HCD 専⾨家の倫理規範」として
定め、加えて「調査活動についての倫理規範」、「研究活
動についての倫理規範」、「成果物についての倫理規範」
を定めている。このように HCD-Net では HCD や、そ
れに関わる者が⾃然を⼈間の専有物と⾒なし都合よく利
⽤しようとする⼈間中⼼主義の考え⽅[2]と関連づけら
れることを防ぐ営みがなされているが、「⼈間中⼼設計」
や「⼈間中⼼デザイン」というフレーズを⼈がどのよう
に捉えているかについては⼗分に明らかになっていない。 

今回の研究では HCD の初学者を対象に「⼈間中⼼」
や「⼈間中⼼設計」、「⼈間中⼼デザイン」というフレー
ズから想起する内容と学修後のそれらフレーズに対する
意識の変化を明らかにし、⼈間中⼼設計・⼈間中⼼デザ
イン初学者が持つ印象・先⼊観を起点とした効果的な
HCD 学修のアプローチを検討する。 

2. ⽅法 

2.1 調査概要 
東京都⽴産業技術⼤学院⼤学（以下、産技⼤）が開講す

る「⼈間中⼼デザイン特論」履修者に対して LMS（ラー
ニングマネジメントシステム）のアンケート機能を通じ
た任意参加のオンライン質問紙調査を⾏う。 
本調査は学修前（第⼀回講義前後の履修登録期間）と

学修後（講義最終回後）の合計 2 回⾏い、図 1「C」の「⼈
間中⼼」や「⼈間中⼼設計」、「⼈間中⼼デザイン」という
フレーズから想起する内容の把握と、学修を通じてそれ
らの意識・認識がどのように変化したか調査する。 

 
図 1 調査概要 

Figure 1 Survey overview 
 
2.2 調査対象者 

産技⼤の「⼈間中⼼デザイン特論」履修者（専⾨職学位
課程学⽣または科⽬等履修⽣）を対象に、第⼀回調査は
2022 年 10⽉１⽇〜10⽉ 11⽇の期間で⾏い、第⼆回調
査は講義最終回（第 15 回）後の 2022 年 11 ⽉ 22 ⽇〜
2022 年 11⽉ 30⽇の期間で⾏った。 

第⼀回調査では履修登録の未確定者も含む 38 名から
回答が得られ、第⼆回調査では 25 名から回答が得られ

*1：東京工業大学 
*2：東京都立産業技術大学院大学 
*1：Tokyo Institute of Technology 
*2：Advanced Institute of Industrial Technology 

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

5



た。このうち、2 回の調査ともに回答を提出し、第⼀回調
査時点で HCD の学修経験がない初学者 20名を分析対象
とした。 
2.3 調査内容 
質問項⽬は基本属性に関わる設問 6 問と、HCD に関

する認知とその接点、学修および実践経験に関する設問
が7問、それらフレーズから想像する内容について 2問、
また、業務などへの HCD 導⼊の可能性について 1 問、
業務などへの導⼊の重要性についての 2 問で構成され、
学修前と学修後で HCD の理解に伴う変化が⽐較できる
よう設計した。 
基本属性（図 1「A」）は性別、年齢層、職業について回
答を求めた。HCD の認知・初回接点、学修・実践経験（図
1「B」）については、「⼈間中⼼デザイン」または「⼈間
中⼼設計」という⾔葉をこれまで聞いたことがあるかに
ついて「1.なし、2.あり」から選択させ、聞いたことがあ
る場合は、その場所・きっかけを⾃由記述により回答さ
せた。学修経験や実践経験の有無については、「1.なし、
2.あり」から選択させ、その内容については⾃由記述によ
り回答させた。フレーズから想像する内容（図 1「C」）
については、「⼈間中⼼デザインまたは⼈間中⼼設計と聞
いて、あなたはどのようなデザイン・設計を⾏うものと
イメージしますか」という質問と、「⼈間中⼼デザインま
たは⼈間中⼼設計には「⼈間中⼼」という⾔葉が含まれ
ますが、それに対して、あなたはどのように考えますか」
と質問し、ともに⾃由記述による回答を得た。本稿では
図 1「Ｃ」を主な分析対象とする。 

3. 結果 

3.1 基本属性 
性別については男性が 70%、⼥性が 25%、その他が 5%

で男性が多くを占めた。 
年齢層については 20 代が 20%、30 代が 10%、40 代

が 35%、50代が 30%、60代が 5%であり、40代と 50代
が多く 30%台であった。 
職業については経営者・役員・⾃営・フリーランスが

20%、正社員・職員（総合職）が 40%、正社員・職員（専
⾨職）が 25%、無職・（定年）退職・学⽣のみが 15%で
あった。また、職種については建設・⼟⽊・⼯業が 5%、
電気機械器具製造業が 10%、その他製造業が 15%、情報
サービス業が 25%、卸売業・⼩売業が 5%、⾦融業・保
険業が 10%、学術研究・専⾨技術者が 5%、その他サー
ビス業が 10%、それ以外が 15%であり、情報サービス業
の割合が多かった。なお、この結果のうち職業の詳細を
デザイナーと回答するものはなく、調査対象者全員が⾮
デザイナーだった。 

3.2 認知・接点、学修・実践経験 
HCD に対する認知については、「⼈間中⼼デザイン」

は 5 名で 25%、聞いたことがないという回答が 75%で多
くを占めた。HCD を聞いたことがあると回答した 5 名
について、初回接点は勤務先だったケースが 3 名、講義
を⾏う産技⼤のシラバスまたは学校案内で知ったケース
が 2名であった。 
実践経験については 95%が未経験者で、5%（1名）は
実践経験があると回答があった。これについて当該回答
者の実践内容に関する⾃由記述を確認したところ、回答
者が予想する HCD マインドによる製品設計の実践を意
味しており、ISO 9241-210 / JIS Z 8530 に準拠する HCD
プロセスや代表的な HCD ⼿法を⽤いてデザイン・設計
を⾏ったということではなかったため、実質すべての調
査対象者に HCD の実践経験はなかった。 
3.3 フレーズから想像する内容 
3.3.1 「⼈間中⼼デザイン」または「⼈間中⼼設計」と聞
いて、あなたはどのようなデザイン・設計を⾏うものとイ
メージしますか 

20名から得た⾃由記述の回答を表 1 の通り記述の特徴
を分類し出現回数を集計した。なお、1 ⼈ 1 件の回答に
対し、⽂章で複数の観点の記述があるケースにおいて他
の分類にも当てはまるものについては分類ごとに出現件
数を積算した。 
（学修前） 

表 1 に⽰す通り、HCD に対して「⼈間⼯学的」な内容
を想起し、⾝体やその動きに合わせた設計を⾏うものと
いう回答が 6 件⾒られた。ほか、「直感的」に操作できる
デザインという回答が 5 件、製品やサービスのユーザー
のことを念頭においた「ユーザーファースト」の観点が
同数の 5 件、「使いやすい」や、「体験」に関する回答が
それぞれ 4 件⾒られた。 
（学修後） 

学修前とは異なる傾向が⾒られ、⾃由記述にユーザー
の求めるものが提供されるデザインという回答が 4 件あ
った。この「求めるもの」については健在ニーズと潜在ニ
ーズ双⽅の内容が⾒られたが、「本当に欲しいもの」とい
うキーワードが複数回答に出現し、ユーザー本⼈が明⽰
していない潜在ニーズに関しての⾔及が全ての回答に⾒
られたため、カテゴリー「潜在ニーズ」に分類した。その
他、学修前にも出現していた「体験」と「ユーザーファー
スト」については件数が減ったものの共に 3 件の回答が
あった。また、既存の分類に合致しない回答を「その他」
に分類したが、「⼈間社会においてデザインを介して⼈々
が繋がる」や、「⽣き⽅のデザイン」、「⼈間の無意識⾏動
に働きかけるための事象を体系化したもの」といった回
答も⾒られた。なお、「⼈間中⼼主義」に関しては学修前・
学修後を通じて、それらを意味する回答は無かった。
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表 1 HCD と聞いて、あなたはどのようなデザイン・設計を⾏うものとイメージしますか 
Table 1 What kind of design do you imagine when you hear the word "HCD"? 

分類 
出現件数 

（学修前） 

出現件数 

（学修後） 

記述例 

（学修前） 

記述例 

（学修後） 

直感的 5 1 
直感的に(最悪でも説明書を読め

ば)利⽤できること 

考えて使うのではなく直観で不

⾃由なく使えるデザイン 

誤動作をしない 1 1 誤作動を起こさないような設計 ヒトが誤操作をしない 

安全 1 0 
余程おかしな動作をしない限り

安全に利⽤できること 
- 

⼈間⼯学的 6 1 
⼈間の動きに合わせた設計をす

る 

⼈間の感情や感覚を前提とした

認識を設計段階で組み込む必要

がある 

⼈間⼼理に合わせ

るデザイン 
0 2 - 

⼈間の感情の特性を捉えたデザ

イン 

使いやすい 4 0 使いやすいデザイン - 

体験 4 3 
ユーザエクスペリエンスが優れ

ている 

ユーザー体験を向上させ⼈⽣を

豊かにするデザイン 

ユーザーファース

ト 
5 3 

ユーザに⼀番利益のあるように

設計を⾏うもの 

ユーザー視点でのサービスづく

りを⾏う 

ユニバーサルデザ

イン 
1 0 

障害などがある⼈にとっても使

いやすいユニバーサルデザイン 
- 

潜在ニーズ 0 4 - 

ユーザーの求めるものが最も効

率よく提供されるようなデザイ

ン 

持続可能性 0 1 - 地球環境にも優しいデザイン 

HCD プロセス 0 1 - 
HCD サイクルを回しながら評価

を⾏い、改善していくもの 

ユーザージャーニ

ー 
0 1 - 

ユーザ体験全体をみてサービス

をデザインする 

⼈間中⼼主義 0 0 - - 

その他 0 4 - 

⼈間社会においてデザインを介

して⼈々が繋がるイメージ, ⼈

間が⽣きて⾏く中で、どのような

⽣き⽅をするかをデザインする

イメージ, ⼈種や価値観や宗教

観などあらゆる⽂化的な背景が

あっても等しく同じように⼈間

の無意識⾏動に働きかけるため

の事象を体系化したもの, ⼈の

⾏動、感性などの特徴を活かした

創造、改善 
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図 2 HCD と聞いて、あなたはどのようなデザイン・設計を⾏うものとイメージしますか 

Figure 2 What kind of design do you imagine when you hear the word "HCD"? 
 
3.3.2 「⼈間中⼼デザイン」または「⼈間中⼼設計」には
「⼈間中⼼」という⾔葉が含まれますが、それに対して、
あなたはどのように考えますか 

表 1 と同様の分類を⽤い回答の集計を⾏った。 
（学修前） 

「⼈間中⼼」の「⼈間」がユーザーを想起させている
のか、「ユーザーファースト」と「使いやすい」の出現
数が 3 件と最も多かった。この問では⼈間⼯学的な回
答は 1件で、⼀⽅、前問（3.3.1）で回答がなかった「⼈
間⼼理に合わせるデザイン」に 2 件の回答があった。
また、「その他」の回答が 2件あり、うち 1件の記述で
は「「提供元中⼼」に対する概念として、「⼈間中⼼」と
いう⾔葉が選択されてる」」という記述があった。 

 

（学修後） 
「ユーザーファースト」は 5 件の回答があり、学修

前より 2 件多く、分類として件数が最も多かった。ま
た、「その他」の件数は 4 件で、記述内容は、「初めて
『⼈間中⼼デザイン』『⼈間中⼼設計』と聞く⼈は⾔葉
の意味がわからない」と、フレーズからはどのようなも
のか想起できないといった回答があった。また、「あえ
て『⼈間中⼼』と銘打たなければならないのは、経済性
や⽣産コストなど諸々の問題の前に、いかに『⼈間』が
蔑ろにされていたのかがわかる」といった、「⼈間中⼼」
と謳わなければならない背景に対する⾔及もあった。
なお、「⼈間中⼼主義」については、そのような誤解を
⽣む懸念についての⾔及が 1件あった。 

 
表 2 「⼈間中⼼」という⾔葉に対して、あなたはどのように考えますか 

Table 2 What do you think about the term "human-centered"? 

分類 
出現件数 

（学修前） 

出現件数 

（学修後） 

記述例 

（学修前） 

記述例 

（学修後） 

直感的 1 0 直感的に使⽤することができる - 

誤動作をしない 0 0 - - 

安全 0 0 - - 

⼈間⼯学的 1 1 

⼈間が扱うことを前提としてそ

れを優先してベストな認知、操作

性に着⽬しているデザイン 

⼈間⼯学的、医学的な⾒⽅(例え

ば⼈間の⼿にうまくフィットす

る等)に重きを置いたサービス 

⼈間⼼理に合わせ

るデザイン 
2 1 

⼼理学を使った、⼤衆からデータ

を収集して分析を加えて結果を

フィードバックすること 

また使いたくなるといった⾏動

に結びつけていくもの 
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使いやすい 3 0 使いやすい設計 - 

体験 1 0 ⼈間に寄り添い嫌がられない - 

ユーザーファース

ト 
3 5 

ユーザーファスト、利⽤者の⽬線

からの設計 

直接のユーザやまわりのステー

クホルダーを中⼼にすること 

ユニバーサルデザ

イン 
0 0 - - 

潜在ニーズ 0 0 - - 

持続可能性 1 1 

⼈間を中⼼に置いた上で、周辺環

境とも調和、あるいは悪影響を排

除するような設計 

全てが良い循環するとの考え⽅

に変わり、より⽣きやすい世の中

に向かおうとすることを表現し

ている 

HCD プロセス 0 0 - - 

ユーザージャーニ

ー 
0 0 - - 

⼈間中⼼主義 0 1 - 
⼈類を最優先に考えるという⾵

に誤解を⽣む気がしている。 

その他 2 4 

主語が⼤きい, ものと⼈との関

係性がある中で⼈が真ん中であ

るように考える, 「提供元中⼼」

に対する概念として、「⼈間中⼼」

という⾔葉が選択されてる 

⼈間中⼼か⼈間中⼼以外か 2 つ

の選択肢があるようにみえる。初

めて「⼈間中⼼デザイン」「⼈間

中⼼設計」と聞く⼈は⾔葉の意味

がわからない,あえて『⼈間中⼼』

と銘打たなければならないのは

経済性や⽣産コストなど諸々の

問題の前に、いかに『⼈間』が蔑

ろにされていたのかがわかる 

 

 
図 3 「⼈間中⼼」という⾔葉に対して、あなたはどのように考えますか 

Figure 3 What do you think about the term "human-centered"? 
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4. 考察 

学修前、「HCD」に対して想起される内容は表 1 が⽰
す通り「⼈間⼯学的」、「ユーザーファースト」、「直感的」
が多く、ユーザーである⼈間を起点とした製品やサービ
スの使い勝⼿に関するものと捉えられており、「⼈間中⼼」
というフレーズに対して回答を求めた表 2 の結果も同様
に、学修前それらのフレーズに対する想起は本来の HCD
と⼤きな乖離はなかった。少数だが環境への配慮など、
デザインプロセス・⼿法とは異なり、⼈間というフレー
ズの意味を超えた概念的な意⾒も⾒られた。 

学修後、「潜在ニーズ」についての回答が 4 件出現した
ことは HCD 学修によって、ユーザー理解をもとにして
顕在ニーズだけでなく潜在ニーズ・提供余地のある価値
の発⾒に役⽴つものと理解が進んだ結果と思われる。 
本調査は、全 15 回の講義の前後変化を取り扱ったが、

1時間未満の短時間のレクチャーなど、HCD の概念を伝
えられる時間が限られているケースもあるだろう。そう
したケースにおいては、学修前に 0 件であったこれら項
⽬や、学修前後ともに出現しなかった HCD に関するフ
レーズの内容を重点的に伝えることが有効である可能性
がある。 

その⼀⽅で、先に定義したカテゴリーには当てはまら
ない「その他」に分類される回答では、デザインの対象が
社会や⼈間関係に及ぶと捉えられる結果が⾒られたこと
は興味深い。これはビジョン構想と未来洞察の内容を扱
う 2 回の講義にわたり Society5.0[3]についての⾔及があ
り、我が国の政府資料からの引⽤にて、1 ⼈ひとりの多様
な幸せ（Well-being）が実現できる世界を⽬指す社会との
記述や、信頼や分かち合いを重んじ⽇本の伝統的価値観
を重ねてこれを実現するという記述の紹介により、社会
や⼈間関係が HCD と関連づけられた可能性がある。 
本研究の、「⼈間中⼼」というフレーズが「⼈間中⼼主

義」と関連づけられているのかという問い対しては、誤
認している回答はみられず、その懸念について指摘した
回答が 1件あったのみであった。 

5. おわりに 

HCD の⼈間中⼼主義との連想について今回の調査結
果ではその事実はみられなかったが、懸念が完全になく
なったわけではない。九州⼤学デザイン基礎学研究セン
ターのコラム[4]では、HCD を「⼈間中⼼主義」と訳し
て お り 、 初 学 者 が HCD を 「 ⼈ 間 中 ⼼ 主 義
（Anthropocentrism）」であると誤解してしまう可能性は
残っている。この懸念を払拭するためには、HCD-Net の
コラム[5]にあるような⽇本発の HCD の発信や、今回の
調査結果を踏まえた HCD 教育など、いっそうの⼯夫や
努⼒が必要であると考えられる。 
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予稿原稿（⼝頭発表） 

居宅介護⽀援事業所における DX の提案 

〇橋本 葵*1 橋本 怜奈*1 渡辺 佳祐*1 飯尾 淳*1 

 
Proposal of DX at Home Care Plan Center 

Aoi Hashimoto *1, Reina Hashimoto *1, Keisuke Watanabe *1, and Jun Iio *1 

Abstract – These days, the declining birthrate and aging population are severe problems in Japan. Therefore, the long-
term care service is essential. However, people who engage in it are busy. The study focused on care managers because 
two members of our team have a care manager in their family. Generally, care managers have to do a lot of tasks in 
their daily lives. Their work is not only to make documents but also to communicate with their clients. To solve this 
problem, our study implements a system that lightens the burden, making a database that has clients' information. When 
they get information, they should contact related persons such as doctors each time. It takes time and effort. The system 
can save time from complicated work. 

 

1. はじめに 

日本では未曾有の高齢化が進行している。総務省統計局

によると「我が国の総人口（2022 年９月 15 日現在推計）

は、前年に比べ 82万人減少している一方、65歳以上の高

齢者（以下「高齢者」といいます。）人口は、3627 万人と、

前年（3621 万人）に比べ６万人増加し、過去最多となりま

した。総人口に占める割合は 29.1％と、前年（28.8％）に

比べ 0.3 ポイント上昇し、過去最高となりました。」とあ

るように、人口と総人口に占める割合どちらにおいても過

去最高の数字である。 

そのような状況下において、問題になっているのが、介

護業界の人材不足である。高齢者の数が増加傾向に需要が

多くなっているのにも関わらず介護業界は、他業界と比較

すると平均賃金が低く、勤続年数が短い傾向にある。その

ため、介護職に対するマイナスイメージが生じており、人

材の確保や育成が阻害されている。よって、人材確保のほ

かに業務の効率化をおこなうことによる人材不足の解消

もおこなうべきであると考える。 

また、介護職員のなかでも介護支援専門員（ケアマネー

ジャー）は、保健医療分野において 5年以上の実務経験の

あるものが試験に合格し研修を受けないとなれないため、

人材確保や育成が特に困難であり不足している人材とい

える。 

一方で、介護業界のデジタル化、IT化は、多少、手は付

けられているとはいえ、十分に進んでいるとはいえない状

況にある。 

本研究では、上記のような人材であるケアマネージャー

が主に所属する事業所である居宅介護支援事業所の業務

に焦点を絞った。また、現状の調査や実際にケアマネージ

ャーの方にヒアリングをおこない、判明した問題点やニー

ズを踏まえた上で業務を DXするシステムを提案する。 

2. 問題と背景 

近年少子高齢化は深刻な問題になっており、介護職は重

要で必要不可欠な職業となっているが、その現場は過酷で

ある。法律で定められている業務や事柄がたくさんあり、

紙媒体での書類提出を余儀なくされている。そこで、ただ

でさえ忙しい介護職の負担を軽減するために、DX を行う

ことを提案する。 
2.1 ケアマネージャーの業務内容の多さ 
ケアマネージャーの職務は、事務作業が主である。具体

的な職務としては、利用者に対してサービスを受けるため

に必要なケアプラン（介護サービス計画書）の作成、給付

管理義務（介護報酬の申告を行政に対して行うための書類

を作成、提出すること）、モニタリング（月に一度、介護

サービスを利用した後、利用者とその家族の満足度や意向、

利用者の健康状態、そして目標の達成度を確認し、サービ

スの変更の必要性があるか検討すること）の記録として残

すモニタリングシートの作成などがある。 

これ以外にも色々な記録を残すことが指定居宅介護支

援等の事業の人員及び運営に関する基準の第二十九条に

定められている。後ほど説明するが、ケアマネージャーは

単に書類を作成するだけではなく、先述したモニタリング

の実施や、要介護認定業務（要介護度によって受けられる

サービスの種類やその頻度が異なり、費用の自己負担額も

変わってくる）、実際にサービスを提供する各サービス事

業所との連絡や調整なども行っている。これらに加えて法

律で定められた記録の作成などの事務作業を行わなけれ

ばならないとなると、その大変さは一目瞭然である。 

2.2 紙媒体の情報のやり取りの多さ  
介護保険サービス制度において、情報の共有と行政との

連携は必要不可欠である。ケアマネージャーの作成する資

料について、法律によって紙媒体で行政に提出することが

義務付けられている場合もある。現状では FAX を利用した

情報の共有が主なやり方となっており、実にアナログであ

る。これもケアマネージャーの事務作業の負担を増やして

*1：中央大学国際情報学部国際情報学科 
*1：Faculty of Global Informatics, Chuo University 
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いる一因である。 

3. 先⾏研究 

現在の介護業界は人材不足と業務過多による業務負担

が大きいことが後述する聞き取り調査から明らかになっ

たが、具体的な業務やその改善策についてはいくつか検討

がなされている。 

橋本（2024）のケアマネージャーのワーク・ライフ・バ

ランス（以下 WLB）の実態分析では、ケアマネージャー

1,000 人を対象としたアンケートの分析結果から、WLBの

現状として「満足している」群よりも「満足していない」

群の割合が上回ると明らかにした。加えてケアマネージャ

ーの時間外労働が仕事における長時間労働を誘発する可

能性も示唆されている（橋本, 2023）。また岡本ら（2021）

の介護施設における栄養ケア・マネジメント（以下 NCM）

業務時間に関する研究では、累積業務時間上位 10 項目 1

位が NCMの記録、コンピュータ入力であり、記録作業に業

務時間の多くを割いていることが明らかになった。 

具体的な業務改善策については、浅川、土屋（2021）の

要介護者 QOL 改善を目的とした研究では、対象を要介護者

の協力を仰ぐ形でアセスメントシートの評価項目内数項

目を抽出し、要介護者の QOL向上を意識した生活プログラ

ム生成システムの開発を行い、概ね実用レベルであったと

評価した。また範囲を医療業界へ広げると、小原、田中、

松田（2020）は工学的文字認識（以下 OCR）と LINEインタ

ーフェースによる処方箋入力業務効率化に関する研究を

行い、アナログデータの OCRをデータベースでの照合や正

規表現、ルールベースでの検出により、LINE インターフ

ェースを用いることの相乗効果で実用レベルの運用がで

きると結論づけた。しかしながらこの２つの先行研究に関

して、前者は要介護者に主眼を置いていること、後者は業

務を行う者に焦点があるものの業界が異なる。 

以上の通り、我々がフォーカスしたいケアマネージャー

の業務とその業務改善についてはまだまだ手が尽くされ

ているとは言い難いことから、本研究では特にアセスメン

トシート記入業務における詳細なアプリケーションおよ

びデータベースの作成を主な目的とする。また本研究のよ

うなよりミクロな課題に対してアプローチした先行研究

は見られないため、研究の意義は少なくない。 

4. システム化の対象について 

本研究におけるシスム化の対象は、居宅介護支援事業所

のケアマネージャーの業務とする。 
4.1 居宅介護⽀援事業所について 
居宅介護支援所とは、介護保険サービスを受ける人の在

宅介護に関する相談や計画、サービスを提供する事業所と

の連絡、調整を行う場所である。居宅介護支援事業所には

ケアマネージャーが常駐しており、利用者がサービスを受

けるために必要なケアプランを作成している。 

ケアプランには、在宅で介護サービスを受ける人に対し

その人がどんなサービスを受けるかの計画書を書く。利用

者本人や家族でなくケアマネージャーがサービスを検討

するのは、保険給付対象になる居宅サービスのみで 10種

類以上あり、介護サービスに関する専門知識が無い人が適

切なサービスを選ぶことが難しいからである。 

利用者は、ケアプランが決定したのちに計画書に書かれ

ている各サービス事業所と契約を行い、サービスの利用を

開始するといった流れになっている。 

4.2 ケアマネージャーについて 
介護の職種は様々ある。本研究では事務業務の軽減を目

標としているので、ケアマネージャー（介護支援専門員）

を対象としている。ケアマネージャーとは、介護保険法に

よって定められた専門職であり、介護保険サービス利用者

とサービス事業所（各種サービスを提供する場所）の仲介

役であり、介護保険サービスを提供するにあたって欠かせ

ない存在である。 

居宅介護支援事業所のケアマネージャーの業務として、

「アセスメント」「ケアプランの作成」「サービス担当者会

議」「モニタリング」「介護報酬請求業務」がある。 

業務の流れは、利用者や親族からアセスメントを行い、

ケアプランを作成する。その後、サービス担当者会議を開

き経過をモニタリングすることが一連の流れである。 

以降、より具体的なそれぞれの業務を説明する。 

4.2.1 アセスメント 
アセスメントとは、利用者やその親族の情報や環境など

利用者に関係するあらゆる情報を収集し、分析を行ったの

ちケアプランを作成するために情報を整理することであ

る。アセスメントの目的は単に情報収集ではなく、その情

報から、自立した生活を続けるために必要なことや課題を

見つけ出し、解決法を考えることである。アセスメントは

必ず最初に行う業務であり、適切なケアプランを作成する

うえで最も重要な業務である。アセスメント実施して集め

た情報はアセスメントシートに項目別に記載し、活用する。

アセスメントシートは特徴や用途が異なる様々な様式が

存在する。 

4.2.2 ケアプラン作成 
ケアプランとは、利用者がどのような介護サービスを受

ければ自立した生活が送れるようになるのかを考えて、介

護サービスを組み合わせた計画書のことである。 

ケアマネージャーはアセスメントで収集した情報を基

にこのケアプランを作成する。 

ケアプランの原案ができたら、利用者と家族に説明を行

い、問題がなければ担当者会議を開く。ケアプランは第 1

表から第 7表までの 7枚から構成されている。 

4.2.3 サービス担当者会議 
サービス担当者会議は、ケアプランの内容・方向性を決

定するときに、関係者を集めて開かれる会議のことである。

サービス担当者会議の目的は主に情報の共有、課題の解決

策に対する説明、支援内容の検討がある。 

情報の共有は利用者とケアマネージャーだけではなく、

担当医やサービス事業者にも情報を伝えることで円滑な

介護を行える。 

課題の解決策の説明は、利用者の課題を明確にすること

ができる。 

支援内容の検討は、ケアマネージャー以外の視点からサ

ービス内容を見直し、ブラッシュアップを行う。 
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以上のような目的がサービス担当者会議にはある。 

4.2.4 モニタリング 
モニタリングは、実際に利用者のサービスが開始された

後におこない、作成されたケアプランに沿って介護サービ

スを提供できているか、利用者本人やその家族の意向・ニ

ーズに合っているかを確認する業務である。ケアプランに

ついて確認をおこなうことで、ニーズや環境の変化に気づ

き、サービスがずれないようにケアプランの微調整をする

ことができる。 

5. 課題と要望 

システムを設計するにあたり、HCD のプロセスに照らし

合わせ、「利用状況の把握と明示」の段階における作業と

して事業所へのインタビュー調査と文献調査を実施した

（図 1）。 

 
図１ HCD プロセス 

Figure 1 The HCD process 
 

事業所へのインタビューや調査の結果、DX を進めるう

えで複数の課題と要望が明らかとなった。 

5.1 課題 
DX を進める際の課題として以下が挙げられる。 

5.1.1 IT 投資⼒の⽋如 
医療業界や大手福祉事業者と比較して、小規模な事業者

が多く、IT への投資ができていないことである。居宅介

護支援事業所や訪問介護の事業所は特に小規模なところ

が多くコストのかかる IT化を進めることができない。 

5.1.2 ⼈材とスキル不⾜ 
介護の人材の高齢化、IT リテラシの問題である。高齢

化が進む中で、介護を受ける人のみならず、介護をする人

材の高齢化が進み、老老介護状態となっている。また、IT

リテラシにもバラツキがあり人により扱える器機やソフ

トが異なることが課題である。 

5.1.3 複雑な業務の存在 
アセスメントや担当者会議等デジタル化が難しい業務

の存在である。アセスメントは、利用者の自宅に直接訪ね

て心身の状態を確認すると共に生活環境なども確認する

必要がある為、デジタル化することが難しい。また、利用

者宅にインターネット環境がないことや居住面積が少な

い場合 IT器機の持ち込みができない。担当者会議も同様

に利用者が同席するので、デジタル化が難しい。 

5.1.4 不揃いな⾜並み 
事業所ごとの IT 化の進み具合の違い、業界として足並

みがそろっていないことである。現在 DXの進行中であり、

取り組み状況にバラツキがあることが挙げられる。そのた

め、ある事業所は電子メールであるが他の事業所は Faxな

ど情報の伝達方法にも差異があり、かえって負担が増えて

いる状況である。 

5.1.5 関連法規の問題 
法律による縛りの存在である。介護事業は、介護保険法

によって定められた事業であるため、自由な運営が行えな

いことである。DX 化する際も必ず法律に迎合するものに

しなければならない。 

5.1.6 アクセス効率の悪さ 
欲しい情報にすぐにアクセスできない状況がある。ケア

マネージャーは、カルテや介護の記録を基にケアプランを

ブラッシュアップしていくのだが、それぞれの事業所や医

療機関に連絡を取り何かしらの手段で情報を入手しなけ

ればならない。情報を伝達にラグがある為、効率が悪い。  

5.1.7 ⾏政 DX の遅れ 
最後に行政の DX が遅れていることを指摘する。福祉の

事業を進める行政の担当が IT に精通している人材が不足

しており、効率的な方法や施策が示されていないことが挙

げられる。 

5.2 要望 
次に、要望を挙げる。 

5.2.1 情報の伝達⽅法の統⼀ 
情報の伝達方法が現在メール、Fax、郵送などいくつか

分かれており負担がかえってかかっている。そのため、方

法を統一することで、効率化が可能である。 

5.2.2 欲しい情報へのシームレスなアクセス 
情報の提供が更にシームレスになる手段はニーズがあ

ると考える。また、それぞれの事業所がお互いにやり取り

している状況であるので、スター型のような情報の伝達が

効率的ではないだろうか。  

5.2.3 IT を扱える⼈材 
IT を扱える人材がいることで、より効果的かつ効率的

に DXを進めることが可能になる。IT人材を育てる仕組み

もニーズがある。  

5.2.4 デジタル化が難しい業務の補助 
課題の節で示したように、介護業務のデジタル化には多

くの障害が存在する。しかし、完全にデジタル化が難しく

ても、補助として ITを導入し DXを進めることは可能であ

ろう。 

6. 提案 

我々は、居宅介護支援事業所におけるアセスメント業務

の効率化と情報管理を目的としたシステムを提案する。 

居宅介護支援事業所の全体の DX 進めることは現実的に

困難であるため、DX 対象業務をアセスメントに絞り、効

率化を図る。アセスメント業務は被介護者の情報収集が主

な業務であり、そのためには被介護者の居宅を訪問する必

要がある。しかし、従来の手法では情報の手書き入力や複

数のシステムへの情報入力、情報の管理、共有方法など業

務の効率性に課題がある。 

提案するシステムでは、アセスメント情報をデータベー

ユーザの要求事項の明確化

⼈間中⼼設計プロセスの計画

利⽤状況の把握と明⽰

ユーザの要求事項を満⾜させる
設計の提⽰による解決策の作成

要求事項に対する設計の評価

要求事項に適合
適切な段階に反復
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ス化し、訪問時や事務所でシステムに入力することで、情

報管理や共有を円滑化する。被介護者の情報は即座にシス

テムに反映され、事業所内での情報管理が効率化される。

これにより、情報の共有が統一され、必要な情報へのアク

セスが容易になる。 

情報の共有が統一されることで、業務の効率性が向上す

る。紙媒体での管理や複数の方法での共有が不要となり、

業務の合理化が図られる。新たなデバイスの導入も必要な

く、既存の環境でのシームレスな利用が可能となる。 

7. 実装⽅法 

提案するシステムは、Webアプリとした。なぜなら、デ

バイスによる依存が少なくなり、新たなデバイスを用意す

る必要がないため追加のコストがかからなくなることや、

モバイルアプリと比較すると開発のコストも少なくなる

からである。 

7.1 機能 
システムの主な機能は、以下の通りである。 

7.1.1 アセスメント情報収集機能 
アセスメント情報を収集する機能である。エクセルや

Webフォームを通じて、アセスメント情報を収集する。ア

セスメントシートに基づいた情報を収集する。 

7.1.2 データ管理機能 
収集した情報をデータベースに登録する機能を用意す

る。これにより、情報の一元的な管理と共有が可能になる。 

登録された情報を適切な形式で管理する機能も必要で

ある。データの整理、検索、更新、削除などが含まれ、効

率的な情報管理をおこなう。 

7.1.3 情報共有機能 
情報を共有する機能である。データベースに登録された

情報を関連するスタッフや事業所に共有する機能が必要

である。これにより、情報の共有が円滑になり、効率が向

上する。 

7.2 技術スタック 
図２にシステムの構成を示す。システムの実装にあたり、

以下の技術スタックを検討している。 

 
図 2 システム構成 

Figure 2 System architecture 
 

フロントエンドでは、言語に TypeScript、フレームワー

クは Reactの採用を考えている。 Reactは高速で効率的

なアプリケーションの開発を可能にする。また、再利用性

や保守性が高い。 

バックエンドには、言語に TypeScript、フレームワーク

は Nestjsの採用を考えている。Nestjsを利用することで、

言語を TypeScriptで統一することができる。 

APIフレームワークには、GraphQLの採用を考えている。 

GraphQLは通信効率がよく、欲しい情報を最小限で取得す

ることができる。 

DBと ORMには、MySQLと Prismaの採用を考えている。

Prisma を使うことで、データモデルの定義やクエリ構築

が容易となる。 

8. 結論 

本研究では、高齢化の進行や人材不足から起きるケアマ

ネージャーの業務負担の面から、居宅介護支援事業所にお

けるケアマネージャーの業務の DX の必要性を示した。提

案するシステムは、アセスメントの情報を Web上で管理や

共有を可能にする。課題に対する解決案として該当業務を

効率化するものになる。 

今後の展望として、提案するシステムを構築し運用して

いくことや効果測定をおこなっていきたい。他にも既存の

介護システムやサービスを調査し、機能面において既存の

ものとの差別化を図っていきたい。 
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予稿原稿（口頭発表） 

プログラミング学習における学習者の意識調査（２） 

―調査結果報告および分析― 

〇飯尾 淳*1 
Learners’ Awareness Questionnaire in Programming Learning #2 

- Investigation Results and Analysis - 

Jun Iio*1 

Abstract - We attempt to test the hypothesis that learning programming is a kind of learning language. 
Therefore, we conducted a questionnaire survey to examine how programming learners think about 
programming and whether there is a correlation between their willingness to learn programming and their 
language level. This paper reports the results of the awareness survey and presents the analyses and 
discussions on the results. 

 
Keywords: programming education, language study, learners’ awareness survey 

 

1.  はじめに 

かねてより外国語教育と IT 教育の両方に携わってき
た経験から，筆者は「IT教育と外国語教育には関連性が
あるのではないか」との仮説を提唱してきた．外国語だ

けでなく，日本語で論文やレポートを書く，英語で英作

文をする，プログラミング言語でプログラムを作成する

といった共通性が見出せるとの観点から，プログラミン

グ習得は言語習得と同様の学習活動と考えてよいのでは

ないかとの指摘である． 
プログラミング言語を用いて会話によるコミュニケー

ションは行われないとの観点からプログラミングと語学

の同一視はできないとの言語学者による指摘もあるが，

一方で，文法を適用して作品を紡ぎ出すという面では先

に述べたとおり共通する性質を持つため，少なくともプ

ログラミング学習は語学学習のサブセットであると考え

ても差し支えなかろう．したがって，プログラミングの

学習に語学のメソッドを適用すれば，プログラミングに

対する苦手意識の払拭や，効果的な学習方法の提案も可

能となるのではと考えるところである．既報[1]ではその
ようなアイデアの概要について説明し，実際の学習者を

対象として質問紙調査を実施する計画について述べた． 
その後，2023 年 12 月に中央大学国際情報学部の学生

148名を対象として調査を実施し，結果を分析した． 
本報告では，第 2 章で調査内容について報告し，第 3
章で結果についてまとめる．続く第 4章で考察を加え，
第 5章で関連研究について論じたうえで，第 6章でまと
める． 

2.  調査の概要 

本章で，学生を対象として実施した質問紙調査につい

て説明する． 

2.1 調査実施⽇と調査対象 
質問紙調査は 2023年 12月 4日に実施した．対象者は
中央大学国際情報学部の学生である．1 年生が大多数だ
が，2年生以上も含まれる（学年は質問していない）．な
お，中央大学の国際情報学部においては，情報系学部と

してプログラミングの授業は必修科目として履修が義務

付けられており，また，他の情報系学部と比べると比較

的グローバル意識は高い学生が集まっている傾向にある

という特徴を有する． 
本調査において，アンケートは紙で配布し，回収数（n）
は 148であった． 

2.2 調査項⽬ 
質問紙の設計においては説明込みで A4 版 1 枚に収ま

る量を目安とし，全 6問（小問含め 8問）を設けた．選

択肢を含む質問の詳細を付録に示す．	
Q1からQ3までは学習のバックグラウンドを聞いてい

る．Q1では高校のときに理系クラスだったか文系クラス

だったかを問い，Q2と Q3では語学力（英語力）を問う

ている．なお，大学における語学のクラスは語学力に応

じて I クラス（上級）から L クラス（初級）までの 3つ
のレベルを設定している． 

Q4 と Q5 は，語学に対する意欲と好き嫌い，および，

プログラミング学習に対する意欲と好き嫌いを聞いてい

る．それぞれ，4 段階のレベルで，意欲があるかないか，

好きか嫌いかを質問した． 
最後の Q6 は，プログラミング学習と語学学習の関連
性についての質問である．実際の質問紙には，プログラ

 
*1：中央大学国際情報学部 
*1：Faculty of Global Informatics, Chuo University 
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ミングと語学には共通の要素があるという意見があると

明示し，その意見に対して共感するか否かを尋ねた． 

3.  調査結果 

本章では，学生の回答を集計した結果を報告する． 

3.1 単純集計の結果 
まず，各設問に関して単純集計した結果を示す．図 1
は，高校生のときのクラスと大学の語学クラスについて

の状況を示したものである． 

 

 
図 1 Q1. 高校生のときのクラス，および Q2. 大学の

語学クラス 
Figure 1 Q1. classes at high schools, and Q2. Classes at the 

university 

 

図 2 Q3. TOEIC スコアのヒストグラム 
Figure 2 Q3. Histogram on TOEIC score. 

高校のクラス分けに関しては，7 割が文系，2 割が理

系，1 割が文理の区別がなかったとの回答で，文系クラ

スを経て大学に進学した学生が多い．また，大学の語学

クラス分けに関してはやや上級クラスが多いものの，ほ

ぼ 3 つに分かれている．1 年生の学年ほぼ全員に尋ねて

いるため，順当な状況である． 
図 2は，直近に受けた TOEIC点数の分布である．平均

 
* https://gariben.me/media/toeic-average-score/ 

値は 586.4点，中央値は 600.0点であった． 
TOEIC 専門メディア Gariben 式*によれば，受験者全体

の平均点が 580 点前後，大学生の平均が 560〜570 点程

度とのことであり，一般的な大学生よりは，若干，英語

力のある集団の分布となっている． 
図 3に，Q4{a,b}および Q5{a,b}で質問した，英語学習
およびプログラミング学習に対する意欲と好き嫌いに関

する結果を示す． 

 

 

 

 
図 3 英語学習（Q4）およびプログラミング学習

（Q5）に対する意欲（a）と好き嫌い（b） 
Figure 3 Motivation (a) and likes (b) and dislikes for learning 

English (Q4) and programming (Q5). 

英語学習にしてもプログラミング学習にしても，学習

に向けた意欲は，7 割から 8 割の学生が示している．し

かし，好き嫌いを問うと，英語学習で 6 割，プログラミ

ング学習に関しては 5 割しか好きと答えていない． 
図 4がプログラミング学習と語学の関連性についての
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質問に対する結果である．「確かに同じだと思う」と強く

共感した学生は 1 割弱とさほど多くはなかったが，「多

少は同じだと思う」の選択肢と合わせて過半数がその考

え方に対して共感を示した．なお，15%弱が「同じだと

は全く思わない」と回答したことには注意が必要であろ

う． 

 
図 4 プログラミング学習と語学は同じだと思うか？ 
Figure 4 Do you think learning programming and learning a 

language are the same? 

3.2 クロス集計の結果 
集計作業を進めていた際，プログラミング学習と語学

の関連性に関して「同じだとは全く思わない」と答えた

学生のなかに，英語学習の意欲と好き嫌い，またはプロ

グラミング学習の意欲と好き嫌いに関して，どちらかも

しくは両方について，意欲もなければ好意もないという

消極的な学生が目立つことに気づいた．そこで，Q4a〜
Q5bの 4問について，それぞれ 0点から 3点の点数に換

算し（積極的に関与するほうを高得点とする），それぞれ

を加算した「積極性スコア」を導入した†． 

図 5 積極性スコアとの関連性 
Figure 5 Relation to aggressiveness score. 

図 5は，プログラミング学習と語学の関連性に対する
共感の度合い毎に，積極性スコアの平均値を求めたもの

である．「1. 確かに同じだと思う」〜「3. あまり同じだ
と思わない」まではほとんど差がないが，「4. 同じだと
は全く思わない」の平均値だけが低い． 
等分散性を仮定しない t 検定でそれぞれの有意差を検

定したところ，1と 4について 5%水準で有意差（p-value 
= 0.0282, t = 2.328, df = 25.186）が，2と 4および 3と 4が
それぞれ 1%水準で有意差（p-value = 0.0021, t = 3.369, df 

 
† Q4a〜Q5bの各選択肢に関し，厳密にはこれらの選択肢

は順序尺度のため四則演算に意味はないが，ここではそ

= 29.371 および p-value = 0.0014, t = 3.447, df = 38.390）
が認められた． 

図 6 TOEIC スコアとの関連性 
Figure 6 Relation to TOEIC score. 

続いて，プログラミング学習と語学の関連性に対する

共感の度合い毎に集計した回答群で TOEIC スコアの平

均値を計算したものが図 6である．先の場合と同様に検

定したところ，「1. 確かに同じだと思う」と「4. 同じだ
とは全く思わない」の組合せのみ，5%水準での有意差を

確認した（p-value = 0.0311, t = -2.301, df = 22.287）． 

4.  考察 

Q1から Q3までの質問で，回答者の属性として文系が

多く，語学力に関して平均よりは若干高めという傾向が

見出された．それを踏まえて，アンケート参加者の語学

学習とプログラミング学習に対する意識の傾向を検討し

てみたい． 
前章で示した集計結果からは，英語学習もプログラミ

ング学習にも意欲を見出している傾向がみられる一方で，

好きか嫌いかを問われたら英語学習で 1/3、プログラミ
ング学習で半数弱があまり好きではない/嫌いと答えて

いる．したがって，全体的には積極的に学習を進めよう

としているものの，苦手意識を持つ学生が少なからず存

在することがわかる． 
興味深い点は，図 5および図 6に示される，積極性ス

コアとプログラミング学習と語学には関連があると思う

か（以下，関連性の有無）の関係，および，TOEICの点
数と関連性の関係である． 
積極性スコアが低い学生，すなわち，語学やプログラ

ミングの学習に対して意欲がなく，嫌いである，あるい

は，苦手意識を持っている学生が，関連性はないと主張

する傾向が有意に見出された（図 5）．しかし，その一方
で，TOEICの点数が高い学生は関連性を見出さず，逆に

低い学生が関連性を見出すとの傾向も有意な差をもって

示された（図 6）．これをどう解釈すべきか． 
積極性スコアと TOEICの点数に正の相関があれば，こ

の結果は矛盾するといえる．そこで，それらの関係を調

べてみると，散布図（図 7）に示すように，あまり相関は

見られない．相関係数 r は 0.285 であり，弱い正の相関

れらをリッカート尺度と解釈したうえで，このような計

算式による点数換算を許容することとした． 
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が見られたが，決定係数 R2は 0.081と非常に小さいもの

となった．このようになったのは，積極性スコアがプロ

グラミング学習に対する積極性も含めて計算されている

ことによるものと考えられる． 

 
図 7 積極性スコア（縦軸）と TOEICの点数（横軸）

の関係 
Figure 7 Relation between aggressiveness score and TOEIC 

score. 

この結果から，意欲や好き嫌いと TOEICの点数は独立

して考えるべきであると判断される．そのうえで，意欲

のない，あるいは，苦手意識を持つ学生は語学とプログ

ラミング学習には関連性がないと考える傾向にあり，語

学力の高い学生もまた関連性がないと考える傾向が見出

された点が，たいへん興味深い． 

5.  関連研究 

プログラミング学習と語学学習の類似性に注目する研

究者は少なくない．Pratら[2]は，プログラミング学習を
第二言語習得と動揺の学習行動と捉えられるとの仮説を

立て，実験によりその類似性を示している． 
一方で，プログラミングの習得は，プログラミング言

語を用いて会話を行うことはないという点で外国語の習

得とは異なると指摘されることもある．しかし，プログ

ラミング学習を音韻の面に着目した研究例もある．上田

らは，大学生のプログラミング学習における音読学習の

有効性について検証している[3, 4]．この研究例からも，

語学学習とプログラミング学習の類似性が示唆されるも

のである． 
同様のアイデアで，プログラムに日本語の振り仮名を

ふることで理解を進めよう，容易に理解できるような工

夫を加えてプログラミングに対して親しみを持たせよう

という書籍も出版されている[5]． 
これらの試みも，プログラミング学習を語学の延長と

して捉えたものと考えられよう． 

6.  おわりに 

本研究では，語学の学習とプログラミング学習に関連

性があるかどうかを学習の主体者である学生がどう考え

ているかについて，質問紙調査で明らかにすることを試

みた．148名からの回答を集計したところ，ほぼ半数が，

多少なりとも関連はあると考えているとの結果を得た．

また，消極的な学生と語学力の高い学生は関連性がない

と考えている傾向も見出された． 
これらの結果を踏まえ，プログラミング学習に対して

語学の手法を取り入れて，学習効果を高めるための施策

を検討したい．その際に，積極的な学生や，語学はあま

り得意ではない学生を対象に考えることが有効であろう

ということが本研究結果から示唆された．したがって，

それらを効果的に活用する手法の検討と具体化が，今後

の課題である． 
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付録 

質問紙調査の調査項目と選択肢は以下のとおりである． 

Q１. 高校生のときは理系か文系か 
a) 理系クラス b) 文系クラス c) 区別はなかった，他 

Q2. 大学の語学のクラスは何クラスか？ 
a) Iクラス b) Tクラス c) Lクラス 

Q3. 直近に受けた TOEICの点数 
Q4a. 英語の学習に対する意欲はどの程度か？ 

a) おおいにある b) 多少はある c) あまりない d) ほぼない 
Q4b. 英語の学習は好きか？ 

a) とても好き b) 好き c) あまり好きではない d) 好きではない 
Q5a. プログラミング学習に対する意欲はどの程度か？ 

a) おおいにある b) 多少はある c) あまりない d) ほぼない 
Q5b. プログラミング学習は好か？ 

a) とても好き b) 好き c) あまり好きではない d) 好きではない 
Q6.プログラミングは語学と同じと思うか？ 

a) 確かに同じだと思う b) 多少は同じだと思う 
c) あまり同じだとは思わない d) 同じだとは全く思わない
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予稿原稿（口頭発表） 

デザイナーによるファシリテーション： 

翻訳家・よそ者としてのデザイナー像 

〇杉浦彰彦*1 

Facilitation by designers: Their roles as translators & outsiders 

Akihiko Sugiura*1 

Abstract -As the understanding of design matures and broadens, it has become widely accepted how design is not solely 

about shaping an artefact but facilitating interaction between multiple stakeholders; leading us to a state where “people who 

do design” does not equal to “being a designer (in the traditional sense)”. Amid such transition, this paper argues how the 

design process of traditional designers inherently involves aspects of facilitation, by reflecting on a case study of designing a 

website for a local art community. To address designers’ subjective and social facets that characterise their facilitation style, 

this paper further presents two perspectives: designers as “translators” and “outsiders”. 

 

Keywords: design facilitation, design process, design expertise, interpretation, outsider  

 

1. はじめに 

1.1 背景 

デザインへの理解や参加型デザイン等の分野が成熟す

るにつれて、デザインの役割もモノの意匠を提案するだ

けでなく、様々なステークホルダーの間をファシリテー

トすることだと広く認知されるようになった[1][2]。デ

ザインファシリテーションと呼ばれるこうした流れの背

景には、デザイナーのもつ特徴的なマインドセットが多

様なステークホルダーを取りまとめたり、複雑な状況下

で解決すべき課題を定義するのに有効ではないか、とい

った期待が見受けられる。その具体的な内容として先行

研究の中では、曖昧な状態の許容、人間中心的な思考、

協働的な姿勢、対象への共感力などが繰り返し指摘され

てきた[1][3][4]。 

こうしたデザイナー的なマインドセットやものの見方

が持て囃される一方で、こと参加型デザインや（特に実

践の場における）デザイン思考の文脈においては、これ

まで個人の、とりわけデザイナー自身の主観性について

はあまり注目されてこなかった。例えば、「誰でもある

程度の質と量のアイデアを生成できるという普遍性が前

提」[5]の発想型グループワークでは、必要なのは全員

が意見を言いやすくみんなで発想できる仕組みづくりで

あり、参加する個人の資質ではない。ここでデザイナー

に求められるのは前述のステークホルダー間の調整力に

くわえて、非デザイナーが創造性を発揮できるようなツ

ール制作[1][6]やグループで発想したアイデアをプロト

タイピングなどで最終的な形に落とし込む能力[7]とい

った、発想するための下準備や出てきたアイデアの仕上

げのみであり、発想する行為自体については（デザイナ

ー的発想法への関心はあっても）デザイナー自身がそれ

を行うことへの期待や言及は殆ど見当たらない。あるい

は、デザイナーはユーザーを理解する際に他者への強い

（主観的とも言える）共感力が求められる[7]が、ここ

でも彼ら自身に湧き起こる直感や経験則からくる判断力

といった主観性は殆ど重要視されてこなかった[8]。 

デザイナーのように考えようと謳いながら、発想の局

面において肝心のデザイナーの参画が期待されていない

のは、考えてみるといささかあべこべな状況である。実

際、デザインファシリテーターやデザイン思考を標榜し

ているのは、伝統的な美術・デザイン教育を受けた人で

はなくビジネスやマネジメント出身者が多いのではない

かという指摘もある[1][9][10]。その是非はさておき、

Raymond Loewy による「デザインはデザイナーに任せ

るには重要すぎる」[11]（筆者訳）という言葉に集約さ

れるように、デザインという言葉の意味するところや対

象が拡張するにつれて『デザインをする人＝（モノや意

匠を作る）デザイナー』という等式は徐々に成り立ちに

くくなっていると言える。 

このようなデザイナー的な着眼点とデザイナー自身の

分離、すなわちデザインの考える行為と作る行為の分断

については非常に評価の分かれるところである。この対

立構造を網羅することは本論文の趣旨から外れるため軽

く言及するに留めるが、デザインのマインドセットとし

てのみの活用は、ビジネスやマネジメントの業界を中心

に一定の評価を得ている一方で、デザインにおける考え

る行為と作る行為は本来不可分で相互に作用するもの

[8]であり、上流から下流まで様々な工程を自由に行き

来できるのがデザインの特徴だ[12][13]とする意見もあ

る。また現場のデザイナーの一部からは「デザインを乗

っ取られた」（筆者訳）といった感情的な声も上がって

いるようだ[10]。くわえて実践と学術の場における認識

の違いや他方への批判[14]も相まって、デザインを巡る

言説は非常に混沌としているのが現状である。 *1：KDDI総合研究所デザインリサーチグループ 
*1：KDDI Research, Inc., Design Research Group 
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1.2 本論文の目的と手法 

本稿はこうしたデザイナー的なものの見方とデザイナ

ーの乖離を真っ向から批判するものでも、業界の狭義の

デザインへの回帰を促すものでもない。筆者がここで取

り上げたいのは、こうした『デザインとはファシリテー

トすること』でもあり『デザインをする人≠デザイナ

ー』という状況下で、それでもあえて（旧来の）意匠の

デザイナーがファシリテーションをすることの意義につ

いてである。デザイナーが自身でデザイナー的なものの

見方を用い、デザイナーとして、すなわちモノ作りの職

能を活かして、どうステークホルダーを牽引できるか、

という点をあらためて考察することが本論文の狙いであ

る。 

ここで注意すべきなのは、デザインファシリテーショ

ンもデザイン思考も厳密な定義が定まっておらず、それ

が語られる文脈や業界によって内容が異なってしまうと

いう点だ[9][14]〜[17]。またそもそもデザインはそれ

が行われる状況や実施者に依存し、過度な一般化や一元

的な定義づけをすべきでないという指摘も挙がっている

[2][4]。こうした「デザインは常に個別の事例の集積を

基盤としている」[2]（筆者訳）という見地に立って、

本稿では筆者がデザイナーとして実際に携わった事例を

一つ取り上げ、そのプロセスの内省を通して先述の意匠

のデザイナーによるファシリテーションの在り方を検証

する。 

2. 実践活動 

2.1 実践内容について 

筆者は、埼玉県ふじみ野市に 2023 年 4 月に新設され

たふじみ野市文化協会のウェブサイト制作を 2023 年 5

月末から 8 月にかけて行った。同協会はそれまでふじみ

野市内で別々に活動していた各分野の芸術協会や個人が

運営する教室を束ねる親組織として 2023 年 4 月に発足

した、ふじみ野市市民の有志による組織である。2024

年 3 月現在、ふじみ野市音楽家協会や個人のダンス教室

など様々な市民団体が所属し、個別の団体だけでは対応

が難しい幅広い市民へ情報発信や、市内公共施設の優先

的な利用、地域の生涯学習の支援、自主イベントや事業

の開催などを軸に活動している。 

筆者が所属する KDDI 総合研究所デザインリサーチ

グループは参加型デザインの実践研究の一環として以前

から協会発足のためのサポートを行っていたが、協会ウ

ェブサイトの開設にあたり UIUX デザイン出身の筆者に

も声がかかり、デザイナーとして参画することとなっ

た。筆者の役割はウェブサイト制作全般、すなわち要件

定義から情報設計、イメージイラストの作成や UI デザ

イン、またノーコードツールを用いた実装までの全てで

あり、これらを実働約一ヶ月半の期間で一人で行った。

また筆者ならびに KDDI 総合研究所と協会の間で本件

に関する金銭のやり取りは行われていない。 

ここまでの説明が示すように、本実践内容は何の変哲

もないウェブサイト制作作業である。ただ特徴として二

点、①協会自体が発足直後の手探りの状態であったた

め、ウェブサイトの制作プロセスがそのまま協会の運営

理念や活動方針の言語化や構造化を行なうプロセスと相

成ったことと、②一般的なそれと比較してかなり短い制

作期間だったこともあり、一つ一つの内容についてステ

ークホルダー全員で発想や合意形成を行うのではなく、

先にデザイナー（筆者）が主観的な解釈をふまえて可視

化を行い、それの是非をステークホルダーらと議論する

形で理念や方針を言語化・構造化していったこと、が挙

がる。これらの観点から本実践をデザイナーの主観を通

したファシリテーションの実践例と捉えて次章以降で省

察していく。またその際、本実践を通して特に意識され

た『翻訳家としてのデザイナー』『よそ者としてのデザ

イナー』という二つの視座をもとに検証していきたい。 

2.2 制作過程 

本実践の制作過程を大きく分けると要件定義と実装作

業の二つのフェーズに分けられる。要件定義ではまず

(a)協会の情報発信担当者にインタビューを行い、そこ

で聞き出した協会の方向性／活動内容／発足の想い等を

可視化するために、(b)活動方針の図解／協会の目指す

姿のイラストレーション／キャッチコピー／ウェブサイ

トのモック等を制作した。そしてそれら制作物を(c)協

会を運営する事務局の会議で発表し、全員の認識のすり

合わせを行っている。また(d)一部制作物については 

(c)での議論と後日協会から共有された資料もふまえて

再制作し、(e)後日事務局長と情報発信担当者と会議の

場を設けて再提案、議論を繰り返した。その後の実装作

業においては基本的にデザイナー一人で進め、協会側と

進捗や変更のあった内容の共有を行いつつ、ウェブサイ

トの公開まで漕ぎつけた。また本稿を執筆するにあたっ

て、情報発信担当者には本実践を振り返るために再度イ

ンタビューを行なっている。 

3. 考察① 

3.1 翻訳家としてのデザイナー 

前章の要件定義フェーズの内、デザイナーの主観的な

解釈が大きく入り込んだのは(a)(b)間ならびに(c)(d)間

の転換であった。両者を比較すると、(a)(b)がまだうま

く言語化されていない内容の整理や可視化が焦点だった

ことに対して、(c)(d)は協会側で一旦構造化した情報を

より分かり易くなるように分解・再構築した、という点

で性質が少し異なる。だがいずれもデザイナーが協会の

意図を自分なりに解釈して別の形（図解やイラストな

ど）に仕立て直した、という観点から、ここではデザイ

ナーが翻訳家のような役割を担ったと言える。 

3.2 デザイナーと翻訳家の類比 

デザイナーと翻訳家の類比自体は決して目新しい見方

ではない。このアナロジーが成り立つ論拠として、翻訳

の対象は必ずしも言語に限られないことと、デザイナー

と翻訳者の活動内容の類似性の二つが挙げられる。 

前者は Jacobson[18]が翻訳の三類型として唱えた言語

内翻訳、言語間翻訳、記号間翻訳のうち、記号間翻訳に
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当てはまる。これは「コミュニケーション行為として翻

訳を定位するならば、翻訳は単なる異言語間の変換行為

ではない」[19]と捉えて、例えば言語からイラストレー

ションや写真など別の表現媒体への言い換えも含めると

いう考え方である。また後者については、例えば Baule 

& Caratti[20]はデザイナーと翻訳家の目的と過程に注目

し、本質的に両者とも異なる文化間におけるコミュニケ

ーションを目的とすることと、数多の可能な翻訳結果／

成果物の中からたった一つを選び抜くプロセスを持つこ

との二点が共通していると投げかけた。 

もっとも、翻訳する対象（起点テクスト）が明確な翻

訳と違ってデザインにおける起点テクストは不明瞭で構

造化されていないことが多い。これをふまえて

Zingale[21]はデザインの過程を①翻訳の対象をまず定

義する（briefing-text を作成する）pre-translating と、

②briefing-text をデザインの最終成果物（artefact-text、

本件の場合はウェブサイト）に翻訳する translating との

二つのフェーズに分けて説明した。Briefing-text とは

artefact-text を作成するための要件を示したもので、そ

れ単体では成果物とはなり得ない、解決すべき問題（と

思われるもの）を他人と共有できるよう言語化・可視化

したものを指す。 

この Zingale のモデルは前章で述べた本実践の制作過

程にもそのまま重ねて考えることができる（図１）。こ

こでは要件定義が pre-translating フェーズに、実装作業

が translating フェーズにあたり、(b)(d)における図解や

イラスト等の制作物は briefing-text と捉えられる。 

3.3 デザイナーによる誤訳と正訳 

(a)(b)あるいは(c)(d)間の転換の際、つまり収集した

情報や想いを一旦 briefing-text として形にするにあた

り、そこにはどうしてもデザイナーの(a)(c)に対する個

人的な解釈が入らざるを得ない。それは口頭の情報を別

の媒体に落とし込む上で情報の取捨や優先順位の決定な

ど再構造化が必要になるから、あるいは想定される読み

手に分かり易いよう体裁を整える必要があるから、また

これらの転換の際に不足の要素をデザイナー自身で捻出

する必要があるから、など様々な理由に依る。いずれの

場合も無数の選択肢の中から一つの答えを選ぶ際の判断

基準は、文章の翻訳同様に最終的には個人の解釈に委ね

られる。すなわち briefing-text とはデザイナーの『意

訳』の産物と言い換える事が出来るだろう。 

Briefing-text をデザイナーの意訳と捉えると、次に問

題になるのはその訳の妥当性である。本実践に関して言

えば、その訳に協会側が納得できるか否か、ということ

である。 

ファシリテーションという観点から興味深いのは、

(c)にて幾つかの briefing-text を発表した際にその場で

すぐに協会事務局内で自発的に議論が始まったことであ

った。最初は図解に載せたデザイナーが選んだ文言への

認識違いの指摘（例：「広報」ではなく「情報発信」な

のでは？）から始まり、そこから協会事務局内での認識

のすり合わせ（例：入会するメリットは三つで不足がな

いか？）や見落とされていたエッジケースへの対応

（例：市外の団体が協会に参加したいとなった時の対応

について）へと議論が発展していった。同様の議論の流

れは(e)でも見られた。これらの議論のきっかけとなっ

たのは、協会事務局メンバーがデザイナーの用意した

briefing-text の内容に違和感を感じたからなのだが、こ

れは言い換えると、本人達と外部の他者による解釈のズ

レ、すなわちデザイナーの『誤訳』が自発的な内省を誘

発したとも言える。 

一方で、デザイナーの加えた個人的な解釈が好意的に

取られた場面もあった。特に反応があったのは協会の活

動内容をデザイナーが意訳したダイアグラムである。協

会から共有された内容を、デザイナー自身の解釈を多分

に盛り込んで再構成・簡略化した提案だったが、協会事

務局側からはこれまで特別言語化されること無くなんと

なく内輪で共有されていたものが明確な形を得られたと

高い評価を得られた。以下、協会事務局の情報発信担当

者の言葉をそのまま引用する。 

 

図 1 本実践の制作過程と Zingale のモデル[21]の重ね合わせ 

Figure 1 The superposition of the design process of the case study and Zingale’s model [21] 
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「こうじゃないですか？」と教えていただいて

「あ、そうだったよ、こうだったよ」とはっき

りしたところが今回一番大きかった。（インタビ

ューより書き起こし、鉤括弧は筆者） 

 

『誤訳』にしろ『正訳』にしろ、通底するのは

briefing-text に込められたデザイナー個人の意訳、すな

わち主観的な解釈が、協会事務局側に内省を促したとい

う点である。言い換えると、他者の視点を映し鏡に自分

たちの在り方を振り返り議論を進めていくことが行われ

た。またその際にデザイナーの主観が口頭の言葉だけで

なく図解やイラストといった形に可視化／翻訳されたこ

とで、議論を円滑に進めることができた。 

4. 考察② 

4.1 よそ者としてのデザイナー 

ここでデザイナーと他ステークホルダー達との関係性

についても考えてみたい。個人の主観性が周囲に与える

影響を考えることは、その個人の志向や社会的な立ち位

置、例えばどのステークホルダーと近しいか／近しくな

いかといった政治的な問題と切り離せないからである。

デザイナーによる意訳の過程での情報や意見の不当な依

怙贔屓は十分に懸念すべきだが、倫理的な判断基準は置

かれた状況や文脈によって変わるため、ここでは言及す

るに留めたい。 

ちなみに本実践では『よそ者としてのデザイナー』と

いう在り方が意識された。ここでいうよそ者とは協会に

属していない、つまりウチではない人という立場と、協

会をソトから見た時にどう見えるかウチに伝える人、と

いう役割の二つの意味においてである。そもそも本実践

において、前述のようなデザイナーの意訳、主観的に解

釈する行為が成立するにはよそ者という立場が不可欠

だ。批評家の東[22]が「当事者にはアイデンティティは

作れない」と語るように、ウチに居る人達だけで自分た

ちの集団を規定することは難しい。よそ者がファシリテ

ーションする有意性の一つは、ソトの視点から、ウチで

暗黙になんとなく共有されていることを言語化・見える

化できる点にある。これはよそ者の解釈を押し付けると

いうことではなく、前章の『正訳』や『誤訳』の例のよ

うに、よそ者に対してウチの人達が同意や訂正を行うな

かで形式知化していく一連のプロセスが可能になるとい

うことだ。 

4.2 よそ者の条件 

よそ者の持つよそ者性について、敷田[23]はこれが同

質か異質か（よそ者かそうでないか）の二者択一ではな

く段階的なものであり、ウチとの関係が変容するにつれ

て変化するものだと指摘した。例えば地域づくりにおい

て観光客はその地域に経済的利益をもたらすだけだが、

長く滞在するにつれて地域の仕組みや利害関係にも影響

を及ぼすように変貌していく、といった具合である。こ

うした時間や関与度合いの観点から考えると、『よそ者

としてのデザイナー』像は、よそ者とウチの関係があく

まで一時的であるがゆえに成り立つと思われる。両者の

間でなんとなく
．．．．．

を共有できるまで関係性が醸成（よそ者

のウチへの同化）するのを待たず、その時点での、ある

いは契約期間中における解を追求するからこそ、よそ者

はファシリテーターとして機能する。本実践を顧みても

一ヶ月半という期限があったからこそ意訳が意訳として

受け取られたのだと筆者は考える。 

4.3 よそ者とウチとの信頼関係 

一方で、よそ者は一時的な関係であるが故に自らリス

クを負うことは少ないため[23]、彼らの視点や意見には

当事者性に欠けたり無責任さを伴う（と受け取られる）

こともある。ファシリテーターとファシリテートされる

側の信頼関係構築はそのプロジェクトの成否を分ける重

要な要素であるが[2][4]、この点自身の提案を自身の手

で制作・実現するデザイナーは具体的な当事者性を持つ

ため、ウチとの信頼関係を築きやすいのではないだろう

か。対外的に見ても、デザイナーは目に見える何かを作

るがゆえにウチに対する役割やウチにどのような利益を

もたらすかが初対面の時点でイメージがしやすい。その

明快さもまた本実践においてウチとよそ者間の信頼関係

構築の一端を担った。同様の気づきは、例えば辰巳[24]

が自身のフィールドワーク先の住民が所属先ではなく役

割や専門性（きこりや漁師など）をもって自己紹介をし

ているのを見て、これがウチ（注：辰巳は「むら」と説

明している）に対する当事者意識の表れであることを指

摘している。余談だが『ウェブの人』と認知された筆者

は、本実践後も協会内外から挨拶をされたり、別の事業

やイベントにおける情報発信について相談を受けるよう

になった。 

5. 結論 

5.1 本研究のまとめと意義 

本稿では『デザインをする人≠デザイナー』という状

況下であえて意匠の（旧来の意味での）デザイナーがフ

ァシリテーションをすることの意義について、筆者がデ

ザイナーとして実際に携わったふじみ野市文化協会ウェ

ブサイト制作事例をもとに省察を行なった。ここでデザ

イナーの主観性がどう合意形成に影響を及ぼしたか考え

るために『翻訳家としてのデザイナー』という視座を紹

介し、デザイナーの意訳がその正誤を問わず如何に協会

に内省や議論を促したかを明らかにした。またデザイナ

ーが翻訳家と成り得るために『よそ者としてのデザイナ

ー』という在り方を提示し、ファシリテートされる側と

の関係性について、意匠のデザイナーだからこそ可能な

信頼関係の構築について述べた。 

ビジネスやマネジメントといった実践の場にしろ学術

の場にしろ、デザインの意味するところが拡張するにつ

れて議論から除外されがちな意匠のデザイナーの立場か

らファシリテーションを論じたことに本稿の一番の意義

がある。本稿では一人称研究の体を取ることで、本来デ

ザイナーが得意としてきた主観的な解釈がいかに集団に

働きかけるか、そしてそれがファシリテーションとして
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どう成り立つかの記述を試みた。これは言い換えると、

「拡張していくデザインに置いて行かれたデザイナー」

[25]（筆者訳）らが日々当たり前のように行っているモ

ノづくりのプロセス自体にも新しい意味でのデザイン

（ファシリテーション）が既に内包されているのではな

いか、という示唆である。デザイナーに関する先行研究

には彼らの内的思考や用いるツールに注目したものが多

い中で、本稿ではデザイナーで在るがゆえに起こる周囲

との関係性や彼らの活動の社交的な影響について取り上

げ、考察を深めた。本稿が、他の意匠のデザイナーが自

身の職能を活かしたファシリテートを考える際の一翼に

なれば幸いである。 

5.2 今後の課題 

一方で、本稿で取り上げた実践活動は体制も活動内容

も非常に小規模のものであったため、他の事例において

『翻訳家』あるいは『よそ者』としてのデザイナー像が

どの程度有益なのかについては大いに検討の余地があ

る。例えば、より多様且つ複雑な関係性のステークホル

ダーらが関わっている（つまり彼らの間にウチという認

識が薄い）状況においてデザイナーはいかに『よそ者』

足り得るのか？また活動内容についても、今回は意匠の

デザイナーの普段の活動に注目するために予め最終アウ

トプットが明確だった事例に着目したが、アウトプット

自体が未定・不明瞭の場合に意匠のデザイナー主導のフ

ァシリテーションは成り立つのか、あるいはどう変容す

るのか？前述のとおりデザインの一般化や一元的な定義

づけには限界があるものの、こうしたより幅広い条件や

場面における調査については今後の課題としたい。 

5.3 『翻訳者』『よそ者』像の実践に向けて 

本稿の締めくくりとして、本実践を通して見いだされ

た、『翻訳家』『よそ者』のデザイナーとしてファシリテ

ーションを行う際の実際的な注意点や示唆を幾つか並べ

たい。 

5.3.1 デザイナーという役割を説明する 

4.3 章で論じたとおり、具体的なモノを作るデザイナ

ーはウチに対する役割が比較的明快である。だがそれは

あくまでその職能についての指摘であり、肩書き自体が

分かり易いとは限らない（例えば UIUX デザイナーとだ

け聞いて具体的に何を作る人かイメージできる人は限ら

れるだろう）。したがってよそ者としてウチと信頼感を

築くには案件の早い段階でデザイナーの職能について理

解を得る必要がある。 

本実践の場合は、筆者が過去に担当した類似案件の写

真やウェブサイト完成までのロードマップを作成して最

初に提示した。特に後者はウェブサイトの開設という漠

然としたゴールはあるものの「どこから手をつけて良い

か分からない」（情報発信担当者へのインタビューより

書き起こし）協会事務局に具体的な手段を示せたことで

反応も良く、インタビュー中も何度か言及されていた。 

後者の方が協会側の印象に残ったことについて推察す

るに、判断基準が曖昧な審美的側面の強い前者よりも、

どう進めるか？という目下の問題への解決案の方がその

価値を判断しやすかったと捉えられる。（あるいは

Minder & Heidelmann[26]が自身の研究について指摘す

るように、ファシリテートされる対象にとって審美性の

優先度がそもそも低いか、デザイナーの制作物の審美性

は自明と捉えられてわざわざ言及に及ばなかったことも

考えられる。）いずれにせよデザイナーが自身の役割を

示す際は、一般的に用いられるポートフォリオ（作品

集）以外にも説明する対象に合わせた内容や方法を考え

るべきだろう。 

5.3.2 ウチと議論する機会を設ける 

デザイナーの意訳はその正誤を問わずウチに内省や議

論を促すが、大前提としてその議論の内容が再びデザイ

ンに反映される仕組みが必要である。そのため制作の最

中に適宜意訳の発表や議論の場を設けることが求められ

る。特に本実践のようによそ者が専門家として参入する

場合は、よそ者の持つ知の優位性ゆえに両者の力関係が

アンバランスになりやすい[23]ため、双方が対等に意見

を言いあえるような場づくりにも気を配らなければなら

ない。そこでデザイナーとウチ間の信頼関係や円滑な議

論の進行が重要となってくる。 

本実践では(c)(e)の二回、デザイナーと協会側でその

意訳について議論する場を設けた。そこで行われたやり

取りについては３章で述べたとおりだが、その際にデザ

イナーは briefing-text を通して議論を誘発するだけでな

く、その議論自体についても最低限の舵取りをしてい

る。具体的には、議論の可視化（例：ポストイットへの

発言の記録や、その場での briefing-text の作り替え）

と、現実的な着地点の提案（例：実際に制作する立場か

ら、出たアイデア等を整理したり優先順位や実現可能度

を判断する）などが意識的に行われた。こうした行為の

裏には、デザイナー側の聞く姿勢を顕示することで話し

やすい空気を作るとともに、議論が内輪だけでなんとな

く通じあった状態になるのを避ける意図があった。 

これらの例が示すように、本稿で論じたデザイナーに

よるファシリテーションは決してそれ以外のファシリテ

ーション手法を否定するものではない。実践の場でデザ

イナーの意訳を端緒として内省を促しつつ明確な結論に

落とし込むためには、双方の特性を理解して相補的に用

いるべきだろう。 
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予稿原稿（⼝頭発表） 

DX における成果向上に向けた HCD の活⽤ 

〇上原志織*1 飯尾淳*１ 須藤修*1 
Utilizing HCD to improve results in DX 

Shiori Uehara*1, Jun Iio*1, and Osamu Sudoh*1 

Abstract - This study focuses on the lack of Human-Centered Design perspective as a factor for the underperformance of 
domestic DX initiatives. It examines the reasons behind the low awareness of HCD despite its standardization over 20 years 
ago and explores measures to promote HCD adoption through surveys and interviews with HCD experts. 

 
Keywords: Human-Centered Design, HCD, Digital Transformation 

 

1. はじめに 

現在、⽇本は世界におけるデジタル競争⼒が年々低下
している。⽇本で DX に取り組む企業は増えており、ア
ナログからデジタルへの移⾏や社内業務の効率化などお
いては多くの企業で成果が⾒られるものの、本来の⽬標
である新規サービス・事業の創出やビジネスモデルの変
⾰などにおいて成果を得られている企業は少ない。その
原因には IT ⼈材の不⾜や経営層の IT への理解度が低い
など様々な要因が考えられるが、本稿ではその要因の⼀
つとして DX に取り組む上で⼈間中⼼デザイン（以下、
HCD）の観点が抜けていることに着⽬する。 

現在、政府の働きかけにより HCD に関連した「デザ
イン思考」や「サービスデザイン」などの⽤語が普及しつ
つある中、HCD は規格化から 20 年以上経ったにも関わ
らず未だ認知が進んでいるとはいえない。今後、DX に取
り組む企業が HCD の重要性を認識し導⼊を促進するべ
く、インタビュー調査を⾏い認知度が低い原因を考察す
る。また、HCD-Net 認定の HCD 専⾨家・スペシャリス
トを対象に HCD をどのように活⽤しているのか、また
どのような利点が得られるのか、その他活⽤する上での
課題などについてアンケート調査を実施する。これらの
調査を通して、本稿では HCD の認知度・導⼊率の向上
に向けて HCD の活⽤のあり⽅や今後必要な取り組みに
ついて検討する。 

2. 研究背景 

2.1 世界における⽇本のデジタル競争⼒低下 
現在、⽇本は世界におけるデジタル競争⼒が年々低下

している。スイスのビジネススクール国際経営開発研究
所（IMD）が発表している世界デジタル競争⼒ランキン
グによると、2023 年、⽇本は 64 カ国・地域の中で 32
位となった。⽇本の順位は年々下降しており、東アジア

の国・地域と⽐較すると韓国、台湾、中国が⽇本より上
位という結果になった。同ランキングの各評価項⽬のな
かでも、国際経験やデジタルスキルの習得、企業の機会
と脅威に対する対応の速さ、ビックデータの活⽤におい
て低い評価となった。 
2.2 DX の取組における評価 

また、DX への取組において成果を挙げている企業の
割合も依然として⽇⽶差が⼤きい。経済産業省が 2018
年 9 ⽉に発⾏した「DX レポート〜IT システム『2025
年の崖』の克服と DX の本格的な展開」においてレガシ
ーシステムの刷新、そしてデータ利活⽤の重要性が訴え
られて以来、DX 取組の必要性が産業界に広く浸透し実
際に DX に取り組む企業の数も増えている。 

⼀⽅で、独⽴⾏政法⼈情報処理推進機構（IPA）が発
⾏している「DX ⽩書」の 2023 年度版を参照すると、
デジタイゼーションに相当する「アナログ・物理データ
のデジタル化」とデジタライゼーションに相当する「業
務の効率化による⽣産性の向上」においては⽇本で成果
が出ている企業の割合が⽶国とそこまで変わらないのに
対し、デジタルトランスフォーメーションに相当する
「新規製品・サービスの創出」、「顧客起点の価値創出に
よるビジネスモデルの根本的な改⾰」においては⽶国と
かなり⼤きな差がある。 
2.3 DX 実現に向けた IT システム開発⼿法 

⽇本企業が DX の本質といえるデジタルトランスフォ
ーメーションにおいて成果を出せていないのには、様々
な要因が挙げられる。まず、DX を推進する⼈材の不⾜
や、不⾜⼈材を補うための外部からの⼈材獲得・確保が
間に合っていないことが挙げられる。また、IT 分野に
⾒識がある経営層が少なく DX の取組に対して社内の組
織間連携が上⼿くいかず、DX を全社的に取り組めない
などの要因も挙げられる。 

同様に DX において成果が得られていない理由の⼀つ
として、既存システムの運⽤⽅法や新規 IT システムの
開発⼿法が挙げられる。実際に、デジタルツールを導⼊
してもユーザーがシステムを使いこなせず効率化・⾃動
化できない事例や、開発したシステムがセキュリティの
軽視によりトラブルが発⽣し顧客への提供価値が⼤きく
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低下してしまうなどの事例がある。これらの IT システ
ムはデジタルトランスフォーメーションどころかデジタ
ライゼーションの段階においても成果が出せないという
結果になってしまう。そのような結果を防ぐためには、
システム開発における要件定義の段階など早期の段階に
おいてユーザーの要求を正確に把握し、システムの運⽤
を⾒越した設計、導⼊が重要だといえる。 

⼀⽅で、⽇本において⼈間の要求を起点にシステムの
設計や評価を⾏う「⼈間中⼼デザイン」「デザイン思
考」を IT システムに導⼊している企業の割合は⽶国と
⽐べとても低い。また、DX を実現するための IT シス
テムの要件として、顧客ニーズの変化など環境要因に応
じてシステムを随時柔軟に更新できるスピード・アジリ
ティ求められているが、この点においても前述した
IMD のデジタル競争⼒ランキングにて、⽇本の企業の
俊敏性についての評価が低かったように、現在の⽇本で
は変化に応じて迅速かつ安全にシステムを更新できる企
業は少ない。 

このように⽇本における IT システムにおいてユーザ
ーの要求を考慮していないものや、環境変化に柔軟に対
応できないものがあるという状況は、今後⽇本の更なる
デジタル競争⼒の低下につながる可能性があり、また
DX を実現する上でも⼤きな課題となる。このことか
ら、IT システムの設計においてユーザーの要求を迅速
にシステムに反映し、ユーザーが継続的にシステムを運
⽤できるようにするためにも⼈間中⼼デザイン
（HCD）をはじめとした⼈間を起点とする IT システム
の設計⼿法の導⼊が重要である。 

3. HCD の活⽤状況 

DX を推進するにあたり、IT システムの開発にユーザ
ーの要求を起点とした HCD を取り⼊れることは重要で
あるが、前述した通り HCD を導⼊している⽇本企業の
割合はとても低い。1999 年の HCD 規格化から 20 年以
上が経ち、HCD に関連した「UX」や「デザイン思考」
などの⽤語も徐々に普及してきているが未だ HCD の認
知度は低く、それに伴い導⼊率も低いままとなってい
る。 

システム・ソフトウェアの開発に携わっている⽅を対
象に HCD プロセスの認知、適⽤の有無について調査を
⾏った研究によると、経営・管理職（マネジメント層）
に限らず開発現場においても HCD プロセスを知ってい
ると回答した割合はとても低く、HCD プロセスについ
て聞いたことがあると回答した割合を含めてもアンケー
ト回答者の約半数となった。また、HCD プロセスを知
っている・または聞いたことがあると回答した⼈の中で
実際に適⽤している割合はその約半数となった。 

⼀⽅でこの研究では、HCD プロセスについて知って
いると回答した⼈数と HCD プロセスを適⽤していると
回答した⼈数が殆ど同数であることから、HCD プロセ
スについて知っていれば HCD を開発に適⽤する可能性

が⾼いことが分かった。すなわち HCD の認知度が⾼ま
れば、適⽤率も⾼まる可能性がある。 

そこでまず、そもそも規格化から 20 年以上経ってい
る HCD の認知度が低い原因について次項で考察する。 

 

4. HCD の導⼊が進まない原因の考察と HCD 導⼊
促進に向けた活動 

4.1 HCD の導⼊が進まない原因 
HCD の認知度が未だ低い原因の⼀つとして、類似⽤

語が乱⽴していることから似た考え⽅の⽤語として認識
され、HCD としては認識されていない場合が考えられ
る。HCD は「UX」や「デザイン思考」のベースとなっ
た概念であり「デザイン経営」、「サービスデザイン」な
どの領域とも結び付きが強い。例えば、デザイン思考は
問題解決のための思考法の⼀つであり、「共感」「問題定
義」「創造」「プロトタイプ」「テスト」の 5 段階のプロ
セスを何度も繰り返すことで良いサービスを作ることが
できるという考え⽅である。このプロセスは、HCD に
おける 4 つのアクティビティ「利⽤状況の理解及び明
⽰」「ユーザーの要求事項の明確化」「ユーザー要求事項
に対応した設計解の作成」「ユーザー要求事項に対する
設計の評価」によく似ており、両者ともユーザーの要求
や課題に焦点を当てて問題解決を⾏う⽅法論である。こ
のように HCD と似た、または関連する⽤語がいくつか
あり、その区別が明確でないため HCD としての認知が
進んでいないことが考えられる。 

その他、社内のセミナーやワークショップなどで
HCD について聞いたことがあるが導⼊するのに時間や
お⾦がかかるなどの懸念からその有効性について懐疑的
であり、HCD の具体的な内容までは知らない、または
学ぶことに消極的である場合が考えられる。 
4.2 HCD 導⼊促進に向けた活動 

これまで、HCD の普及や導⼊促進に向けて様々な団
体や企業、官公庁などが活動を⾏っている。NPO 法⼈
の⼈間中⼼設計推進機構（略称、HCD-Net）は HCD
に関する研究活動・認定活動・ビジネス⽀援活動・広報
社会化活動・教育活動を⾏なっている。なかでも教育活
動では、職員が企業に出向いて HCD に関する講演会や
セミナーを開いており、また産官学連携しながらワーク
ショップやワーキンググループを開催している。他に
も、HCD の学習に適した教科書・参考書の刊⾏や、事
業領域別で HCD 導⼊事例の紹介パンフレットを発⾏し
ている。また、企業においても HCD に関する社内基準
の策定やノウハウの継承に向けた社内イベントの開催、
HCD 実践を⽀援するための学習ツールを提供するなど
HCD 普及に向けた活動が多く⾏われている。 

しかしながら、⽇本の企業全体で⾒ると前述した通り
IT システム開発における HCD 導⼊率は未だ低く、⽶
国と⽐較して⼤きな差がある。また、過去の調査におい
ても HCD の認知は進んでいるとは⾔いえず導⼊に対し
ても様々な課題が考えられる。 

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

26



5. 研究⽬的 

これまで、HCD の普及に向けて HCD-Net をはじめ
とした様々な団体や企業で広報活動や教育活動が⾏われ
ており、HCD の導⼊における課題に対しての対策はな
されているものの、HCD の認知度が低いことに対し原
因についての研究は殆どない。  

そこで、本研究では多くの HCD 普及活動が⾏われて
いるのにも関わらず HCD の認知度や導⼊率が未だ低い
原因を調査すべく、インタビューを実施する。調査の対
象者は、HCD-Net の関係者と、その他企業において 
HCD の普及活動を⾏なっている HCD-Net 認定専⾨家 
である。インタビューを通して、筆者の⾒解である
HCD 類似⽤語の存在や HCD のコストがかかるイメー
ジが HCD の認知度の低さに関係しているのかについて
調査を⾏い、今後の HCD 普及活動において必要な取り
組みについて検討を⾏うことにした。また、インタビュ
ー調査に加えて本研究では HCD-Net 認定の HCD 専⾨
家・HCD スペシャリストの⽅を対象に HCD の活⽤状
況に関するアンケート調査を⾏った。これにより、
HCD の有効的な活⽤のあり⽅や活⽤における課題点を
把握するとともに HCD の活⽤で全ての企業が成果を出
すために今後求められる取り組みについて考察する。 

6. インタビュー調査 

6.1 調査概要 
インタビュー調査の⽬的は、前述の通り HCD 普及の

課題である認知度の低さの要因について今後どのような
活動が必要なのか調査することで、HCD の更なる普及
に向けた施策の検討を⾏うことである。調査の対象者
は、これまで各団体や企業において HCD 普及活動に携
わってきた HCD-Net 認定の HCD 専⾨家計 3 名であ
る。調査はいずれも 2023 年 12 ⽉に⾏い、1 ⼈あたり 1
時間程度 Zoom 上で⾏った。また、インタビュー内容は
ノートとペンを⽤いて記録し、対象者の⽅に許可を頂き
インタビュー中の会話の内容を IC レコーダーに録⾳し
た。具体的なインタビュー調査の内容は以下の通りであ
る。 

 
質問項⽬： 
① HCD を知ったきっかけ 
② 普段 HCD をどのように活⽤しているのか 
③ HCD 活⽤により、どのような影響があったのか

（ex. 顧客満⾜度の向上、問い合わせ件数の減少な
ど） 

④ HCD 知名度・認知度の低さの原因は何だと考える
か 

⑤ UX、デザイン思考、サービスデザインなどの類似
⽤語の存在が、HCD と他の⽤語の意味を曖昧にさ
せ、結果認知度向上を阻害する要因となっている
と考えるか 

⑥ HCD のコストがかかるイメージが認知の向上を妨
げていると考えるか 

⑦ HCD を導⼊する上での課題はどのようなものが考
えられるか 
 

6.2 回答者の基本属性、HCD を知ったきっかけ 
インタビュー調査の対象者は HCD-Net 認定の専⾨家

であり、普段から HCD を業務に活⽤しながら社内外に
向けても HCD や UX に関する講習会・ワークショップ
の実施を⾏っている 3 名だ（A〜C）。（表１）インタビ
ュイーの 3 名はそれぞれメーカー企業やベンダー企業に
所属しており、普段の業務ではシステムや製品の企画・
設計・開発を⾏っている。 

 
表 1. 回答者の基本属性 

Table1 Basic attributes of respondents 

 
6.3 HCD をどのように活⽤し、どのような影響が得られ

たか 
HCD の活⽤においては、インタビュイー3 名ともプ

ロジェクトの⽬的や状況に応じて適切な⼿法を選択し、
活⽤によって様々なメリットが得られたと回答してい
る。例えば A は映像機器や⾳響機器を取り扱うメーカー
企業で製品の企画や設計を⾏っている。そこで、既存の
製品の使いやすさを調査するユーザビリティ評価を⾏
い、今後発売する製品の⽅向性を検討している。また、
新しく発売した製品がどのように活⽤されているのかユ
ーザー調査を⾏い、改善のためのアイデア出しの材料と
する場合もある。A は、HCD の活⽤により発売した製
品のカスタマーサポートにおける対応が減り、また発売
した製品の取扱説明書が⾼く評価されるなどの利点が得
られたと回答している。 
6.4 HCD の認知度の低さについて 

HCD の認知度の低さの要因について、UX やデザイン
思考など HCD の類似⽤語の存在が HCD としての認識
を阻害しているのかという質問に対しインタビュイーか
らの肯定的な意⾒は得られなかった。⼀⽅で、HCD のコ
ストがかかるイメージが HCD の認知度が低い要因に
なっているかの質問に対しては、3 名から賛同する意⾒
を得る 

ことができた。（表２）また認知度が低いその他の要因
として、組織が縦割りであることや組織・チームによっ
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ては新たな⼿法を導⼊する⾃由度や余裕がないことなど
も挙げられた。 

 
表２．HCD の認知度の低さの要因 

Table2 Factors contributing to low awareness of HCD 

 
 

6.5 HCD 導⼊における課題と、解決策 
HCD の導⼊率の低さには、前述した企業の組織体制

や環境などの要因に加え、プロジェクトのチームメンバ
ーから協⼒が得られない場合やプロダクトマネージャー
から HCD 導⼊の承認を得られない場合もある。（表
３）また、HCD が組織内で浸透するには経営層が
HCD やデザイン経営について理解し普及させる取り組
みが必要になるが、企業によってはこのような⼈間中⼼
の考え⽅の導⼊をリスクと捉える場合もある。 

 
表３．HCD の導⼊における課題 

Table3 Challenges in implementing HCD

 
 

7. アンケート調査 

7.1 調査概要 
アンケート調査の⽬的は、前述した通り HCD の有

効的な活⽤法や HCD を活⽤することのメリットを明ら
かにすることである。本アンケート調査から HCD の活
⽤法や、活⽤したことによる影響を明らかにすること
で、HCD の有効的な活⽤のあり⽅を検討し、HCD の
導⼊を検討している⼈が積極的に HCD 活⽤に挑戦でき
るようにすることが狙いである。アンケート調査の実施
期間は 2023 年 11 ⽉〜12 ⽉とし、HCD をプロジェク
トに導⼊した経験のある HCD-Net 認定の専⾨家・スペ
シャリストを対象とした。実施の結果、36 件の回答を
得ることができた。また、アンケート調査は Google フ
ォームの WEB アンケート機能を⽤い「⼈間中⼼設計に

関するアンケート」という名称で⾏った。具体的な質問
項⽬は以下の通りである。 

 
質問項⽬： 
① HCD-Net 認定⼈間中⼼設計専⾨家及びスペシャ

リストですか? 
② 業種を選択してください。 
③ ⼈間中⼼設計に関する知識・ノウハウをどのよう

にご⾃⾝の業務に活かされているのか、簡単に教
えてください。 

④ ⼈間中⼼設計を活⽤したことによる、プロジェク
トへの影響を教えてください。 

 
7.2 回答者の属性 

基本属性については、HCD-Net 認定専⾨家・スペシ
ャリストどちらに該当するのかと、回答者の所属先につ
いて尋ねた。その結果、回答者は HCD-Net 認定専⾨家
27 名、スペシャリスト 8 名となった。（図１）また、回
答者の所属先については HCD を活⽤し普及活動を⾏う
⽴場として「システムベンダー」「ユーザー企業」「⼈間
中⼼設計推進企業」「⼤学」「官公庁」「その他」に分類
し、この選択肢の中で⾃⾝の業務に近いものを選ぶよう
指⽰した。また、ここでいう⼈間中⼼設計推進企業とは
⼈間中⼼設計や UX に関するコンサルティングやそれ
らの普及に関する仕事を主な業務としている企業のこと
である。アンケートの結果、回答者の所属先は「システ
ムベンダー」が 37％と最も多く、次に「ユーザー企
業」が 31％となった。 
 

 
図１．回答者の HCD-Net 認定専⾨家・スペシャリス

トの割合 
Figure1 Percentage of respondents who are HCD-Net 

certified experts/specialists 
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図２．認定 HCD 専⾨家・スペシャリストの属性 

Figure2 Attributes of certified HCD experts/specialists 
 

7.3 HCD をどのように活かしているのか 
 HCD に関する知識・ノウハウをどのように業務に

活⽤しているのかについては⾃由記述形式で尋ねた。ま
た得られた回答は、HCD-Net が公開している HCD 専
⾨資格コンピタンスマップに基づき分類を⾏った。回答
結果は、これらのコンピタンス A1-A13、B1-B3、C1-
C4 を参照し活⽤の⽅法がどのコンピタンスに近いかで
分類を⾏った。例えば、 ユーザー評価、ユーザー調査
の実施とその内容の分析で HCD の⼿法を活⽤してい
る」という回答ではコンピタンスにおける「A2 ユーザ
ー調査実施能⼒」「A3 定性・定量データの分析能⼒」
「A12 ユーザーによる評価実施能⼒」に該当するとし
ている。また、回答の中でも活⽤の⽅法が殆どのコンピ
タンスに当てはまっている場合は D 全体的な HCD プ
ロセスの活⽤」として分類している。例えば、HCD プ
ロセスをタスクの設計に活⽤し、その他各種⽅法をどの
ように実施するのかにおいても引き出しとしてか活⽤し
ている」の場合は D 全体的な HCD プロセスの活⽤」
に分類している。分類の結果、図３のようになった。コ
ンピタンスごとの利⽤状況を⾒てみると、専⾨家・スペ
シャリストは普段 A2 のユーザー調査を⾏うことが多
く、それに付随して A3 の定性・定量データの分析を⾏
うことが多いことがわかった。同様に D の全体的な
HCD プロセスの活⽤も回答者が多く、HCD プロセス
において A1-A13 まで全体的にプロジェクトに活⽤して
いる専⾨家・スペシャリストも多いことが分かった。個
別で⾒ると、A2・A3 の次に A8 の製品・システムサー
ビスの要求仕様作成能⼒が多い。A8 は、ユーザーの要
求仕様をもとに製品・システム・サー ビスに必要な機
能を定義し、システムの要求仕様書を作成するプロセス
を指しており、このことから A2・A3 のユーザー調査で
分かったユーザーの要求をシステムの設計に落とし込む
活動を⾏っている専⾨家・スペシャリストが多いことが
考えられる。また、A5 のユーザー体験の構想・提案も
⼀定数の回答が⾒受けられる。これは、ユーザーの本質
的な要求やニーズ特性に基づき、システムや製品の利⽤
に関するタッチポイントにおける理想的なユーザー体験
を構想するプロセスで、回答者はこのプロセスを実施し

ユーザーの解像度を⾼め、UX 向上のデザインの検討に
繋げていると考えられる。 

 
図３．HCD の各コンピタンスの利⽤状況 

Figure3 Usage status of each HCD competency 
 

7.4 HCD の活⽤によりどのような影響があったか 
HCD の活⽤におけるプロジェクトへの影響は⾃由記

述形式で尋ねた。また、回答結果は筆者がそれぞれの回
答の特徴や類似性をもとに分類を⾏った。分類の結果、
HCD の活⽤による利点は 8 つあることが分かった。
（図４）「メンバー間の無駄な議論が省ける」「メンバー
の⽬線合わせがしやすい」とは、⾏ったユーザー調査を
もとに要件定義やシステムの機能の決定を⾏うので、プ
ロジェクトメンバー間での空想の議論が減り、効率的に
意思決定が⾏えるようになるということだ。 

「システム・サービスの品質の向上」とは、HCD く
の活⽤により使いやすい・⻑く使える UI やユーザーの
要望に沿ったシステムに改善されるなどを指す。「顧客
満⾜度の向上」は、実際にシステムを利⽤したユーザー
が喜んでくれたことや満⾜度が向上したなどを指す。 

 

 
図４．HCD の活⽤における８つのメリット 

Figure4 8 benefits of using HCD 
 

以上、アンケート回答で得られた結果をこれら 8 つ
の利点に分類し定量化すると図５のようになった。結
果、HCD 活⽤による利点ではシステム・サービスの品
質の向上」を挙げる HCD 専⾨家・スペシャリストが最
も多いということが分かった。また、メンバー間の無駄
な議論が省ける」「根拠のあるシステム開発が可能にな
った」も回答⼈数が多いという結果になった。 
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８．考察 

インタビュー調査とアンケート調査の結果から、
HCD の認知度・導⼊率が向上するために今後求められ
る取り組みと HCD の有効的な活⽤法について検討す
る。まず、インタビュー調査の結果から HCD の認知度
の低さには HCD のコストがかかるイメージが関係して
いる可能性があり、また組織やチームの体制や環境によ
りシステムの開発に携わっていても HCD の⼿法を知る
機会がない場合や HCD の⼿法を導⼊する余裕がない場
合があることが分かった。これらの課題に対し、まずは
HCD の⼿法を簡単に体験できるワークショップの開催
を実施するよう推進していくことが有効的である。ワー
クショップの参加により HCD の⼿法を部分的に体験し
価値を少しずつ理解してもらうことで、HCD の有効性
を実感し、導⼊に対して前向きになる⼈が増えると考え
る。また、アンケート調査の結果からは HCD のアクテ
ィビティの中でもユーザー調査の実施やその分析などを
指す「利⽤状況の理解と明⽰」を実施している専⾨家・
スペシャリストが多いことが分かった。また、コンピタ
ンスでは A8 の「製品・システム・サービスの要求仕
様作成能⼒」の回答者数が多かったことから「利⽤状況
の理解と明⽰」で明らかになったユーザーの要求を、シ
ステムの基本設計に活⽤しシステムの機能の定義を⾏う
専⾨家・スペシャリストが多いことが分かった。このこ
とから、HCD を組織やチーム内で初めて実践する場合
は、「利⽤状況の理解と明⽰」のフェーズを⾏いユーザ
ーの要求を理解した後、システムの機能決定や仕様の作
成に活⽤することで HCD の有効性や価値を理解しやす
くなると考える。また、アンケート調査で明らかになっ
た HCD を活⽤することによる 8 つのメリットを HCD
に関するワークショップやセミナーを通して発信してい
くことが重要であると考える。 

９．今後の展望 

本稿では、HCD の認知度の低さの要因や HCD 導
⼊の課題についてインタビュー調査を⾏い、HCD を今
後更に普及するために有効的な取り組みについて検討を
⾏った。また、アンケート調査にて HCD−Net 認定専
⾨家・スペシャリストを対象に HCD の活⽤⽅法や
HCD 活⽤による効果を分析し、HCD を導⼊する上で
参考となる HCD の活⽤法を検討した。今後は、実際に
HCD の⼿法を体験できるワークショップに焦点を当
て、参加者の HCD 導⼊に対する考えがどのくらい変化
したのか、また導⼊に当たりどのような懸念があるかに
ついても調査を⾏い、HCD を導⼊したことのない IT
システム開発関係者がどのようにして HCD 導⼊により
成果が得られるか経過を追う。これにより、本研究では
調査しきれなかったワークショップに参加することで実
際に HCD の導⼊に繋がるのかについて検討を⾏う。 
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予稿原稿（口頭発表） 

パターン・ランゲージを⽤いた HCD 組織導⼊ノウハウの 
形式知化の試み - 2023 年度活動報告 - 

〇森⼭ 明宏*1 伊東 昌⼦*2 近藤 恭代*3 指⽥直毅*4 寺村 信介*5 

林 哲也*6 福⼭ 朋⼦*7 和井⽥ 理科*8 
Report on Activities in FY2023 on the Efforts to Turn Tacit Knowledge into Explicit 

Knowledge in Corporate HCD Implementation Activities Using the Pattern Language 
Method. 

A.Moriyama*1, Masako Itoh*2, Yasuyo Kondo*3, Naoki Sashida*4,  Shinsuke Teramura*5,  
Tetsuya Hayashi*6, Tomoko Fukuyama*7, Rika Waida*8 

Abstract - We developed a pattern language for introducing the HCD to organization based on case studies and published 
the first version in FY2023. We collected the opinions of HCD practitioners through events, focused on the similarities 
between introducing the HCD to organization and organizational learning as a theoretical underpinning, and examined 
policies for disseminating this pattern language. We will introduce progress and ingenuity. 

 

Keywords: HCD, human centered design, HCD promotion, pattern language, learning organizations 
 

 

1  序論 

1.1 背景と⽬的 
近年、人間中心設計(Human Centered Design、以

下 HCD とする)の概念に対する認知が拡がり、シス

テムやサービスの設計に対してユーザエクスペリエ

ンス(User eXperience、UX)およびその設計であるUX

デザイン(UX Design、UXD)や、HCD の考え方が重要

視されるようになった。 

各組織による HCD の組織導入の実践の過程で、各

組織には様々なノウハウが蓄積されていったが、こ

れらのノウハウが組織や個人の暗黙知として存在し、

組織を超えて広く共有されていないことが課題とし

て挙げられていた。 

当該課題解決のため、特定非営利活動法人人間中

心設計推進機構(以下、HCD-Net とする)は、HCD の組

織導入に係る暗黙知の形式知化を目的として、HCD

導入パターンワーキンググループ(以下、本 WG とす

る)を HCD-Net 内に設置した。 

本 WG は、数多くの企業から HCD の組織導入に係

るノウハウを集め、普遍的かつ実用的なパターン・

ランゲージとして形式知化し、社会に広く公開する

ことを目的としている。 

本 WG は 2024 年度に HCD-Net ビジネス支援事業部

に属する委員会として再編される予定であるが、新

組織においても引き続きノウハウの収集と作成した

パターン・ランゲージの継続的改善、そして作成し

たパターン・ランゲージの普及と利用促進に向けた

活動を行う。 

1.2 採⽤する⼿法・アプローチ 
1.2.1 暗黙知形式知化の⼿法 

本 WG では暗黙知を形式知化する手法として「パ

ターン・ランゲージ」1を採用している。 

パターン・ランゲージとは、暗黙知・実践知を表

現するための手法であり、特定の状況下で起こりが

ちな問題、原因、解決方法などをパターンとして集

めたものである。 

もともと 1970 年代に建築家クリストファー・ア

レグザンダーが住民参加型の街づくりを行う中で、

多くの人々が心地よいと感じる要素を集めて分析し、

 
*1：ユーリカ株式会社 

*2：成城大学経済研究所 

*3：LINE ヤフー株式会社 

*4：富士通株式会社 

*5：株式会社リコー 

*6：ソニー株式会社 

*7：株式会社インテック 

*8：株式会社ＪＶＣケンウッド・デザイン 

*1：Ureka Inc. 

*2：Seijo University 

*3：LY Corporation 

*4：Fujitsu Limited 

*5：RICOH CO., Ltd. 

*6：Sony Corporation 

*7：INTEC Inc. 

*8：JVCKENWOOD Design Corporation 
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わかりやすい言葉で表現したものをパターン・ラン

ゲージと名付けた 2。 

パターン・ランゲージの形で表現することにより、

暗黙知・実践知を形式知化し、共有・活用すること

ができる。既にいくつかの先行研究があり、「ラーニ

ング・パターン」「プレゼンテーション・パターン」

「コラボレーション・パターン」など、様々な領域

における人間活動がパターン・ランゲージ化されて

いる 3。 

1.2.2 パターンの記述形式 
本 WG では、慶應義塾大学総合政策学部の井庭崇

教授の考案した書式「パターン・ライティングシー

ト 4」を用いてパターン・ランゲージを作成する手法

を採用している。 

同書式は、個々人の持っている暗黙知としての「う

まくいくコツ」を言語化するための書式である。 

同書式は「うまくいくコツ」を Problem(問題)、

Context(状況)、Forces(フォース)、Solution(解決

方法)、Actions(アクション)、Consequences(結果)

に分けて記述することとしており、暗黙知の言語化

に不慣れな者であっても容易に言語化できるよう設

計されている。 

当該書式は HCD 組織導入にまつわる諸問題を分析

的に取り扱う手法としても適している。また当該書

式は日本語資料の入手が容易であり同手法を採用し

た先行研究が多く現時点での主流であると判断した。 

1.3 先⾏研究との相違点 
パターン・ランゲージ手法を活用した暗黙知の形

式知化については、既にいくつかの先行研究がある。

本 WG で作成しているパターン・ランゲージと先行

研究との違いについて述べる。 

• 相違点 1：HCD の組織導入にフォーカスしている 

本 WGは「HCDの組織導入時に起こりがちな問題と、

その解決方法」を対象としている。 

先行研究の多くはパターン・ランゲージを「心得」

レベルの抽象的な記述として表現しており、具体的

な解決策については数件の例を挙げるにとどまって

いる。本 WG では、HCD の組織導入の実践者が施策と

して実際に活用できる具体的提案としてのパター

ン・ランゲージを目指している。 

• 相違点 2：組織における学びの実践知を解き明かそ

うとしている 

本 WG の対象とする HCD の組織導入時に起こりが

ちな問題とその解決方法の「解決方法」とは、単一

の問題を解決する対策にとどまるものではない。組

織の変化を引き起こし、組織における学びの拡張と

浸透を実現するための実践知を解き明かそうとして

いる。 

2022 年度には、HCD 組織導入の失敗ならびに成功

の状況が実践者の観点から表現できるよう、先行研

究 5とは異なる独自の HCD 組織成熟度を作成した（表

1）。従来の組織成熟度段階に関する理論は、組織が

変化した結果としての段階を示したものであり、新

たな学びあるいは組織ルーティンを浸透・定着させ

ようとする実践者の観点からの変化をとらえるには

不充分であった。 

 

表 1 本 WG で作成した HCD 組織成熟度 

Table 1 Organization Maturity Level of HCD 

レベル 凡例 

Level 6. HCDが組織文化になっている 

Level 5. HCDが全社的にオフィシャル化されている 

･･･････････････････全社的オフィシャル化の壁･･･････････････････ 

Level 4. 複数の部署またはプロジェクトで実践されている 

･･･････････････････越境協働の壁（部署・部門を超える）･････････ 

Level 3. 一部の部署またはプロジェクトで実践されている 

･･･････････････････実践の壁･･･････････････････････････････････ 

Level 2. 知識は浸透し始めているが実践されていない、または実践

機会が少ない 

Level 1. 知識が浸透していない 

･･･････････････････知識の壁･･･････････････････････････････････ 

Level 0. HCDのことを知らない 

 

 

• 相違点 3：失敗事例をもとにした形式知化を試みて

いる 

先行研究の多くはパターン・ランゲージを成功事

例や暗黙知としての「うまくいくコツ」を元に作成

している。本 WG では、成功事例だけでなく失敗事例

からもパターン・ランゲージを作成することを試み

ている。 

失敗事例からパターン・ランゲージを作成するこ

とを試みた理由は、HC 組織導入事例を収集した際に

失敗事例が成功事例を大きく上回り失敗状況の打開

が緊急の課題と認識されたこと、多様な業種業務に

携わる専門家集団が HCD プロセスに準じた「失敗事

例の分析」「解決方法についての仮説提案」「仮説の

妥当性検討(評価)」「反復・継続的改善」という一連

の作業工程を経ることで、失敗事例からのパターン・

ランゲージ作成が可能であると考えたことによる。 

• 相違点 4：人間中心設計に準拠した工程を経ている 

前述のように本 WG では失敗事例を元にした形式

知化を試みていることから、本 WG では必然的に「失

敗事例の分析」「解決方法についての仮説提案」「仮
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説の妥当性検討（評価）」の工程が発生する。 

本 WG では、人間中心設計の考え方に基づき、HCD-

Net 会員をはじめとする HCD 実践者の協力による妥

当性検討を行いながら、パターン・ランゲージの継

続的なブラッシュアップを目指している。 

2  活動(パターン作成の⽅法、推移、作業内容） 

2.1 活動の推移 
これまでの活動の推移を表 2 に示す。 

 

表 2 活動実績 

Table 1 Past activities of the working group 

日程   作業項目 

2019年04月 〜2019年05月 事例収集 

2019年11月        HCD研究発表会ポスター発表 

2019年06月 〜2020年01月 失敗事例の分析 

2020年10月 〜2021年04月 失敗事例のパターン・ランゲージ化 

2021年04月 〜2022年04月 成功事例のパターン・ランゲージ化 

2021年06月        HCD研究発表会口頭発表 

2022年04月        パターン草案の公開レビューイベント

を開催 

2022年04月 〜2023年09月 公開レビューで得た反応を元に第二案

を作成 

2023年06月       HCD研究発表会ポスター発表 

2023年09月        ｢HCD導入パターン初版」公開 

2023年12月        ｢HCD導入パターン初版」公開イベント

を開催 

 

 

3  2023 年度の成果 

3.1 HCD 導⼊パターン初版の公開 
2023 年 09 月 21 日に「HCD 導入パターン初版」6と

して 23 点のパターンを公開した。 

23 点のパターンの内訳は、成功事例の分析に由来

するもの 8 件、失敗事例の分析に由来するもの 15 件

である。失敗事例の分析に由来するパターンに記載

されている Solution(解決方法)および Actions(ア

クション)はパターン作成に参加した専門家による

「解決方法についての仮説提案」である。 

初版作成に際しては、2022 年度に作成した草案に

対する HCD 実践者の意見を元に文章のわかりやすさ

の改善、各パターンと HCD 組織成熟度との関係性の

整理を行なった。 

図 1 に、HCD 導入パターン初版として公開された

パターンのうち 2 点を抜粋し例として紹介する。 

3.2 イベント「"パターン"で成功させる HCD 企業導
⼊」開催 
2023 年 12 月 4 日に「"パターン"で成功させる HCD

企業導入」と題したオンラインイベントを開催し、

HCD 導入にまつわる体験とパターン初版についての

意見を集めた。 

意見の傾向として「個々人の努力では解決できな

い組織レベルの問題についての関心の高さ」「体系的

な理解よりも即効的な解決策への関心の高さ」が見

られた。ただし定量分析できるほどの量の意見は得

られなかった。 

また、イベント参加者の声を集める中で、HCD 組

織導入のうまく進まない理由として、組織全体が均

一に成熟していくのではなく、まだら模様のように

成熟していくからではないか、という議論があった。 

 

 

4  ワーキンググループ活動の総括と今後の展開 

4.1 総括 
本 WG は「HCD 導入パターンの作成」を目的に 2018

年に結成され、伝染病世界的流行による一時活動休

止を含め約 5 年間活動を続けてきた。本 WG のこれ

までの活動の総括として、特筆すべき活動成果を以

下に挙げる。 

4.1.1 失敗事例からのパターン作成 
これまでの活動により、失敗事例から HCD 専門家

の了解可能なパターン・ランゲージを作成すること

ができた。 

先行研究の多くは成功事例からパターン・ランゲ

ージを作成しているが、本 WG では、多様な業種業務

に携わる専門家集団が HCD プロセスに準じた「失敗

事例の分析」「解決方法についての仮説提案」「仮説

の妥当性検討（評価）」「反復・継続的改善」という

一連の作業工程を経ることで、失敗事例からのパタ

ーン・ランゲージを作成することができると考え、 
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図 1 HCD 導入パターン初版(抜粋) 

Figure 1 The Examples of the HCD implementation pattern First edition 

 

 

  

HCD導⼊パターン 初版©2023 ⼈間中⼼設計推進機構

結果（Consequence）

成熟度レベル

状況（Context）

問題（Problem）

フォース（Forces）

解決策（Solution）

アクション（Actions）

＋

−

No.

16

９フォーマット病

•レベル2〜3

• HCD推進部⾨や実践者・実践組織が暗黙知やノウハウを⾔語化し、HCD
を展開しようとしている。それ以外の部署もHCDを実践しようとしてい
るが、知識・経験がなくどうすればいいのかわからない。

•ガイドラインやフォーマットを作ってもサンプルや他の実施例からコピ
ペ・修正をしたり、フォーマットの項⽬名だけを⾒て何を書くか判断し
てしまい、本質が理解できないまま使ってしまう。

•ガイドラインを⼿順書のように「順守しなければならないもの」「この
通りやればできるもの」と捉えてしまう。
•空欄があるとそれを埋めることが⽬的化し、意味や重要度の理解が後回
しになり、フォーマットの項⽬名を⾃⼰流に解釈してしまいがち・⼀般
化されたガイドラインは実際と合わないところもあり、利⽤者がギャッ
プを解消できない。

•ガイドラインやフォーマットの「作成」だけではなく、作成したものを
利⽤者が活⽤するところまでをゴールとして施策検討・実施を⾏う。
•事例の表⾯的な真似ではなく、本質を真似できるようにする。

•ガイドラインの利⽤者、置かれた状況、達成したいことを⾔語化した上
で作成する。
• HCD実践の中でガイドラインを活⽤するために、ガイドラインの周知、
説明会開催、⼀緒に実践、振り返りなどの施策を実施する。
•基本的な考え⽅と、それを活⽤した事例のセットにする
•事例はできるだけ多く記載し各事例の重要ポイントを記載する。
•「ガイドライン」という名称ではなく、⼿順書とは異なることが想起さ
れる名称(原則+事例集など)にする。
•「この通りにしなければならない」「この通りにやれば必ずうまくい
く」ものではないことを明記する。

•ノウハウや知⾒が広く伝わる形で形式知化できる。
•活⽤のフィードバックを得ることで、ガイドラインの品質向上が
できる。

•周知、説明会、HCD実践など、推進者の負荷が増える。

HCD導⼊パターン 初版©2023 ⼈間中⼼設計推進機構

結果（Consequence）

成熟度レベル

状況（Context）

問題（Problem）

フォース（Forces）

解決策（Solution）

アクション（Actions）

＋

−

No.

9

2ユーザー調査⾷わず嫌い

•レベル0〜1

•社内にHCD推進者がいるがプロジェクトの中にいないため、プロジェク
トメンバーの中にユーザー調査や仮説検証の概念・知識がない状態。
•または、ユーザー調査に関する知識があり、重要性も理解しているが、
ユーザー調査は⾯倒、コストがかかると思われていて実践されない状態。

•開発者や発注者がユーザー情報収集に消極的で、ユーザーニーズの調
査・分析なしでプロジェクトを進めようとする。

•ユーザーとのコミュニケーションに対する苦⼿意識。
•ユーザーの声を聞いたら、そのとおりにしなければならないという警戒
⼼。

•百聞は⼀⾒に如かず。ユーザーの反応を実際に⾒てもらうことが、プロ
ジェクトメンバーの考えを変える第⼀歩。
•「ユーザーの声を（そのまま）聞く」のではなく、「ユーザーに問う」
ことがユーザー調査の本質だと理解してもらう。
•コストを抑えた⽅法でユーザー調査を実施する。

•社内のHCD推進者がお膳⽴て（調査計画策定、調査の設計、リクルー
ティング、調査実施など）をし、プロジェクトのメンバーの⼼理的ハー
ドルを下げる。
•プロジェクトのメンバーにインタビューの⾒学をしてもらう。
•ユーザーの要望を聞くのではなく、本質的な解決策を探るための情報収
集がユーザー調査の⽬的であることを啓発する。
•社内ユーザーを対象とした調査を⾏い、調査コストを抑える。

•実際にユーザーの反応を⽬の当たりにすることで、⾃分たちの仮
説が正しいとは限らないことを実感してもらえる。
•プロジェクト内で意⾒が分かれても、ユーザー調査の結果に⽴ち
返ることで収束しやすくなる。

•調査を実施しても分析が不⼗分だと結果的に良いものができず、
「ユーザー調査をやっても無駄」と思われてしまうおそれがある。
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実施した。本 WG は現在「解決方法についての仮説提

案」を終え「仮説の妥当性検討（評価）」の工程に着

手した状況であるが、HCD 実践者を対象としたコン

セプトテストでは好印象を得た。 

失敗事例から HCD 専門家の了解できるパターン・

ランゲージを作成できたことは、組織論でも未だ明

らかになっていない組織の変化やそれを促す組織メ

ンバーと組織のアンラーニングを促す事例を提供で

きたことになり、この点で意義ある成果を得たと考

える。 

4.1.2 分析⼿法としてのパターン・ライティングシ
ートの活⽤ 

これまでの活動により、パターン・ライティング

シートが問題分析の手法として利用可能であること

を確認できた。 

本 WG で採用したパターン・ライティングシート

は、本来は、いわゆる「うまくいくコツ」を言語化

する目的で用いる書式である。 

同書式を用いて失敗事例を記述する過程で、

「Problem(問題)を複数の問題に分割可能であるこ

とに気づいた」「Context(状況)と Forces(フォース)

の分離が不充分であった」等の問題の捉え直しが進

み、Solution(解決方法)についての仮説提案が活発化

した。 

パターン・ライティングシートが問題分析の手法

として利用可能であると示したことは、従来手法の

新たな可能性を引き出したという意味で発展的な成

果だと考える。 

4.1.3 組織学習論の知⾒を取り込んだパターン作成 
本WGがテーマとするHCD組織導入は、「組織学習」

すなわち「組織と個人を内包するシステム全体にお

ける組織ルーティンの変化」7の一種であると解釈で

きる。 

本 WGの行った Solution(解決方法)についての仮説

提案のうちいくつかは組織学習論の高次学習や組織

学習プロセスの概念で説明できる可能性を示唆する

ものである。 

HCD 導入パターンの作成を通じて HCD 組織導入と

組織学習の関連性についての示唆を得たことは発展

的な成果だと考える。 

4.1.4 組織変⾰のプロセスの可視化としての HCD
組織成熟度 

HCD 組織導入の個々の事例は、HCD 組織成熟度の

概念を導入しないと問題の制約や解放が上手く定ま

らないことを示した。言い換えれば、組織の一員で

ある HCD 推進者が引き起こさなければならない組織

の変化に組織の HCD 組織成熟度が影響を与えている

ことを事例は示した。また、組織の変化に伴う組織

メンバーのアンラーニングの困難さも事例によって

浮き彫りにされた。 

問題の背景や制約を HCD 組織成熟度と関連させて

分析することにより HCD 成熟に向けた組織変革のプ

ロセスを垣間見ることができたことは、理論的精緻

化を今後の課題として残すものの、パターン・ラン

ゲージ作成による暗黙知の形式知化とは別の意義あ

る成果であると考える。 

 

 

5  今後の展開 

 

本 WG は 2024 年度に HCD-Net ビジネス支援事業部

に属する委員会として再編される予定である。 

新組織においても引き続き HCD 組織導入ノウハウ

の収集、HCD 導入パターンの継続的改善、そして HCD

導入パターンの普及と利用促進に向けた活動を行う。

失敗事例に由来するパターンに関しては引き続き妥

当性の検討を続ける。HCD 組織導入と組織学習の関

連性についての理論的考察も引き続き行う。 
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予稿原稿（実践論文） 

人間中心設計プロセス実践と阻害要因 

企業調査（2023 年～2024 年） 

〇水本 徹*1 

Human Centered Design Process - Practice and Obstacles 

The Japanese companies survey 2023-2024 

Toru Mizumoto*1 

Abstract - This paper clarifies the degree to which HCD processes are implemented in Japanese companies and the 
disincentives for applying them, based on the results of a questionnaire survey of internal HCD process implementation 
promoters. Then, by comparing the results with those of similar surveys in the past, measures to avoid the disincentive 
and further promote the introduction of HCD are discussed. 
 
Keywords: Human Centered Design, Process, Practice 

 

 はじめに

日本の多くの企業は，さまざまな業界において，提供
する製品・サービスの競争力を高めるべく，機能・性能の
向上に技術力を注ぎ成⾧を続けてきた．しかし，コモデ
ィティ化により差別化ができなくなり，企業収益が悪化
していくこととなった．そこで，機能・性能ではなく製
品・サービスのユーザビリティを高めることで差別化を
したり，競合他社が気づいていないユーザーが本当に望
んでいる価値をみつけて提供したりと，顧客満足度の向
上のための努力を行う必要がでてきた． 

 人間中心設計プロセスとその課題

企業では，顧客満足度を向上するために人間中心設計
（以降 HCD）プロセスが導入されるようになった．HCD
とは，企画・設計・品質保証などの各段階で，人間（ユー
ザー）の立場になり，常にユーザーのことを中心に考え
て活動することで，ユーザビリティが高く，顧客ニーズ
に合致した製品・サービスを提供できるようにしようと
する考え方である． 

HCD プロセス（図 1）は，1999 年に ISO13407:1999
（JISZ8530:2000）「インタラクティブシステムにおける
HCD プロセス」として制定されたことをきっかけに，日
本企業においても取り組みが始まった[1]．HCD プロセ
スは，１）利用状況の把握と明示，２）ユーザーの要求事
項の明示，３）ユーザーの要求事項にあった設計による
解決策の作成，４）要求事項に対する設計の評価，という
4 つのアクションで構成される．ユーザーのことをよく
知り，ユーザーが望むものを理解し，ユーザーの望むこ

とに対する解決案を作成し，それが本当にユーザーの要
求を満たしているか評価することで顧客満足度の高い製
品・サービスを生み出す． 

そして，2010 年に ISO13407 は，ISO 9241-210 :2010
「Ergonomics of human-system interaction -- Part 210: 
Human-centred design for interactive systems」として改
訂された．改訂の大きなポイントはユーザーエクスペリ
エンスについての定義が記載されたことである．ユーザ
ビリティだけではなく，製品・サービスを使用すること
でユーザーにどのような魅力的な経験を与えるかといっ
た点に考えがシフトしてきた事をあらわしている[2]． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 HCD プロセス 
Figure 1 Human Centered Design Process 

 
このように ISO の制定をきっかけに日本企業での取り

組みが始まったが，現場ではどのような状況にあるので
あろうか．NPO 法人 人間中心設計推進機構が主催する
HCD プロセスに関するセミナーの参加者に，所属する企
業での導入状況を聞いてみると，多くの企業で HCD プ
ロセスがスムーズに導入できておらず，導入を推進して
いる担当者が，反対にあったり孤立したりしながら，も
がいている姿がみられた 

*1：人間中心設計推進機構 
*1：Human Centered Design Organization 
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 先行研究

早川らは，企業の現場での実践度を上げて行く道筋を
示すため，アンケート調査をもとに企業での HCD プロ
セスの導入における個別プロセスの実践度合いと実践に
おける阻害要因について明らかにしている[3]．それによ
り，阻害要因を取り除くための方策が明確になれば，導
入が進むことが考えられる． 

水本らは，2009 年の早川らの調査から 3 年経った 2012
年に同等の調査を実施し，実践度は上がったのか，阻害
要因は減ったのかといった状況を明らかにした[4]．そし
て，両者を比較することにより企業において HCD プロ
セスがどのように位置付けされているのかを明確にする
とともに，導入が進んだケースについては成功事例を収
集し公開することで導入の道筋を示した．  

 目的

本稿では，2012 年の調査から 10 年以上経った 2023 年
～2024 年に改めて同等の調査を実施し，状況を明らかに
するとともに，2009 年，2012 年，2023 年～2024 年の変
化を掴むことで，企業での HCD 導入を促進するための
対策を検討できるようにするものである． 

 調査方法

表 1 に示すように，HCD プロセスを，戦略・企画・設
計・品質保証・販売／サービス・⾧期モニタリングまでの
製品ライフサイクルにかかわる基幹プロセスと，情報収
集／活用・ユーザビリティ評価環境設備・ガイドライン
／標準化・専門人材育成・啓蒙など実践度向上に寄与す
る支援プロセスに分類し，これらの個別プロセスに対し
て，図 2 に示すようなアンケート調査により「1.仕組み
として確立されている」「2.一部商品・プロセスで実践し
ている」「3.取り組まれていない」の 3 段階でその実践状
況を確認した． 

次に，表 2，表 3 に示すように，個別プロセス毎に「HCD
に関する明確な取り組み方針がない」「ユーザビリティが
顧客にとって重要な品質の一つであるという意識がない」
など質問紙側で阻害要因の例を挙げ，図 3 に示すような
アンケート調査により「1.当てはまる」「2.一部当てはま
る」「3.当てはまらない」の 3 段階でその当てはまり度を
確認した．さらに，「上記外の阻害要因や課題がありまし
たら記入ください」という質問を設け，自由記述による
現状調査を行った．  

アンケート調査の対象は，事務用機器・家電製品・医療
機器・IT 製品などを製造・販売するメーカー14 社で，各
社内における HCD の技術獲得や実践，推進に関わりの
ある担当者へ回答を依頼した．なお，比較できるように
するため，アンケート調査の質問項目は，2009 年，2012
年と同じものを利用した． 

 
 

図 2 アンケート調査（実践度） 
Figure 2 Questionnaire survey (level of practice) 

図 3 アンケート調査（阻害要因の当てはまり度） 
Figure 3 Questionnaire survey (degree to which 

disincentive is applicable) 

 アンケート調査結果

実践度に関しては，「1.仕組みとして確立されている」
と回答されたものを 1.0 ポイント，「2.一部商品・プロセ
スで実践している」を 0.5 ポイント，「3.取り組まれてい
ない」を 0.0 ポイントとし，14 社平均をグラフ（図 4）
にあらわした．グラフは上部に行くほど実践度が高く，
下部に行くほど実践度が低い． 

また，阻害要因に関しては，「1.当てはまる」と回答さ
れたものを 0.0 ポイント，「2.一部当てはまる」を 0.5 ポ
イント，「3.当てはまらない」を 1.0 ポイントとし，14 社
平均をグラフ（図 5）にあらわした．グラフは上部に行く
ほど阻害要因が当てはまらず，下部に行くほど阻害要因
が当てはまるということになる．  

 個別プロセスごとの状況

2009 年，2012 年と 2023 年～2024 年の実践度の変化
を比較しながら，まずは基幹プロセスから，個別プロセ
ス（表 1）ごとの状況をみていく． 
7.1 戦略プロセス 

戦略プロセスでは「HCD コンセプトの立案」「HCD コ
ンセプトの評価」の実践度が高くなっている．取り除か
れた阻害要因は「そもそも製品開発プロセスがプロセス
指向ではない」「HCD プロセス自体の体系化ができてい
ない（遅れている）」「自社にあった HCD プロセスが模
索中である」である．各社なりに HCD プロセスが定義
され，コンセプト立案など戦略プロセスから取り組まれ
るようになったといえる． 

しかし，アンケートの自由記述をみてみると「社員数
が多く教育にも時間がかかるため，一部の本部ではかな
り浸透しているが，本部によって HCD の習熟度が異な
る」「HCD を実施できるデザイン部門の人員不足で，十
分にプロセスを回せていない」といった声が寄せられた．
戦略プロセスで HCD の重要性が認識されているものの，
企業によっては，一部の部門のみの理解であったり，そ
の実行力が不足していたりする状況にある． 

18 ・人間中心設計に関する明確な取り組み方針がない

19
・ユーザビリティが顧客にとって重要な品質の一つであるという意識
がない

1.当てはまる 
2.一部当てはまる 
3.当てはまらない

13
SP1 ユーザビリティに関する商品、市場戦略の立案（競合分析を含
む）

14 SP2 ユーザー研究計画の立案と実施

15 SP3 ユーザー要求予測

16 SP4 市場導入戦略（HCDコンセプト）の立案

17 SP5 HCDコンセプトの評価

1.仕組みとして確立している 
2.一部商品・プロセスで実践している 
3.取り組まれていない
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表 1 HCD の個別プロセス 
Table 1 Individual Processes for Human Centered Design 

SP戦略プロセス hPP19 個別ユーザーよりも大口顧客、販売要求、クレーム対応が優先される

hSP1 HCDに関する明確な取り組み方針がない hPP20 企画段階でプロトタイプを作成しない

hSP2 ユーザビリティが顧客にとって重要な品質の一つであるという意識がない hPP21 デザインコンセプト、プロトタ イプの評価がHCDの観点から行われていない

hSP3 HCDプロセスが社内で認知されていない DP設計プロセス

hSP4 HCDプロセス実践の費用対効果が不明確である hDP1 プロトタイプの作成が既存プロセスに組み込みにくい

hSP5 そもそも製品開発がプロセス指向ではない hDP2 基本設計の評価がHCDの観点から行われていない

hSP6 ユーザビリティ評価活動のみがHCDという誤解がある hDP3 基本設計の改善活動がHCDの観点から行われていない

hSP7 HCDプロセス自体の体系化ができていない（遅れている） hDP4 詳細設計がHCDの観点から行われていない

hSP8 自社にあったHCDプロセスを模索中である hDP5 活用できる人間特性（人間工学）のデータが少ない

hSP9 既存の製品開発プロセスにHCDプロセスが組み込まれない hDP6 プロセスではなく、個人の能力に依存している

hSP10 適切なコンサルタントがいない　外部からの指導が受けられない hDP7 設計者自身が要求を評価する仕組みがない

PP企画プロセス hDP8 ユーザビリティよりも製品の基本性能、コストが優先される

hPP1 HCDにかかる業務負荷を考慮した商品開発計画になっていない hDP9 納期的な制約があってHCDプロセスを実践できない

hPP3 ユーザーの範囲が広く、特定できない hDP10 短納期の開発の中で、従来にない提案型の解決策をどのように検討するかが課題

hPP4 利用状況把握が特定のユーザーに偏る QP品質保証プロセス

hPP5 利用状況把握がしにくい　新製品の場合の調査方法がわからない　妥当性が不明確 hQP1 ヒューリスティック評価のプロセスが確立されていない

hPP6 具体的な利用状況把握の方法論がわからない hQP2 ユーザビリティの改善が量産試作の段階まで続いている

hPP7 利用状況把握の時間と予算が確保できない hQP3 ユーザビリティ評価の手法、スキルにばらつきがある

hPP8 利用状況把握の重要性が認識されない hQP4 個々の問題点は指摘できても、ユーザビリティ評価結果全体に重み付けができない

hPP9 フィールドにおける行動観察に時間とコストがかかりすぎる、効率的な手法がない hQP5 ユーザビリティ評価の効率化と納得性の向上が必要である

hPP10 フィールドにおける行動観察を行なう体制が整備されていない hQP6 ユーザビリティ評価の標準化が遅れている

追加質問　フィールドにおける行動観察に協力してくれる実ユーザーを見つけられない hQP7 特定タスクのみの評価で、フィールド調査の実施は困難である

追加質問　フィールドにおける行動観察に時間とコストがかかりすぎる、効率的な手法がない hQP8 設計変更の手間、コスト負担への妥当性を示せない

追加質問　アンケートやインタビューで十分で、フィールドにおける行動観察のメリットがわからない hQP9 ユーザビリティ評価により抽出した問題点の対策実施には強制力が無い

追加質問　フィールドにおける行動観察から問題解決に結びつかない、分析に時間がかかる MP販売／サービスプロセス

hPP11 ユーザー要求から機能の割り当てにつなげる仕様書がない hMP1 ユーザビリティがセールスポイントになるという意識がない

hPP12 企画の狙いに、HCDの観点が入っていない　従来品質とコストのみ hMP2 企画の意図（商品コンセプト）が販売にうまく伝わらない

hPP13 効率的な要求抽出の手法がない hMP3 顧客のユーザビリティに関する声が商品企画、戦略に反映されない

hPP14 ユーザーから新たな要求が抽出できない hMP4 競合機とのユーザビリティの比較評価が行われない

hPP15 コスト、納期の影響で要求抽出が難しい OP長期モニタリングプロセス

hPP16 企画担当者は、商品性、事業性の検討で手一杯である hOP1 ユーザビリティ推進部門が主体となって実施していない

hPP17 企画を巻き込んだ要求抽出の活動になっていない hOP2 導入後の利用状況調査（観察）までは行われていない　（仕組みとして未確立）

hPP18 企画段階でユーザー要求に対する認識が低い

基幹プロセス

表 2 基幹プロセスの阻害要因 
Table 1 Obstacles in the core process 

表 2 基幹プロセスの阻害要因 
Table 2 Inhibiting factors in the core process 
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図 4 アンケート調査（実践度） 
Figure 4 Questionnaire survey (Practice level) 

 

図 5 アンケート調査（阻害要因の当てはまり度） 
Figure 5 Questionnaire survey (Degree of applicability of inhibiting factors) 

 

支援プロセス

IP情報収集／活用プロセス

hIP1 社外の関連情報、先進事例の入手が難しい

hIP2 関連情報が活用できる仕組み（データベース）になっていない

UPユーザビリティ評価環境整備

hUP1 ユーザビリティテストラボの設備投資が難しい

hUP2 評価において開発情報の機密保持と客観性確保の方法が未確立である

hUP3 社内モニター制度の実施、維持管理が難しい

hUP4 社外（実ユーザー）モニター制度の実施、維持管理が難しい

GPガイドライン／標準化プロセス

hGP1 現場で活用できるユーザビリティに関するガイドラインがない

hGP2 ユーザビリティ設計基準、標準が未確立である

hGP3 ユーザビリティ評価基準、標準が未確立である

hGP4 デザイン（見た目）に関するガイドラインがない

hGP5 プロセスの標準化が難しい

HP専門人材育成プロセス

hHP1 専門人材育成のためのカリキュラム、仕組みがない

hHP2 HCDプロセスをマネージメントする人材がいない

hHP3 利用状況把握の人材をどのように育成したらよいのかわからない

hHP4 要求抽出、分析を担当する人材（リクワイヤメントエンジニア）がいない

hHP5 ユーザビリティ評価を担当する人材がいない

hHP6 社内でHCD専門家として認められない

hHP7 商品企画のメンバーがHCDを十分理解していない

hHP8 商品企画のメンバーにHCDを担当する人がいない

hHP9 適切なコンサルタントがいない　外部からの指導が受けられない

EP啓蒙プロセス

hEP1 HCDに関するトップの関心が薄い　理解がない

hEP2 商品事業部間で取り組みに温度差がある

hEP3 適切な啓蒙策（イベント、ツール）が実施できていない

表 3 支援プロセスの阻害要因 
Table 3 Inhibiting factors in the support process 
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7.2 企画プロセス 
企画プロセスでは実践度が高くなっている個別プロセ

スが無く，逆に「プロトタイプの作成」「プロトタイプの
ユーザビリティ評価」で実践度が下がったという結果で
あった．過去に比べて当てはまり度が高くなった阻害要
因は「利用状況把握の予算が確保できない」「利用状況把
握の重要性が認識されない」「企画を巻き込んだ要求抽出
の活動になっていない」「企画段階でユーザー要求に対す
る認識が低い」「デザインコンセプト，プロトタイプの評
価が HCD の観点から行われていない」である． 

アンケートの自由記述をみてみると「デザイン部門が
かかわる案件は HCD の観点で行われているが，サービ
ス数が多く，デザイン部門だけでは対応しきれない」「企
画策定は，HCD を実施するデザイン部門の役割ではない」
といった声が寄せられた．戦略プロセスで HCD の重要
性が認識されており，それを実行できるデザイン部門が
存在するものの，企画担当部門で重要性が認識されてい
ないという状況が読み取れる． 
7.3 設計プロセス・品質保証プロセス 

設計プロセスでは「試作機の制作」「設計試作のユーザ
ビリティ評価」の実践度が下がっている．当てはまり度
の高い阻害要因は「プロトタイプの作成が既存プロセス
に組み込みにくい」「基本設計の評価が HCD の観点から
行われていない」である．また，品質保証プロセスでは
「ユーザビリティに関する仕様の要求のウエイト付け」
「試作機の制作（設計変更の実施）」「実使用テスト（ユ
ーザビリティ評価）」の実践度が下がっており，当てはま
り度の高い阻害要因は「ユーザビリティ評価の手法，ス
キルにばらつきがある」「個々の問題点は指摘できても，
ユーザビリティ評価結果全体に重み付けができない」「ユ
ーザビリティ評価の標準化が遅れている」である． 

アンケートの自由記述をみてみると「ユーザビリティ
を評価できるデザイナーの育成が急務である」「商品の設
計を担う部署（開発とデザイン部門）にて自助努力的に
やっているが，品質保証部門は HCD やユーザビリティ
に理解はなく，主観的な評価にとどまっている」といっ
た声が寄せられた．戦略プロセスで HCD の重要性が認
識されてはいるが，HCD の観点を持った設計プロセスや
品質保証プロセスにはなってはおらず，人材育成もあま
りできていない．一部の危機意識を持った開発部門やデ
ザイン部門のメンバーの努力により企業の HCD 活動が
支えられている状況がみられた．品質保証部門について
は，HCD-Net 設立時からユーザビリティを品質ととらえ
て啓発や学びの場を提供し続けてきたが，いまだに実践
度が上がっていない状況である． 
7.4 販売／サービスプロセス 

販売／サービスプロセスでは「対競合（市場）満足度評
価」「市場要求にもとづく設計変更」の実践度が下がって
いる．当てはまり度の高い阻害要因は「企画の意図（商品
コンセプト）が販売にうまく伝わらない」「顧客のユーザ
ビリティに関する声が商品企画，戦略に反映されない」
「競合機とのユーザビリティの比較評価が行われない」
である．一方，「ユーザビリティがセールスポイントにな

るという意識がない」は当てはまり度が下がっている． 
戦略プロセスで HCD の重要性が認識されていること

から，販売プロセスでユーザビリティをセールスポイン
トとしてアピールできるようになっている．しかしなが
ら，コンセプトをしっかりと具現化しユーザーに伝えら
れているのか，提供価値を受容性評価やユーザビリティ
評価で確認することができているのか，市場の声を聴い
て企画や開発にフィードバックできているのかと問われ
ると，回答に困る企業も多いであろう．表面的に HCD に
取り組んでいるようにみえてはいるが，実行できていな
いことが多いと言わざるを得ない． 
7.5 ユーザビリティ評価環境設備プロセス 

ここからはそれを支える支援プロセスについて述べる．
ユーザビリティ評価環境設備プロセスでは，「社外（実ユ
ーザー）モニター制度の構築，運用」の実践度が上がり，
「ユーザビリティテストラボ，設備の整備」の実践度が
下がっている． 

アンケートの自由記述をみてみると「社内で実施する
にはラボでなくても，オープンスペースなどを活用して
代替できている」「ユーザビリティテストを実施する環境
が何カ所かあるが，ラボとして固定化されているわけで
はない」といった声が寄せられた．昔はマジックミラー
で仕切られた観察室があるような，大規模なユーザビリ
ティ評価設備を持つ企業が多かったが，いまは設備の整
備をするというよりは，専用の施設が無くても，早く簡
単に評価を行うことに主眼が置かれるようになったと考
えられる．逆に言えば，7.3 節 設計プロセス・品質保証
プロセスで述べたように，正式なユーザビリティ評価が
実施できていないことから，開発部門やデザイン部門が
できる範囲で簡易的に実施しているとも考えられる． 
7.6 専門人材育成プロセス 

専門人材育成プロセスでは，「専門分野の社内研修制度」
「専門分野の社内認定制度」の実践度が上がっている．
また，当てはまり度が低くなった阻害要因は「専門人材
育成のためのカリキュラム，仕組みがない」「HCD プロ
セスをマネージメントする人材がいない」であり，当て
はまり度が高くなった阻害要因は「商品企画のメンバー
が HCD を十分理解していない」である． 

戦略プロセスで HCD の重要性が認識されているとい
うことは，社内に HCD プロセスをマネージメントでき
る専門人材がおり，戦略プロセスで活躍するとともに，
全社展開を狙って社内研修や社内認定制度の整備に力を
入れているからだと考えられる．しかし，商品企画のメ
ンバーには HCD の重要性が伝わっていないことから分
かるように，専門人材が影響力を発揮できる身近な範囲
での実践にとどまっている可能性がある． 
7.7 啓蒙プロセス 

啓蒙プロセスでは，「経営トップとの相談会」「社内啓
蒙イベントの実施」「社内啓蒙ツールの整備」の実践度が
上がっている．また，阻害要因については「HCD に関す
るトップの関心が薄い・理解がない」の当てはまり度が
下がっている．HCD プロセスをマネージメントできる専
門人材が経営トップにアプローチし HCD の重要性をイ
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ンプットし，また全社にも啓蒙イベントを開催するなど，
HCD の普及に努めていることがうかがえる．その努力も
あり，HCD に関するトップの関心も高くなっていること
がわかる．しかし，アンケートの自由記述をみてみると
「既存組織体系を崩す越境を嫌う」「トップに関心はある
が誤解もあるため，正しい啓蒙がすすまない面もある」
といった声が寄せられた． 

HCD の実行には，ユーザーが満足する製品やサービス
を提供するためには，「人間（ユーザー）中心の考え方」
を徹底することが大切というマインドセットと，戦略・
企画・設計・品質保証といったすべてのプロセスにおい
て，常にユーザーのことを考えながらデザインをすると
いう組織横断の取り組みが必須である．しかし，いくら
HCD についてのインプットを行ったとしても，トップが
既存の組織体系を崩してまで HCD を推進する状況を作
り出すのは難しい．仮にトップが号令を発したとしても，
自部門の目標達成に向けて必死に努力している縦割りの
組織が，横の連携に割くリソースは無さそうである． 

 まとめ

メーカー14 社へのアンケート調査であり，必ずしも日
本企業の全体像をあらわしているとは言えないが，概ね
同じような傾向がみられたため，これらの調査結果から
今後の HCD-Net に必要な取り組みを検討した． 

戦略プロセスでは，HCD の重要性が認識されているも
のの，企業によっては，一部の部門のみの理解であった
り，その実行力が不足していたりする状況にあった．ま
た，デザイン部門など，HCD を実行できる部門が存在す
るものの，企画担当部門で重要性が認識されておらず，
できる範囲での取り組みにとどまっているという状況が
読み取れた．加えて，啓蒙プロセスでは，経営トップが
HCD に関心を持つようになったものの，組織を変革して
まで推進するまでには至らないという現状がみえた． 

アンケートの自由記述から，この状況を打破する可能
性があるグッドプラクティス「社内の意識としてはアジ
ャイル開発の手法に沿っているため HCD だという意識
ではないが，プロセスを回していく状況としては実質的
に HCD に近しいことをしている」「アジャイル開発の手
法による取り組みの効果測定は事前に設定した KPI の達
成状況で測ることが多い．具体的には開発期間の短縮や
手戻りを減らすなど」「会社として HCD をやっていると
いう認識はないが，ユーザー仮説・ビジネス仮説の構築
と検証がプロセスに組み込まれている．そのなかで調査
やプロトタイプ作成，検証を実施している」をみつける
ことができた．HCD-Net としても「HCD プロセスの導
入」を強調しすぎず，企業の現状の開発プロセスをより
良くするために HCD の要素をどのように組み込むと良
いかを提案すべきではないか．その意味では，アジャイ
ル開発への HCD の組み込みが有効であると思われる． 

一方，品質保証部門が HCD やユーザビリティについ
ての理解が少なく，主観的な評価にとどまっているとい
うのは大きな問題であり，利用品質が品質として捉えら

れていない状況が読み取れる．HCD-Net が 20 年間ユー
ザビリティの重要性を説き，ユーザビリティ評価のセミ
ナーなどを繰り返し行ってきたにも関わらず，20 年前と
状況が変わっていないように思われる． 

ユーザビリティ評価の実践度を高めるためには，
HCD-Net のアプローチを変えていく必要があると考え
る．これまでは HCD プロセスを導入することで，ユー
ザビリティが向上するという考え方であったが，ユーザ
ビリティ評価は品質保証の一環であり，HCD プロセスと
は関係なく品質向上の取り組みとしての啓発が必要では
ないだろうか．また，HCD-Net として，これまで通りに
ユーザビリティ評価のセミナーを企画することも重要で
はあるが，実践度を高めたい業界が重要視する学会等で
ユーザビリティ評価による品質向上の効果を示すことが，
その業界に所属する企業での推進を後押しすることにな
るのではないだろうか．例えば，リハビリテーション機
器を開発している企業においてユーザビリティ評価の実
践度を高めるのであれば，その業界が参加する学会にて，
リハビリテーション機器の品質（＝ユーザビリティ）向
上の事例を紹介するとやってみようと考える企業が増え
ないだろうか．ユーザビリティ評価環境設備プロセスの
調査結果にあったように，専門の設備や組織がなくとも
開発部門等でも簡単に実施できることを説明し，実施の
ハードルを下げるとともに，ユーザビリティの向上によ
る効果を示すことで意識を高める取り組みである．  

もちろん，HCD を推進する担当者が社内で重要性を説
明してボトムアップで活動を広めていくことは大切であ
る．それに加えて，社内の主力部門（＝開発部門であるこ
とが多い）がよく参加する学会で HCD-Net が発表を行
い，主力部門が自ら重要性を認識できる場を作ることも
大切であろう．会員の皆様には，アピールしたい学会や
業界団体等があれば，ぜひお声がけいただきたい． 
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プロジェクトステークホルダー相互作⽤に関する意識調査 

井原 雅行*1  徳永 弘子*1  村上 宏樹*2 竹下 一樹*2 古賀 昭彦*1,3

行平 崇*1,3 久野 真矢*1,4 前田 亮一*1,5  猿渡 進平*1,2 

A Survey on Interaction of Stakeholders involved in a Service Design Project 

Masayuki Ihara*1, Hiroko Tokunaga*1, Hiroki Murakami*2, Kazuki Takeshita*2, Akihiko Koga*1,3, 

Takashi Yukihira*1,3, Shinya Hisano*1,4, Ryoichi Maeda*1,5, and Shinpei Saruwatari*1,2 

Abstract - In order to develop services that can be operated sustainably, co-creation in which service providers are 
involved in design is effective. In case of nursing care service development, various stakeholders such as occupational 
or physical therapists may be also involved in the design project. This paper reports the results of a survey on the 
interaction of stakeholders involved in a nursing care service design project. In our case study of developing an online 
rehabilitation exercise service, we analyzed what each stakeholder contributed and learned through their interactions. 

 
Keywords: co-creation, design project, stakeholder, interaction, nursing care service 

 

 

1. はじめに 

近年、サービスに関わるさまざまなステークホルダー
とともにサービス設計を⾏う共創型サービスデザインが
注⽬されている。持続的なサービス利⽤のためにサービ
スの想定利⽤者との共創が⼤切である⼀⽅で、サービス
提供者側を重視したサービス設計も持続的な運⽤の点か
ら重要である。サービス提供者を含むさまざまなステー
クホルダーが、サービス設計段階から積極的にサービス
開発プロジェクトに関わり、相互に良い影響を与え合う
ことは、プロジェクトの円滑な運営に重要である。 

本稿では、オンラインリハビリテーション（以降、オン
リハ）サービスの開発プロジェクトを事例として、各種
ステークホルダー間の相互作⽤を分析し、効果的な共創
プロジェクトのあり⽅を探る。オンリハサービス開発プ
ロジェクトに関わった多様なステークホルダーの相互作 
⽤に関し、質問紙調査による意識調査の結果を紹介する。 

2. プロジェクトステークホルダーの多様性 

開発するサービスが持続的に利⽤されるためには、サ
ービスの提供者と利⽤者の両⽅のニーズを満⾜するサー
ビス設計が求められる。また、事例の少ない新規サービ 

 

*1：理化学研究所 情報統合本部 先端データサイエンスプロジ

ェクト データサイエンスデザインチーム 

*2：医療法人 静光園 白川病院 

*3：帝京大学 福岡医療技術学部 

*4：県立広島大学大学院 総合学術研究科 

*5：UD ワーク 

*1：Data Science Design Team, ADSP, R-IH, RIKEN 
*2：Shirakawa Hospital 
*3：Faculty of Fukuoka Medical Technology, Teikyo Univ. 
*4：Graduate School of Comprehensive Scientific Research, Pref. Univ. 

of Hiroshima 
*5：UDwork Inc. 

スや、医療福祉等の利⽤者の安全が重視されるサービス
の開発では、各種専⾨家が開発プロジェクトに関わりな
がら必要な助⾔を⾏う場合もある。サービスの利⽤者、
提供者、専⾨家、デザイナーといったさまざまなステー
クホルダーが関係する開発プロジェクトでは、ステーク
ホルダー間の相互作⽤（影響や効果）に配慮しながらプ
ロジェクト管理を⾏い、多様な視点にもとづく判断によ
りサービスを設計することが求められる。 

ステークホルダーを取り巻く状況は、ステークホルダ 
ーの役割や開発プロセスの段階によって異なることから、
デザイナーはそれらの状況に応じてステークホルダーに共
感しながらプロジェクトを統括することが効果的と考えら
れる[1]。Hassenzahl による状況重視の指摘[2]を援 
⽤すれば、各種ステークホルダーが置かれている状況に
配慮することは、ステークホルダーの体験をデザインす
る点からも重要と考えられる。ステークホルダーのプロ
ジェクト参画体験が向上することは、間接的に良いサー
ビスを実現することにもつながる可能性がある。 

特に、介護サービスの開発の場合、利⽤者側にサービ
ス利⽤の意思決定者として家族があり、提供者側にも、
実際に現場でサービスを運⽤する現場職員の他に、意思
決定者としてのプロジェクトオーナーや施設管理者がい
る。さらに、作業療法⼠や理学療法⼠等の専⾨家やケア
マネージャーも関わることがあり、ステークホルダーは
多種多様である。今回、筆者らが実施したサービス開発
プロジェクトのステークホルダーマップを図 1 に⽰す。

このような多様なステークホルダーが関わるプロジェ 
クトの管理を適切に⾏うために、筆者らは、オンリハサ
ービス開発の事例をデザイナー視点で分析し、ステーク
ホルダー間の相互作⽤を分析するためのフレームワーク 

を提案している[3]。本稿では、デザイナー視点に加えて、
各ステークホルダーの視点に着⽬する。各ステークホル 
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ダーが他のステークホルダーの関わりから何を得て（何 
を学び）、何を提供したのか（何の貢献をしたのか）、につ
いて質問紙による意識調査を実施した結果を分析する。 

 

 

家族 

 

 

 

 

 

図 1 オンリハサービス開発プロジェクトの
ステークホルダーマップ 

Figure 1 Stakeholder Map of Online Rehabilitation 
Service Development Project 

3. ケーススタディ 

3.1 プロジェクト概要 
筆者らは、福岡県⼤牟⽥市にある⽩川病院の介護施設、通

所リハビリテーション「まごころ」にてオンラインリ ハ
ビリの新規サービス開発プロジェクトを実施している。こ
のプロジェクトでは、介護保険制度によるサービス利 
⽤回数制約の下、通所⽇以外にも⾃宅でリハビリ体操を
可能とすることで、リハビリ機会を増やすことを⽬的と
している。2023 年 4 ⽉から 7 ヶ⽉の準備設計期間の後、 
4 ヶ⽉間のサービス試⾏実験を実施し、実験協⼒者は、毎週 
1 回、約 1 時間の体操セッションに計 12 回参加した。 
実験協⼒者は、同介護施設の利⽤者 3 名で、うち 1 名は
家族の協⼒もあった。Wi-Fi 接続環境のある利⽤者宅に
設置したタブレット端末を介護施設と接続し、利⽤者は
ビデオ通話アプリの画⾯に映る体操指導を⾒ながら体操
を⾏った。介護施設側では、体操ルームに設置したタブ
レット端末の画⾯を⼤型モニターに映し、体操参加者の
様⼦を画⾯越しに⾒ながら体操指導を⾏った。 
3.2 パーソンセンタード理念にもとづくサービス開発 

筆者らは、被介護者⼀⼈⼀⼈の価値観や⽣活背景を重
視するパーソンセンタードケア[4]の考え⽅を重視して
おり、このオンリハサービスの設計においても、作業療
法の専⾨家が事前に実験協⼒者に個別のアセスメント 
（ADOC[5]）を⾏なってリハビリ⽬標を設定し、理学療
法の専⾨家が個々の⾝体状況に応じた体操プログラムを
策定した。パーソンセンタードの理念は、プロジェクト
オーナー（意思決定者）である介護事業所幹部（本稿第 9
著者）がプロジェクトマネージャー（本稿第１著者）に、
その重要性を説明し、プロジェクトの全ステークホルダ
ーに理念の意識づけをしながらサービス設計を⾏った。 
3.3 ステークホルダーの役割 

本プロジェクトでは、図 1 に⽰すステークホルダーが
サービス設計に関わった。将来のサービス本格運⽤を想
定し、施設の現場職員にも実験に参加してもらった。サ 

ービスの設計に際しては、図 1 に⽰すプロジェクトチー
ム全員による定例会議を隔週で⾏い、多様なステークホ
ルダーが異なる⽴場の意⾒を交わしながら実験の設計、
試⾏、改良を⾏なった。なお、QOL（Quality of Life）の
専⾨家とオンリハの専⾨家はオンラインで、その他のス
テークホルダーは対⾯で会議に参加した。 

各ステークホルダーに与えられていた主な役割は以下
の通りである。 

・プロジェクトオーナー（事業所幹部：意思決定者） 
パーソンセンタード理念にもとづいて、各種助⾔、 
⽅針判断、意思決定を⾏う。 

・介護施設管理者 
施設の通所リハビリサービスを利⽤している⾼  
齢者の中から、⾝体機能、意欲、⾃宅環境等を考慮
し、本プロジェクトのサービス試⾏実験に参加しても
らう⼈を⼈選する。また、同施設の現場職員の中か
ら、本プロジェクトに協⼒してもらう⼈を⼈選し、実
験実施時に同職員に各種指⽰を⾏う。 

・介護施設現場職員 A 
実験の様⼦を観察し、気づいた点、課題等を整理
して、レポートとしてプロジェクトチームに提出す
る。 

・介護施設現場職員 B、C 
施設の体操ルームから画⾯越しに体操指導を⾏
う。また、体操指導役を⾏わない回では、利⽤者
宅で陪席し、実験環境の整備を⾏う。 

・プロジェクトマネージャー（デザイナーX） 
プロジェクトオーナーの判断とパーソンセンタ  
ード理念にもとづいて、プロジェクトを進捗管理す
る。隔週実施の定例プロジェクト会議を運営し、実験
準備、課題分析、設計改良をファシリテートする。 

・デザイナーY 
デザイナーX の指⽰の下、各種具体作業を⾏うと
ともに、利⽤者、現場職員と関係構築して実験を
円滑に実施できるよう⽀援する。 

・作業療法⼠ 
実験前に各利⽤者に ADOC によるアセスメント
を実施し、リハビリ⽬標を設定する。理学療法⼠
の体操プログラム設計に協⼒するとともに、体操
セッションの第 1〜2 回にて現場職員に体操指導
役のお⼿本を⾒せる。 

・理学療法⼠ 
各利⽤者のリハビリ⽬標と個別⾝体事情に配慮
した体操プログラムを設計するとともに、体操セ
ッションに陪席して、その観察結果をもとに体操
プログラムを改良する。 

・ケアマネージャー（ケアマネ） 
オンリハに限定されない視点で、パーソンセンタ
ード理念にもとづいた助⾔を⾏う。 

・QOL の専⾨家 
作業療法の専⾨知識を含む⽣活者視点での助⾔
を⾏う。 
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・オンリハの専⾨家 
オンリハサービスを既に運営している経験から 
具体的な助⾔を⾏う。 

4. ステークホルダー相互作⽤の意識調査 

本実験プロジェクトに関わった各ステークホルダー 
（利⽤者とその家族を除く）に対し、ステークホルダー 
間の相互作⽤に関する質問紙調査を⾏なった。調査の際、
質問紙の冒頭にて以下のインストラクションを提⽰した。 

提⽰したインストラクション： 
「実験の準備から実施まで、関係者の間でお互いにい
ろいろな連携や助け合いがあったと思います。このア
ンケートでは、オンリハ実験において、⾃分は誰に何
をしてあげたか（＝どう助けたか、どんな貢献をした
か）、⾃分は誰から何をしてもらったか（＝何が助かっ
たか）、をご回答いただきます。回答の際は、直接的に
あなたが影響を与えたり得たことだけをお書きくださ
い。」 

質問紙の各設問は、以下の Q1-1、Q1-2 に⽰すように、 
⾃⾝が他のステークホルダーにしてあげたこと、および、
他のステークホルダーからしてもらったことを、提⽰さ
れた回答例を参考に回答する形式とした。 

Q1-1. あなたが○○さんにしてあげたこと、提供した
ことは何ですか？（例：利⽤者さんに実験の趣旨説明
をした） 

Q1-2. あなたが○○さんからしてもらったこと、得た
ことは何ですか？（例：利⽤者さんから安全な体操環
境の必要性を再認識させてもらった） 

各ステークホルダーの回答結果⼀覧を表 1、表 2 に⽰
す。表 1 はサービス提供者である介護施設関係者とデザ
イナーの回答結果、表 2 は各種専⾨家の回答結果である。
これらの表において、⾚字（G: Give）は「してあげたこ
と」、⻘字（T: Take）は、「してもらったこと」を表して
いる。 

5. 分析 

表 1、表 2 の結果によれば、全ステークホルダーが与
えられた⾃⾝の役割を果たしていることがわかる。この
実験では、試⾏錯誤しながら課題を抽出し、その課題を
解決しながらサービス設計を改良していくことを、定例
会議でプロジェクトメンバー全員に意識付けしていた。
現場職員 3 名を含め、状況に応じて臨機応変に⾏動し、
役割の範囲にこだわることなく、課題の発⾒に努めてい
た。 

特に、現場職員 A には、全 12 回の体操セッションに
関して、観察して気づいたことを毎回整理してレポート 

として提出してもらうようあらかじめ指⽰していた。現
場職員 A は、毎回約 1 時間程度の体操セッション（事前
事後の健康チェックや雑談の時間を含む）において、開
始から終了までタイムスタンプ付きで発⽣した事象と気
づいたことを記録していた。レポート提出はあらかじめ
指⽰されていた役割であったが、体操シーンを録画して
検証し、秒単位で丁寧に整理をするという作業は現場職
員 A の⾃主的な⾏動によるものであった。 

体操指導が役割として与えられていた現場職員  B、C
は、作業療法⼠や理学療法⼠の専⾨家から体操の内容や
指導⽅法に関する説明を受けながら体操指導役を実施し
ていた。体操実施中に気づいた利⽤者の様⼦だけでなく、普
段の施設での通所リハビリ中に得た情報も専⾨家にフィ
ードバックし、体操プログラムの改良に貢献していた。ま
た、体操指導役を担当しない回では、利⽤者宅で陪席す
るよう指⽰を受けていたが、Wi-Fi  接続トラブルの解決
や機器操作援助をしていた。 

表 1、表 2 では、あらかじめ期待されていた役割以外
の⾏動や観点と思われる箇所を太字で表⽰してある。表 
1 から分かるように、現場職員 A、B は、実験外（通所リ
ハビリで施設に来所した時間）においても、利⽤者に体
操⽅法の説明をしており、オンリハ実験を意識した⾏動
をしていた。特に、現場職員 B は、利⽤者の家族に対し
て、普段あまり⾒る機会のない通所時の利⽤者の様⼦（真 
⾯⽬にリハビリに頑張っている様⼦）を共有しており、
家族の理解を促進する⾏動が⾒られた。 

3 名の現場職員は、利⽤者やその家族から得られた多
様な情報を職員間で共有していた。具体的には、利⽤者
の⽣活の様⼦、利⽤者が⾃宅で気にすること、利⽤者の 
⼈となり、利⽤者の能⼒や気⼒の⾼さ等が共有されてい
た。さらに、利⽤者の⾏動を観察した結果に対する解釈 
⽅法を施設管理者から学び、利⽤者をより深く理解しよ
うとしていたことが⽰唆される。施設管理者も、利⽤者
の⽣活の様⼦、エピソード、昔の写真等、の情報を得てお
り、本実験が利⽤者理解に⼤きく寄与していることが分
かる。他にも、現場職員はデザイナーY から、利⽤者の⾔
動の解釈⽅法や利⽤者との対話ノウハウを学んでおり、 

⾃⾝の利⽤者対応スキル向上に効果があったことが推察
される。また、現場職員 B は、プロジェクトを統括して
いたデザイナーX から課題探索⽅法を学んでおり、定型
業務が多い介護現場の職員にとって、この実験プロジェ
クト参加が意義のある体験となっている可能性がある。

今回の実験では、デザイナーにも想定していなかった 
気づきがあった。デザイナーX は、プロジェクトオーナ
ーからパーソンセンタード理念の重要性を定例会議で再
三に渡って再認識させられていた。実験の計画を具体化
する中で意識が効率化に向いてしまいそうになることが
何度かあったが、理念を意識し続けることの重要性を学

んでいた。さらに、今回の実験では、⼀部の現場職員に協 
⼒してもらったが、その分の⼈的稼働が本務の介護業務
から奪われることになるため、本務に影響が出ないよう
各種調整が必要であった。利⽤者の⽣活空間や職員の業
務空間に⼊り込んで実験を実施する本プロジェクトは、 
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⽤
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⽤
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の
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⽤
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⽤
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⽤
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⽤
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ソ
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⽤
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⽰
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⽤
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⽰
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⼿
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⽤
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介
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⽤
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⾔

、
Q

oL
視

点
で

の
助

⾔
 

G
:な

し
 

T:
オ

ン
リ

ハ
運

営
経

験
か

ら
の

助
⾔

 

G:
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
統

括
 

T:
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
運

営
の

ノ
ウ

ハ
ウ

 

    
デ

ザ
イ

ナ
ー

Y 

G:
趣

旨
説

明
、

機
器

操
作

説
明

、
体

操
時

陪
席

、
W
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⽀
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⼰
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⽀
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⽤
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⽅
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⽤
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⾖
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⾜
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⽤
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⽤
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⼦
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⾜
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⽤
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⽤
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⼦
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⽤
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⽤
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⽤
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⽬
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⽬
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⽤
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⽅
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ベ

ル
、

ケ
ア

マ
ネ

視
点

で
の

サ
ー

ビ
ス

評
価

 

G
:な

し
 

T:
課

題
分

析
観

点
 

G
:な

し
 

T:
リ

ス
ク

管
理

の
要

点
 

G
:マ

ニ
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⽤
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⾒
 

表 1  相互作⽤に関する質問紙調査結果 
（サービス提供者とデザイナーの回答） 

Table 1 Questionnaire Results on Stakeholder Interaction 
(Responses of Service Providers and Designers) 
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表 2  相互作⽤に関する質問紙調査結果 
（各種専⾨家の回答） 

Table 2 Questionnaire Results on Stakeholder Interaction 
(Responses of Experts) 
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まさにリビングラボであり、ステークホルダーを取り巻
くさまざまな対象まで影響を考慮して実験を実施するこ
とが重要であった。さらに、利⽤者理解については、デザ
イナーY も、現場職員と同様に、利⽤者の⽣活の様⼦や
性格、利⽤者との接し⽅を学んでいたことがわかる。 

6. 相互作⽤における意識の乖離 

表 1、表 2 から分かるように、ステークホルダー間の
意識には乖離がある。あるステークホルダーが提供した
と思っている内容は、必ずしも、その対象のステークホ
ルダーは、それを提供してもらったと感じてはいない。

例えば、現場職員が施設管理者に提供した内容として 
回答したのは、通信等の実験環境の不具合に関する情報、
利⽤者の実験参加時の様⼦、利⽤者宅での各種確認であ
ったが、施設管理者が現場職員から得た内容として回答
したのは、現場情報以外に改善案や改善の実施が含まれ
ており、もっと多くの貢献をしてくれたと感じている。
逆に、施設管理者が現場職員に提供した内容として回 

答したのは、職員が⾏動しやすい環境、各種情報の分析
結果、改善⽅法であったが、現場職員が施設管理者から
得た内容として回答したのは、利⽤者宅の環境等の各種
情報、利⽤者⾏動観察結果の解釈⽅法、利⽤者宅でのリ
スク管理と着⽬点であった。⾏動しやすい環境を与えら
れていたことは、現場職員には意識されていない。代わ
りに、施設管理者が提供したと意識はしていない結果解
釈⽅法やリスク管理に関する情報に価値を感じていた。

次に、デザイナーと現場職員の相互作⽤を分析する。 
現場職員がデザイナーX に提供した情報については、現
場で得られた課題に関する内容で、これは双⽅で意⾒が
合っていた。デザイナーX が現場職員に提供した内容と
して回答したのは、新規サービス開発の機会であった。 

⼀⽅、現場職員がデザイナーX から得た内容として回答
したのは、機器不具合対処⽅法や実験環境整備といった
実務的な内容と、スケジュール管理の重要性と⼤変さ、
課題探索⽅法といったプロジェクト運営に関する内容で
あった。プロジェクト参加機会から⼀歩踏み込んで、プ
ロジェクトの管理や推進の具体的な内容に現場職員の意
識が向いていたことが分かる。 

本実験では、デザイナーY は、プロジェクトを統括し
て運営するデザイナーX をサポートする形で、実務的な
作業を担当することが多かった。そのため、現場職員と
の相互作⽤にもその影響が現れている。デザイナーY が
現場職員に提供した内容として回答したのは、体操陪席
時の気づきの情報に加えて、体操指導役の機会、および、
体操セッション中の補⾜イベントとして実施した健康⾖
知識コーナーの内容であった。⼀⽅、現場職員がデザイ
ナーY から得た内容として回答したのは、利⽤者との関
係構築の重要性、利⽤者との対話のノウハウ、利⽤者の 
⾔動の解釈⽅法、利⽤者の家族から得た情報であった。
デザイナーY は、対話を通じて利⽤者やその家族と信頼
関係を構築するスキルに⻑けており、⼊社して 1、2 年⽬
の現場職員には、そのスキルの重要性や具体的な内容に 

意識が向いていたものと思われる。 
現場職員がデザイナーY に提供した内容に関しては、

現場職員は実験中と通所時の両⽅の利⽤者情報を回答し
ているが、デザイナーY には通所時の情報が意識されて
いた。また、健康⾖知識コーナーの説明資料をチェック
してもらったことや、インタビューに協⼒してもらった
ことは、現場職員には意識されていないが、デザイナーY
には貢献として理解されていた。 

以上のようなステークホルダー間の意識の乖離は、質 
問紙に回答する際に明⽰的に回答に現れなかっただけで、
本⼈の中には当たり前のこととして思われている内容も含
まれているであろう。また、回答時の説明の粒度も回答者
によって異なるため、抽象度の⾼い回答と具体的な回答の
差が、これらの乖離を⽣んでいる可能性もある。プロジェ
クト管理の観点からすれば、このような相互作 
⽤を把握して必要な対処をすることは、プロジェクトメ
ンバーに同⼠の共感につながり、円滑なプロジェクト運
営に効果をもたらす可能性がある。 

7. おわりに 

本稿では、オンリハサービスの開発プロジェクトを事
例として、ステークホルダー間の相互作⽤を分析した。
今後は、分析で得られた観点をもとに、多様なステーク
ホルダーが関わるプロジェクト向けの管理フレームワー
クとして汎化させたい。 
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HCD Process for Improving Service Design 

to Satisfy both Individual Demands and Efficiency 

Hiroko Tokunaga*1, Masayuki Ihara*1, Saki Ohga*2, Hiroki Murakami*2, Akihiko Koga*1,3, 

Takashi Yukihira*1,3, Ryoichi Maeda1,4, Shinpei Saruwatari*1,2, Kazuki Takeshita*2, 

and Shinya Hisano*1,5 

Abstract - When designing services such as nursing care services, where it is important to satisfy the unique demands 

of each user, an HCD process that balances individualized care and efficiency is required. Design based on the typical 

persona method has limitations in providing value through solving problems unique to real users. This paper introduces 

a case study of nursing care service development in which the HCD process was iterated based on individual demands 

and discovered issues, starting from preliminary design using the persona method, and analyzes service improvements 

from the perspectives of both individual care and efficiency. 

 

Keywords: HCD, individual demand, efficiency, persona, nursing care 

 

1. はじめに 

デジタル技術の進化によって社会が変革する中、人々

が抱える課題解決や新たなサービス開発には人間中心設

計（HCD）の考え方が有効である。HCD は、モノ・コト

に対して利用者視点を重視した問題の設定（発見）と解

決策の探求（創造）を繰り返す方法論であり、その実践に

は「当事者意識を持つこと」「相手の立場に立って考えら

れること」「人を思いやること」といったマインドセット

が必要であることが強調されている[1]。このように

HCD は、課題解決やサービス開発のために人と丁寧に向

かい合うことを重視する設計思想である。 

一方で、多数の利用者のニーズを絞り込んだうえで問

題を定義することが困難なサービスを対象とする場合に

は、HCD をそのまま適用することができない。たとえば、

介護サービスは、被介護者の生活背景、身体機能、個性に

よる様々なニーズに対応することが求められるため、多

くの被介護者を客体化したサービス開発は、ニーズに対

して適切な価値を提供できない場合がある。このように

利用者一人ひとりに向き合うことが求められるサービス

開発においては、効率化だけでなく個別の要望にも対応

しながらサービスを改良する HCD プロセスが必要とな

る。 

本稿では介護現場で新しいサービスを開発するために

HCD プロセスに則って個別の対応も取り入れながらサ

ービス改良を繰り返した事例を紹介する。そのうえでサ

ービスの価値提供のため、利用者一人ひとりに個対応が

必要な課題と効率化可能な要素を両立させる HCD プロ

セスについて議論する。 

2. 課題認識 

 HCD では利用者の体験や状況を理解するためにしば

しばペルソナ法が採用される。ペルソナ法は利用者を代

表するモデルとしての仮想の個人を作る手法で、利用者

が共通に抱えるニーズや課題に対して解決策を提供する。

よって、モデルの背景にいる大勢の利用者に対し効率的

に価値を創出することができる。しかし、実在する利用

者固有の課題に着目した解決や価値提供に関しては、ペ

ルソナ法には限界がある。一方、設計段階で繰り返し個

人に介入することで、より深い共感を基にサービス設計

ができれば、一人ひとりの背景や本音に共感した価値の

提供が可能になるかもしれない。 

介護は、自身で日常生活を送ることが困難な人に対し

*1：理化学研究所 情報統合本部 先端データサイエンスプロジェ

クト データサイエンスデザインチーム 
*2：医療法人 静光園 白川病院 
*3：帝京大学 福岡医療技術学部 

*4：UDワーク 
*5：県立広島大学大学院 総合学術研究科 
*1：Data Science Design Team, ADSP, R-IH, RIKEN 

*2：Shirakawa Hospital 

*3：Faculty of Fukuoka Medical Technology, Teikyo Univ. 

*4：UDwork Inc. 

*5：Graduate School of Comprehensive Scientific Research, Pref. Univ. 

of Hiroshima. 
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て生活動作、健康管理、社会活動の自立に向けた支援を

行うことが目的である。そのため当事者の生活背景、残

存能力、趣味嗜好などに対し広く共感し、ニーズを受け

とめることが求められる。よって、サービス設計におい

ては一人ひとりに向き合う個対応が理想である。しかし、

介護業界は慢性的に人材不足であり今後も介護職員の不

足が予測されている[2]。こうした状況を踏まえると、利

用者一人ひとりに対し丁寧に向き合うサービス設計は手

間と時間がかかるため、現場での実践は困難である。し

たがって、介護サービスの設計においては、職員の業務

に負担をかけない効率化と、利用者一人ひとりのニーズ

に対し丁寧に応える個対応を両立する HCD プロセスの

改良が求められる。 

3. 提案 

介護が必要な高齢者が尊厳を維持しながら自分らしい

生活を送るため、厚生労働省は介護保険制度を設けてい

る。介護保険制度では、基本理念として、高齢者は自らの

意思に基づき、自らの有する能力を最大限に生かして、

自立した質の高い生活を送るための支援が受けられるこ

と定めている[3]。しかし、近年、多様な事業主体の市場

参入で介護サービスが急増する一方で、一人ひとりに丁

寧に向き合うサービスが提供できていない問題も指摘さ

れている。こうした背景から、介護業界では、高齢者の気

持ちに寄り添うサービス開発の必要性は高い。 

当事者一人ひとりの気持ちを大切にするケアの理念と

して「パーソンセンタード」という考え方がある。パーソ

ンセンタードは、臨床心理学者のキットウッドが提唱し

た理念であり[4]、当事者を一人の人として尊重し、その

人の立場に立って気持ちに寄り添い、ケアを行おうとす

るものである。これは認知症の文脈で語られる概念であ

るが、我々は介護全般において適用可能と考え、この理

念を大切にしてサービスを設計している。しかし、介護

業界は人手不足の上に、現場職員は多様な業務に追われ

るため、パーソンセンタード理念を重視しながら利用者

一人ひとりに対応することは難しい。そこで、本稿では、

個対応を大切にするパーソンセンタードデザイン（以下、

PCD）の方法論と HCD の方法論を併せ持つ新たなプロ

セスの構築を提案する。 

4. 実験 

筆者らは、PCD にもとづくサービスの一例として、オ

ンラインリハビリ（以降、オンリハ）サービスを開発して

いる。オンリハは、身体機能に不自由があるためリハビ

リテーション施設に通う高齢者に対し、自宅でもリハビ

リの機会を提供し、機能回復を促進することを目的に理

化学研究所と福岡県大牟田市にある白川病院が、約 3 年

間の共創プロジェクトの一環として開発するサービスで

ある。リハビリ施設の利用者は、介護保険制度が定める

介護度に応じて利用日数が設定されているため、リハビ

リ日数を増やしたいニーズがあっても決められた日数を

超えて利用することはできない。また、利用者は一人ひ

とり異なるリハビリ目標を持っている。例えば、「膝関節

の痛みを軽減したい」、「手の麻痺を回復させたい」とい

った身体機能回復や、「自分で買い物に行けるようになり

たい」、「趣味の洋裁を続けたい」といった自分のなりた

い姿など、一人ひとりに異なる目標がある。 

筆者らは、リハビリ回数を増やして上記の目標を達成

したいという利用者のニーズに応えるため、利用者の自

宅とリハビリ施設をオンラインでつなぎ、職員がリハビ

リの指導を行えるサービスの開発プロジェクトを立ち上

げ、サービスの検証実験を行った。本実験のサービス改

良事例を参考にHCDプロセスの改良について考察する。 

4.1 オンリハサービス開発の概要 

本サービス開発プロジェクトでは、既に初期段階とし

て仮設計の検証実験を終えている[5]。初期段階は 1 名の

施設利用者を対象に 3 か月間のサービス検証実験を行っ

た。今回はその検証実験から得た知見を活かし、複数利

用者のニーズに対応するサービス改良に向け、3 名の実

験協力者を対象に検証実験を計画、実施した（実験実施

に対する事前準備や質問紙、およびインタビュー項目な

どに関しては文献[5]を参照されたい）。 

今回の検証実験は、初期段階実験と同様に本稿第 4 著

者が施設長を務める白川病院の介護施設「まごころ」の

利用者に協力を得た。具体的には、利用者 3 名（A 氏、

B 氏、C 氏）を実験協力者として、2023 年 10 月から 2024

年 1 月にかけて 12 回の体操セッションを実施した。施設

の体操ルームと協力者 3 名の自宅にタブレット端末

（iPad Pro 12 インチ）を設置し、ビデオ通話機能アプリ

を使って実験を行った。施設の体操ルームでは、タブレ

ット画面を 75 インチの大型モニタに出力し、指導者が協

力者 3 名の体の動きや表情を確認しながらリハビリを実

施した。12 回の体操の初めの 2 回は作業療法の専門家

（本稿第 5 著者）が、3 回目以降は施設のスタッフ 3 名

が担当した。体操中の様子を図 1 に示す。 

なお、実験実施に際しては、理化学研究所にて倫理審

査を実施し、許可を得ている（許可番号：Wako 2022-27）。 

4.2 ペルソナを用いた仮サービス設計 

本検証実験では、想定利用者のペルソナを設定した上

で、サービスを仮設計した。以下に、そのペルソナとサー

ビス仮設計を示す。 

【オンリハサービス利用者のペルソナ】 

身体機能の低下により、リハビリテーション施設に通

所している。身体的な不自由が解消されたらなりたい自

分の姿があるので、リハビリの回数を増やすことによっ

て機能を回復させたいと考えている。自宅には Wi-Fi 環

境があり、レクチャを受ければタブレット操作も自身で

可能なため、通所に加えて自宅からオンラインで参加で

きるリハビリを利用したいと考えている。 

【オンリハサービスの仮設計】 

オンリハの実施頻度は週 1 日とする。事前に各利用者

から目標を聞き取り、身体機能の計測をした上で、共通

のリハビリ体操プログラムを決定する。各利用者には

iPad を貸与し、インターネットを介して映像通話アプリ
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「Facetime」の画面越しに施設スタッフが体操を指導す

る。円滑な機器操作ができるように、iPad と Facetime の

操作説明書を配布し、オンリハに慣れるまでは自宅に体

操指導者とは別のスタッフが陪席し支援する。 

上記のペルソナに対応する協力者として「まごころ」

の施設長が施設利用者の中から 3 名を選定した。3 名の

協力者宅には Wi-Fi 環境があり、操作レベルに差はある

ものの全員自分用のスマートフォンを持っている。協力

者 3 名の属性は以下の通りである。 

Ａ氏：79 歳女性、要支援 1 の認定を受けており「まご

ころ」に週 1 日通所している。旅行が趣味で元気になっ

たら再開したいと考えている。 

Ｂ氏：84 歳女性、要支援 2 の認定を受けており「まご

ころ」に週 2 日通所している。家で動かない生活が続き、

転倒することが増えたため、再び支えがなくても歩ける

ようになりたいと望んでいる。 

C 氏：86 歳女性、要支援 2 の認定を受けており「まご

ころ」に週 2 日通所している。膝と腰が痛いので長時間

立って料理ができるように回復することを望んでいる。 

上記実験協力者 3 名を対象に、HCD に則り、オンリハ

サービスの設計内容を具体化した。図 2 に「利用状況の

理解、特定」、「ユーザ要求の特定」、「ユーザ要求を満足

する解決策を設計」を示す。3 名のリハビリ目標に対応し

た体操プログラムを策定するため、理学療法士（本稿第 6

著者）が 3 名の身体機能を測定した。その結果、体操プ

ログラムには筋力増強とストレッチ効果のある動作を取

り入れることとした。さらに、利用者 A 氏の要望により

座位だけでなく立位体操を取り入れ、合計 19 種類の体操

を暫定的に用意した。利用者の安全に配慮するため、事

前に施設スタッフが利用者宅を訪問し、体操環境として

家具の配置や床の滑りやすさに問題がないことを確認し

た。体操セッションは週 1 日の頻度で 12 回実施すること

とした。3 名には iPad Pro を貸与し、事前に各自宅の Wi-

Fi に接続した。Facetime により施設の体操ルームからの

着信を受ける操作の練習をし、操作方法に迷ったときに

備えて、操作説明書を作成して渡した。さらに、体操参加

前に、毎回、体温、血圧、酸素濃度を測ることとし、異常

があれば参加可否を施設長が判断することとした。血圧

と酸素濃度の測定器は各協力者に貸与した。以上の仮設

計をもとに、設計を改良するため 12 回の体操セッション

を実施した。 

4.3 検証実験を通じた設計改良 

設計の検証のため、全ての体操セッションの回におい

て評価者を施設内体操ルームと利用者宅に配置した。具

体的な評価者は表 1 に示す通りであり、作業療法士（OT）、

理学療法士（PT）、「まごころ」の施設長（FD：Facility 

Director）、スタッフ（S1～S4）、デザイナー（D1、D2）

である。なお、協力者宅の評価者は、協力者が iPad 操作

に迷ったり、転倒の危険があったりした場合にはその支 

図 1 施設内体操ルームのオンリハの様子 

Figure1 Online rehabilitation at nursing care facility 

図 2 オンリハサービスの仮設計 

Figure 2 Preliminary design of online rehabilitation service 
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援にもあたることとした。ただし、A 氏は第 1 回セッシ

ョンの実施時に iPad 操作と転倒リスクに問題がないこ

とが確認されたこと、および、自分一人でも出来るとの

申し出があったことから、本人の自立性を尊重し、訪問

は必要な場合のみとした。なお、C 氏は通院のため第 3

回、第 9 回のセッションを欠席した。 

設計改良に向けた情報を分析するため、各回の体操セ

ッション終了後にスタッフ S4 が評価者からコメントを

集め、レポートにまとめた。レポートは、オンリハプロジ

ェクトメンバーが隔週で実施しているミーティングで報

告された。全 12 回のレポートから抽出された課題は、「体

操プログラム」、「体操環境」、「事前身体計測」、「iPad 操

作」、「通信環境」の 5 つのカテゴリに分類された。 

「体操プログラム」については、事前に理学療法士が

協力者の身体状況をヒアリングし、さらに身体機能計測

を行った上で仮の体操プログラムを策定していたが、実

験を実施してみると個別の課題が生じていた。例えば、

「B 氏は、ある体操において指導者と同じ動きをするこ

とができない」、「C 氏は、持病による腰と膝の痛みで、

立位体操ができない」といった報告がなされた。 

「体操環境」については、見つかった課題とその場で

評価者が実施した対処法が報告されていた。具体的には、

「立位体操の際、転倒防止のためにつかまるテーブルま

での距離が遠いため、評価者が立つ位置を修正した」、「協

力者が椅子の場所を確認せず着座しようとしたため、後

ろを見るように声をかけた」といった内容である。 

「事前身体計測」については、手の震えや指先の冷え

といったその日の体調が影響し、測定値が正しく表示さ

れないケースが報告された。陪席した評価者の支援によ

り、その都度問題は回避され、事前身体計測ができない

ために不参加になることはなかった。 

「iPad 操作」については、協力者は事前に練習してい

たものの、一週間が過ぎると操作方法を忘れており、ま

た、体操中に操作説明書を見ながら参加する余裕がない

ことがわかった。毎回、陪席している評価者や家族が操

作を手伝うことから、次第に協力者は自分で操作する意

欲を喪失していく、といったケースが報告された。 

「通信環境」については、Wi-Fi は接続されているにも

かかわらず、Facetime の着信コールが鳴らない、途中で

接続が切れるなど、トラブルの度に評価者が対応し解決

するという事案が報告された。 

以上の通り、12 回のセッションのほぼ全ての回おいて、

何らかの問題が報告されたが、陪席した評価者や利用者

の家族の支援により、協力者らは最後まで安全に体操セ

ッションに参加することができた。 

5. 分析 

5.1 個対応のためのHCDプロセス 

今回のオンリハ検証実験では HCD プロセスの「ユー

ザ要求の特定」、「ユーザ要求を満足する解決策を設計」、

「要求に対して設計を評価」について計 12 回のサイクル

を回した。その結果から得られた 5 カテゴリの課題を検

証する。 

「体操プログラム」については、脚の筋肉を鍛えたい

回 指導 体操ルーム A 宅 B 宅 C 宅 

1 OT PT・D1 S4・D2 S1・S2 FD 

2 OT PT・D1・S1 ― S2・D2 FD 

3 S1 OT・PT・S4 ― S2・FD 欠 

4 S1 S2・OT・PT ― S3・D1・D2 FD 

5 S1 S2・S3・PT・D1 D2 S4 FD 

6 S2 S1・OT・PT ― S4 FD 

7 S2 OT・PT S4 S1 FD 

8 S2 S3・OT・PT・D1 D2 S4 FD 

9 S3 S1・PT・D1 ― S2・D2 欠 

10 S3 S4・PT・OT・D1・D2 ― S1 FD 

11 OT S4・PT・D1 ― S2・D2 FD 

12 S3 S1・OT・PT ― S2 FD 

図 3 体操プログラム改良に関する HCD プロセス 

Figure 3 HCD process to improve the exercise program 

表１ 各回の体操指導者と評価者 

Table 1 Instructor and evaluators for each session 
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という A 氏の要望に応えるため、体操プログラムに立位

体操を含めていたが、これに関連して、B 氏、C 氏にと

っての課題が見つかった。体操プログラムの改良プロセ

スに関する詳細を図 3 に示す。図 3 によれば、B 氏は立

位体操時のふらつきや長時間の立位保持が困難であるこ

と、および、C 氏は腰や膝関節の痛みを訴えていること

がわかる。すなわち、A 氏の立位体操の要望に応えつつ、

B 氏、C 氏の課題を解決し、3 名が実施可能な体操プログ

ラムに修正することが必要であった。今回の実験では、

第 11 回のセッションまで体操プログラムの修正を継続

したが、C 氏は第 11 回で再度腰痛を訴え、立位体操時は

着座して A 氏、B 氏の体操を見ていた。第 12 回でも腰

痛を訴えており、体操プログラムの問題は未解決のまま

実験を終了した。なお、C 氏は実験終了後のインタビュ

ーで、諦めることなく「みんながやるものは自分もやり

たい」と語っており、一人ひとりの気持ちを大切にする

パーソンセンタード理念の下、個対応の必要性が再確認

された。 

「体操環境」については、オンリハは施設のリハビリ

専用ルームではなく、自宅の生活空間で実施するため、

必ずしも体操実施に十分とはいえない個々の自宅環境が

課題であった。「事前身体計測」の課題についても、個人

要因の影響が大きく、計測結果がオンリハの参加基準値

（血圧等）を外れる場合は、一人ひとりの体調に合わせ

た丁寧な対応が必要であった。 

このように、「体操プログラム」、「体操環境」、「事前身

体計測」は、協力者の個別事情に起因する課題であると

考えられる。これらの課題の解決のためには、画一的な

効率を追求する HCD ではなく、一人ひとりの要望に共

感しながら設計サイクルを繰り返す必要がある。 

5.2 効率化のためのHCDプロセス反復 

一方、「iPad 操作」と「通信環境」については協力者間

で共通する課題が挙げられた。 

「iPad 操作」については、図 4 に示すように、3 人全

員が座位体操から立位体操に移った時点で iPad のアン

グル調整ができないという問題が確認された。立位でも

全身が映るために、iPad スタンドの角度を調節する方法

については実験開始時に説明してあったが、協力者はそ

の内容を忘れていた。さらに、画面のスライドやアイコ

ンのタップといったタブレットの基本操作が適切に行わ

れず、誤った操作をしてしまった事例や、協力者によっ

ては、そもそも操作自体ができない状況にあることが分

かった。この問題に対して、施設内の指導者がオンライ

ンで画面越しに操作指示を出したり、陪席している評価

者が教えたりといった対応を行ったが、一週間が経過す

ると、再び忘れていた。これらを踏まえると、ペルソナを

「日ごろタブレット操作を頻繁に行う機会がない 80 代

前後の高齢者」に修正し、設計を評価しなおす必要があ

る。オンリハ実験終了後のプロジェクトメンバーによる

振り返りでは、IT 機器リテラシーを高めるための講習会

を事前に実施すること、あるいは、オンリハ以外でもタ

ブレットでオンライン会話する機会を提供すること等の

必要性が挙げられた。 

「通信環境」の問題については、A 氏宅では 1 度も不

具合は生じなかったが、B 氏宅、C 氏宅では Wi-Fi 接続

が度々切断する問題が起きていた。調査した結果、A 氏

宅は大牟田市内でも比較的中心部に近く通信環境が良い

が、Ｂ氏宅、Ｃ氏宅は市の中心地から離れた山間部近く

にあり、また、Wi-Fi ルーターが古いためビデオ通話に十

分な通信速度を確保できていないことが Wi-Fi 不安定の

原因であることが推察された。この課題については、ペ

ルソナに「山間部に居住する利用者」という想定を追加

し、山間部でも通信可能な周波数帯域を利用した通信手

段に変更するなどの工夫で解決が図れると考える。 

6. 考察 

今回のオンリハサービス検証実験では、個対応と効率

化を両立させる必要性が示された。一人ひとりに寄り添

う設計が求められるサービス分野においては、図 5 に示

すように、利用者を「実在する個人」と捉えて個対応を行

うサイクル（図 5 の赤字部分）と、ペルソナとして捉え

て共通課題の解決を目指すサイクルを並行して回すこと

が求められる。二つのサイクルを並行して回す場合、そ

図 4 iPad 操作支援改良に対する HCD プロセス 

Figure 4 HCD process to improve iPad operation support 
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のバランスに留意する必要がある。今回の実験では、表 1

に示す通り、毎回、評価者が体操時に陪席した（A 氏宅

を除く）。その結果、転倒防止等のリスク管理上のメリッ

ト、および、自宅環境や体操時の身体動作をスタッフが

直接観察できるメリットがあった。また、そこから得ら

れた気づきを、毎回の体操セッションが終了するごとに

スタッフが報告することで、サービス改良に活かせると

いうメリットもあった。HCD プロセスにおいて、リスク

管理や現場からの改良ポイント抽出を優先すべき場合に

は、今回のような個対応優先のサイクルを回すことのメ

リットは大きいと考える。 

一方で、表 1 に示すスタッフ稼働は、日常の介護業務

を圧迫しかねないデメリットとも言える。今回の実験は

試行実験ということもあり、多くの現場スタッフを配置

したが、より本格運用を想定した実験の段階では、限ら

れた人的リソースを前提に検証を行う必要がある。その

際には、個対応要件の中で優先順位をつけて幾つかの要

件は諦める、あるいは、個対応と効率化を両立する追加

アイデアを考える等のプロセスが必要となる。優先順位

付与の指針や両立アイデア考案のメソッドの開発が期待

される。 

今後は、今回の知見を活かし、プロジェクトに合わせ

て HCD の基本プロセスを最適化（テーラリング）して

いく必要がある[1][6]。さらに、テーラリングされたプロ

セスを個対応の特性を持つ他分野のプロジェクト（例え

ば、教育や医療、等）への応用を想定し、テーラリングす

る仕組みやルールの検討も重要である[7]。人と向き合う

サービスの設計には、HCD プロセスにおける個対応と効

率化を両立するためのテーラリングの標準化が期待され

る。 

7. おわりに 

本稿では、オンリハサービスを題材として、個対応と

効率化を考慮して HCD サイクルを回す検証実験の結果

を紹介した。本研究の貢献としては以下の 3 点が挙げら

れる。 

(1) 介護分野のような利用者一人ひとりのニーズに応

えることが重要なサービス設計では、ペルソナによ

る手法では価値提供に限界があることを示したこ

と 

(2) 実在する個人とペルソナの両面で利用者を捉え、個

対応と効率化を両立するHCDプロセスの必要性を

示したこと 

(3) 検証実験を通じ、個対応のメリットとデメリットを

具体的に示し、効率化とのバランスを考察したこと 

本稿で紹介した内容は、小規模な事例ではあるが、サ

ービスの利用者という客体的な捉え方としての人間中心

設計ではなく、「個」として生活者を捉える人間中心設計

である。AI の進化やデータ活用促進で人間がより客体的

に扱われる可能性がある将来に向け、今後、このパーソ

ンセンタードデザインの方法論研究を深化させていきた

いと考えている。 
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予稿原稿（⼝頭発表） 

「最期の良し悪しを決めるのは医療者ではなく家族」： 

看取りに関わる医療者の経験と⽀援ニーズに関する質的研究 

〇⿑藤 駿*1 杉原 太郎*1 
“The Family, Not the Health Care Provider, Decides Whether the End of Life is Good or 

Bad”: A Qualitative Study of the Experiences and Support Needs of Health Care Providers 

Involved in End-of-Life Care 

Shun Saito*1 and Taro Sugihara*1 

Abstract - The experience of grief often places a psychological burden on family members and requires appropriate 
coping. This study focused on physicians and nurses as care providers and used qualitative methods to explore their 
experiences and support needs in end-of-life care. As a result, they found that they provide care based on the recognition 
that "it is the family, not the medical staff, who decides whether the patient's final days are good or bad. We propose 
support methods to make the provision of care by healthcare providers more effective. 

 
Keywords: end-of-life care, healthcare professional, qualitative study, emotional care, collaborative work 

 

1. はじめに 

⾃⾝にとって⼤切な⼈との死別は誰もが経験するライフ
イベントであり、それにより遺族は⼤きな⼼理的な負担を
抱える[1]。通常遺された⼈は⾃責の念や後悔といった否
定的な感情に向き合い、時間をかけて新たな⽣活に適応し
ていく[2]。死別に関する研究では、⾃責の念は死の原因
を⾃分⾃⾝に帰属させる否定的な感情、後悔は故⼈との関
係や死に関連した出来事に関してより望ましい結果をも
たらすために「もっと違うことができたはずだ」という信
念を伴う否定的な感情であると定義され、喪失由来の悲嘆
や抑うつ感情と関連することがいくつもの研究で実証さ
れてきた[3]‒[5]。⾃責の念は⾃⼰評価の低下やストレス
反応を引き起こし、後悔は未来への不安や⽇常⽣活への適
応困難を引き起こす可能性がある。医療者は患者への医学
的ケアに加えて、家族に対する将来の看取り経験で⽣じ得
る否定的な感情の予防や解消を⽬的とした感情的ケアを
⾏ってい る[6]‒[8]。終末 期におい て は advance care 
planning に基づき、将来の変化に対する事前の共同意思
決定⽀援[9]や介護やケアの⽅法に関する情報提供による
家族の役割⽀援[10]が、看取り期においては望んだ場所で
の看取りの実現[11]、やり残しの解消[12], [13]のような
患者や家族の願いを叶える個別的な⽀援が例として挙げ
られる。これらの⽀援が家族の⼼理的負担の軽減に寄与す
ることが⽰されている。 

こうした⽀援の重要性は⾼まりつつある。なぜならば、
近年、世界の⾼齢化が進⾏しており、60 歳以上の⾼齢者
の割合は今後 30 年間で 2 倍、80 歳以上の⾼齢者の割合は

3 倍に増加すると予測されている[14]。このような背景か
ら、⾼齢患者との死別経験やそれに伴う遺された⼈の⼼理
的な負担は増加の⼀途を辿ることが予測され、その対応が
急務となっている。しかし、医療者主体の感情的ケアに関
する効果検証研究は蓄積してきているものの、死別後の遺
族の⼼理的負担へ与える影響への有効性が⽰された⽀援
⽅法は確⽴されていない[15]。 
医 療 者 に よ る ケ ア の 基 盤 と し て person-centered 

care[16], [17], shared-decision making[18]に加え、家族の
ニーズにも対応するべくして family-centered care[19]な
どの概念が提唱されてきた。いずれも、患者、家族および
医療者間の協⼒体制を強化する機会を提供すると主張さ
れており、終末期ケアの⽂脈においても援⽤されている
[20]。これらは死別により⽣じる否定的な感情に対する重
要な営みであると考えられる。 
ケアにおけるアクター間の協調作業を⽀援する研究は

HCI/CSCW の⽂脈においても取り組まれている[21]‒
[25]。しかし、その⼤部分は慢性疾患患者の介護を担うイ
ンフォーマル介護者を対象とした研究であり、介護の延⻑
にある終末期ケアの協調作業に関する研究は⾒過ごされ
てきている。ただし既に述べた person-centered care[16], 
[17], shared-decision making[18] 、 family-centered 
care[19]という概念はいずれも協調作業という営みに下
⽀えされていると考えることもできるため、焦点は当てら
れていなかったものの終末期ケア研究の近傍で協調作業
は存在していたに違いない。 
そこで我々は協調作業に焦点を当てて終末期ケアにおけ

るインフォーマル介護者の認識や経験の理解を試みた
[26]。本研究では現代の看取り場⾯における他の重要なア
クターである医師および看護師（以下医療者）のケア関与、
特に遺族に将来的に⽣じる否定的な感情に対処するため

*1：東京工業大学 

*1：Tokyo Institute of Technology 
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に⾏っている営みに焦点を当てて、認識や経験を明らかに
する質的調査を⾏った。質的調査の結果を、インフォーマ
ル介護者の認識や経験と関連させることで、終末期ケアに
おける協調作業の⽀援機会を議論する。 

2. 先⾏研究 

⾼齢者介護の⽂脈では医療者、家族などの複数の介護者
が関わり合い、複雑なケアネットワークを構築している
[27], [28]。ケアネットワークでは、複数の介護者同⼠が
協⼒することで被介護者へのケアが遂⾏される。協調作業
によりインフォーマル介護者の⾝体的、精神的負担の緩和
等の効果が⾒込まれることから、ケアネットワークにおけ
る協調作業は無視することができない中核的な要素であ
る[21], [29]。 
協調作業の技術⽀援を⽬的に、HCI/CSCW 研究では介

護負担の⼤きなインフォーマル介護者とその他のアクタ
ーの協調作業への理解が進んできた。いくつかの研究にお
いてケアネットワーク内で最も中⼼的な役割を果たす主
たるインフォーマル介護者は抱える負担が⼤きいにも関
わらず、その貢献は通常不透明な状態で、他の介護者から
認知されないことがケアネットワーク内の緊張や対⽴に
繋がると報告されている[23], [24], [27], [28]。Bhat らは
boundary actor というレンズを通してインフォーマル介
護者の役割を理解することを試み、インフォーマル介護者
が被介護者と医師の相互作⽤の促進者であり、家庭内にお
けるコラボレーターであることを明らかにした[30]。意思
決定やケアプロセスにおいて責任を共有したいという動
機がインフォーマル介護者同⼠の協⼒を促していた。 
協調作業の⽀援を考える上で、協⼒プロセスがアクター

の置かれる状況、特に被介護者の⾝体的状況に依存して劇
的に変化する可能性がある。本研究で扱う死の間際、すな
わち⼈⽣の最終末期においても、ケアネットワークに⼤き
な変化が⽣じるだろう。死が近づくと医学的ケアの必要性
に応じて医療者の関与が質的にも量的にも変化し、インフ
ォーマル介護者の関与が少なくなる。そのような状況にお
いて、インフォーマル介護者と医療者あるいはインフォー
マル介護者同⼠の協調作業における役割はどのようにし
て決まり、遂⾏されるだろうか？⼈⽣の最終末期を迎えた
被介護者に対する協調作業について HCI/CSCW 研究の
⽂脈では⼗分に理解されておらず、その現状や協調作業を
難しくする課題、それを⽀援するポイントなどは議論され
ていない。 
そこで我々は、⼤切な家族との死別経験における協調作

業の現状を理解するために遺族を対象とした質的調査を
⾏い、成り⾏きで看取り⽅が決まり、後悔などの否定的な
感情に繋がることを⾒出した[26]。成り⾏きとは、家族内
での役割が勝⼿に決まる他、専⾨的なケアの上では医療者
の判断に従わざるを得ないというような状況であり、協調
不全が起きていることが⽰唆された。本研究では家族との
協調不全を⽣じさせている要因や⽀援機会を明らかにす
ることを⽬的として、終末期ケアにおいて医学的ケアおよ
び感情的ケアを役割として遂⾏している医師および看護

師の協調作業の現状の理解を試みた。協調作業の⽀援がで
きたとしても⼤切な⼈とお別れをする事実は変わらない。
ただし、最終末期に充実した協調作業ができたことで、後
に⽣じる後悔や⾃責の念などを和らげることができる可
能性があるのであれば、HCI/CSCW 研究における⽀援の
余地はある。 

3. 調査 

3.1 インタビュー調査および分析⽅法 
臨床で看取り経験のある医師、看護師を募集し、インタ

ビューした。研究対象者はいずれも機縁法に基づき抽出し
た。⽼衰やそれに近い病死により最期を迎えた患者の看取
り経験のある医師 5 名、看護師 3 名がインタビューに参
加した。各インタビューは、半構造化インタビューガイド
によって構成され、「医師または看護師の⽴場から⾒て、
ご家族がきちんとお別れができたと感じられるのはどの
ような状況か」、および「医師または看護師として患者お
よび家族に対してしてあげたいことは何か」について尋ね
た。筆頭著者は、2022 年 11 ⽉から 12 ⽉にかけて、ビデ
オ会議プラットフォーム Zoom を⽤いて、参加者の都合
のよい時間にすべてのインタビューを実施した。全てのイ
ンタビューは 30 分から 60 分で終了した。インタビュア
ーは、参加者の誰も知らなかった。参加者の許可を得て、
すべてのインタビューは⾳声録⾳され、データの即時性を
活かすため 24 時間以内に逐語的に書き起こされ、必要に
応じてインタビュー中のメモの内容を補⾜情報として反
映させた。書き起こししたデータから解釈が曖昧な部分が
存在した場合は情報提供者に電⼦メールにて認識の確認
を依頼し、解釈を肯定または修正することを求めた。全て
のインタビューは⽇本⼈が参加し、対話は⽇本語で⾏われ
た。 
この研究の倫理承認は、東京⼯業⼤学⼈を対象とする研

究の倫理審査委員会から得た（参照番号 2022234）。倫理
委員会の審査において、個⼈情報の取り扱いおよびインタ
ビューにて⼤切な家族との死別経験を思い出すことで精
神的な苦痛を引き起こす可能性を⼗分検討している。本調
査では、事前に調査内容、個⼈情報の取り扱い、インタビ
ュー参加によって⽣じるリスク等を含む倫理的配慮を書
⾯にて説明し、各インタビューの前にインフォームド・コ
ンセントを得た。記録から個⼈を特定する情報はすべて削
除し、名前の代わりにコードを⽤いた（例：Dr1）。 

本研究では、録⾳データを基に逐語録を作成し、修正版
グラウンデッドセオリーアプローチに基づき分析を⾏っ
た。分析には MAXQDA2020 を使⽤した。 分析にあたっ
ては、第 1 著者が全体をコーディングした後に、第 2 著者
が発⾔とコード、ならびにカテゴリ名の妥当性をチェック
した。 

 
3.2 結果 

M-GTA の⽅法論に即して分析し、理論的飽和に達した
最終段階でカテゴリ 7 個、サブカテゴリ 22 個、概念 58 個
が⽣成された。 
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以下では、⽣成された 7 個のカテゴリから考えられるス
トーリーラインを述べる。⽂中では、カテゴリを【カテゴ
リ】、サブカテゴリを＜サブカテゴリ＞と表記する。 

医療者のケアの流れとして⾒通しの共有から始まり、そ
の後ご本⼈やご家族の願いをできる限り叶えた状態で看
取りを⾏い、【ご家族の反応でケアをした⾃分を「認める」】
ように⾃⾝の励みにする過程を経ることが分かった。 

死を避けることができない患者とその家族との【看取り
までの⾒通しの共有が良いお別れに繋がる】という医療者
の認識は【ご本⼈の意向を中⼼にケアを調整する】⾏動に
繋がっていた。⾒通しの共有とは、死別までの期間やどの
ような経過を辿るのかといったことを 3 者間で認識する
ことであり、典型的な協調作業であった。ご本⼈の意向を
中⼼にケアを調整するとは家族の意向に漫然と従うので
はなく、患者の意向を家族同席の元で聞く等の家族関係に
応じた⼯夫をし、意思決定を促していく過程であることが
確認できた。また【元々の家族関係によりできることが決
まる】という要因が 3 者間での⾒通しの共有を難しくして
いた。 
さらに【看取りまでの⾒通しの共有が良いお別れに繋が

る】という認識は【医学的ケアの上で感情的ケアを試み思
い残しを極⼒無くす】⾏動を⽣じさせていた。感情的なケ
アとは、医療者が主体的に願いを探索した上で、家族も巻
き込み個別性の⾼いケアを⾏うことであり、その結果【叶
えてあげることができた願望・願い】を⽣じさせていた。 

最後に、感情的ケアにより願いを叶えることと【最期の
良し悪しを決めるのは医療者ではなく家族】であるという
医療者の認識が【ご家族の反応でケアをした⾃分を「認め
る」】ことに繋がっていた。ケアをした⾃分を認めること
とは、ご家族との対話やその時の表情から、良いケアがで
きたと実感する⾏動であることが確認された。また、【元々
の家族関係によりできることが決まる】という要因が、医
療者のケアで家族関係を調節するのは困難であり、家族が
主体的に折り合いをつけていくものだという医療者 の認
識を⽣じさせていた。 

4. 考察と結論 

4.1 終末期ケアの協調作業における医療者の認識や経験 
医療者は＜予後予測の共有が、良いケアの前提にある＞、

＜ご本⼈とご家族と医療者が同じ⾒通しを持つと、率直な
関係性でいられる＞という共通の⾒解を持っていた。⾒通
しを共有は終末期ケアにて医療者が⾏う協調作業の典型
であり、それが達成された状態を率直な関係性と表現して
いた。その結果、遺族の「こんなはずじゃなかった」とい
う思い残しがない納得する最期にたどり着くというよう
に考えていた。⾒通しの共有は Advanced Care Planning 
(ACP) の⽬的と⼀致していた[31]。また、[ご本⼈とご家
族が納得する最期にたどり着くために、何度も⾯談をす
る]という概念から⾒通しの共有は何度も繰り返す必要が
あると医療者は考えており、納得する最期に⽅向づけする
⾏動であると考えられた。 
⼀⽅で、⾒通しの共有は全ての患者および家族に対して

できるわけではないことが【元々の家族関係によりできる
ことが決まる】というカテゴリから推察される。医療者は
ご家族の[ご本⼈への対応の様⼦を⾒て、看取りまでのプ
ロセスを推察する]が、医療者⾃⾝が関わることができる
のは[ご家族の中のキーパーソンとのみ密に連絡を取り合
う]などの限定的な活動であり、さらに[継続したケアには
限界があり、家族関係の良化はできない]と考えている。
すなわち、医療者はそれぞれの家族で形成されてきた関係
性を把握することはできるが、それを⼤きく変⾰すること
はできないと考えており、⾒通しの共有により納得する最
期に辿り着けるのは看取りに対するエンゲージメントが
⾼まる家族に限定される可能性があった。 
医療者は【医学的ケアの上で感情的ケアを試み思い残し

を極⼒無くす】が、医療者が⾏うケアの多くが症状緩和お
よび⾒通しの共有であり、患者個⼈や家族の願いを叶える
ための感情的ケアに多⼤なリソースを割くのは難しいと
いう認識であった。これは感情的ケアの価値を過⼩評価し
ているというわけではなく、＜症状が取れたその上で、ご
本⼈の願いを叶える＞というように医療者のケアとして
症状緩和および⾒通しの共有がより優先されるためと考
えられる[32], [33]。加えて＜できない状況に対して、医
療者ができるだけのことをする姿勢が遺族のケアの満⾜
に繋がる＞とも考えていることから、個別性の⾼い感情的
ケアは可能な限り実施するべきと捉えている。 
感情的ケアの種類はご本⼈または家族の願いを叶えた場
合とご本⼈および家族にとっては想定外だった願いを叶
えた場合の 2 種類に分類することができた。前者の場合
は、[ギリギリのタイミングで家に帰り、家族写真を撮る]
というような最期に⾃宅に帰りたいという希望が明確に
⽰され、医療者が尽⼒した事例である。後者の場合は[習
慣をできる限りの形で再現してあげる]、[遠⽅で臨終に⽴
ち会えない家族に声かけをして、映像で姿を⾒てもらう]、
[誕⽣⽇会を前倒しして、家族と執り⾏う]、[最期の瞬間を
切り取り媒体に残すことが遺産として⼼の⽀えになると
記載する]のようにバリエーションが豊かであり、ほとん
ど全てが[ご本⼈が喜ぶことを模索し、試⾏錯誤する]こと
で医療者が感情的ケアを試みていた。このような感情的ケ
アは患者や家族のニーズを直接的に収集あるいは推察す
ることで遂⾏できるものであり、協調作業としての性質が
あると考えられた。 
4.2 終末期ケアの協調作業に対する⽀援機会 
終末期ケアにおいて医療者はインフォーマル介護者同⼠

の協調作業の起点を作るよう働きかけていた。たとえば、
臨終に⽴ち会うことができるように被介護者の⾝体的状
況を定期的に家族に共有する、家に帰りたいなどの願いを
叶える等の活動が挙げられる。そのような医療者から仕掛
ける協調作業が、インフォーマル介護者同⼠の協調作業を
促し、被介護者との死別に対する遺族の納得感が⾼まり、
後悔などの否定的な感情が緩和される期待がある。 
⼀⽅で、このような医療者の働きかけが家族のエージェ

ンシーを奪い、成り⾏きの看取り[26]を⽣じさせる可能性
もある。それは協調作業として⾒通しの共有を⾏うが、患
者の急変など事前の⾒通しとは異なる状況に陥った場合
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に起こりうる。以下の Dr3 の発⾔にあるように、事前に
医療者主体で設定していたそれぞれのアクターの役割分
担が崩れ、専⾨的な知識のない家族に意思決定が委ねられ
る状況が発⽣する。 
 
「急になくなるかもしれませんので、⼼の準備だけして

くださいとかあの急に悪くなったらどうしますかって⾔
われて、⼼臓マッサージしますかだけ家族に確認して、そ
こまではしなくていいですとかを⾔わせているだけのこ
とは⾮常に多くて。本当はこういう治療を決めるのは医療
者なんですよね。あのどういうふうに過ごして⽣きたいか
とか、どういうふうに暮らすのが⼀番本⼈のためにいいの
かは本⼈と家族が決めることなんですけど。ここはなんか
治療しますか？って投げてるのが多い（Dr.3）」 
 
その結果、本来家族ができた、被介護者の願いを叶える

等の⾏動を取るのが困難となり後悔が残るなどの懸念が
考えられる。さらに、その役割を感情的ケアとして医療者
が遂⾏してしまう場合もあり、終末期に⽣じる決定的なイ
ベントにより、協調不全が⽣じ、成り⾏き的な看取りプロ
セスが進⾏してしまう可能性が考えられた。しかし、【最
期の良し悪しを決めるのは医療者ではなく家族】という認
識から、医療者としては将来的に⽣じる遺族の否定的な感
情を可能な限り低減するため、そうせざるを得ないとも推
察される。 
このような協調不全が⽣じる要因として、本来の役⽬や

役割の範疇を超えた活動を余儀なくされる部分にあると
考えられる。具体的には家族のようなインフォーマル介護
者に、医療の知識を必要とするフォーマルケアの意思決定
が強いられる、あるいは医療者が患者や家族に対する感情
的なケアを率先して⾏うなどが該当する。終末期には病態
の急変などをはじめとして、事前の計画通りには進まない
場合が多く、本来の役割を超えないようにマネジメントす
ることは困難である。したがって、協調作業の機会として、
従来の役割の範囲を超えてしまった場合に、すぐにその状
況を緩衝できる第三の調整者等の存在が重要であると考
えられる。調整者としては、医療チームの中の⼼理⼠や家
族の中の主たる介護者以外の介護者などが考えられ、より
広範なケアネットワークにおける協調作業を成⽴させる
ことが成り⾏きの看取り、すなわち後悔の発⽣を防ぐ⼿⽴
てとなる可能性が考えられる。 
 
4.3 結論 
本研究は、終末期ケアにおける医療者の認識と経験を通

じて、遺族の否定的な感情を軽減するための協調作業の重
要性を明らかにした。医療者は⾒通しの共有や感情的ケア
を通じて家族と協⼒し、患者の最期を迎えることが重要で
あると認識している。家族関係やリソースの限界が課題と
なる⼀⽅、感情的ケアを通じて患者や家族の願いを叶える
努⼒がなされている。また、協調作業の⽀援機会として、
医療者がインフォーマル介護者同⼠の協調作業を促進す
る役割を果たすことが期待されている。しかし、家族のエ
ージェンシーを奪いかねない状況や、成り⾏きの看取りを

招く可能性もあり、これを防ぐためには、医療チーム内の
⼼理⼠や家族の中の第三の調整者などの存在が重要であ
ると考えられる。本研究は、終末期ケアにおける協調作業
の重要性と⽀援の必要性を⽰しており、今後の研究ではこ
れらの⽅法の具体化が求められる。 
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予稿原稿（⼝頭発表） 

⾼齢社会におけるウェルビーイング検討 
―⾼齢者の理解を深めるためのツール提案― 

〇佐藤 愛夏*1 井上 陽⽃*1 ⼩林 ゆに*1 吉武 良治*1 

Promoting well-being in an aging society 
-Proposing tools for better understanding of the elderly- 

Manaka Sato, Haruto Inoue, Yuni Kobayashi and Ryoji Yoshitake 

Abstract - We conducted research with the aim of creating a society in which all elderly people and stakeholders can 
lead fulfilling lives. The study included an assessment of impressions of the elderly, a survey of the use of 
communication devices by the elderly, a survey of good practices in an aging society, and a survey of the daily lives 
and values of the elderly.  The results revealed that stereotypes about the elderly is one of the major issues, so a tool (a 
card game) was developed to promote appropriate understanding about the elderly. The evaluation results confirmed 
that the proposed game promotes understanding of the diversity of elderly and a better senior living. 
 
Keywords: senior citizen, well-being, aging, communication equipment, card game 

 

1. 背景と⽬的 

⾼齢者の定義は現在 65 歳以上とされることが多いが、
この定義は 1965 年に WHO が 65 歳以上の⼈⼝が全⼈⼝
の 7%を⾼齢化社会とする、という発表が契機となって
いる。しかし現在の⽇本の⾼齢化率は 7%を⼤きく上回
る 29.2%である[1]。また、1992 年の 65 歳と 2017 年の
85 歳の歩⾏速度がほぼ等しいこと[2]から、1965 年と現
代では⾝体機能が⼤きく異なることが分かる。 

よって 65 歳以上のように年齢を基準に⾼齢者と称す
ることは時代にそぐわないと考える。また⽣理的⽼化は
個⼈差が⼤きく、⾼齢者のライフスタイルも千差万別で
ある。今後さらに⾼齢社会が続くことを考えるとこれま
での⾼齢者に対する認識を根底から考え直すことが必要
と考えた。⾼齢者こそ多様であり、すべての⾼齢者とス
テークホルダーが豊かな⽣活を送ることができる社会を
めざして研究を進めている。様々な調査や分析を通して、
⾼齢者に対する現代のステレオタイプ的な認識が主要課
題のひとつであることがわかってきたことから、本稿で
は⾼齢者に対する認識を広げることを⽬的としたツール
の提案について報告する。 

2. 「⾼齢者」に関する印象調査 

⾼齢者の印象を明らかにするため、10-60 代の男⼥ 43
名にアンケートを実施した。「⾼齢者」と聞いて思い浮
かぶ単語を複数⾃由記述式で回答してもらった。有効回
答として得られた 164 の単語をテキスト分析した結果を
図 1 に⽰す。単語の⼤きさと出現頻度が⽐例しており、
ネガティブな単語が⽬⽴つ。⼀⽅でセカンドライフなど
のポジティブな単語は全体の 2%に満たないことから⾼

齢者に対する印象はネガティブであることが⽰唆された。 

3. ⾼齢者の通信機器利⽤状況 

現在我々の⽣活には、通信利⽤機器は⽋かせない存在
である。しかし⾼齢者にとっては、歳をとってから出現
してきた媒体を使いこなすことは容易ではない。そこで
⾼齢者の通信利⽤機器の利⽤状況を調査した。 

9,182 名の 65 歳以上の男⼥を対象に、総務省がおこな
った通信利⽤動向調査(2022 年)を⽤いて、インターネッ
トの利⽤状況を整理・分析した。インターネットを利⽤
する端末についてコレスポンデンス分析を⾏った結果を
図 2 に⽰す。 

*1：芝浦工業大学 UX デザイン研究室 
*1：UX Design Lab., Shibaura Institute of Technology 

図 1 ⾼齢者の印象の分析結果 
Figure 1 Analysis results of impressions of 

senior citizen 

図 2 インターネットの利⽤機器の分析結果 
Figure 2 Analysis results of devices for using the 

Internet 
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男⼥で利⽤機器が異なることと、80 代以上は端末を
利⽤していない傾向があることが読み取れる。これは男
性の⽅が⻑期間仕事でパソコン等情報機器を使⽤してき
たことが要因であると推察する。 

さらにインターネットの利⽤に関する 6 つの調査結果
を分析し、整理した。⾼齢者は情報機器に慣れ親しんで
いないと認識されているが、若者と同じように情報機器
を使いこなす⾼齢者も多く存在することがわかった。 

4. 良好事例の調査・分析 

⾼齢者の⽣きがいを促進する取り組みの事例を探る⽬
的で、全国の取り組みの調査を⾏った。調査⽅法はイン
ターネット検索にて、294 の取り組みについて情報を収
集することができた。⽬的ごとに取り組みを 9 つのグル
ープに分類し、数量化Ⅲ類分析を⾏った。図 3 は縦軸を
「健康度合い」、横軸を「取り組みの規模」で表した結
果である。 

全体的に最も取り組みが多い娯楽、健康、学びは、⼩
さな規模の取り組みが多かった。介護は地域など⼤規模
で取り組んでいることが多い⼀⽅、健康のような介護予
防を⽬的とした取り組みは⼩規模での取り組みが進めや
すいことが読み取れた。また、ICT 利⽤は⼩規模で、介
護・⽀援系にマップされまだ発展途上の分野であること
がわかった。 

5. ⾼齢者の社会とのつながり 

⾼齢者の⽇々の⾏動や価値観、社会とのつながりを探
る⽬的で、⾼齢者やその⽣活環境について調査した。
2014-2022 年に内閣府が 65 歳以上の男⼥を対象に⾏な
った６つの調査を使⽤した。465 の調査の中から該当す
る質問項⽬と回答項⽬をリスト化し、質問のジャンルご
とに整理した。回答項⽬は回答率が 1%未満の項⽬と
「その他」「不明・無回答」を除いた全てをリスト化し
た。調査の結果、241 項⽬をリスト化することができた。 

6. 提案物の作成と評価 

6.1 提案物作成の⽬的 
これまでの調査や分析から、⾼齢者に対する印象・認

識と⾼齢者の現状が乖離していることがわかった。65

歳以下の世代がステレオタイプ的なイメージを抱いてい
る要因の⼀つとして、⾼齢者が多様であることの理解不
⾜と豊かなシニア⽣活をイメージし難いことが考えられ
る。そこで、⾼齢者に対する認識を広げることを⽬的と
したツールを作成することとした。全世代に対して⾼齢
者の多様性の理解を深める⼿段として、カードゲームと
の相性が良いと考え、カードゲームを制作・提案した。 
6.2 提案物（ツール）の構成 

カードゲームの構成は以下の３種類とした。 
・ シニアカード(241種):⾼齢者の特徴を記載 
・ 困りごとカード(71種):⾼齢者の困りごとを記載 
・ アイテムカード(58種):ランダムな単語を記載 
上記のカードを使⽤し、プレイヤーが⾼齢者の困りご

との解決法を考えるゲームとした。 
6.3 提案物の評価 

本ゲームのコンセプトである”⾼齢者の多様性を知る
こと”と”⾏動や考え⽅次第でシニアライフを良くするこ
とができる”という点において、提案物の有効性を検証
すること、及び評価物の問題点を抽出することを⽬的と
して、評価を実施した。 
評価⽅法は、3 ⼈以上のグループでカードゲームを 3

ターン実施し、プレイ前後にアンケートにて評価しても
らった。アンケートは５つの質問に対し、７段階の評価
尺度で回答してもらうものとした。 
評価では⾼齢者についての印象や知識の変化を測るた

め、⾼齢者から遠い世代である 10〜30 代の男⼥に参加
してもらった。評価は7グループ、計29 名に実施した。 
6.4 評価結果 

アンケート結果に対して t 検定を⾏った結果、複数の
質問項⽬で有意差がみられ、その概要を以下に⽰す。 
・ ⾼齢者の印象をポジティブにする可能性が⾼い 
・ ⾼齢者の多様性を知ることができる 
・ ⾏動や考え⽅次第でシニアライフを良くするこ

とができることを知ってもらうことができる 
・ ⾼齢者が困っていることを知ることができる 

7. 結論・まとめ 

⾼齢者に対する印象評価、⾼齢者の機器利⽤状況、⾼
齢社会における良好事例、そして⾼齢者の社会とのつな
がりに関する調査を実施した。その結果、⾼齢者や⾼齢
社会に対する適切でない認識が課題のひとつであること
が明らかになったことから、より多くの⼈が⾼齢者の多
様性、⾼齢社会の理解を広げることができるカードゲー
ムを提案し、その有効性を確認することができた。 
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図 3 「健康度-取り組みの規模」2軸の結果 
Figure 3 Graph of Health degree- Scale of activity 
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まちづくりの計画実務における 
⼈間中⼼設計の考え⽅を⽤いた住⺠等のニーズ分析⽅法の考察 

―S 市におけるグループインタビューを通じてー 
〇伊地知 ⼤輔*1 村松 萌⽣*1 

Study on method for analyzing the needs of residents 

using the concept of human-centered design in urban planning practice 

Daisuke Ijichi*1, Moeha Muramatsu*1 

Abstract - When making a city plan, the needs of residents are an important consideration. In this paper, we report the 
results of a group interview using the concept of human-centered design, and then clarify the issues and directions for 
solving the needs analysis method. 
 
Keywords: urban planning, analyzing the needs, group interview, human-centered design 

 

1. 背景と⽬的 

1.1 背景と⽬的 
我が国の⼈⼝減少が進⾏する都市や地域では、社会経

済やコミュニティなどの維持が困難になるおそれがある
ため、現状の都市機能の維持や新たな発展に向けて、ま
ちの魅⼒を充実し、競争⼒を⾼めていくことが必須であ
る。そうした中で、道路、公園、公共建築、⺠地等の物理
的な都市空間の整備や再⽣に取り組むまちづくりにおい
ては、多様化する個⼈の価値観、まちへのニーズを的確
に捉え、まちづくりに反映することが重要となっている。 

従来、まちづくりの計画実務における住⺠、事業者、来
街者（以下、「住⺠等」という。）のニーズは、アンケート、
ワークショップ、会議や説明会（策定委員会、懇談会、意
⾒交換会等）等を通じて把握されてきた。しかしながら、
まちづくりのターゲットを絞り込み、重要度の⾼い施策
に注⼒するためには、住⺠等のニーズをより深く理解す
る必要があるが、従来の⽅法は適切と⾔えるだろうか。 

本稿では、上記の問題意識をもとに、⼈間中⼼設計
（Human-centered Design、以下「HCD」という。）のプ
ロセスの⼀環であるユーザー調査の考え⽅を⿊須らの書
籍[1]から参照し、まちづくりの計画実務でのグループイ
ンタビューを⾏い、住⺠等のニーズ分析の試⾏を⾏った
成果を報告したうえで、実務における⽅法論の確⽴に向
けて、今後の展開を考察することを⽬的とする。 
1.2 本研究の位置づけ 

まちの構成要素である特定の施設やサービスの利⽤者
を対象としたグループインタビューを含むユーザー調査
を⾏った研究がある[2][3]。公共の計画⽴案と HCD の関
係を扱った研究としては、⾏政の計画⽴案における HCD
貢献の可能性を概観する研究[4]、社会公共分野の事業に

おける住⺠意⾒反映に関する研究等をレビューしたうえ
で社会公共分野における HCD 適⽤の課題を考察する研
究[5]、地域公共交通計画の策定プロセスの課題について
ガイドラインや地⽅⾃治体への調査により考察する研究
[6]がある。 

本稿はこれらの施策検証や⽂献研究等の延⻑線上に位
置するものであり、計画実務における実践を通じて、⽅
法論の確⽴に向けた考察を⾏うものである。 

2. 計画⽴案の流れと代表的なニーズ分析⽅法 

2.1 計画⽴案のフローとニーズ分析の役割 
⼀般的なまちづくりの計画⽴案のフローを⽰すと図１

のとおりである。本稿で扱うのは、計画内容の検討に⼊
る前の「住⺠等の意向把握」に該当する。ここで得られた
知⾒は、まちづくりの課題の整理の根拠となり、その内
容に基づいて将来像や⽅針、取組の⽴案を⾏う。 

 

 
図 1 ⼀般的なまちづくりの計画⽴案のフロー 

Figure 1 General urban planning flow 

まちづくりにおける課題の整理 

対象地の 
現状分析 
（空間） 

まちづくりの方針の検討 

実現化方策の検討 

計画のとりまとめ 

住民等の 
意向把握 

（ニーズ） 

まちの将来像の検討 

方針ごとの取組の検討 

上位計画 
における 
位置づけ 

社会情勢 
の変化の 
整理 

*1：株式会社エイト日本技術開発 
*1：Eight-Japan Engineering Consultant Inc. 
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2.2 代表的な住⺠等のニーズ分析⽅法の概観 
2.2.1 アンケート（意向調査） 

アンケートは最も⼀般的な⽅法である。計画の対象範
囲内の住⺠等を対象とし、まちの問題や課題、重要性の
⾼い取組等について、紙の調査票を配布して回答、郵送
で回収する。近年では web 調査も併⽤する場合がある。
また、来街者を対象とした街頭アンケートや web 調査に
より、まちの印象や再訪の意向等を聞くこともある。ア
ンケートの回答結果は、単純集計に加えて、属性や居住
地ごとにクロス集計を⾏い、グラフで視覚化する。 

アンケートは定量的に傾向を把握し、様々な⽐較を数
値で確認できることから、誰もが結果を理解しやすい点
が優れている。⼀⽅で、事務局による設問や選択肢の設
定次第で結果⾃体が⼤きく変わる懸念があること、複数
の設問の回答結果同⼠の関係を総合的に把握するのは難
しいこと等の課題がある。 
2.2.2 ワークショップ 

ワークショップは、参加者が１グループで６⼈、計４
グループ程度が適正規模とされる[7]。コンサルタントや
⾏政職員がファシリテーターとなり、グループごとにま
ち歩きを⾏い、まちの良い点や悪い点を確認した後、⽬
指すべき将来像、取組内容について、意⾒交換やアイデ
ア出しを通じてまとめていく。なお、ワークショップは
これまでに様々な⽅法が試され、ガリバーマップ、まち
づくりデザインゲームなどの⼿法が開発されてきた[8]。 

ワークショップは、まちの利⽤者⽬線から⾃由度の⾼
い発⾔が得られ、事務局が想定していないニーズを把握
できる点が優れている。⼀⽅で、グループ単位で意⾒交
換やアイデア出しを⾏うため、１⼈１⼈の発⾔時間は少
なく、断⽚的な意⾒になりがちとなる。そのため、ニーズ
の全体像を体系的に整理・把握することは難しい。 
2.2.3 住⺠等が参加する会議や説明会 

計画⽴案のプロセスでは、有識者、各業界団体の代表
者、町会⻑等で構成した策定委員会等を開催することも
多い。会議では、まちの現状と課題、計画策定の視点につ
いて議論を⾏うことがある。また、説明会や懇談会とい
う名⽬で、教室形式で事務局である⾏政職員が対象地域
の現状や課題を説明し、任意で出席した住⺠等から意⾒
を収集することもある。 

いずれも、全ての参加者が発⾔しにくく、結果的に発
⾔⼒のある参加者による発⾔が主となる。また、議論が
できないため、発⾔内容の深堀はできない。発⾔内容も、
計画策定を前提とした場のため、具体的な整備に関する
ものが主になりやすく、ニーズに関する意⾒を得にくい。 
2.2.4 その他 

計画案が概ねまとまった段階でパブリックコメントを
実施することも多いが、計画案に対する意⾒収集・反映
を⽬的とするものであり、住⺠ニーズを把握することを
直接の⽬的としていない。 

また、住⺠等のニーズ分析における近年の話題として
は、デジタルツールを活⽤する事例も出てきており、⽅
法の有⽤性を⽰唆している研究もある[9]。ただし、デジ
タルツールの活⽤は発展途上の段階にあることから、本

稿で課題の整理は⾏わない。 

3. ⼈間中⼼設計におけるユーザー調査 

3.1 ⼈間中⼼設計におけるユーザー調査の位置づけ 
HCD とは、「①利⽤者の特性や利⽤実態を的確に把握

し、②開発関係者が共有できる要求事項の下、③設計と
④ユーザビリティ評価の連動により、より有効で使いや
すい、満⾜度の⾼い商品やサービスを提供するための⼀
連の活動プロセス」と説明されている[10]。 

HCD において、ユーザー調査は①と②に該当する。す
なわち、ユーザーの要求事項を明確し、③の設計につな
げる役割を担う。 
3.1.1 ユーザー調査の定性的⼿法 

⿊須らは、ユーザー調査は定量的調査と定性的調査（テ
キストや発話⾳声、写真、ビデオなどの⾮数値的なもの
を扱う）の２つに⼤別できるとし、調査の⽬的や求める
結果によってどちらが優位になるか異なるとしている。
また、ユーザー調査を⾏う際に重要なのは仮説であるが、
明確になっていない場合は調査を⾏い、得られた結果を
考察しながら徐々に形成していくアプローチが必要にな
るとし、インタビューや観察による定性的調査は、ユー
ザーやその環境について深く知り、総合的に理解するこ
とに役⽴つため、主に仮説を探索するために使われると
している[11]。さらに、定性的調査におけるデータを集
める⼿法、分析⼿法として、表１の内容を挙げている[12]。 

 
表１ ユーザー調査の定性的⼿法 

Tabel 1 Qualitative methods for user research 
種別 手法 

データ
を集め
る⼿法 

・観察法 
・個別インタビュー/デプスインタビュー 
・グループインタビュー/フォーカスグループ 
・経験想起法   ・ダイアリー法 
・DRM（Day Reconstruction Method） 
・カルチュラルプロープ 

ユーザ
ー要求
の分析
⼿法 

・親和図法、KJ 法 
・GTA（Grounded Theory Approach）/MGTA
（Modified GTA） 
・SCAT（Steps for Coding and Theorization） 
・ワークモデル、エクスぺリエンスモデル 
・上位下位関係分析   ・KA 法 

 
3.2 本稿で紹介するニーズ分析の試⾏で採⽤した⼿法 

まちづくりの計画実務においては、ターゲットを絞り
込み、優先度の⾼い施策に注⼒するためには、検討の切
り⼝を定めることが重要である。そのため、ニーズの仮
説を探索するアプローチが必要となる。また、まちづく
りでは、⼀定の広がりのある地域において活動する住⺠
等の多様なニーズを体系化して把握することが重要であ
る。 

以上の考えから、4 章で紹介する試⾏では、複数の属
性・⼈数を対象としたグループインタビューによる意⾒
収集を⾏い、視覚的な体系化がしやすい親和図法や GTA
を参考とした分析を⾏うこととした。 
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4. S 市 N 地区における住⺠等のニーズ分析の試⾏ 

３章で⽰した HCD のユーザー調査の定性的⼿法をも
とに、実際にニーズ分析を試⾏した。対象地は、S 市の N
駅周辺地区（以下、「N 地区」という。）である。N 地区
は、駅前に商店街、その外側に住宅地が形成されており、
都市計画マスタープランでは地域⽣活拠点に位置付けら
れている。筆者らは、令和５年度に S 市が発注した N 地
区まちづくり計画検討業務において、図 2 のフローに沿
ってニーズ分析を⾏った。 

 

 
図 2 ニーズ分析の実施フロー 
Figure 2 Implementation flow 

 
4.1 準備 
4.1.1 実施⽬的の設定 

まちづくりのターゲットとすべき N 地区に関係する住
⺠等を対象とし、まちづくりに関係する⾏動⾯の志向や
価値観を把握することを⽬的とした。 
4.1.2 対象主体の設定 

S 市における N 地区の役割が地域⽣活拠点であること

を踏まえ、居住地として選択されるまちづくりを⾏うた
め、⼀般的に⼈⽣の転機として住むまちを変えることが
多い、⼤学⽣、⼦育て世帯、⾼齢者世帯の３つのカテゴリ
を対象主体として設定した。 
4.1.3 参加者の依頼・募集 

対象主体の設定を踏まえて、N 駅が最寄り駅の１つで
ある S ⼤学に通う⼤学⽣、N 地区に居住する⼦育て世帯
および⾼齢者(65 歳以上)に対して、S 市の職員から参加
依頼を⾏った。詳細な依頼⽅法とグループインタビュー
当⽇の参加者は、表 2 のとおりである。 
4.1.4 当⽇の進め⽅の検討 

実施体制については、１グループが３名または４名に
なるように参加者をグループ分けすることとした。事務
局は、各グループに進⾏係として市職員１名、進⾏補助
及び記録係としてコンサルタント１名を配置することと
した。 

グループインタビューは対象主体ごとに実施、計３回
の開催とし、グループインタビューの想定設問、当⽇の
シナリオを事前に準備した（表 3）。各回は全体で２時間
とし、冒頭に背景説明と⾃⼰紹介を⾏い、残りの１時間
20 分をインタビューの時間とした。想定設問は、「N 地
区について」「地域とのつながりについて」などの⼤項⽬
を設定し、３つの対象主体で共通とした。ただし、個別の
設問は対象主体の特性に合わせて変えた部分もある。な
お、想定質問とシナリオは参加者に⽰していない。 
4.2 当⽇ 
4.2.1 グループインタビューの実施 

グループインタビューでは、シナリオに合わせて進⾏
することを基本としつつ、参加者の話の⽅向性を尊重し
ながら、時間配分の変更や設問の追加を柔軟に⾏った。 

事務局からの設問に対して、参加者が回答する分量、
そこからの話題の広がりは、参加者個⼈、グループによ
って差異があり、進⾏係の関与の仕⽅にも違いが出たこ
とが確認できた。特に⾼齢者世帯の参加者は既知の仲で
あったため、話が弾みやすく、⼤学⽣、⼦育て世帯と⽐べ
て１名あたりの回答する分量が多かった。 

市域における対象地の役割の設定 

対象主体の設定 

参加者の依頼・募集 当日の進め方の検討 

実施目的の設定 

グループインタビューの実施 

発言データ（議事録）の作成 

発言内容の要約・コーディング・抽出 

準
備 

当
日 

分
析 

行動面の志向・価値観の整理 

表 2 参加者の依頼と結果 
Tabel 2 Participant requests and results 

 設定理由 依頼方法 当日の参加者 

大
学
生 

S ⼤学（学⽣が約 8,000 ⼈在籍）が N
駅からのアクセス圏内にあることを
踏まえて、学⽣の来街が賑わいのきっ
かけになることを期待するため 

N 駅を対象とした S 市の
産学官⾦連携事業で連携
している S ⼤学のゼミの
学⽣に教員を通じて協⼒
を依頼 

合計⼈数：12 名 
【内訳】 
・性別：男性６名、⼥性６名 
・国籍：⽇本籍 11 名、外国籍１名 
・居住：実家暮らしまたは⼀⼈暮らし 

子
育
て
世
帯 

⼀般的に転出⼊は結婚・出産のタイミ
ングが多いことを踏まえて、N 地区へ
の転⼊を促すため 

元ＰＴＡ会⻑・N 駅前商
店会⻑に⼈選を依頼 

合計⼈数：６名 
【内訳】 
・性別：男性５名、⼥性１名（⼦供） 
・居住：N 地区内５名、隣の駅１名 

高
齢
者 

⼈⼝動態として⾼齢化が進⾏してい
ることを踏まえて、⽼年⼈⼝の定着と
ともに、⼦育て世帯の転⼊の機会にお
いても魅⼒的な⽼後の⽣活が送れる
まちとしてアピールするため 

まちづくり協議会⻑に⼈
選を依頼 

合計⼈数：３名 
【内訳】 
・性別：男性１名、⼥性２名 
・居住：住宅団地内１名、住宅団地外２名 
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表 3 想定質問とシナリオの例（⼤学⽣） 
Tabel 3 Example of expected questions and scenario 
経過時間 内容 

00:00 背景説明 
・N 地区のまちづくりの経緯について 

00:30 ⾃⼰紹介 
・名前、出⾝地、住んでいる場所（最寄駅） 
録⾳・写真撮影の許可 

00:40 N 地区について 
・まちのイメージはなにか 
・住みたいまちの条件はなにか 
・住んでいる最寄駅周辺で友達・パートナ

ーとどのように過ごしたいか 
・N 地区の交通結節機能についてどう感

じているか 
01:20 地域とのつながりについて 

・住んでいる場所の地元の⽅たちとつな
がりたいと思うか、理由は何か 

・地域活動に参加したいと思うか、参加す
るとしたらどんな地域活動がいいか 

01:40 その他 
・N 地区はどのようなまちになっていく

と良いか 
2:00 連絡事項、終了 

 
4.3 分析 
4.3.1 分析の作業⼿順 

グループインタビューで作成した速記録をもとに曖昧
な箇所は録⾳データで確認、補⾜することで各グループ
の議事録をまとめた。 

次に、各参加者の発⾔を全てデータベースとして整理
し、それぞれの発⾔の要約を⾏った（表 4 の①）。さらに、
要約した発⾔内容に対してコーディング（分類）を⾏っ
た（表 4 の②）。この段階では、多種多様なコードがあり、

まちづくりとの関係性が低いものも含まれる（例えば、
通院先の医者の⼈柄に関する話）。そのため、まちづくり
の計画⽴案に資するコードのみを抽出した（表 4 の③）。
ここまでがデータベースとしての作業である。 

次に、Microsoft の Power Point を⽤いて、抽出したコ
ードをテキストボックスに記⼊し、付箋のようにしてか
ら、１つのスライドの上に並べ、類似性が⾼いものをグ
ルーピングし、それぞれに主題を付与することにより、
⾏動⾯の志向を整理した（表の④）。これらの内容をさら
にグルーピング、主題を付与することで、まちで⾏動に
おいて重要視する内容を表す価値観として整理した（表
の⑤）。最後に、コード、⾏動⾯の志向、価値観を、ツリ
ー状にして、論理的な関係を視覚的に把握できる図を作
成した（図 3）。 

表 4 分析の作業⼿順 
Tabel 4 Analysis procedure 

手順 作業内容 

①発⾔内容の要約 
 (データ要約) 

グループインタビューのデー
タ(議事録)をもとに発⾔内容
を要約。 

②コーディング 
(発⾔内容の分類) 

①をもとに発⾔内容にコード
(発⾔分類)を付与。 

③発⾔内容の抽出 

②から主体の⾏動⾯の志向の
分析に使⽤するコードを抽出
（まちに関する意⾒・姿勢、具
体の提案等）。 

④⾏動⾯の志向の
分析 

③から類似性の⾼い内容をグ
ルーピングして主題を付与。 

⑤価値観の分析 ④から類似性の⾼い内容をグ
ルーピングして主題を付与。 

 

図 3 分析結果の例（⼤学⽣） 
Figure 3 Example of analysis results 
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4.3.2 分析結果のまとめ 
分析から得られた⼤学⽣、⼦育て世帯、⾼齢者のそれ

ぞれの価値観をまとめたものが図 4 である。この図を作
成することにより、それぞれの対象主体の価値観の違い
だけでなく、主体間で共通する価値観を明らかにするこ
とができた。 

 
図 4 分析結果（価値観）のまとめ 
Figure 4 Summary of analysis results 

 
4.4 試⾏結果の評価 

まちづくりの計画実務で試⾏した結果について、評価
を与えると次のとおりとなる。 
4.4.1 計画⽴案における明確な根拠 

分析の結果、次の計画⽴案の段階において、N 地区が
今後有すべき機能について、考えうることを網羅的に検
討するのではなく、明確な根拠のもとにターゲットを絞
って検討を⾏うことにつながった。例えば、対象主体共
通の価値観として、⼦供たちが安全に過ごせるまちであ
ること、多世代で交流できる場があること、⽇常的に過
ごせる場所があることなどが浮かびあがってきた。これ
らを叶えることを前提とすると、徒歩や⾃転⾞の交通安
全の確保や、地域住⺠が集まれる場所の創出といった取
組の必要性が明確になった。 
4.4.2 まちづくりの⽅向転換のきっかけ 

これまで市は、住⺠アンケートや説明会で住⺠意向の
把握に努めながら、N 駅前の交通基盤施設整備による利
便性向上を中⼼とした検討を⾏っていた。HCD の考え⽅
を⽤いた分析の試⾏で、住⺠等の多様なニーズを体系的
に理解できたことにより、交通基盤整備だけに捉われな
い、新たなまちづくりの⽅向性に転換することとなった。 
4.4.3 市職員からの評価 

市の担当職員からは、「議事録の個々の発⾔内容が丁寧
に分類され、論理的に結論（ニーズ）を導けたことによ
り、庁内外で明確な根拠に基づく説明が可能となった」
とのコメントをいただいた。その他、関係課の職員から
も、住⺠等の利害・関⼼を明らかにするのはいい分析で
ある、という趣旨のコメントをいただいた。 
4.4.4 総括 

今回実施したニーズ分析は、Ｎ地区のまちづくりにつ
いて議論する中で、筆者らが問題を解くための⼿法とし
て提案を⾏い、実施に⾄ったものである。アンケートや
ワークショップなどの従来の⼀般的な⽅法と⽐べて低コ

ストの調査でありながら、計画⽴案への様々な寄与、市
職員からの評価を得ることができ、⼀定の成功を収める
ことができたと考えている。 

5. 今後の展開 

4 章では、HCD の考え⽅を⽤いた住⺠等のニーズ分析
がまちづくりの計画実務において有⽤である可能性を確
認できた。今後、他のまちづくりの計画実務でニーズ分
析を⾏うには、客観性、透明性、効率性を備えた⽅法にブ
ラッシュアップしていく必要があると考える。ここでは、
試⾏の結果から得た課題を整理したうえで、それに対す
る打開策を考察する。 
5.1 グループインタビューの対象主体の設定 

今回実施したグループインタビューの対象主体は、Ｎ
地区が都市計画マスタープランで地域⽣活拠点に位置づ
けられていることを踏まえて、⼀般的に転居する可能性
の⾼い３つの属性に絞って設定した。 

この対象主体の設定は、ニーズ分析の結果に極めて⼤
きな影響を及ぼすため、慎重な検討が必要となる。 

具体的な⽅策としては、既存の統計データやアンケー
ト調査から仮説を⽴てる、他都市事例を参考にする、地
元代表者や学識経験者に意⾒を聴く、地域のイベントな
どで予備調査的にアンケートをとるなど、可能な限り根
拠を揃えたうえで対象主体を設定することが考えられる。 
5.2 参加⼈数の確保 

今回の参加者は、市の⼈的ネットワークを通じて、⼤
学、地元代表者に⼈選を依頼したが、事前に得ていた情
報と当⽇の参加者数に乖離があり、特に⾼齢者、⼦育て
世帯は参加者数が少ない結果となった。 

グループインタビューは、２時間程度の時間を要する
ため、参加者に動機がないと参加しにくい。参加⼈数が
少ないと、ニーズに偏りが出てしまうおそれもある。 

こうした参加に関する問題を解決するには、事前に参
加者候補の⽅々へ実施の意図と意義を伝えること、開催
を参加しやすい時間帯・場所にすること、オンラインで
の参加も可能とすることなどが考えられる。 
5.3 １グループあたりの適切な⼈数設定 

今回のグループインタビューは参加者３〜4 名を１グ
ループとして実施したが、対象主体やグループによって、
参加者１⼈あたりの発⾔量に差がみられた。 

丁寧に話を聞くとなると、１名ずつ聞いていくのが望
ましいが、複数の対象主体、参加者にインタビューする
場合、業務の効率性の観点から問題がある。また、他の発
⾔が気付きを与え、新たな発⾔を誘発する効果も期待で
きる点からも、相応の⼈数で⾏う必要がある。 

１グループあたりの最適な⼈数について⼀概に決める
のは難しいが、インタビューの実績が蓄積されてくれば、
参加者属性等の事前情報で判断できる可能性がある。 
5.4 グループごとのインタビュー結果のばらつきの抑制 

今回は事前に⽤意したシナリオに概ね則る形で進⾏を
⾏ったが、進⾏係とグループの参加者の特性で深堀りす
るポイントが異なるなど、インタビューの内容と精度に

⼦育て世帯⾼齢者

⼤学⽣

⾼齢者×⼦育て世帯×⼤学⽣
・地域で多世代で交流したい(イベント)
・地域の安⼼・安全の確保
・⽇常的に過ごせる場所が欲しい(喫茶店・図書館など)

⾼齢者×⼦育て世帯
・⼦供達が安⼼・安全に過ごしてほしい
・⼦供達にいろいろな経験をさせたい

・⼦供たちを⾒守りたい
・交流したい
・居場所が欲しい
・健康に気を配りたい
・利便性の⾼い暮らしがしたい

・安⼼・安全を求めたい
・⼦育てしたい
・コスパを求めたい
(⽴地とサービス)

・安⼼にまちを楽しみたい
・コスパを求めたい(お⾦)
・居場所が欲しい
・好奇⼼を満たしたい
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ばらつきが⽣じた部分も確認できた。 
インタビューを通じてニーズを探索していくことが⼤

切であるため、進⾏係が参加者から話を引き出していか
ないと、必要とする結果が得られたとは⾔いにくい状況
になるおそれがある。 

この点に対しては、相⼿の話を上⼿く引き出す技術、
コツを整理し、進⾏係が共有しておくことで、インタビ
ュー結果のばらつきを抑えることが考えられる。 
5.5 データソースとしての議事録の作成精度 

今回は速記録をもとに議事録を作成し、その内容をデ
ータソースとして分析作業を⾏った。ベースとした速記
録は作成者の主観が⼊るので、厳密には分析対象として
適切であるか疑問が残る。 

そのため、テープ起こしで発⾔の⼀⾔⼀句をテキスト
にすることが考えられるが、参加する住⺠等は⼀般の
⽅々のため、分析に関係ない話や、各⼈の癖のある⾔い
回しがテキストに含まれることになる。テープ起こしの
作業量もさることながら、発⾔要旨の作成やコーディン
グの作業量の増⼤も避けられない。限られた予算と時間
の中では、客観性と効率性のバランスを考慮する必要が
ある。 

利害関係者の意向が相反している地域のまちづくりな
ど、客観性が極めて重要である場合はテープ起こしを⾏
い、スピード感を持ってまちづくりに着⼿することを意
図する場合は速記録ベースで議事録を作成するなど、計
画条件に応じて議事録の精度を判断することが考えられ
る。なお、今後は AI でテープ起こしや要約を⾏える可能
性が⼗分にあることにも留意すべきである。 
5.6 分析における恣意性の排除 

今回はコーディング（発⾔分類）の結果をグルーピン
グすることにより、⾏動⾯の志向、価値観を導出した。分
析におけるコーディング、グルーピングでは、作業者の
主観を完全に排除することは難しい。 

しかしながら、まちづくりは関係する主体が多いこと
から、分析作業の客観性、透明性を確保することが重要
である。 

分析⽅法については、表 2 で⽰した HCD のユーザー
調査の分析⽅法を参考にしつつ、適宜⽅法を検討するこ
とが考えられる（例えば、ワークモデルのように模式図
で整理すると住⺠等には伝わりやすいかもしれない）。ま
た、作業の⼿順や留意事項、分析結果のイメージを資料
にまとめ、事務局内のみならず、利害関係者にも予め共
有し、透明性を確保することも考えらえる。 

まとめ 

本稿の成果は次の２点である。１点⽬は、⼈間中⼼設
計の考え⽅を⽤いて、ニーズ分析を試⾏的に実施した結
果、まちづくりの計画実務において有⽤である可能性を
確認できた。２点⽬として、試⾏の結果を踏まえて、⽅法
論の確⽴に向けて、客観性と透明性、効率性の観点から
課題を整理し、解決策を⽰した。 

⾏政が策定するまちづくりの計画の計画期間は、10 年

⼜は 20 年など、⻑期間とするものが多い。そのため、計
画の中で提⽰するまちの将来像や取組について、的確な
内容を検討し、判断するのは難しい。そうした中で、まち
に関わる住⺠等のニーズを明らかにする分析は、計画⽴
案の議論の⼟台を確かなものとする可能性があり、その
ことにより、的確な計画の⽴案につなげることが期待で
きる。 

本稿で⽰した今後の展開の内容を実践し、⽅法の精度
を⾼めていくことに取り組んでいきたい。 
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予稿原稿（口頭発表） 

日本の古典文学に学ぶ UI デザインガイドライン 

～徒然草編～ 

〇水本 徹*1 伊藤 由莉 

UI Design Guidelines for Learning from Classical Japanese Literature 

- Tsurezuregusa Edition - 

Toru Mizumoto*1, Yuri Ito 

Abstract - When companies create UI design guidelines, they often refer to ideas originating in the West, but Japan also 
has many unique ideas and mindsets that have influenced foreign countries, including “Bushido. Therefore, we will 
extract the essence from classical Japanese literature and examine screen proposals to see if they can be utilized in UI 
design guidelines. 
 
Keywords: Usability, UI, Guidelines, Design 

 

 はじめに

Apple 社の「Human Interface Guidelines」[1]や Google
社の「Material Design」[2]などのデザインガイドライン
では，UI をデザインする際の指針が定義されており，デ
ザイナーがそれらに従うことで，それぞれの企業が提供
するプラットフォーム上で動作するアプリケーションの
ユーザビリティやアクセシビリティについて一定の品質
を担保することが期待できる．近年では，自社で開発す
る製品群のユーザビリティやアクセシビリティを向上さ
せるとともに，見た目や操作感を統一してブランドイメ
ージを向上させるため，独自の UI デザインガイドライン
を作成する企業も増えている. 

 デザイン原則

企業が独自の UI デザインガイドラインを作成する場
合，何もないところから記述内容を検討するのは難しい．
よって，前述したような既存のデザインガイドラインを
参考にしながら，デザイン原則を考慮し，自社向けの UI
デザインガイドラインの記述内容を検討するケースが多
いと考えられる．一般的に有用だと広く知られているデ
ザイン原則は以下のとおりである． 
2.1 「10 のユーザビリティヒューリスティック」[3] 

デンマーク出身のアメリカの工学博士で，主にウェブ
サイトのユーザビリティ研究の第一人者であるヤコブ・
ニールセンが，数多くのユーザビリティテストの経験や
知見を基に，1990 年代初頭に提案したユーザビリティの
原則． 

 
 

表 1 10 のユーザビリティヒューリスティック 
Table 1 10 Usability Heuristics for User Interface 

Design 
連番 原則 
N-1 システムの状態を可視化する  
N-2 現実世界とシステムとを一致させる  
N-3 ユーザーに操作の主導権と自由度を与える  
N-4 一貫性を保ち標準に倣う 
N-5 エラーを防止する 
N-6 記憶しなくても，見て理解できるデザインに

する  
N-7 柔軟性と効率性を持たせる 
N-8 最小限で美しいデザインを施す 
N-9 ユーザーによるエラー認識，復帰をサポート

する 
N-10 システムのヘルプとマニュアルを用意する 

 
2.2 「インターフェイスデザインの８つの黄金律」[4] 

アメリカ合衆国の計算機科学者であるベン・シュナイ
ダーマンがコンピュータシステムのユーザビリティを向
上させるために，1990 年代初頭に提案した黄金律． 

 
表 2 インターフェイスデザインの８つの黄金律 

Table 2 The Eight Golden Rules of Interface Design 
連番 原則 
S-1 UI に一貫性をもたせる 
S-2 誰にでも使いやすく 
S-3 フィードバックを提供する 
S-4 作業が完了したことをユーザーに知らせる 
S-5 エラーを防ぐ 
S-6 操作を取り消せるようにする 
S-7 操作している実感を与える 
S-8 短期記憶の負担を減らす 
 
 
 
 

*1：人間中心設計推進機構 
*1：Human Centered Design Organization 
*1：人間中心設計推進機構 
*1：Human Centered Design Organization 
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 既存のデザイン原則の課題

2 章で挙げた世界的に著名なデザイン原則は欧米発で
あるが，それらの内容をみると，一貫性を持たせるべき，
柔軟性を持たせるべき，最小限で美しくすべき，操作し
ている実感を与えるべきといった，どのようにデザイン
すべきかの考え方やマインドセットである． 

一方，日本にも「武士道」「代表的日本人」「茶の本」な
どの海外に影響を与えた書籍からも分かるように，独自
の考え方やマインドセットが数多くある．そして，その
文化や精神性から生まれたサービス，細かい工夫が施さ
れた製品など，日本発のコトやモノも数多く世界に広ま
っている．しかしながら，日本初のデザイン原則は知ら
れていないため，考慮すべき日本ならではの観点が抜け
てしまう恐れがある． 

 目的

本稿では，日本の古典文学から，日本ならではの観点
を持ったデザイン原則の抽出を試みる．次に，そのデザ
イン原則を考慮し，欧米の原則にはない新たな要素を反
映した日本ならではの UI デザインガイドラインの作成
が可能かを考察する． 

 研究方法

対象とする古典文学は「徒然草」とした．「徒然草」は，
鎌倉時代末期に書かれた随筆集であり，枕草子・方丈記
と並び日本古典文学の三大随筆に挙げられる．兼好の鋭
い観察力によって書かれた日常生活や倫理観，人間関係
などについての示唆に富んだ全 243 段の短編随筆が収め
られており，日本独自の考え方やマインドセットが含ま
れていると考えたことが理由である． 

手順としては，まず「徒然草」を熟読し，ユーザビリテ
ィの定義をもとに，ミスを防いだり（有効性），うまく物
事を進めたり（効率），心を豊かにするような（満足度）
日本の文化を築いた先人たちの感性や知恵にまつわる記
述を抜き出す．次に，それらの先人たちの感性や知恵を
デザイン原則として展開し，欧米発のデザイン原則と比
較し新規性があるかどうかを確認する．新規性があった
場合は，その原則を考慮した UI デザインガイドラインが
作成できるかどうかを検討する． 

 新しいデザイン原則の抽出結果

全 243 段を熟読し，6 件のデザイン原則を抽出した． 
表 3 第三十九段 ある人，法然上人に 

Table 3 39th paragraph 
原文 ある人，法然上人に，「念仏の時，眠り

にをかされて行を怠り侍ること，いか
がして，この障りをやめはべらむ」と
申しければ，「目のさめたらむほど，念
仏し給へ」と答へられたりける，いと
尊かりけり． 

口語訳 ある人が法然上人に「念仏の時に眠く
なって念仏のお勤めを怠ってしまう
ことがあるのですがどうすれば良い
でしょうか」と申したところ「目が覚
めた時に念仏なさい」とお答えになっ
たという，大層尊い． 

感性や知恵 コンディションが十分でなければ，い
くら頑張ったところで満足な成果は
得られない 

関連する 
既存の原則 

N-7. 柔軟性と効率性を持たせる 
S-8. 短期記憶の負担を減らす 

新たな原則 負荷が高い場面で回避策を提案する 
＊ 既存のデザイン原則は，ユーザー
の自主的な対応に委ねられているが
法然上人が説いたように，負担を分散
する方法を能動的に提案することも
時には必要である． 

 
表 4 第五十二段 仁和寺にある法師 

Table 4 52nd paragraph 
原文 仁和寺にある法師，年寄るまで石清水

を拝まざりければ，心うく覚えてある
時思ひ立ちて，たゞひとり，徒歩より
詣でけり．極楽寺・高良などを拝みて，
かばかりと心得て帰りにけり．（中略） 
少しのことにも，先達はあらまほしき
事なり． 

口語訳 仁和寺に居た僧侶が，年取るまで石清
水八幡神社に参詣したことがないこ
とを心残りに思い，参拝することにし
た．極楽寺や高良など（付属の神社）
を参詣してこれだけだと思って」帰っ
てきてしまった．（中略） 
簡単なことでも，導いてくれる人は欲
しいものだ． 

感性や知恵 対象とするものの全貌をしっかり把
握できていないと，思わぬところで間
違いが起こる． 

関連する 
既存の原則 

N-1. システムの状態を可視化する  
N-10. システムのヘルプとマニュア
ルを用意する 
S-4. 作業が完了したことをユーザー
に知らせる 

新たな原則 作業前に完了条件を伝える 
＊既存のデザイン原則は，ユーザーが
目的を正しく理解している場合は有
効である．一方で初めて学習する内容
や利用頻度の低い機能など，そもそも
ユーザーがゴールを正しく認識でき
ていない場面も考慮する必要である． 
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表 5 第五十九段 大事を思ひ立たむ人は 
Table 5 59th paragraph 

原文 大事を思ひ立たむ人は，去りがたく，
心にかからむことの本意を遂げずし
て，さながら捨つべきなり．近き火な
どに逃ぐる人は，「しばし．」とや言ふ．
身を助けんとすれば，恥をも顧かえり
みず，財をも捨てて逃れ去るぞかし． 

口語訳 仏道に帰依するという大事を思い立
った人は，心に思っている本意を遂げ
てから帰依しますなどと言っていな
いで，去り難い執念をすべて捨てて，
大事に向かうべきだ．近くの火事など
から逃げる人は「もうしばらく待って
くれ．」など言わないだろう．自分の身
を助けようとするから，恥をも気にせ
ず，財産も捨てて逃げ去るのだ． 

感性や知恵 雑多なことを遂げてから本意に取り
組もうなどと考えていると，いつまで
経っても本意は達成できない． 

関連する 
既存の原則 

N-8. 最小限で美しいデザインを施す 
S-8. 短期記憶の負担を減らす 

新たな原則 煩わしいメインタスクの着手を支援
する 
＊既存のデザイン原則は，ユーザーが
選択したタスクを実行するための過
程を支援するための内容と言える． 
一方で心理的負荷が高いタスクの選
択を決断させるためのサポートもま
た重要である． 

 
表 6 第九十二段 ある人，弓射ることを習ふに 

Table 6 92nd paragraph 
原文 師のいはく，「初心の人，二つの矢を持

つことなかれ．のちの矢を頼みて，初
めの矢になほざりの心あり．毎度ただ
得失なく，この一矢に定むべしと思
へ」と言ふ折節の移り変るこそ，もの
ごとにあはれなれ． 

口語訳 師は「初心者は二本の矢を持って的に
向かってはいけない．二本目の矢をあ
てにして最初の弓をいい加減にする
気持ちが芽生えるからだ．当たる当た
らないと考えるのではなく，この一本
の矢で射抜こうと思いなさい」と言
う． 

感性や知恵 もう１回できると思うと１回目は失
敗してもよいと考え，失敗してしまう
ものだ． 

関連する 
既存の原則 

N-5. エラーを防止する 
N-9. ユーザーによるエラー認識，復
帰をサポートする 
S-5. エラーを防ぐ 

S-6. 操作を取り消せるようにする 

新たな原則 適度なプレッシャーを与える 
＊「N-9. ユーザーによるエラー認識，
復帰をサポートする」「S-6. 操作を取
り消せるようにする」のように，失敗
しても復帰できる設計が UI デザイン
においては重視される． 
ただ，やり直しの効かない作業や失敗
の許されない場面においては一度で
タスクを完了できるようユーザーの
集中を保つことが重要である． 

 
表 7 第百九段 高名の木登り 

Table 7 109th paragraph 
原文 目くるめき，枝危ふきほどは，己が恐

れはべれば申さず．あやまちは，やす
き所になりて，必ずつかまつることに
さうらふ． 

口語訳 目眩がするくらい危ない枝に立って
いれば，怖くて自分で気をつけるの
で，何も言う必要はない．事故は安全
な場所で気が緩んだ時こそ起こるも
のだ． 

感性や知恵 難しい操作は集中力を高めて実行す
るためミスをしないが，それが完了す
ると安心してしまい，その後の簡単な
操作でもミスしてしまう恐れがある． 

関連する 
既存の原則 

N-5. エラーを防止する 
S-5. エラーを防ぐ 

新たな原則 緊張が緩むシーンを考慮する 
＊既存のデザイン原則でも述べられ
ているように，難易度の高いタスクや
集中力の求められるタスク，失敗時の
損失が大きいタスクは，当然エラーが
起きない設計が必要である．一方でそ
れらを達成した直後のユーザーの気
の緩みによるエラーも配慮する必要
がある． 

 
表 8 第百十六段 寺院の号，さらぬよろづのものにも 

Table 8 106th paragraph 
原文 寺院の号，さらぬ万の物にも，名を付

くる事，昔の人は少しも求めず，ただ
ありのままに，やすく付けけるなり．
この比（ごろ）は深く案じ，才覚をあ
らはさんとしたるやうに聞ゆる，いと
むつかし．人の名も，目なれぬ文字を
付かんとする，益なき事なり．何事も
めづらしき事をもとめ，異説を好む
は，浅才の人の必ずある事なりとぞ． 

口語訳 寺院の名をはじめ，その他あらゆる物
にも名を付ける時に昔の人は少しも
趣向をこらさず，ただありのままに，
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わかりやすく付けたのである．この頃
は深く考え，知性をみせびらかそうと
しているように思われる，たいそうわ
ずらわしいものだ．人の名も見慣れな
い文字を付けようとするのは，無益な
ことだ． 

感性や知恵 何事も珍しい事を求め，奇抜な説を好
むのは，教養の無い人が必ずやる事で
ある． 
奇をてらった名称を付けても利益は
ない．独自の用語を安易に作らず，一
般的な言葉を使用するのが良い． 

関連する 
既存の原則 

N-4. 一貫性を保ち標準に倣う 
N-6. 記憶しなくても，見て理解でき
るデザインにする 
S-8. 短期記憶の負担を減らす 

新たな原則 なし 
＊既存のデザイン原則に包括されて
いる内容であるため，新規性のある原
則は抽出できなかった 

 新しいデザイン原則の デザインガイドラインへの

展開

新しいデザイン原則を 5 件抽出することができた．こ
れらの原則を，UI デザインガイドラインを作成する際に
活用できるか試みた．いくつかの例を抜粋して紹介する． 

 
表 9 徒然草によるデザイン原則 

Table 9 Design principles by Tsurezuregusa 
連番 原則 
T-1 負荷が高い場面で回避策を提案する 
T-2 作業前に完了条件を伝える 
T-3 煩わしいメインタスクの着手を支援する 
T-4 適度なプレッシャーを与える 
T-5 緊張が緩むシーンを考慮する 

 
表 10 T-1.負荷が高い場面で回避策を提案する 

Table 10 PrincipleT-1 
UI デ ザ イ ン
ガイドライン 

ユーザーに無理を強いないため作業
負荷を予め伝える 

活用例 装置クリーニング機能の実行前には
所要時間や必要作業が表示される． 
悪い例）10 分程度で完了すると思い
終業間際に開始したら１時間かかり
残業になってしまった．今日は食事
会だったのに． 

 
表 11 T-4. 適度なプレッシャーを与える 

Table 11 PrincipleT-4 
UI デ ザ イ ン
ガイドライン 

複数回リトライできる機能であって
も，何度もやり直しできることを強
調しすぎない． 

活用例 3 回まで貼り直しができるシールで

あったとしても，1 回目の作業を行
う前に 3 回やり直しができることを
伝えない． 
悪い例）3 回できるからと思って，1
回目はマニュアルをしっかり読まず
にやって失敗，2 回目は，失敗した部
分を自分なりに改善してみたが失
敗，3 回目で後がないからとマニュ
アルをしっかり読んだものの失敗． 

 
表 12 T-5. 緊張が緩むシーンを考慮する 

Table 12 PrincipleT-5 
UI デ ザ イ ン
ガイドライン 

集中力を伴うタスク完了後には，重
要な操作をさせない 

活用例 重要な処理・作業を行った場合は，
結果を自動保存する． 
悪い例）⾧時間かかるデータの分析
作業をやり終えたことで安堵し，保
存するのを忘れてしまった． 

UI デ ザ イ ン
ガイドライン 

消耗品の廃棄・片付けなど，雑用と
思える作業にこそ注意を促す 

活用例 使用済カートリッジを廃棄する際に
誤った取り外し方をしないよう方法
を伝える． 
悪い例）どうせ捨てるだけだと思い
雑に扱ったために，取り付け具を破
損してしまった． 

 まとめ

「徒然草」から 5 件のデザイン原則を抽出することが
できた．これらは 2 章で挙げた先行事例には含まれてい
ない項目である．本研究により，日本の古典文学から，日
本ならではの UI デザインガイドラインを作成できるこ
とが示唆された．今後は，他の古典文学を題材に同様の
取り組みを行うことで新たなデザイン原則を抽出し，UI
デザインガイドラインの拡充を進めていきたい． 
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予稿原稿（⼝頭発表） 

Web ページの視認性評価とダークパターンとの関係性の考察 

〇野島 瞳*1 森下 洋平*1 

Examination of the Relationship between Web Page Visibility Assessment and Dark Patterns 
Hitomi Nojima*1, Yohei Morishita*1 

Abstract - The issue of inducing trouble through "difficulty in viewing" due to factors such as the volume of information, 
font size, and color usage during online shopping has become prominent. Thus, this study evaluates "visibility and 
readability" in accordance with the certification criteria related to visibility and readability operated by our association 
(UCDA). Additionally, we categorize and analyze areas related to certification criteria concerning instances and 
requirements of dark patterns. 
Keywords:, Information volume, Dark patterns, Ease of viewing 

1.はじめに

現在、インターネットの普及により家に居ながら様々
な買い物が可能になった。遠く離れた場所で提供してい
る商品も現地に⾏かずに⼊⼿でき、サブスクリプション
サービスに契約すれば⾃由に⾳楽鑑賞やスポーツ観戦も
できる。⽇本でもオンラインショッピングは広く浸透し
ており、コロナ禍の巣篭もり需要や外出控えにより⾷品
や⽇⽤品に⾄るまでオンラインで購⼊する消費者も増加
した。しかし、購⼊した商品や契約内容が想定と違った
というトラブルも増加傾向であることが⽰されており、
60 歳以上の消費者においては過去最⾼の相談件数とな
った[１]。

オンラインショッピングにおける消費者トラブルに⾄
る⼀因として、重要な情報が⾒えない、⾒つけにくい、そ
もそも⾒る気が起きないほど情報が詰まっているなど、
視認性・可読性の問題がある。 

そこで本研究では、消費者の安⼼、安全、合理的な Web
サービス利⽤の実現に向け、適したデザイン要件を検討
することを⽬的に、まずは現状の Web ページにおける表
⽰の基礎調査として、⼀般社団法⼈ユニバーサルコミュ
ニケーションデザイン協会(以下、「UCDA」)が定める
UCDA 認証「⾒やすいデザイン」の基準[２]で視認性を
評価し、各項⽬の達成率を調査した。

加えて、勘違いや誤操作によってユーザーの意図しな
い⾏為を誘導させる仕組み、所謂「ダークパターン」は
UCDA 認証と重なる領域があると考え、ダークパターン
の事例や要件に対し、認証の基準を含めた調査内容に関
わる領域を整理・考察した。 

2. Webページの視認性評価

本調査は、⾷品を購⼊する際の経路、特に実物を⼿に

取って確認できる店頭販売と、そうではない Web 利⽤に
よって消費者保護に関わる情報提供の法整備が全く異な
る点に着⽬して実施に⾄った。そこでまずは、⾷品表⽰
を取り巻く現状を説明した上で、Web ページの視認性評
価の概要および結果について述べる。 
2.1 調査の⽬的 

⽇本に流通する加⼯⾷品の包装には、国⺠が⾃主的か
つ合理的に商品選択できるよう、「⾷品表⽰法」で義務付
けられた情報やデザインの⼀定のルールが決まっている
[３]。⼀⽅、通信販売の表⽰は「⾷品表⽰法」が適応され
ていない。2022 年度の 6⽉には消費者庁から「インター
ネット販売における⾷品表⽰の情報提供に関するガイド
ブック」[４]が発⾏されたものの、⾷品表⽰法ほどの強制
⼒は無い。よって、Web サイトでの⾒やすさは各事業者
に委ねられているような状況である。

そこで現状の Web ページにおける表⽰の基礎調査と
して、UCDA が定める UCDA 認証「⾒やすいデザイン」
の基準で視認性を評価し、各項⽬の達成率を調査した。 
2.2 調査対象と期間 

インターネット上でアクセス可能であった⾷品販売を
取り扱う Web サイト 21社を無作為に抽出し、１社につ
き、「トップページ」と「商品詳細ページ」の 2 ページ、
計 42ページを評価した。なお、商品詳細ページは、トッ
プページから容易にアクセス可能であった「商品画像を
選択し遷移した価格や商品特徴がわかるページ」とした
(図 1)。 

図 1 評価サンプルのイメージ 
Figure 1 Image of evaluation sample 

*1：一般社団法人ユニバーサルコミュニケーションデザイン協会

*1：Universal Communication Design Association.
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Web ページはノート PC(macbook13.3inch)で表⽰、
Google Chrome を⽤いて、A4サイズ(タテ)に PDF化し
た状態に統⼀した上で収集を⾏った。 

調査は 2022 年 3⽉ 22⽇から 5 ⽉ 13⽇の 52⽇間(以
降「2022 年 3 ⽉」と表記)と、そこから 1 年弱の期間を
開けた 2023 年 12 ⽉ 8⽇から 12 ⽉ 13⽇の５⽇間(以降
「2023 年 12 ⽉」と表記)にて同じWeb ページを対象に
2 回実施した。2022 年度の 6⽉に発⾏された「インター
ネット販売における⾷品表⽰の情報提供に関するガイド
ブック」に法的強制⼒は無いものの、このような消費者
庁の動きから、販売事業者による「⾒やすさ」への取り組
みがなされる事が期待された為、ガイドライン発⾏前後
の２つの期間での達成率の変化や UI 変更の傾向を⾒る
事とした。 

 
2.3 調査⼿法 
収集したサンプル PDF は、UCDA 認証「⾒やすいデ

ザイン」で定めた視認性に関わる「情報量」「タイポグラ
フィ」「⾊彩設計」の 3項⽬にて基準を満たしているかを
評価した。各項⽬の達成基準と、測定⽅法及びツールを
表 1に⽰す。 

 
表 1 ⾒やすさの評価基準と測定⽅法 
Table 1 Ease of viewing evaluation criteria 

and how to measure  
評価項⽬ 評価基準 測定⽅法 

❶情報量 19%以下である 
ドット・レシオ・カ
ウンター 
(DRC)で測定 

❷ 
タイポグラフィ 

変形：変形が無い Adobe Illustrator 
Ver.CC2022 にて 
PDF にテキストボ
ックスを重ねて測
定 

⽂字サイズ： 
８ポイント以上 

⾏⻑： 
⼀⾏ 45 ⽂字以下 

⽬視でカウント 

❸⾊彩設計 
⾊弱者も含めた 
視認性・識別性の
確保 

Adobe Illustrator 
Ver.CC2022 
⾊校正機能 
シミュレートを 
使⽤(P・D 型) 

ドット・レシオ・カウンター(DRC)は UCDA が開発し
た、紙⾯の情報量を評価するツールである。UCDA はこ
の DRC 値を紙⾯の情報量と⾒なし、ユーザーが⽂書を
読む意欲が著しく削がれることが無い値として、達成基
準を DRC 値 19%未満とした[５]。また、⾊覚シミュレ
ートの結果から、特定の⾊覚にとって可読性が損なわれ
る、あるいは⾊の判別ができないことにより、著しく可
読性が落ちる、伝わらない情報が発⽣する表⽰があった
場合に「基準未達成」と判断した。 

 
2.4 調査結果と達成率の傾向 

調査結果として、各調査項⽬に対する達成状況を図 2
に⽰す。 

 

図 2 調査項⽬別の基準達成状況 
Figure 2 Standard achievement status by survey item 

 
まず、２つの期間において、調査項⽬別の基準達成率

はわずかに変動しているものの、その順位は変わらなか
った。最も達成率が⾼い調査項⽬はタイポグラフィの「変
形」で、次いで「情報量」、「⾊彩設計」、「⾏⻑」、「⽂字サ
イズ」と続く。とりわけ「⽂字サイズ」においては 2022
年 3 ⽉時点では全てのサンプルで基準未達成であった。
2023 年 12 ⽉時点では基準を達成するサンプルがあった
ものの、調査項⽬の中で最も達成率が低い点は変わらな
いままであった。 
2.4.1 基準未達成のデザイン 

基準未達成となったサンプルの中から特に、そのデザ
インが消費者の不利益に繋がり得る３つの事例を⽰す。 

１つ⽬は最も達成率の低いタイポグラフィの「⽂字サ
イズ」である。「注⽂ 1点毎に別途送料がかかる旨の説明」
など、⾒落とした場合に消費者の不利益に繋がる情報が
基準未達成であった。図３に⼀例を⽰す。 
続いて２つ⽬はタイポグラフィの「⾏⻑」である。図４

のように、「注意喚起情報」「免責情報」など商品の購⼊
を判断する際に把握すべき情報において基準未達成であ
った。注意喚起情報の中には、妊娠中、あるいはアレルギ
ー体質の消費者に向けた説明や警告といった、誤って喫
⾷した場合に重篤な事態に成り得る情報も存在した。 

最後は「⾊彩設計」の事例である。P型⾊覚にとっての
⾒分けにくさをシミュレートした画像と、オリジナルの
⽐較を図５に⽰す。⾚と⿊の組み合わせは P型⾊覚で⾒
分けにくい配⾊の１つであり、カレンダーの定休⽇のよ
うに可読性が下がる表現や、「【ご注意】」のように⿊⽂字
の本⽂のなかで、⾊を⾚に変更して⽬⽴たせている表現
が、P型⾊覚にとっては⽬⽴たない表現になっていた。 

図 3 ⽂字サイズに問題があったサンプル 
Figure 3 Samples with problems with font size 
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図 4 ⾏⻑に問題があったサンプル 
Figure 4 Sample where there is a problem with the 

number of characters in one line 
 

図 5 ⾊彩設計に問題があったサンプル 
Figure 5 Samples with color problems 

 
2.4.2 UI の変化 
2022 年 3⽉と 2023 年 12⽉の調査において、「検索窓

の拡⼤」や「カテゴリイメージの追加」、「カートボタン
の拡⼤」など、商品の発⾒・購⼊⾏為に関わる表⽰に関し
て、操作の容易さや直感的な理解に寄与する変更が⾒ら
れた。(図６)しかしながら、2.4.1 図３〜５で⽰したよう
な基準未達成かつ、消費者の合理的判断を阻害し不利益
につながり得る表現に⼤きな変更は⾒られなかった。 

図 6 ユーザーインターフェースの変更事例 
Figure 6 User interface change example 

 

2.4.3 考察 
本調査では、⾷品販売を取り扱う Web サイト 21社各

２ページを対象に、２つの期間で UCDA 認証「⾒やすい
デザイン」の基準を⽤いた評価を⾏った。結果として、多
くの Web ページは適切な情報量を保持し、⽂字変形が少
ないため、初⾒の印象では閲覧しやすいデザインとなっ
ていた。これらは Web の拡張性の⾼さにより、⼗分な余
⽩が設定しやすいためであると考えられる。 

⼀⽅で、⽂字サイズや⾏⻑に関しては、Web の拡張性
を活かせば⼗分な可読性が確保可能であるにもかかわら
ず、実際には⾒にくい表⽰が多く⾒受けられた。特に、費
⽤や注意事項など、購⼊前にユーザーへ適切に伝えるべ
き重要な情報が含まれており、この視認性の低さがユー
ザー体験を悪化させる⼀因となっている。加えて、UIに
関しては、消費者が商品を購⼊するための阻害要因は改
善されていたが、消費者の⽣命・健康に影響を与える注
意情報は改善されていなかった。 

また、本調査にはさらに拡張の余地があると考える。
具体的には、DRC 値の達成基準 19%は元々紙⾯を対象
にした基準値であるため、「Web 表⽰で⾒る気が起きな
くなる情報量」として、達成基準の最適化の検討および、
新たな測定⼿法の模索が必要である。さらに、利⽤状況
を加味した調査も重要である。例えば、利⽤端末による
⾒やすさの違いや、単⼀ページ毎の可読性だけでなく、
連続したユーザー体験の中で不利益に通じる情報がどこ
にあり、ユーザーがそれをどのように⾒つけるのかも考
慮すべきである。加えて、⾔葉やボタンの動作、レイアウ
トなどの「内容理解」や「スムーズな実⾏」などが適切に
⾏えるか、情報のわかりやすさに関しても調査も必要だ
と考える。これらはユーザーテストや、UCDA が開発し
た DC9 ヒューリスティック評価法[5]を⽤いた「わかり
やすさ」の追加調査も検討しているが、いずれも消費者
の受容性を踏まえた⼈間中⼼設計の視点で研究を進める
べきだと考えている。 

3. ダークパターンと「⾒やすいデザイン」との対応 

ダークパターンに関しては、OECD（経済協⼒開発機
構）は 2022 年にレポートを刊⾏し、その中でダークパタ
ーンの要件を分類している[6]。ダークパターンを対策す
る取り組みは、本研究と同じく消費者の安⼼、安全、合理
的な Web サービス利⽤の実現を⽬的としているため、本
研究の調査⼿法、すなわち「⾒やすいデザイン」の認証基
準や、その拡張として検討しているユーザーテストおよ
び DC9 ヒューリスティック評価法もダークパターンの
対策に寄与できるのではないかと考えた。そこで、ダー
クパターンの分類や具体例に対し、本研究の調査⼿法お
よび今後の課題とした研究領域の対応関係を探ることと
した。 
 
3.1 ダークパターン分類 
ダークパターンと⾒やすいデザイン認証基準との対応を
考えるにあたり、まずは、OECD のレポート[6]が⽰すダ

オリジナル P型色覚 オリジナル P型色覚
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ークパターンの分類や国⺠⽣活センターが発信している
消費トラブル事例[1]を元にした分類表を表２に⽰す。 

 
表 2 ダークパターンの分類と内容 

Table 2 Classification and content of dark patterns  

例えば、「サブスクリプションの⾃動更新解除のボタン
を⽬⽴たないような⾒た⽬にする」は「❺こっそり」、「サ
ービスにログインする度に有料会員登録を勧誘ページが
挟まる」は「❸執拗な繰り返し」に分類される。 

 
3.2 「⾒やすいデザイン」認証基準との対応 
2.4で述べた Web ページの調査結果および考察から、
ダークパターンの各分類に対して対策に寄与できる項⽬
を整理し(図７)に⽰す。 

図 7 ダークパターンと UCDA 認証基準の対応図 
Figure 7 Correspondence diagram between dark 
pattern and UCDA certification standards  

 
まず今回実施した調査である「⾒やすいデザイン」の

認証基準は、表⽰の視認性・可読性の低下も原因に成り
得る「❷インターフェース⼲渉」、「❸妨害」「❺こっそり」
の３項⽬に共通点が⾒られる。また、ユーザーテストや

DC9 ヒューリスティック評価を⽤いた追加調査によっ
て、最終的に「❻社会的証明」以外の６項⽬まで対策に寄
与できると考える。他の項⽬はで「内容を理解できるか、
スムーズに実⾏出来るかが調査可能であるのに対し、❻
は表⽰している情報の根拠や整合性が⼗分であるか、消
費者や第三者の視点からでは判断が難しいため、現状対
応不可能な項⽬とした。 

4. まとめ  

本研究は消費者の安⼼、安全、合理的な Web サービス
利⽤の実現に向け、適したデザイン要件を検討すること
を⽬的に、視認性・可読性の基礎調査とダークパターン
の対応関係を考察した。その結果から、調査⼿法である
UCDA 認証「⾒やすいデザイン」の基準や調査の拡張⽅
針は、ダークパターンの分類と共通する要素があり、そ
の対策においても寄与できると考える。 

視認性や可読性の向上、重要情報の適切な提供、消費
者体験の向上を⽬指すことで、ダークパターンによる消
費者の不利益を減らすことが望める。⼀⽅、２つの調査
機関で不利益情報のデザインに⼤きな変更が無かった点
を踏まえると、⾃事業者がダークパターン対策を導⼊し
やすくするアウトプットの検討が⼤きな課題になる。そ
れは「達成すべき認証基準」なのか、「最低限守るべきデ
ザインのルール」、または「避けるべき表現」であるか。
今後、調査の拡張と並⾏して模索していく必要がある。 
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ダークパターン分類 内容・例 

❶強制 
ユーザー登録、不要な情報開⽰を
強制する    

❷ インターフェース 
⼲渉 

事業者に有利な選択肢をデフォ
ルトにする、または誘導する 

❸ 執拗な繰り返し 
事業者有利な設定変更を何度も
促す 

❹ 妨害 
事業者不利な⼿続きを妨害する
(解約など) 

❺ こっそり 
コスト・リスクにつながる情報を
隠す 

❻ 社会的証明 
根拠や整合性のない実績・推奨表
現を⽤いる 

❼ 緊急性 判断、⾏動を急かす情報を⽰す 
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予稿原稿（口頭発表） 

プロダクトの UIサウンドデザイン 

〇和氣 早苗*1 

UI Sound Design Method for Products 
Sanae H. Wake*1 

Abstract - Little attention has been devoted to designing UX from the perspective of "sound." The impact of 
sound on UX is significant, because sound affects not only the direct users of a product but also people around 
them, and they cannot turn away from sound. The majority of recent products incorporate UI-sounds. These 
sounds include sounds for operation feedback, sounds for notification messages from devices, and guide 
sounds that prompt the next operation. Appropriately designing these sounds, as integral parts of the UI and 
considering their purpose, significantly contributes to usability enhancement and improvement of the UX. 
This paper outlines the research conducted and proposals made thus far, and discusses the future of UI from 
the perspective of sound. 
 
Keywords: UI-Sound, User Interface, User experience, Sound design, Voice 

 

1. はじめに -UXとサウンド 

UXの重要性が唱えられて久しいが、サウンドという観
点から UX をデザインするということについては、ほと
んど目が向けられていないように思われる。サウンドが
UX に与える影響は多大である。直接のユーザのみなら
ず周囲にいる間接ユーザをもして、人は音から耳を背け
ることができない。プロダクトの UI において少なくとも
音の使い方やサウンドそのものが適切にデザインされて
いなければ、音はユーザに対して攻撃的にも不快感を与
える。 
一方で、昨今のプロダクトにおいてサウンドが利用さ

れていないものを探す方が困難である。操作の反応を示
す操作反応音、機器からのメッセージを表示する報知音、
また次の操作をうながすガイド音について、ビープ、多
音色、メロディ、そして音声などのサウンドが、様々に、
場合によって無秩序に使われている。これら UI の一部と
して使われる音について、その目的に鑑み、適切にデザ
インすることはユーザビリティの向上、さらには UX の
向上に大きく寄与すると考えている。 
本稿では筆者がこれまで行ってきた研究と提案[1]に

ついて述べるとともに、サウンドという観点から見た今
後の UI について考察する。 

2. UIサウンド 

 UI サウンドとは、プロダクトのユーザインタフェース
として用いられる音である。UI サウンドは、操作反応音
と報知音、加えて近年多く使われ始めたガイド音に分類
することができる。操作反応音は、ユーザの操作に対す
るフィードバックとして発音される音であり、リモコン

のボタンを押したときの「ピ」という音などがそれであ
る。報知音は機器の状態をユーザに知らせるための音で
あり、ごはんが炊けたことを知らせる炊飯器の終了メロ
ディやコピー機の用紙がなくなったことを知らせるエラ
ー音などがそうである。ガイド音はユーザが次に何をす
べきかを知らせる音でありガイド音のほとんどは言語音
声である。精算機での「クレジットカードを入れてくだ
さい」などという例がある。 
現在のプロダクトの多くでこの UI サウンドが用いら

れている。家電製品、コピー機のようなオフィス機器、公
共機器である ATM、パーソナル機器であるスマホやその
アプリ、医療機器や工作機器などの専用機なども含め、
UI サウンドの用いられていないプロダクトを見つける
ことの方が難しい。 
それにも関わらず、これら UIサウンドの効果的な利用

方法、UX を高めるサウンドのデザイン方法については
ほとんど研究されていない。さらには、サウンドが UI 設
計/デザインの対象であると認識しているメーカーもま
だ少ないように思われる。音は鳴りさえすればよいと考
えられる場合も多く、デザイン部門にサウンドデザイナ
ーがいることはほぼなく、UIデザイナーが音のデザイン
をすることも稀であろう。音は申し訳程度に後付けでつ
けられている。 

3. 発音設計とサウンドデザイン 

UI サウンドをデザインすると言うと、「どんな音を鳴
らすか」というサウンドそのもの（聞こえの）デザインの
ことだと思われることがほとんどである。しかし、それ
は間違いであり、UI サウンドデザインにおいて最初に取
り組むべきは「発音設計」である。発音設計とは、UI の
どこで何のために（何の情報をユーザに伝えるために）
音を使うのか/使わないのかを定めることである。それが
UX の良しあしを決める土台となる。そのうえではじめ*1: 同志社女子大学 学芸学部 メディア創造学科 

*1: Department of Media, Doshisha Women’s College of Liberal Arts 
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て、どんなサウンドにするのかという「サウンドデザイ
ン」が意味を持つ。 

3.1 発音設計  
発音設計のゴールは、操作フローの「どこで」「何を目

的に」UI サウンド（操作反応音および報知音）を利用す
るか／しないのかを決めることである。 
「どこで」というのは“操作の流れにおいてどこか”と

いうことに加え、機器がある状態になってから“何秒後に
何秒間”発音するのかということも含まれる。「何を目的
に（発音するのか）」については、多くの場合は「機器の
状態提示/メッセージ表示」であろうが、それらを音で行
う目的はなにか、という点を明確にする。ディスプレイ
など他の表示手段がないからなのか、わかりやすさ向上
や誤操作低減が目的か、イメージ向上のためか等、音の
利用目的を明確にする。 
またここでは、「誰にその情報を知らせるのか、その人

はどこでそれを聞くのか、いつ（夜か昼間か）聞くかなど
も含めて検討する必要がある。さらに、ひとつの UI サウ
ンドでどこまでの情報を伝えるのかについても明確にす
る。例えばある機器で、エラーとされる状態が 10 種類あ
るとする。それら全てを同じエラーサウンドで表すのか、
あるいはどんなエラーかもわかるように 10 種類の異な
るサウンドを使うのか。これも発音設計の範疇である。 
発音設計では最終的に表 1 に示すような UI サウンド

リストを作成する[2]。 
 

表 1  UI サウンドリストの例[2] 
Table 1  Example of a UI Sound List 

* 
3.2 サウンドデザイン 
発音設計で定めた発音位置において、実際に発音する

サウンドを作成する。 
3.2.1 デザインの制約 
UXの観点からは、自由度が高い状態で理想的なサウン

ドをデザインすることが理想であるが、実際のプロダク
トにおいて、デザインの自由度は高くない場合が多い。
プロダクトのHW/SWの制約に強く縛られるためである。
発音機構としていわゆる圧電サウンダがあるのみで単一
ピッチのビープ音しか使えない場合、ビープでもピッチ
コントロールが可能で 2 ピッチサインやメロディーが使
える場合、メモリを使う事が許され多音色が利用できる
場合、あるいは音声が使える場合もある。どういったサ
ウンドが発音できるかにより、サウンドデザインの可能
性や方法は大きく変わる。この制約により発音設計も変
わってくるため、機器上の制約は最初に確認しておく必
要がある。 

3.2.2  3 つのデザインレベル 
サウンドデザインでは 3 つのレベルを考慮する必要が

ある（図１）。(1) HW/SW 上の制約の中で出せる/出す
「音色」をデザインするレベル、(2)その音色についてピ
ッチ（高さ）や長さを組み合わせて一つの「UI サウンド
（一つの報知音/操作反応音）」を作成するレベル。(3)一
つの機器で複数（数種類から十数種類以上）の UI サウン
ドが使われるが、それらについてデザイン的統一感を保
ちつつも、各 UI サウンドを聞き分けやすくデザインする
「UI サウンドセット」としてのレベルである。デザイン
においてはこれらのレベルを往来しつつデザインを進め
る必要がある。 

図１ サウンドデザインの 3 つのレベル 
Figure 1   Three Levels for Sound Design 

 
3.2.3 メッセージを伝えるためのデザイン 
 前述の(2)のレベルにおいて、一つ一つの UI サウンド

にはそれぞれ表すべき情報「メッセージ」がある。したが
って、サウンドからそのメッセージが分かるようにデザ
インする必要がある。また感性的にもそのメッセージに
ふさわしいサウンドである必要がある。例えば、ごはん
が炊けたことを知らせる報知音がビービービーといった
ブザーであったなら、エラーが起こったのかと誤解する
可能性が高まるし、そもそも不快である。逆に危険を知
らせる警告音が穏やかでは困る。 
どのようなサウンドが操作反応音にふさわしいか、終

了音にふさわしいか、警告音にふさわしいかなどについ
ては JIS 等の規格[3]が適用できる場合もあるが、音響心
理、認知心理、音楽学などの知見[4]を参考にすることが
できる。例えばピーピーピーという繰り返しの間隔は短
くなるほど警告感が高くなるなどが知られている[5]。筆
者らもサウンドから受けるメッセージ性や印象に関する
研究は複数行ってきた[6, 7, 8]が、これら研究結果や知見
に基づいたデザインを行うことでサウンドデザインの根
拠を示すことができる。 
しかしながら、こういった学問的知見の積み上げだけ

で適切なサウンドがデザインできるかというとそうでは
ない。この点は一般的な UI デザインと同じである。各々
のプロダクトの特徴（機能やユーザ、利用環境、発音機
構）が異なるに加えて、サウンドの印象に与するパラメ
ータは多様で相互作用が大きく、また先に述べた階層性
を考慮したデザインを行う必要もあるため、少なくとも
現在においてはサウンドデザインについてはサウンドデ
ザイナーの関与が適切であると考えている。 
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3.2.4 サウンドデザイナー 
現状、サウンドデザイナーという肩書を持つ方の多く

は音楽をデザインの対象としている。先に述べた 3 つの
レベルを往来するデザインは楽曲の制作に通じるものが
あり、また楽音や楽曲制作用のデザインツールは UI サウ
ンドのデザインでも有効である。しかし UI サウンドでは
先に述べたメッセージの表現が必須となるため、そのた
めの学問的知見を共有するなどの工夫が求められる。経
験的には、ビデオゲームのサウンドデザイナーが、イン
タラクティブな UI サウンドのデザインの経験が高く、プ
ロダクトの UI サウンドデザインに近い位置でデザイン
を行っている。 

3.2.5 音声のデザイン 
UI サウンドに使われる音声のデザインについては、例

えば以下のような観点が必要となってくる。 
 声色  （女声/男声/キャラ声） 
 ことば （言語、単語選び、語尾、文章） 
 話し方 （イントネーション、テンポ、感情表現） 
近年しゃべる機器が増加しているなか、対話系生成 AI

が急速な発展を遂げてもおり、ますますしゃべる機器が
多くなることが予想される。UI サウンドとしての音声を
どのようにデザインするかについては、検討すべき課題
が多くあると考えている。 

4. UIサウンドデザインのプロセス 

UI の一要素である UI サウンドは、本来はそれ単独で
デザインされるべきものではない。しかし、初期からサ
ウンドを含む UI デザインがなされていることは稀であ
る。筆者が関わってきたプロダクトにおいても、すでに
グラフィック等を中心とした UI が完成したうえでの「音
をどうするか」との相談、あるいは音だけを取り上げて
の改善相談がほとんどである。ここでは、このような場
合どんなプロセスで UI サウンドデザインを実施すれば
よいか、筆者らがとってきた方法を紹介する。 
図 2 に UI サウンドデザインの流れを示す。①対象調

査、②発音設計、③イメージコンセプト設定、そしてそれ
らを踏まえた④サウンドデザインの依頼、であるが、こ
こまでは製品開発者側が担当する必要がある。⑤サウン
ドデザインは前述のとおりサウンドデザイナーが行うこ
とを推奨する。最後の⑥評価は製品開発者とサウンドデ
ザイナーの両者が関わって実施されることが望まれる。
以下、先に触れた発音設計とサウンドデザイン以外の部
分について簡単に説明する。 

4.1 対象機の調査 
まず対象機について、発音設計とイメージコンセプト

の設定を行うに必要な情報を把握しておく必要がある。
把握すべき情報は以下である。 

(1) 操作フローと機器の状態変化 
(2) 現状利用されている UI サウンドと作動音 
(3) ユーザの機器利用の目的と利用状況 
(4) 周辺環境(特に環境音)と間接聴取者の状態 
(5) 現状の問題点と利用者ニーズ 

(6) 発音機構、音のデータ形式、スピーカー特性 
操作フローは特に重要な項目である。機器を利用する

際、どのような操作手順（どのボタンをどの順序で押す
か等）があり得るか、特殊な操作や緊急時の状態も含め
洗い出しておく。 

図 2 UI サウンドデザインの流れ 
Figure 2  Process of UI Sound Design 

 
4.2 イメージコンセプトの設定 
ここではサウンドが表出する印象を明確にする。機器

の利用目的、利用場所、ユーザの属性、また企業のイメー
ジ戦略等を考慮し、デザインのコンセプトを定める。「ク
ール」「プリティ」「高級感」「ナチュラル」等の形容詞や
感性ワード、「新時代を力強く開拓する」等の文章もよい。 
また機器の発音上の制約の範囲内で、サウンドタイプ

を検討しておく。シンプルな音色とパターンのみを利用
する「ビープ系」、音色の印象を利用する「効果音系」、音
楽的なフレーズを利用する「メロディー系」のうちのど
の系統で UI サウンドを作成するか、デザインコンセプト
と併せて選択する。 

4.3 サウンドデザインの依頼 
開発者は UI サウンドリストおよび機器の情報を持っ

てサウンドの制作を依頼する。サウンドデザイナーと共
有すべき事項を以下にまとめる。 

(a) 対象機器情報（対象調査で集めた情報） 
(b) UI サウンド設計リスト 
(c) イメージコンセプト 
(d) 発音の制約とサウンドタイプ 
(e) データ形式とスピーカーの仕様 
デザイナーには対象機についてできるだけ理解しても

らう必要がある。また推奨したいのは、UI のインタラク
ションを模擬できるもの（タブレット上で動作する UI シ
ミュレーターなど）用意することである。試作音をシミ
ュレーターに組み込み、操作感や UI フローの中でどのよ
うに聞こえるか、デザイナー自身が確認しながら制作で
きると UI サウンドの完成度は上がる。 
また、最終段階に実機でのサウンド調整（音量バラン

スや音質の調整）も実施したい。 
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4.4 評価と UIサウンド９原則 
作成した UI サウンドの評価は、ユーザ評価による主観

評価を行うことが多い。しかし操作時間の短縮などを見
るための定量的な評価を行う場合もある。 
筆者らはニールセンのユーザビリティ 10 原則に倣い、

UI サウンドの 9 原則を提案している。これは評価に用い
るだけでなく、デザイン初期段階の問題発見のために、
あるいは発音設計およびサウンドデザイン実施時のガイ
ドラインとしても活用できるだろう。以下に 9 つの項目
を記す。詳細項目については参考文献[9]を参考にされた
い。 

(1) UI サウンド（報知音、操作反応音）がそれを必要
とする人に「聞こえる」 

(2) 報知音が適切に「メッセージを伝える」 
(3) 操作反応音が「操作の確実性と快適性を向上」さ

せる 
(4) 「一貫性を保ち標準に倣う」 
(5) 「他メディアとの併用と補完」が行われている 
(6) サウンドの「快適性が確保」されている 
(7) サウンドで「感性価値」が付与されている 
(8) サウンド利用の「柔軟性」がある 
(9) ヘルプとドキュメントが準備されている 

5. UIの変遷とサウンド/音声活用の今後 

情報機器における UI がキャラクタ（テキスト）ベース
の CUI からグラフィックベースの GUI に変わり、近年
AI スピーカーなどに代表される VUI（Voice User 
Interface）が加わってきた。異なる見方をすると、UI は
コマンド型の UI からメニュー選択型 UI へと変遷し、こ
こにキーワード検索型が加わっているのが現在であろう。
AI スピーカーはこのところの生成 AI の発展を受けて、
直近に対話の質が格段に向上するだろう。そうなった時、
今後 UI は「ASK 型 UI」という類のものになると筆者は
考えている。 

ASK 型 UI とは、機器側が提案あるいは質問すること
で、またユーザ側は相談あるいは依頼をすることで対話
をしながら機器の機能を実行していくという UI の形で
ある。これには自然言語対話が最適であり、UX の観点か
ら先に述べた音声のデザイン（声色、言葉、話し方）が重
要になってくるだろう。ASK 型 UI によって、ユーザは
プロダクトを道具としての機器からパートナーとしての
機器と捉え直すようになるかもしれない。 
ところで、UI の変遷の中で CUI がほぼ使われなくな

ったように、GUI が今後なくなるかと言うと、そうは思
わない。筆者としては、メニュー選択型の UI を持つツー
ル型のプロダクトと、ASK 型 UI を持つパートナー型の
プロダクトに２分化し、それぞれに利用されるだろうと
考えている。設計サイドとしては、これらの UI をどう使
い分けるか/どう組み合わせるか、がポイントになってく
ると考えている。 

 

6. おわりに 

本稿では、プロダクトの UI に用いられる UI サウンド
のデザインについて筆者らが取り組んできた内容につい
て紹介するとともに、今後の UI に関して考察した。 

UX の向上、今後の UI を考えるにあたって、サウンド
という側面からのデザイン検討は避けて通れないと考え
ている。サウンドを取り込んだ形での UX デザインの在
り方や方法論について研究・議論を進められればと考え
ている。 
なお、本稿に記載した内容の一部については、筆者が

解説する Web サイト「プロダクトのための UI サウンド
デザイン入門 for UX」[1]に詳しい。参照いただけると幸
いである。 
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予稿原稿（⼝頭発表） 

FPS・TPS ゲームの UI 要素配置を改善して 

プレイヤーの⽬の移動量の総量を削減する提案 

〇加藤 遥⼰*1 宮崎 陽路*1 野呂 僚*1 ⼩林 正*1 
A Proposal to reduce the total amount of eye movement for game players 

by improving the layout of UI elements in FPS and TPS games 

Haruki Kato*1, Hiro Miyazaki*1, Ryo Noro*1, and Tadashi Kobayashi*1 

Abstract - This paper describes a method to reduce eye movement in FPS and TPS games by optimizing UI element 
layout, aiming to decrease player fatigue. Using Fortnite as the target game, eye movement was measured and key UI 
elements contributing to visual strain were identified. By relocating these elements based on usage frequency and player 
behavior, a 25% reduction in total eye movement was achieved. Future research will expand to other game genres to 
develop general guidelines for reducing eye movement in gameplay. 
 
Keywords: game play, User-Interface element, UI element layout, eye movement 

 

1. はじめに 

⼀般的にコンピュータゲームと呼ばれる娯楽(以降、ゲ
ーム)は、プレイ時間が⻑くなりがちで、プレイヤーは楽
しんでプレイするが、⾝体的疲労も伴う。この⾝体的疲
労には、⽬、指の疲労だけでなく、⻑時間同じ姿勢を取る
ことによる⾜腰の疲労などがある。このような疲労への
対策として、ブルーライトをカットして眼精疲労を軽減
する眼鏡や⾝体への負担軽減を⽬的としたゲーミングチ
ェアなどが開発されている。 

2. 本研究の着眼点 

本研究はハードウェア的な⼯夫で⾝体疲労を軽減せず
に、ゲームソフトウェアを⼯夫することによりゲームプ
レイ時の⾝体疲労を軽減することを⽬指すものである。 

すなわち、ゲームプレイ中の視線移動を減らす⼯夫を
することにより、視線移動の総量を減らせば、結果的に
ゲームプレイ時の疲労を軽減できると考えた。 

3. 対象ゲームの選定 

ゲームプレイ時の視線移動量を削減するという考え⽅
は、あらゆるゲームに対して効果的であるとは⾔えない
が、視線移動量の削減が疲労軽減に効果的なゲームは存
在するはずである。まずは、視線移動が頻繁に⾏われる
ゲームを探すことから始めた。ゲームを選定する上で、
ゲームプレイ中に⽬を移動させて参照するユーザーイン
タフェース(UI)要素の数や、UI 要素の参照頻度が重要に

なると考えた。 
視線移動が頻繁に⾏われ、多数の画⾯要素を頻繁に参

照する必要があるゲームジャンルとしては、アクション
RPG や MOBA(マルチプレイヤーオンラインバトルアリ
ーナ)などがあるが、本研究では、ゲームを頻繁にプレイ
して確認を⾏ってくれる被験者を集めることが容易なこ
とからシューティングゲームジャンルのゲームに絞って
研究を進めることにした。 

このシューティングゲームジャンルには、⼀⼈称視点
の FPS(First Person Shooting)ゲームおよび三⼈称視点
の TPS(Third Person Shooting)ゲームが含まれており、
これらのジャンルのゲームを対象とすることは、以下の
点においても適切であると判断した。 
 ゲーム画⾯内 UI 要素数の多さ 
 UI 配置の最適解を追求可能なゲームジャンル 

4. 視線移動量の測定⽅法 

研究対象とするゲームを FPS ゲームおよび TPS ゲー
ムとしたが、最近では、このジャンルのゲームが増え続
けており、Fortnite、Apex Legends、Rainbow Six Siege、
PUBG などの類似したゲームがプレイされている。今回
は Fortnite をターゲットゲームとして採⽤して、現状の
視線移動量を測定した。 
4.1 ターゲットゲーム(Fortnite)の測定⽅法 

ユーザビリティ評価などで使われている Think Aloud
法 1 を使⽤して、Fortnite をプレイしているプレイヤーが
⾒ている UI 要素名を発話してもらい、それをログとして
記録していった。このログから、各 UI 要素の参照順序と
参照回数を求め、それに伴う視線の移動量を算出した。 
4.2 ⽐較対象ゲーム(PUBG)の測定⽅法 

後で UI 要素の配置改善案を策定する際の参考とする
ため、UI 要素の配置が Fortnite とは異なる PUBG を⽐

*1：名古屋国際工科専門職大学 
*1：International Professional University of Technology in Nagoya 
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較対象ゲームと位置付け、Fortnite と同じ⽅法で視線移
動量の測定を⾏った。 

5. 測定結果と分析 

Fortnite の 1 試合分である 20 分にわたって測定を⾏
い、その結果をログに記録した。このログおよび⽐較対
象ゲーム PUBG のログを分析した結果、ケーゲットゲー
ムである Fortnite に以下のような特徴を⾒出した。 
 プレイヤー情報の視認回数が多い 
プレイヤー情報を視認する際に、味⽅情報も同時に視

認する傾向にあることが判明したため、このプレイヤー
情報と⾒⽅情報が位置的に近接している⽅が視線のトー
タルの移動量が少なくなると考える。 
 ミニマップの視認回数が少ない 
Fortnite プレイヤーはゲーム中にあまりミニマップを

参照しないが、画⾯上部に配置されているため、ゲーム
プレイ時の邪魔になっていることが判明した。この UI 要
素は、画⾯下部に配置換えすることが適切と考える。 

6. 視線移動量の削減⽅法の提案 

前項での分析結果により、本研究ではターゲットゲー
ムである Fortnite をプレイする際の視線移動量の削減⽅
法として、画⾯上の UI 要素の配置換えが効果的であると
考えた。 

前項の測定結果を分析して、UI 要素の配置換えを⾏う
ことが効果的であると考えられるものを抽出し、その理
由を⽰す(UI 要素は『』で囲んで⽰す)。 
6.1 『ミニマップ』と『試合時間』を画⾯右上から画⾯右

下に移動 
視認回数が 2 回と少ないため、これらの UI 要素を下

⽅に移動させると索敵の快適さとゲーム体験の向上に直
結する。また、⽐較対象ゲームの PUBG ではミニマップ
が画⾯右下に存在しているが、視線移動に関する問題は
特に発⽣していない。 
6.2 『武器・アイテム情報』を画⾯右下から画⾯中央下に

移動 
『ミニマップ』を配置移動するために、これらの UI 要

素を画⾯中央下に移動する。 
6.3 『味⽅情報』を画⾯左上から画⾯左下に移動 

⽐較対象ゲーム PUBG では、『プレイヤー情報』を視
認した際に『味⽅情報』を視認していることが多く、『味
⽅情報』は『プレイヤー情報』の周囲、すなわち画⾯左下
に配置するのが適している。 
6.4 『⽣存⼈数・チーム数』と『キル数』を『ミニマップ』

の下から画⾯右上に移動 
⽐較対象ゲーム PUBG の測定結果から、『キルログ』

の配置場所に近い場所に移動することが視線移動距離削
減に効果的である。 
6.5 『キルログ』を画⾯下部左側から画⾯上部右側に移動 

これは常時表⽰される UI 要素ではないため、画⾯上部
に配置しても索敵の妨げにならない。 

7. 削減効果の推定 

視線移動量を数値化するにあたって、測定に使⽤した
ディスプレイ画⾯の対⾓線の⻑さを 100 と仮定した。こ
の数値を基準とすることにより、視線移動があった UI 要
素間の距離も算出可能となった。 

まず、Fortnite をプレイして測定した結果は「5. 測定
結果と分析」でログとして得られている。次にこのログ
を元に UI 要素の配置換えを⾏なった画⾯図(図 1)上でシ
ミュレーション実⾏して、UI 要素の配置換え後の視線移
動量の測定を模擬的に⾏った。 

「5. 測定結果と分析」で記録したログからは、実際に
UI 要素間の視線移動が発⽣したタイミングとその移動
発⽣回数がわかるので、これらの情報を元にして、ゲー
ムプレイヤーの視線の総移動距離を求めた。 

この作業から、以下のような結果が得られた。 
 UI 要素の配置換え前の合計視線移動量: 1557 
 UI 要素の配置換え後の合計視線移動量: 1164 
これにより、UI 要素の配置換えを⾏うことで、Fortnite

プレイヤーの視線移動量は、約 25%削減可能であること
が判明した。 

図 1 Fortnite の UI 要素の配置換え後のゲーム画⾯ 
Figure 1 The game screen after rearranging the UI 

elements in Fortnite 

8. まとめ 

今回は、ゲーム画⾯上の UI 要素の配置換えによりゲー
ムプレイヤーの視線移動量の総量を削減する提案を⾏い、
FPS・TPS ゲームの代表として Fortnite を例にして、実
際に視線移動量を約 25%削減できることを⽰した。この
ように視線移動の必要性が軽減されることになれば、ゲ
ームプレイはさらに快適で楽しいものになると想定され
る。今後は今回のような視線移動量の削減が可能と判断
できるゲームジャンルについて同様な研究を進めていき、
ある程度⼀般的な「ゲームプレイヤーの視線移動量削減
指針」を作り上げることを⽬指していきたいと考えてい
る。 

参考⽂献 
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予稿原稿（ポスター発表） 

HCD サイクルを用いたマルチスポーツスクール「MISPO!」 

サービス改善の事例研究  

〜企業における新規事業での HCD の実践を通して〜 

〇稲毛 正也*1 

Case study of service improvement of multi-sport school, “MISPO!” using HCD cycle 

~ Through HCD practice in new business development at company ~ 

Masaya Inamo
*1 

Abstract - "MISPO!" is a new business service. In this presentation, we introduce examples of HCD practice to 

improve services, such as scenario evaluation and user research through test operation, and hypothesis testing to 

clarify the reasons for membership registration. 

 

Keywords: Service, Service Design, HCD, User Experience(UX), Hypothesis Testing 

 

1. はじめに 

「MISPO!」とは、社内の新規事業創出プログラムから

生まれた小学校低学年向けマルチスポーツスクールであ

る。幼少期は一生の中でも特に体の使い方を吸収する時

期であり、集団生活の中で社会性が芽生える時期でもあ

る。この時期に多様な動きを経験することや、多様な子

ども同士の関わり合いを経験することが、心と体の発達

に影響するといわれている。しかし最近では、子どもた

ちが仲間と一緒に身体を動かして遊ぶ機会が激減し、ま

た幼い頃より単一競技のみを経験している子どもも多く

いる［1］。そこでミズノは、小学校 1~3 年生を対象に、い

ろいろな仲間といろいろなスポーツを体験することで健

やかな心と体を育み、子どもの可能性を広げる独自のプ

ログラムを開発した。ミズノ認定の専門スタッフ「ミズ

ノプレイリーダー」が、子どもたち自身が考えて行動で

きるように上手にリードする。型にはめた指導ではなく、

子どもたちが主役となって野球、テニス、卓球、柔道な

ど 10 種類ものスポーツを体験する中で気付けば基礎体

力、基礎運動能力、仲間と考える力、協力し合う力が育

まれていく。また運動プログラムだけでなく、子どもの

成長を保護者の方にも実感いただけるようなコンテンツ

などもサービスに含まれている。 

このサービスを設計するにあたって、様々な検証を繰

り返すことで、サービスを構成するコンテンツの提案・

改善や運用体制の環境構築などを行ってきた。例えば、

顧客の理解を深めるためのユーザーリサーチ、ローファ

イなプロトタイプを用いたシナリオ評価、そしてハイフ

ァイなプロトタイプを用いた仮説検証、更には有料化検

証など、徐々に精度を高めながら仮説検証→改善→検証

のサイクルを高速に回し、2024 年の 4 月に正式にリリー

スを迎えた。本研究では、その検証→改善→検証のサイ

クルを回し、サービスを設計していった HCD の取り組

みの事例を紹介する。 

2. サービス設計・改善のための HCD の実践 

本章では，サービス設計、及び改善を行うために行った、

以下 3 つの HCD プロセスの実践事例を取り上げる。 

 顧客の理解を深めるためのリサーチ 

 理想とする体験設計に向けたリサーチ 

 サービス改善に向けたリサーチ 

 

2.1 顧客の理解を深めるためのリサーチ 

小学校 1~3 年生の子どもを持つ親と子どもは普段どのよ

うな日常を送っているのか、その中でどのような価値観

のもと子どもと接しているのか、どのような経緯で習い

事に通わせるのかなど、顧客の理解を深めるためにデプ
*1：ミズノ株式会社 
*1：Mizuno Corporation  
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スインタビューを実施した。そして、インタビューで得

られた結果をもとに、顧客の潜在的な課題を定義し、そ

こからこのサービスが提供すべき価値を定義した（図1）。

さらにペルソナやカスタマージャーニーマップの作成を

行い、最後に顧客の潜在的な課題を解決するためのソリ

ューションとして「スクール中の子どもの様子や成長の

兆しを配信で伝えるコンテンツ」が提案された。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 顧客に提供する価値 

Figure 1 Value provided to customers 

 

2.2 理想とする体験設計に向けたリサーチ 

2.2.1 シナリオ評価 

2.1 で提案されたソリューションを顧客にどのように

提供すべきか理想のシナリオを描くためのワークショッ

プを開き、プロジェクトメンバーとディスカッションし

ながらシナリオ設計を行った［2］。できあがったシナリオ

はストーリーボードに落とし込み、そのプロトタイプを

用いて受容性があるのかリサーチ［3］を実践した（図 2）。 

 リサーチの実践方法については、アジャイルに実施で

きるよう、自社のアセット（施設や人材、用具、運動プ

ログラムなど）をフル活用し必要最低限のサービスを体

験できる場として無料でトライアル教室の運用を開始さ

せ、会員に対してストーリーボードを見せながらインタ

ビューを行うという方法を採用した。結果としては、ソ

リューションに対してポジティブな反応が多く見られた

ため、その『要因』となる共通項が何かを明らかにする

ための定性分析を行った。その結果、満足度は高く「顕

在的な課題」に対する有効な解決策になり得ることが見

えてきた。しかし、2.1 で定義した顧客の潜在的な課題で

ある「子どもの内面的な成長」を実感できるソリューシ

ョンになり得るかはこの段階ではまだ不明瞭であるため、

さらに精度を高めた検証を実施することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 検証で利用したストーリーボード 

Figure 2 Storyboard used for testing 

2.2.2 ハイファイプロトタイプを用いた短期検証 

ストーリーボードに描いたソリューションを実際に体

験できるようにトライアル教室の会員に 1 か月間ほどコ

ンテンツを提供し、顧客の潜在課題を解決できるのか、

解決できるのであればどのような要求仕様になるのか明

らかにすることを目的にインタビューを行った。その際

のインタビューの方法は、実際にどのようにコンテンツ

が利用されたのかを正確に把握するため使い方や利用時

間などをインタビューイとともに時間軸に一緒にまとめ

ながら行った（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 顧客へのインタビュー 

Figure 3 Interview with customers 

 

2.2.3 有料化に伴う長期検証 

これまでの検証では全て無料のサービスとして顧客に

提供しアジャイルに検証を行ってきた。本項では、有料

化した場合に顧客がどのような反応を示すのか検証の精

度をさらに高めるため、トライアル教室を有料化させ検

証を行った。検証の方法としては会員に対して 3 か月間

という長期間の間、ソリューションを実際に体験しても

らいその後インタビューを行う方法を採用した。 

分析の結果を図 4 に示す。これまでの検証同様に顧客

の顕在的な課題の解決にはつながるものの、潜在的な課

題（子どもの内面的な成長の可視化）への解決策として

は機能していないためか、徐々に利用頻度が低下してい

くことが分かった。そのため、ストーリーボードで描い

たシナリオより、さらに直接的に保護者に対して子ども

の成長を伝える仕掛けが必要であることが見えてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 定性分析の結果の一部抜粋 

Figure 4 Qualitative analysis results 
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ここまでの結果をもとにして、子どもの成長を見える

化し、会員に直接フィードバックする場を設けるような

コンテンツとして改善を行った（図 5）。そしてその改善

したコンテンツをさらに運用し続け継続的に検証を行っ

た結果、満足度の向上が見られ、本サービスに対する心

情の変化も見られた。当初は「ただ、いろいろなスポー

ツが経験できる場」という印象を持たれていたが、改善

したコンテンツを提供することによって「多種多様なス

ポーツを体験することによって、子どもたちの生きる力

を養うことができる場」としてサービスに対しての認識

の変容が起き始めた。 

このように検証を何度も繰り返しながら、徐々にサー

ビスを構成する必要不可欠な要素やコンテンツが何なの

かを明らかにすることにより、2023 年 4 月にはテスト運

用を開始させるまで完成度を高めることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 ソリューション改善（ランディングページより） 

Figure 4 Solution improvement (excerpt from landing 

page) 

 

2.3 サービス改善に向けたリサーチ 

ここまではサービスを構成する要素としてどんなコンテ

ンツが必要なのか要求仕様を明らかにするための検証を

行ってきたが、テスト運用の開始後は、サービスの改善

を目的に会員に対してリサーチを実施した。検証方法と

しては、半年ほどサービスを体験した会員を対象に現状

のサービスに対して何を感じているのか？満足している

のか？不満を感じているのか？不満を感じているのであ

ればどこにサービスの改善点があるのかを明らかにする

ためのインタビューを実施した。得られたインタビュー

データはインタビューイごとにカスタマージャーニーマ

ップにまとめ、どこに改善すべきポイントがあるのか、

サービスのどこに満足を感じているのか感情曲線などか

ら読み取ることにした。その結果をもとにして、サービ

スの核となる「運動プログラム」の内容の改善や体験会

の構成の変更、子どもの成長のフィードバックをするた

めの面談の回数やタイミング、伝え方の改善などに活か

すことができた。また、コンテンツ面だけでなく、認知

拡大や興味・関心を高めるためにブランディングや各種

販促物に用いられるライティングの改善などにも繋がっ

た（図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 ブランディングや販促物 

Figure 6 Branding and promotional materials 

 

ここまで顧客リサーチを中心としたサービスの改善を

継続的に行ってきた結果、会員数は前年度から大きく増

加を続けており、2024 年 4 月に正式にローンチを迎える

に至った。 

 

3. 考察 

本サービスを設計するため様々な検証を行ってきたが、

一貫してまずは小さく始め、徐々に解像度を上げること

を意識して行ってきた。その結果、ユーザーの洗練され

た反応を引き出すことができ、手戻りの少ない検証を実

践できた。また、リサーチを高速に回すために、検証と

並行して検証のできる環境を自社のアセットを活用しな

がら整えることができたのも重要であったと考える。 

企業においては新規事業開発を行う上で、HCD のフレ

ームワークを無理やり使うのではなくメンバーのやりや

すい方法を用いること、そもそも顧客リサーチをなぜし

ないといけないのか、その認識を合わせるためインプッ

トの時間を事前に設けるなど、デザイナー側からの歩み

寄りも非常に重要である。また、リサーチの現場に多く

のメンバーを巻き込み、分析を行うためのワークショッ

プを高頻度に開催することによって、顧客リサーチをす

ることが当たり前の文化を構築することにつながったの

ではないかと考える。 

 本研究では、サービスを構成するコンテンツの設計や

改善を中心に行ってきたため、顧客を体験に繋げること

ができれば高い満足感を得られるサービスとして仕上が

ってきていると感じる。しかし、認知や興味関心のフェ

ーズにおいては改善の余地があり、如何にしてマーケッ

トにフィットしていくのかが今後の課題であり、今後も
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継続的に検証を繰り返す必要があると考える。 
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介助用車椅子の減速時に被介助者の不快感を軽減する 

ブレーキ機構の検討と安全性能の検証 

〇齊木 貴啓*1 中村 広幸*1 

Safety Performance of a Braking Mechanism to Reduce Discomfort for the Person in a Wheelchair  
 

Takahiro SAIKI*1 and Hiroyuki NAKAMURA*1 

Abstract - Focusing on manual assistance wheelchairs, care recipients in this type of wheelchairs feel discomfort when 

their caregivers perform the deceleration. This research investigated the brake mechanism to reduce the discomfort felt 

by care recipients while decelerating and verify the safety performance. 

 

Keywords: Wheelchair, Deceleration, Brake Mechanism, Care Recipient, Care Giver 

 

1. 背景と目的 

1.1 車椅子の普及 

2020 年度福祉用具産業の市場規模調査結果報告によれ

ば，2015 年度以降，日本国内での車椅子の販売台数は 53

万台前後で推移している．このうち，95％以上は手動車椅

子であり，手動車椅子の中でも，低価格の介助用が売れ行

きを伸ばしている[1]． 

高齢化の進行,価格の低下に加え，ネットショッピング

等で気軽に入手できるようになったことから，今すぐ必要

ではないが，必要な時に備えて家に一台置いておこう，と

いうニーズが発生したためだと考える． 

このような理由から，専門の教育を受けた看護師などが

病院や介護施設等で介助に使用するだけでなく，専門の教

育を受けていない一般の人が車椅子を使用した介助を行

う機会が増えている，と推察できる． 

 

1.2 乗り心地問題 

介助用車椅子が普及する一方，乗車者の快適さ，乗り心

地に関しては，あまり目が向けられていない． 

能登ら（2007）は，病院や介護施設等で勤務する看護師

80 名を対象に車椅子の推進操作についての調査を行い，

乗車者にとって最適な加速・減速方法で操作されていない

実態を明らか[2]にした．ここで言う最適でない減速とは，

減速時の加速度により，乗車者が車椅子の前方に放り出さ

れる感覚を感じる減速のことである． 

また，能登ら（2010）は，介助者の歩幅を調節すること

で，快適な減速を行う方法を提案[3]した．しかし，この

方法では，歩幅の調節という，介助者にとって不自然な動

作を伴うため，例えば，当該の減速方法を忘れた場合など，

介助者の意識が大きく影響すると著者は考えた． 

1.3 目的 

「車椅子の減速時に被介助者（乗車者）が不快感を感じ

る」という問題を，介助者用ブレーキの機構に工夫を加え

ることで，解決できるのではないか，と著者は考えた． 

研究の最終目標は，減速時の加速度を原因とする乗り心地

の悪さを軽減する介助者用ブレーキ機構を開発すること

である． 

今回は，新たなブレーキ機構を開発する第一段階として，

2 章に示すブレーキ機構を検討，試作し，その安全性能を

検証する． 

2. 新たな介助者用ブレーキ 

2.1 新たな機構の構想 

図 1 に示すように，車椅子の介助者用ブレーキは，ブレ

ーキレバーの握り角度が大きくなるほど，減速時の加速度

の大きさが大きくなる．快適な加速度の大きさの範囲（0

～𝑎𝑐[m/s2]）で減速するためには，ブレーキレバーの角度

0～𝜃𝑐[deg]の間で調整し，減速を行うことが望ましい． 

そこで，この角度𝜃𝑐を介助者に伝えるため，介助者が角

度𝜃𝑐を超えてレバーを握った際に，レバーから感じる力の

大きさに不連続を設ける．これにより，介助者は角度𝜃𝑐を

知ることができ，乗車者にとって快適な減速ができる． 

 

 

図 1 ブレーキレバーの角度と加速度の大きさの関係 

Figure 1 Relation Between Angle of Brake Lever and 

Acceleration 
*1：芝浦工業大学大学院 電気電子情報工学専攻 
*1：Graduate School of Engineering and Science, Shibaura Institute of 

Technology 
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2.2 試作した機構 

能登ら（2010）が提案した減速方法による減速時の加速

度の大きさを計算すると，最大で 0.61[m/s2][3]であった．

これに従い，ブレーキレバーからの力が不連続になる角度

までブレーキレバーを握った場合，減速時の加速度の大き

さの最大値がおよそ 0.6[m/s2]になるよう，調整した． 

3. 実験内容と結果及び考察 

実験は，改造を加えたブレーキ機構の安全性能を検証す

ることを目的に行った．ここで言う安全性能とは，減速時

の制動距離を指す．加速度の大きさの大きな減速は，被介

助者に不快感を与えるが，危険を回避するために介助者が

急ブレーキをかけなければならない場合もある．改造によ

って，改造前の状態と比較して著しく制動距離が伸びるこ

とは避けなければならない．そこで，改造前後で，介助者

役の被験者に車椅子を押して，減速操作を行ってもらい，

その際の制動距離を改造前後で比較した． 

 

3.1 実験の流れ 

以下の実験 1～4 を，改造前後で行い，結果を比較した．

介助者役の被験者は本学学生 10 名，被介助者は著者であ

る． 

1. 通常の歩行速度で車椅子を押し，自然な操作でブレ

ーキをかける 

2. 通常の歩行速度で車椅子を押し，著者の合図で急ブ

レーキをかける 

3. 急ぎ足で車椅子を押し，自然な操作でブレーキをか

ける 

4. 急ぎ足で車椅子を押し，著者の合図で急ブレーキを

かける 

車椅子に乗った著者が予告なしに「はい」と声を出した

とき，何かの危険を感じたことを想定し，急ブレーキをか

ける，と指示した．また，急ぎ足のイメージは，「キャン

パスの最寄り駅からキャンパスまで歩く際，授業に遅刻し

そうな場面」とした． 

以上の 4 つのパターンで「速度変化」「加速度変化」「制

動距離」のデータを得た． 

 

3.2 考察 

制動距離について，有意水準 5%で対応のあるデータの

両側 t 検定を行った．帰無仮説は「改造前後で制動距離の

平均値に差がない」，対立仮説は「改造前後で制動距離の

平均値に差がある」とした．4 種類の実験それぞれの p 値

は以下である． 

1. 通常の歩行速度-自然なブレーキ：p=0.137 

2. 通常の歩行速度-急ブレーキ：p=0.191 

3. 急ぎ足-自然なブレーキ：p=0.424 

4. 急ぎ足-急ブレーキ：p=0.645 

実験 1～4 全てにおいて，改造前後で制動距離の平均値

に有意差は検出されなかった．従って，ブレーキの改造に

よって，ブレーキ性能が悪化したとは言えない． 

加速度について，有意水準 5%で対応のあるデータの片

側 t 検定を行った．帰無仮説は「改造前後で加速度の大き

さの平均値に差がない」，対立仮説は「改造後の加速度の

大きさの平均値は改造前の加速度の大きさの平均値より

小さい」とした．4 種類の実験それぞれの p 値は以下であ

る． 

1. 通常の歩行速度-自然なブレーキ：p=0.063 

2. 通常の歩行速度-急ブレーキ：p=0.012 

3. 急ぎ足-自然なブレーキ：p=0.231 

4. 急ぎ足-急ブレーキ：p=0.001 

自然な操作でブレーキをかけた場合には，通常の歩行速

度と急ぎ足どちらの場合でも（実験 1，実験 3），改造前後

で加速度の平均値に有意差は検出されなかった．一方，急

ブレーキをかけた場合は通常の歩行速度と急ぎ足どちら

の場合でも（実験 2，実験 4）有意差が検出され，改造に

よって，急ブレーキ時の加速度の平均値は小さくなった． 

4. 結論 

通常の速度で車椅子を押した場合と，急ぎ足で車椅子を

押した場合それぞれの急ブレーキ時の制動距離の平均値

に有意差が検出されなかったことから，改造によってブレ

ーキ性能は悪化しないことが明らかとなった．一方，急ブ

レーキ時の加速度の大きさの平均値は，従来のものより小

さくなった．従って，急ブレーキ時は，制動距離を伸ばす

（ブレーキ性能を悪化させる）ことなく，乗車者が感じる

不快要因の一つである加速度を不快に感じない範囲に近

づけることができたと言える． 

今後の予定 

今回の実験では，被験者は健常な若年者であった．しか

し，実際に車椅子に乗る可能性のある者は，障害やケガ等

を抱えた者である．また，最近は老老介護という言葉もあ

るように，高齢者が車椅子を操作する場合もある．このよ

うな状況を考え，介助者，被介助者が高齢者の場合の実験

を行うことが必要である． 

さらに，新たなブレーキが介助者にとって使いやすく，

介助者の意図に沿ったブレーキ操作を行うことができて

いるか否かの確認も必要である． 
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予稿原稿（ポスター発表） 

高齢者向けネットスーパーアプリの情報デザインの研究 

〇岩上 雄飛*1 園尾 恭弘 中村 広幸*1 

Research on Information Design of Online Supermarket Apps for the Elderly 

Yuto IWAKAMI*1, and Yasuhiro SONOO, Hiroyuki NAKAMURA*1 

Abstract – The purpose of this research is to understand the buying behavior of the elderly population, and to surface 

the issues with the current information design of online supermarkets apps from an elderly users’ perspective. The 

results suggest online supermarkets as a solution to declining of physical abilities, and a correlation between age and 

search time when navigating screens with large amount of information. 

 

Keywords: Information Design, Online Supermarkets 

 

1. はじめに 

1.1 背景 

1.1.1 買物弱者の増加 

経済産業省（2014）は「60 歳以上の者で、日常の買物

に不便を感じている者」が 700 万人と推計している[1]。

2020 年国勢調査によると日本の高齢化率は 29.0%であ

り、内閣府は 2036 年に 33.3％になると推計している[2]。

経済産業省の推計値は高齢化率の数値を利用して求めて

おり、今後所謂「買物弱者」は増加すると考えられる。 

1.1.2 ネットスーパーの現状 

ネットスーパーは買物に行くことが困難な人に向けた

サービスのひとつとしても考えられる。池田は、コロナ

禍で買物に出ることが困難であった 2020 年に利用の増

加が見られることを指摘している[3]。同年 4-5 月、6-7

月、8-9 月期に、利用件数が前年比でそれぞれ 50 代で約

3 割、60 代で約 6 割、70 代以上で約 2 倍に増加した。 

1.1.3 高齢者のスマートフォン利用 

日本のスマートフォン所有率は現在 90.1%である[4]。

インターネット端末としての利用は 2019 年以降に高齢

者の利用率増加が続いている。2022年には60代73.3％、

70 代 46.9％である[4]。Al-Showarah らは、高齢者は小

さな画面の情報を処理するのに時間がかかると指摘し

[5]、加えて、利用経験の少なさと小画面のためのインタ

ーフェイス設計の複雑さとの関連も指摘している。高齢

者の利用を考えると、高齢者にとって使いやすい画面設

計を検討することが重要であると考えられる。 

1.1.4 先行研究 

鈴木は、買物動向の実態調査から高齢者が利用しやす

い買物場所が少ないことを指摘したほか、ウェブサイト

における運動印象を伴う変化の有効性について述べてい

る[6]。 

1.2 目的 

本研究では、高齢者にとって使いやすい、わかりやす

いネットスーパーアプリの情報デザインのガイドライン

を提案することを目指している。ここでは、その第一歩

として、以下の 2 点を明らかにする。 

• 高齢者の買物動向とネットスーパー利用の現状・課題 

• ネットスーパーアプリの商品を探す・選ぶ・カートに

入れる場面での情報デザインの課題 

2. ユーザレビュー調査 

ネットスーパーアプリの情報デザインがユーザにどの

ように受け取られているかの現状を、既存のユーザーレ

ビューを用いて年齢を限定せずに調査した。ユーザレビ

ューは App Store、Google Play から情報デザインに関連

するレビューを 2023年5月6日までに収集し分析した。

結果、6 つの共通点が挙げられ、全アプリに共通するもの

が「カテゴリ分け」「検索の機能性」「商品詳細の表示」の

3 つであった。 

3. 高齢者調査 

3.1 調査概要 

高齢者の買物動向及び、ネットスーパーを含む通信販

売の利用状況を把握するため、また、鈴木の調査[6]との

比較を行うため、高齢者を対象とした調査を行なった。

調査地域は東大宮 3 丁目、大字深作、春野 1 丁目とし、

2023 年 9 月 7 日から 9 月 10 日の期間で 1500 世帯に調

査票を配布した。調査票は、「日常の買物動向」「通信販

売の利用」「ネットスーパーの利用」「回答者の属性」の 4

つのカテゴリーから構成されている。回答は郵送または

Google Forms とした。このうち 50 歳以上の方を有効回

答とし、296 件について分析を行なった。 

3.2 調査結果 

「買物先への移動方法」で「徒歩」の割合が回答者の年

齢とともに増加している。また在住地域によって「買物

で不便なこと」に対する回答の傾向が変化している。鈴

木の調査[6]と比較すると、個人商店で買物をする人の割

合が約 10 年で 16％減少していた。 

通信販売の利用経験率は 289 人中 249 人（86％）、ネ

*1：芝浦工業大学大学院 電気電子情報工学専攻 
*1：Graduate School of Engineering and Science, Shibaura Institute of 

Technology 
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ットスーパーの利用経験率は 286 人中 33 人（12％）で

あった。ネットスーパー利用経験者のうち検索について

29 人中 9 人（31%）、カテゴリについて 28 人中 10 人

（39%）、商品詳細について 28 人中 12 人（43%）が「不

満」または「やや不満」と回答していた。この結果はレビ

ュー調査の結果に類似している。この他、「商品の品揃え

の良さ」が 28 人中 14 人（50％）と不満の傾向が見られ

た。ネットスーパーを利用しない理由としては「スマー

トフォンやパソコンを使っていない」「使い方がわからな

い」が年齢とともに増加していた。 

3.3 考察 

今回の調査では地域内に大きなスーパーが存在する地

域と、存在しない地域に分かれた。この地域間では「買物

の頻度」「移動手段」に差が見られた。また、スーパーと

の距離が近いほうが買物の頻度は増え、移動手段として

徒歩が選ばれる割合が多くなることが窺える。 

春野 1 丁目では、ネットスーパーの利用経験がある人

のうち「買物に不便や不満がない」と答えた人の割合が

少なかった。また、「ネットスーパーを利用し始めたきっ

かけ」として「身体的な事情で店舗に行くのが難しくな

ったため」や、「重いものの購入」に関する記述をした人

の割合が多かった。ネットスーパーの利用が高齢化に伴

う身体能力の衰えによって生じた不便や不満の解決策と

して有効であると考えられる。 

4. アプリ利用実験 

4.1 実験概要 

高齢者向けネットスーパーアプリの情報デザインの課

題を明らかにするため、既存のネットスーパーアプリを

高齢者に利用してもらう実験を行った。ここでは、iPhone 

14 Pro を利用し、ライフネットスーパー（ライフ）、イト

ーヨーカドーネットスーパー（イトーヨーカドー）、

OniGo の 3 つのアプリで行った。各アプリは 2023 年 11

月時点で App Store に配信されているものを利用した。 

実験では、アプリに使い慣れてもらうため被験者に 90

秒ずつ使ってもらい、印象を質問票に回答してもらう。

次に、アプリごとに、野菜・果物を探す（操作 1）、重い

飲料をカートに追加する（操作 2）、をそれぞれカテゴリ、

検索を使い探してもらう。次に、買物リストをもとに商

品をカートに追加する作業（操作 3）を行ってもらう。ア

プリの操作終了ごとに検索や文字の色などが適切である

か、全アプリの操作終了後に今後利用したいと思うアプ

リと感想を質問票に回答してもらう。 

4.2 実験結果 

実験は高齢者調査で実験協力表明した 55 歳から 83 歳

の高齢者 14 人に実施した。結果、今後利用してもいいア

プリとして、ライフが 4 人、イトーヨーカドーが 5 人、

OniGo が 9 人、「使いたいものはない」が 1 人となった。 

4.2.1 考察 

操作 1 と操作 2 のカテゴリと検索の操作それぞれにつ

いて、3つのアプリ間で操作時間の平均に差が見られず、

カテゴリの種類が違う群の間で差が見られない。 

このうちカテゴリについては、感想の中でもカテゴリ

が異なることを指摘した被験者はいなかった。そのため、

レビュー調査で見られたカテゴリの好まれ方は高齢者に

は関係がないと推察できる。 

しかし、ライフとイトーヨーカドーの操作 2 でカテゴ

リを利用した際に年齢と操作時間の間で正の相関が見ら

れた。検索に比べ表示される商品数が増えるため、探す

のに時間を要したと考えられ、今後改善する必要がある

ことが示唆された。 

今後利用したいアプリでは、OniGoが最も支持を得た。

通信販売の利用経験の有無別でもそれぞれ半数の回答者

がいた。3 つのアプリで唯一「画像表示が見やすい」など

商品画像や表記の見やすさについて肯定的な意見が見ら

れた。実験では被験者の目の動きを目視で確認していた

が、アプリでは商品を探す時に多くの人が商品の画像を

見ていた。画像の印象から、今後使いたいアプリとして

このアプリを評価したと考えられる。 

本実験では商品を指定した上で行ったが、被験者 3 人

から「自分が行う探し方ではない」との指摘があった。う

ち 2 人は、知っているブランド商品を最初に探しに行く

と話していた。もう 1 人はブランド順や容量順に並んで

いないため探しにくいと話していた。このため商品の見

せ方、並び方が利用者の探し方に合致していないことが

推察される。 

5. まとめ 

本研究からネットスーパーが加齢による身体能力の衰

えを補うものとして有効と考えられる。既存のネットス

ーパーにおいて情報量の多い画面で年齢に伴う操作時間

の増加などの課題が明らかとなった。これらの点の改善

が情報デザインの改善につながると期待できるが、一層

の検証が必要である。 
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予稿原稿（ポスター発表） 
 

屋外歩⾏時の危険を視覚障害者に振動で伝達する機構の研究 

〇松隈 開*1 中村 広幸*1 

Research on a mechanism for transmitting vibrations to visually impaired people of danger 
when walking outdoors 

Kai MATSUGUMA*1, Hiroyuki NAKAMURA*1 

Abstract - This research aimed at improving safety when walking outdoors by transmitting hazards to the visually 
impaired through vibrations. In particular, we focused on transmitting by vibration. Vibration patterns that transmit 
danger via three vibration motors installed on the wrist are studied, and their effectiveness is verified. 
 
Keywords: visually impaired, information transmission, Vibration, Vibration information, Tactile information 

 

1. 背景 

1.1 研究背景 
安倍らが 2004 年に⾏った調査によると、視覚障害者

の 80%以上の⼈が頻繁に外出をしている。また、外出⽅
法について、ほとんど 1 ⼈で外出している⼈は約 40%で
あった。これらより、視覚障害者は外出頻度も多く、し
ばしば1⼈で外出している⼈がいることが読み取れる[1]。 

次に、屋外歩⾏中の事故に関する調査結果に注⽬する。
過去 5 年以内に，ケガを伴う歩⾏事故を経験している視
覚障害者の数は、約 40%にのぼる。またその中で衝突事
故が約 50％ を占めています。主な衝突の原因として、
移動中及び停⾞中の⾃動⾞や⾃転⾞、電柱などが挙げら
れていた[1]。このようなことからも、視覚障害者の歩
⾏⽀援技術が必要とされている。 

 
1.2 情報伝達をする際の問題点 

近年の歩⾏⽀援技術では、ユーザーに知らせる際、主
に⾳で情報伝達を⾏っている。しかし、船場らが⾏った
視覚障害者に対する調査によると、「案内⾳は⾃分だけ
に聞こえてほしい」、「イヤホンなどをつけると周りの⾳
が聞こえづらい」、「平衡感覚のためにイヤホンをつけた
くない」などの意⾒[2]が⾒られ、⾳による情報伝達は
利⽤しやすい反⾯、利⽤するときの条件や利⽤者負担が
あることが考えられる。また⼀般に、⾳で情報伝達を⾏
う際に、⼤きな問題点として、周りの環境⾳の影響で聞
こえないことがある。 

歩⾏⽀援技術などの即座に情報を伝えなければならな
い装置において、情報が正確に、素早く伝わらないこと
が問題であること考えられる。 

これらの問題を解決するために、本研究では視覚障害
者への情報伝達⼿段として振動を選定した。振動は周囲

の騒⾳に影響されにくい。これにより、交通量の多い場
所や雑踏でも情報をより確実に伝達で切ると考える。ま
た、振動は⾳より他の⼈に分かりづらく、気づかれずに
情報伝達を⾏うことができると考える。 

2. ⽬的 

研究の最終⽬標は、屋外歩⾏時の危険を視覚障害者に
振動で伝達する機構を開発することである。 

本研究では、振動モーターを⼿⾸に取り付けて、その
振動によって情報伝達を⾏うことを検討したものである。
特に、視覚障害者に屋外歩⾏時において、歩⾏ルート上
にある「危険」を伝達するために、振動を利⽤すること
で情報伝達することを⽬的とし、危険を伝達する複数の
振動パターンを検討し、有効性を検証することとする。 

3. 提案機構 

振動情報は、スマートフォンからマイコンボードへ送
り、マイコンボードに接続した振動モーターが作動する
仕組みである。振動モーターの数は 3 つ使⽤する。⼿⾸
に振動モーターを固定する⽅法として、マジックテープ
を使⽤した。実際の振動モーターと装着の様⼦の写真を
図 1 に⽰す。 

図 1 振動モーターと装着イメージ 
Figure 1 Vibration motor and mounting image 

 
 

*1：芝浦工業大学 社会情報研究室 
*1：Shibaura Institute of Technology, Social Information Laboratory 

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

90



3.1 振動モーターの設置位置について 
振動などによる⽪膚感覚の空間的弁別は体の部位によ

り感度が⼤きく異なる。図 2 は体の部位に対する感度を
表したものである。空間的鋭敏さは指先で最⼤で、⼿⾸
に向かうにつれて低下する。指先に設置することが理想
的ではあるが、その場合⽩杖からの感覚を得るために⼿
を塞ぐことになってしまう。また、腕時計など⼿⾸に装
着するデバイスは⼀般的に普及しているため、⼿⾸への
デバイス装着は馴染みやすく伊と考えられるため、振動
モーターの設置位置を⼿⾸とした。 

図 2 体の部位別の平均弁別閾値 
(Weinstein, 1968 ; 宮岡, 1994 を元に作成) 

Figure 2 Average discrimination thresholds by body parts 
(Created based on Weinstein, 1968 ; Miyaoka, 1994) 

 
3.2 振動について 
宮村らによると⼈間の触覚感度は、振動変位と時間的

な変位変化に⼤きく依存する[3]ことから、振動波形は
矩形波を選定した。 

 
3.2.1 振動で伝えること 

振動で伝えることは、まず「危険」の存在である。そ
の中で「危険」の⽅向、「危険」の距離も伝える。 

 
3.2.2 「危険」の⽅向について 

「危険」の⽅向を伝える⽅法として、振動モーターに
左から 1.2.３と番号をつけ、それぞれ 1 が左、2 が前⽅、
3が右に危険があることを表現するようにした。 

 
3.2.3 「危険」の距離について 

「危険」の距離については、振動の強弱と振動感覚、
この２通りで表す。振動の強弱の場合、危険が近くなる
と振動が強くなるようにした。同様に、振動間隔の場合、
危険が近くなると振動間隔が短くなるようにした。 

4. 実験について 

本研究では、危険を伝達する複数の振動パターンを検
討し、有効性を検証することが⽬的である。ここでの有
効性とは、提案機構の概要で説明した、その振動で伝え
ることの「危険」の存在、またその中の「危険」の⽅向、
「危険」との距離が伝わることである。実験で明らかに
したいことは２つである。１つ⽬は、振動の強弱及び間

隔の違いで危険との距離を判別できるかについて、２つ
⽬は、⼿⾸に設置した３つの振動モータで、危険の⽅向
を判別できるかどうかについてである。 

 
4.1 実験の流れ 

実験対象者は本学学⽣及び視覚障害者、実験条件とし
て⽩杖、⽬隠しをして⾏う。実験内容は指定した距離を
歩⾏し、歩⾏中に複数の振動を体験して、「危険」の⽅
向・「危険」との距離について評価してもらうことであ
る。 

まず実験前に、⽩状と振動の強弱及び間隔を体験して
もらいながら、振動パターンについて説明する。その際
に実験参加者の属性について伺う。次に、⽩状と⽬隠し、
振動モーターをつけた状態で、歩⾏してもらう。１つ⽬
が振動の強弱で危険との距離を表現し、２つ⽬で振動間
隔の違いで危険との距離を表現する。歩⾏中に、振動パ
ターンを体験してもらい、振動を感じた時点で危険の⽅
向を⼝頭で答えてもらう。もし振動が、危険が近いこと
を表していると感じた場合はその場で⽌まってもらう。
危険が近いことを表している振動パターンを発してから、
被験者が⽌まるまでの距離を測定する。危険が近いこと
を表していない場合は、危険の⽅向を⼝頭で答えながら、
歩⾏を続けてもらう。振動パターンについてはランダム
に提⽰する。 

5. 今後の予定 

前記に記した実験を⾏い、結収集したデータを整理し、
各参加者の正答率と反応時間をまとめ、振動の強弱およ
び間隔による距離判断の正確性など⽐較・分析を⾏って
いく。それに伴い、振動の強度や間隔が視覚障害者の危
険判断にどのように影響すると考えられるか、最も効果
的な振動パターンについて考察を⾏っていく予定である。
また追加実験として、振動モーターを同時に振動させ、
複数の振動情報を同時に伝達できるかについても検討し
ている。 
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予稿原稿（ポスター発表） 

視覚障害者に危険水位情報を伝達する通知アプリの開発 

〇黄 鉦淏*1 中村 広幸*1 

Development of a Notification App to Convey Hazardous Water Level Information to Visually 

Impaired Individuals 

Zhenghao HUANG*1, and Hiroyuki NAKAMURA*1 

This application utilizes audio notifications and vibrations to let visually impaired individuals receive water level 

information quickly. It adopts an approach that deeply understands the needs of visually impaired users, emphasizing 

usability and accessibility. Initial tests will check whether visually impaired people can clearly understand water level 

information and flood warnings through audio guidance and vibrations. 

 

Keywords: Information Accessibility, Visually Impaired Individuals, Flood  

 

1. 研究背景 

1.1 気象災害の激甚化・頻発化 

近年、異常気象は激甚化・頻発化している。水害・土砂

災害等の気象災害をもたらす豪雨には、雨の強度や頻度

などに特徴があり、雨の降り方が長期的に変化している。

気象庁の観測によれば、1 日の降水量が 200 ミリ以上の

大雨を観測した日数は、1901 年以降の統計期間において

有意な増加傾向にあり、最初の 30 年と直近の 30 年とを

比較すると、約 1.7 倍に増加している。また、1 時間降水

量 50mm 以上の短時間強雨の発生頻度は図 1 の示すよう

に、1976 年以降の統計期間において有意な増加傾向にあ

り、最初の 10 年と直近の 10 年を比較すると、約 1.3 倍

に増加している。［1］。 

図 1 1976-2016 年１時間降水量 50mm 以上の年間発生回数 

Figure1 Number of annual occurrences of 20mm or more of 

precipitation pre hour from 1976 to 2016 

 

1.2 視覚障害者 

視覚障害者とは、視力に何らかの障害を持ち、視覚機

能が著しく低下している人々である。視覚障害にはさま

ざまな程度があり、全く見えない「全盲」と、部分的に視

力を持つ「弱視」などがある。視覚障害者は、日常生活に

おいて視覚情報を得ることが困難であり、特別な支援や

工夫が必要である。例えば、音声通知や振動を利用して

情報を伝達することが有効である。音声による情報提供

は、視覚障害者が迅速に情報を理解しやすくするだけで

なく、振動によって彼らが通知を認識することも可能に

する［2］。 

2. 研究目的 

本研究の目的は、視覚障害者が迅速かつ正確に危険水

位情報を受け取り、適切な避難行動を取るための通知ア

プリを開発することである。 

研究は複数の段階に分けて行った。まず、視覚障害者

のニーズを把握し、視覚障害者が災害時にどのような情

報を必要としているか、どのように情報を受け取りたい

か、などの情報ニーズを明確にする。次に、ユーザビリテ

ィとアクセシビリティを確保するため、音声通知や振動

機能を活用し、視覚障害者が容易に利用できるインター

フェースを設計する。さらに、情報の簡潔さと明確さを

重視し、緊急時に必要な情報を迅速に提供することを目

指す。視覚障害者が災害時に自らの判断で迅速かつ適切

に行動できるよう支援することで、彼らの自己決定能力

を高める。 

3. 開発方法 

3.1 バックエンド 

本アプリのバックエンドは、水位情報などの必要なデ

ータを収集し、処理する役割を果たす。これには、flask

を通じて、東京都水防災総合情報システムのウェブペー

ジから、4 つの河川のリアルタイムな水位情報を取得し

て、現在の水位データをフロントエンドに届ける。 

3.2 フロントエンド 

本本アプリのバックエンドは、水位情報などの必要な

データを収集し、処理する役割を果たす。これには、flask

を通じて、東京都水防災総合情報システムのウェブペー
*1：芝浦工業大学 社会情報研究室 
*1：Shibaura Institute of Technology, Social Information Laboratory 
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ジから、4 つの河川のリアルタイムな水位情報を取得し

て、現在の水位データをフロントエンドに届ける。 

3.2.1 iPhone 

 iPhone のフロントエンドでは、事前に河川を選び、危

険水位の上限と下限を設定し、バックエンドから受信し

た水位データを分析し、水位が上限を越えるか確認する。

水位が上限を超えていない場合は、安全水位と定義する。

水位が上限を超えていた場合、危険水位と定義する。視

覚障害者に有効な情報を提供するため、危険水位になっ

た時、iPhone は通知と振動と共に、現在の河川の水位デ

ータを読み上げる 

図 2 iPhone の UI 画面 

Figure2 UI Screen on iPhone 

 

3.2.2 Apple Watch 

 Apple Watch のフロントエンドでは iPhone 版と同じ

仕組みを利用し、より効率的に水位情報を視覚障害者に

伝える。仮に iPhone が身近にない、あるいは睡眠時に

Apple Watch を腕に付けている場合、通知と振動と共に、

河川の水位データを読み上げる。 

図 3 Apple Watch の UI 画面 

Figure3 UI Screen on Apple Watch 

4. 実験概要 

本研究では、河川の危険水位情報を効率的に視覚障碍

者に伝達することを検討し、アプリの有効性、効率性、実

用性を検証する。有効性とは、このアプリは正確な水位

情報を即時に通知を送ること、それに視覚障害者は迅速

に状況を把握し、適切な対応を取れることを指す。効率

性とは、アプリが簡潔で明確な情報を提供し、不要な情

報を排除することで、視覚障害者が迅速に情報を理解し

できることを指す。実用性とは特定な災害が起こったと

きに、視覚障害者は災害時においてより迅速かつ的確な

行動を取ることができるため、自己決定能力や安全確保

の能力が向上することを指す[3]。 

4.1 実験方法 

実験対象者は視覚障碍者である。事前にパソコンと

iPhone を同じインターネット環境に接続して、バックエ

ンドを先に起動し、河川水位データを獲得する。視覚障

碍者に Apple Watch を付けてもらい、iPhone も普段と同

じ扱い方にする。ユーザーテストを通じて得られたデー

タをもとに、アプリの UX を評価する。視覚障害者から

のフィードバックを集め、アプリが彼らの情報アクセス

の問題をどの程度解決できるかを分析する。初期テスト

では、視覚障害者が音声ガイドと振動を通じて、水位情

報を明確に理解できるかどうかを確認する。また、アプ

リのインターフェイスは直感的で、初めて使うユーザー

でも簡単に操作できるかどうかを確認する。さらに、ア

プリがリアルタイムの水位変動を正確に追跡し、ユーザ

ーに迅速な警告を伝達できるかどうかを確認する。 

5. 今後の予定 

ま開発されたアプリの実地テストとフィードバックの

収集が不可欠である。これによって、視覚障害者ユーザ

ーが実際にアプリを使用する際の利便性や効果について

検討することができる。次に、収集されたフィードバッ

クにもとづいて、アプリの利点や欠点、改善する余地を

検討する。 
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予稿原稿（ポスター発表） 
 

利用規約の読解促進に向けてー利用規約評価データベースの作成 

〇八木 菜々子*1 小野塚 葉月*1 飯尾 淳*1 

Creation of a Terms of Use Evaluation Database to Promote Reading and Understanding of 

the Terms of Use 

Nanako Yagi*1, Hazuki Onozuka*1, and Jun Iio*1 

Abstract -With the rise of digitalization and web services, users are encountering more terms of service agreements, 

which are often long and complex. Many users don't read these agreements, and providers tend to reuse templates rather 

than creating clear, user-friendly versions. Given that users must agree to these terms to use services, it raises questions 

about the validity of this implied consent. This study proposes creating a database to evaluate and highlight the issues 

in these agreements, helping users understand the risks before agreeing. The study involves analyzing existing research, 

establishing evaluation criteria, and creating a web site where users can easily access and contribute to the evaluation 

of terms of service, focusing on smartphone apps. 

 

Keywords: Terms of Use, Privacy Policy, Consumer contract, User Interface, Database 

 

1. はじめに 

昨今のデジタル化やウェブサービスの増加により、利

用規約や約款に触れる機会が増えている。しかし、現状

の利用規約や約款は非常に長く、内容も難解であるため、

ほとんどの利用者は読まない。さらには、利用規約を作

成するプロバイダ自身も一から作成するのではなく既存

の利用規約を使いまわして作成するなど、読み手が読む

ことを前提にした配慮が欠けていることもある。サービ

スの構成上利用規約に同意すればサービスを利用するこ

とができる、つまりサービスを使うユーザーは皆、同意

をしているとみなされている。このような利用規約の形

式でユーザーの同意が取れているといえるのだろうか。 

上記の問題意識の下、同意が取れる利用規約のあり方

を提案する。本研究のアプローチとしては先行研究など

を参考にし、利用規約評価データベースを作成する。こ

れにより各利用規約の問題点がユーザーにわかりやすく

提示され、ユーザーが利用規約のリスクや内容を理解し

た上で同意が取れるようになると見込んでいる。 

本稿の構成は次のとおりである。次節では本研究の背

景と目的について、第 3 節では既存の関連研究と仮説に

ついて、第 4 節では仮説を踏まえた問題解決のアイディ

アについて、第 5 節では検討しているアプリケーション

（以下アプリ）の実装について、第 6 節ではまとめと今

後の展望について述べる。 

2. 本研究の背景と目的 

本章では本研究が行われた背景と目的について述べる。 

2.1 本研究の背景 

前章でも述べたように昨今のウェブサービスの増加に

より、人々は以前に増して利用規約に触れる機会が増え

た。しかし、昨今の利用規約は非常に長く、複雑であり、

読み手が読むことを前提としていないように思われる。

なかには、読み手に不利益な項目を入れている悪質なケ

ースも存在する。更には、国境を超えてサービスが提供

されたり、取引されたりするようになり、準拠法の問題

も複雑となってきた。サービスを利用したいならば、利

用規約に必ずしも同意しなければならないという暗黙の

了解が存在するが、果たしてユーザーは利用規約の内容

をきちんと理解して同意ができているのだろうかという

疑問が本研究の発端である。 

利用規約の認知に関しては公正取引委員会が 2021 年

に調査を行っている。これによると、検索サービスを利

用する消費者のうち 7 割強は同サービスの利用規約の存

在を認知しておらず、どこにあるのか把握をしていない。

また、利用規約を知っていると回答した 3 割弱の消費者

のうち、全部読んでいるのは 15％にすぎず、これは調査

対象者の約 3％に当たる[1]。さらには、利用規約を「必

ず読んでいる」以外の回答をした消費者は、利用規約を

「必ず読んでいる」消費者に比べて、「どのような情報が

広告表示の目的の下に収集・利用されているか」の認識

が著しく低い[2]。これらより、ほとんどの国民が利用規

約に書かれている内容を理解しておらず、そもそも利用

規約の存在をあまり意識していないことがわかる。これ

は、昨今のウェブサービスの増加を鑑みると重大な社会

問題だといえる。 

2.2 本研究の目的 

本研究の最終的な目的は「利用規約としての用件を満

たしつつ人間が一番負担を感じない表示方法を提案する

こと」である。これは利用規約に起因する問題を解決す

るためには、人間が利用規約を読む負担を減らすことが

*1：中央大学 国際情報学部 
*1：Faculty of Global Informatics, Chuo University 
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課題を解決するための最善のアプローチだと考えたから

である。 

このように考えた理由として、利用規約を読まない原

因としては、読むことの面倒臭さが大きいと私達は仮説

を立てた。これからサービスを使いたいと考えている時

に非常に長くて難解な文章が提示されても読むことはな

いのは至極当然のことだと私達は考える。このような人

間の特性を鑑みて、人間が利用規約を読むことに負担や

抵抗感を感じさせない表示方法を考える必要がある。 

そのような目的の下、私達は利用規約の表示方法とし

て、利用規約の欠陥点や注意点がまとめられたデータベ

ースを作成して、ユーザーに表示させることを提案する。

このデータベースにより、人々が利用規約に潜むリスク

を認知し、利用規約に書かれている内容を容易に理解で

きるようになることを望む。 

3. 関連研究 

本章では、本研究を行うに当たって参考にした先行研

究について述べる。本研究では最初に立てた仮説が先行

研究の結果により頓挫したため、また新しく仮説を立て

て研究を行っている。本章では設定した仮説ごとに先行

研究を挙げる。 

3.1 仮説 1 表現手法からのアプローチ 

「人間の読解のめんどくささ」というポイントから表

示手法による人間の読解の影響について言及されている

関連研究の調査から始めた。まず、実際に利用規約の表

示方法の比較を行った竹ノ内・矢谷[3]は既存の利用規約

で良いアプローチをしているものを紹介し、それを元に、

表示方法の違いによる利用規約の内容の理解度を調査し

た。その結果、表示方法の工夫はほとんど読解に効果が

なく、明らかにユーザーにとって不公平な内容が含まれ

ていても気づかない可能性が高いとわかった。竹ノ内・

矢谷はこの結果を踏まえ、更に、ユーザーが不利益を被

るような内容を検出し、強調表示する方法を提案した[4]。

結果、強調表示することで、不利益な条項を見逃すリス

クは減らすことができると分かったが、強調表示の数が

多すぎると、重要な条項が紛れてしまったり、色ごとに

重要度を提示しても、最も重要以外は見逃されたりする

ことがわかった。 

日本国内だけでなく、海外でも利用規約の読みにくさ

は問題視されている。Olha [5]らは現状の利用規約で本

当にインフォームドな同意が得られているのかというと

ころに着目して、複数のインタフェースの有効性を測っ

た。結果、元の利用規約よりかは内容理解や同意への煩

わしさは減り、内容の理解へつながるものもあったが、

ユーザーが操作にわかりやすさを感じず、これも有効な

インタフェースが発見されたわけではなかった。 

このように表示手法によって人間の読解に大きな違い

がないことが先行研究により、明らかになっており、表

示手法において新たな観点で研究することに難しさを感

じたため、この仮説は棄却して、新たに仮説をたてるこ

ととした。 

3.2 仮説 2 利用規約の不正部の摘出 

上記の仮説に基づいた先行研究を調べていく中で複数

人が不正部の摘出を試みている例や、利用規約の要約や

評価をする拡張機能を実装している例を見つけた。また、

上記の竹ノ内らの研究で利用規約に含まれるユーザーに

とって不利益な部分を強調する方法にはいくらかの有効

性があると明らかにされている。 

このようなことから、利用規約の不正部を摘出し、ユ

ーザーに提示することで、ユーザーが利用規約の内容を

わかりやすく理解できるのではないかと考え、これを仮

説とし研究を進めることとした。 

この仮説に関連した研究やサービスをいくつか紹介す

る。まず、「Terms of Service; Didn’t Read [6]」だ。これ

は次章で詳しく説明するが、利用規約をボランティアが

評価し、ウェブサイトにまとめられたものや、ブラウザ

の拡張機能を提供している。他にも Polisis [7]という AI

で利用規約を要約するサービスがウェブブラウザの拡張

機能として提供されている。 

4. 提案 

前章で触れた関連研究から分かるように、ウェブサイ

トやウェブアプリの利用規約を対象とした研究はある程

度進んでおり、ウェブサイト上で利用規約を読みやすく

する拡張機能やサイトも存在する。一方、スマートフォ

ンアプリの利用規約を対象とした研究やスマートフォン

上で利用規約を読みやすくするようなアプリやサイトは

あまり見られなかった。しかし、サービスがスマートフ

ォンアプリで提供されることが一般的になった今、利用

規約を読む機会はウェブサイト上よりもスマートフォン

上の方が多いと考える。そこで私たちは、スマートフォ

ン上で利用規約を読みやすくする研究に取り組むことに

決めた。 

具体的なアイディアとしては、ダウンロードしている

アプリの利用規約の安全性を評価し、危険な場合には危

険な条文を抽出してアラートするアプリを開発すること

を検討していた。しかし、端末からどのアプリがダウン

ロードされているかといった情報を入手することが難し

いと判明し、このアイディアを断念することになった。 

そのため代替案として、スマートファンアプリの利用

規約・プライバシーポリシーの安全性を評価し、その評

価結果を提示するデータベースサイトを作成することに

した。作成に当たっては、「Terms of Service; Didn't Read」

[6]というプロジェクトを参考にした。「Terms of Service; 

Didn’t Read」とは、英語圏の方向けに、ウェブサービス

の利用規約やプライバシーポリシーの公正さを評価し、

その結果をサイトや拡張機能で確認できるようにしたプ

ロジェクトである。私たちは、このプロジェクトを参考

にして日本語版かつスマートフォンアプリを対象とした

データベース型サイトを作成する。具体的な利用場面と

しては、任意のアプリをダウンロードする前に作成した

ウェブアプリに訪れてもらうことを想定している。そし

てアプリの利用規約やプライバシーポリシーに対する評
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価を確認することで、利用者が内容をしっかりと内容を

理解したうえで、安心してアプリの利用規約に同意して

もらえるようになることを期待している。 

5. 利用規約の評価基準 

本章では、利用規約を評価するにあたっての評価基準に

ついて述べる。具体的な評価項目や基準は次のリンクから

閲覧することが可能である1。しかし、まだ作成途中であ

るため現状策定したものについてここでは述べる。 

5.1 観点の設定 

基準を策定するにあたって、まず利用規約にはどのよう

な項目や内容が含まれているのか複数の利用規約を読ん

で調べた。そのなかでも消費者に不利益の発生しそうな部

分や事業者が不当に権利を行使することが予測されそう

な部分を抽出し、カテゴリに分けた。観点を設定するにあ

たっては中央大学国際情報学部の石井夏生利によるアド

バイスを踏まえて、「知財」、「消費者保護」、「ユーザデー

タ」とした。 

5.2 評価項目の設定 

策定した 3 つの観点をさらに細分化するために評価項

目を作成した。これは先程観点を作成する際に、抽出した

消費者保護に関する懸念点を観点に当てはめる形で作成

した。 

5.3 評価基準の設定 

各評価項目に対して数値で段階を作成した。これは評価

する人によって、善悪の基準は異なるためどういった観点

から評価してほしいのか明確にするためである。評価項目

によって 3 段階であったり 2 段階であったりと統一性は

ないが、各項目で平均化して比べるといったことも見込ん

でおらず、さらに評価の曖昧さを回避するため、数値に関

して統一は特にさせていない。 

5.4 評価の仕方 

評価をする際は、観点や評価項目に当たる部分が該当の

利用規約にあるのか確認し、ある場合は評価基準のどの数

値に当てはまるのか考え、数値を記載する。さらに、その

根拠となる部分を明記する。 

6. 実装のアイディア 

本章ではどのようなアプリにしたいのか展望を述べる。 

6.1 本アプリの利用方法 

本アプリは、ユーザーにアプリ名を検索してもらい評

価を確認してもらうことを想定している。また、各利用

規約の評価は有志で集めようと考えている。そのために、

ユーザーに利用規約の評価を登録してもらう機能もアプ

リに搭載予定である。図 1 にユースケース図を示す。 

 

1 https://1drv.ms/x/s!AkE8IqZi2thoh_Ml0YYA0PwJ8ZQaAg?e=0ez3OC 

 

図 1 利用規約評価アプリケーションユースケース図 

Figure 1 Use case diagram for terms of use evaluation 

application 

6.2 アプリ設計 

ユーザーが登録した評価はデータベース上に保存され、

これをウェブブラウザ上で見られるようにすることが、本

アプリの目標である。シーケンス図は図 2 のとおりであ

る。評価が策定されていないので、データベース設計はま

だ着手できていないが、評価基準が設定され次第、進める

必要がある。また、表示手法に関してもウェブブラウザ上

での表示以外に、LINE Bot を使った表示方法を検討して

いる。これは、スマートフォンアプリに対する評価という

本研究の特徴から、スマートフォンのとの親和性の高い

LINE を利用することでユーザビリティが上がるのではな

いかと推測されるからだ。 

7. 将来の展望 

以上のように、まだ利用規約の評価基準の策定段階であ

り、まだアプリの実装段階には移ってはいない。今後は、

法的な観点から消費者保護や契約としての有効性につい

ての議論が必要となるので、そちらの文献や法文を読みな

がら基準が必要十分であるのか精査して基準を確立させ

たい。その後、アプリの実装に入る。また、このアプリケ

ーションの有効性を評価するにはある程度のデータ数が

必要である。そのためデータベースの登録を促すために、

セミナーイベントの開催などを検討していきたい。 
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図 2 利用規約評価アプリケーションシーケンス図 

Figure 2 Sequence diagram for terms of use evaluation application 
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予稿原稿（ポスター発表） 

飲⾷店における顧客⾏動のカメラを⽤いた計測システムの提案 

〇⻑浜 結宇*1 三輪 華織*1 ⻘⽊ 裕美*1 飯尾 淳*1 

Proposal of a Webcam-based Measurement System for Customer Behavior in Restaurants 
Yuu Nagahama*1, Kaori Miwa*1, Hiromi Aoki*1, and Jun Iio*1 

Abstract - The objective of this study is to increase sales in privately owned restaurants. We will experiment with the 
acquisition of customer behavior data with the aim of proposing an efficient seating management system that enables 
more customers to use the restaurant based on customer data analysis. The system obtains customer data through a 
webcam. The data is acquired by using object detection and tracking systems. The result of the data analysis is used to 
consider the implementation of effective seating management measures. 
 
Keywords: object tracking, object detection, seating management, webcam 

 

1. はじめに 

現在、多くの企業が消費者のデータを収集・分析し、分
析結果に基づきより満⾜度の⾼いカスタマーサービスの
提供を⽬指している。 

飲⾷業界においてもその波が広がっており、⼤⼿の飲
⾷店では顧客情報の分析を⾏っている。例えば、最近で
は⼤⼿飲⾷店では、タブレット POS システムを使ったテ
ーブルオーダーが導⼊されている。テーブルオーダーシ
ステムの導⼊により来客数や注⽂したメニュー内容、滞
在時間などを⾃動で計測することが可能になった[1]。⼤
⼿飲⾷店は、計測されたデータを分析し、新たなニーズ
の発⾒や顧客層に合わせた新メニューの開発などといっ
た分析結果に基づいた戦略で売上を伸ばしている。その
⼀⽅で、個⼈経営の飲⾷店では資⾦の問題などから、テ
ーブルオーダーや分析システムの導⼊が進めることが難
しく、勘や経験則による判断で経営している店舗が多い
ように⾒受けられる。 

本研究では、個⼈経営の飲⾷店の売上を伸ばすことを
最終的な⽬的とする。また、売上を伸ばすアプローチは
いくつかあるが、本研究では店の回転率を向上させると
いう点に焦点を当てる。顧客データ分析に基づいた、よ
り多くの顧客の利⽤を可能にする座席マネジメントの提
案を⽬指し、顧客の⾏動データ取得の実験を⾏う。 

本研究の⼿順は以下の通りである。 
はじめに、研究対象の飲⾷店の現状を把握するための

インタビューシートを作成する。作成したインタビュー
シートを⽤いて、飲⾷店経営者への聞き込み調査を実施
し、飲⾷店側のニーズを把握する。次に、顧客⾏動を分析
するための⼿段として、物体追跡・検出システムを⽤い
て⼈数の計測を⾏う。最終的には、滞在時間や来店時間、

何⼈での来店なのかなどの情報も取得することを⽬指す。
取得する情報はインタビューシートで把握したニーズを
もとに設定する。 

計測は、店頭に Web カメラを設置して⾏う。Web カメ
ラでの計測からシステムを通し顧客情報をデータとして
取得する。それを分析した顧客⾏動の結果に基づき、よ
り効率的な座席マネジメントの施策を検討する。 

2. 問題の背景 

我々は、飲⾷店の売上を上げるためには昼⾷の時間帯
における座席の回転効率を上げることが必要だと考えた。 

来客数が多い昼時の時間は、売上を上げる絶好のチャ
ンスである。しかし、 昼⾷休憩の正午ごろには、社会⼈
や学⽣など多くの⼈が来店し、店の外にまで列が並んで
いる光景がよく⾒かけられる。昼⾷休憩の時間には限り
があり、列ができているのを⾒て、諦めて帰ってしまう
ことや店を変更することを選択する客も少なくないだろ
う。しかしながら、おおよその待ち時間がわかれば、列に
並ぶ選択を可能性が⾼くなるだろう。⼤⼿飲⾷店などで
は、テーブルオーダーシステムや、予約システムを活⽤
し、顧客情報を取得することで待ち時間を⽰している。
図 1 のようにインターネット上やアプリで確認できるも
のもあるだろう[2]。 

⼤⼿飲⾷店では待っている客の⼈数を予約システムで
把握し、そこからこれまでのデータを参考に待ち時間を
予測することが出来る。待ち時間が分かり昼⾷休憩の時
間内に⾷事を済ませられると判断することが出来れば、
待つ選択をする客も増えるだろう。待ち時間を把握する
ことによって、売上の機会を逃さずに済むことができる。 

また、昼時の混雑状況の中、4 ⼈掛けの客席を 1 ⼈で
利⽤している客がいると、座席稼働率が下がり⾮効率的
である。例えば、4⼈組の客が来店した際に、1 ⼈の客が
4 ⼈掛けの座席を利⽤しておりカウンター席しか空いて
いない場合、4⼈組の客は待つことになる。この状況は飲
⾷店にとっては売上を逃すことになりかねない。 

*1：中央大学国際情報学部 

*1：Faculty of Global Informatics, Chuo University 
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図 1 スシローの予約システム[2] 

Figure 1 Sushiroʼs reservation system [2] 
 

また店員 1 ⼈に対する来客数が多く、客が退店しても
テーブルの⽚づけが間に合わず客の案内が滞っているな
ど、効率的な客席活⽤が出来ておらず、顧客の待ち時間
が⻑くなっている場合がある。 

これらの事例から我々は飲⾷店の座席配置をより多く
の客が利⽤できるような効率的な配置にする必要がある
と考えた。まず顧客の数、属性、さらに滞在時間を計測す
ることが必要だと考えた。昼時に来店する具体的な客数
を把握することで、何⼈掛けの席がいくつ必要なのかな
どデータを基に予測する。また将来的には客数の把握と
同時に滞在時間を計測し、満席時における待ち時間の推
測に活⽤していきたいと考えている。座席配置や待ち時
間の可視化のどちらにおいても、飲⾷店の売り上げを向
上させるには、顧客の情報を取得することが必要不可⽋
である。 

このように、座席配置や待ち時間の可視化のどちらに
おいても、飲⾷店の売り上げを向上させるには、顧客の
情報を取得することが必要不可⽋である。 

3. 解決策 

本章では、個⼈経営の飲⾷店で適切な座席配置、管理、
従業員の配置を達成するために必要なデータの取得を、
web カメラを⽤いて⾏う⼿法について説明する。 
3.1 焦点 

これらの問題への解決策として我々は顧客の情報を
web カメラで計測することを考えた。図 2で⽰している
ように、この研究では、計測から分析を経て飲⾷店の売

り上げ上昇のための効率的な座席マネジメントシステム
を最終⽬標としている。 

 

図 2 本研究の全体像 
Figure 2 Overview of this study 

 
本研究では、この図うちの「計測」の部分に焦点を当てて
いる。 
3.2 計測対象となる顧客情報 

計測対象となる顧客情報とは、何⼈での来店か、来店
の時間帯、来店時の天候、曜⽇、季節などである。これら
を計測することで、座席配置やシフトを最適化し売上を
向上させることができると考えた。何⼈での来店かの情
報を計測できれば、何⼈掛けの席をどの程度配置するべ
きかを判断することができる。そうすれば、図 3 のよう
に店の回転効率を上げて売上の向上へ繋げられる。 

 

図 3 効率的な座席マネジメントの図 
Figure 3 Picture of efficient seating management 

 
また、 来店の時間帯や曜⽇、季節別の来店数を計測す

ることができれば、必要となる従業員の⼈数などを判断
できる。これもまた、⼈件費を抑えることや回転効率を
上昇させ、売上の向上に繋げることができる。 

4. アイデアの詳細 

本章では、web カメラでの⼈数の計測を⾏う⼿法につ
いて使⽤したライブラリなども含めて説明する。 
4.1 システムの概要 
今回、顧客の情報を計測するために使⽤する機器は
web カメラを選んだ。web カメラで撮影した映像を
YOLOv5という認識システムを活⽤し、⼈数の計測を⾏
なった。前述したように、将来的には顧客のあらゆる情
報を計測したいと考えているが、今回は、実装できた⼈
数の計測の部分のみに⾔及する。 
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4.2 使⽤したライブラリ 
今回作成したシステムで使⽤したオープンソースのラ

イブラリについて簡単に説明する。使⽤したライブラリ
は、物体検出アルゴリズムを実装する YOLOv5と物体追
跡アルゴリズムを実装する ByteTrackの⼆つである。 
4.2.1 物体検出 

⼈数の計測にあたり、YOLOv5というライブラリ⽤い
た。YOLO は物体検出をするライブラリである。 
YOLO は検出と識別を並⾏的に⾏う。畳み込みニュー

ラルネットワーク(CNN)を利⽤し、検出対象の映像、画
像を⼀度だけ⾛査、検出し、クラスと位置を同時に取得
する。これにより従来の物体検出アルゴリズムの⼿法に
⽐べて処理速度が⼤幅に上昇する。 

この YOLO というライブラリはバージョンが 1 から 8
まで存在する。様々なバージョンがある中で、今回の⼈
数計測に必要である精度と処理速度を最低限満たす、バ
ージョン 5を選んだ。 

その他、Google の Vision AIや、Microsoftの OpenCV
と Google のMedeaPipe を組み合わせた CVzone という
ライブラリを⽤いて⼈数の計測を⾏うシステムを簡易実
装した。しかし、複数のライブラリを⽤いて実装した中
で、今回の研究に適した精度、処理速度であったのが
YOLOv5であったため、YOLOv5を選んだ。 

また、上述したようにバージョンが複数あることも
YOLO を選んだ理由である。今回は飲⾷店での計測にな
るが、より広い範囲をカメラで移し計測、分析が必要と
いうニーズが出てきた際に、YOLO であればバージョン
を変更するだけでそれぞれのニーズに対応できる。 

また、費⽤についても YOLO はオープンソースのため
気にする必要がない。そして、物体検出のためのライブ
ラリの中では有名なものであり、インターネット上でさ
まざまな情報を集めることができ、プログラミング初学
者の私たちにとって都合が良かったのもYOLOを選んだ
理由の⼀つである。 
4.2.2 物体追跡 
YOLOv5を⽤いて物体検出を⾏ってみたところ、今回

の研究には⾜りない要素があった。それは追跡の機能で
ある。 
今回の研究では、飲⾷店の⼈数の計測を⾏うため、⼀
瞬検出が外れたとしても、継続して同じ⼈間として検出
する必要がある。そのため、ByteTrackという物体追跡の
ためのライブラリも合わせて使⽤した。このライブラリ
も使うことで、⼀度検出した⼈物に ID を割り振ること
ができる。これにより、⼀瞬検出を外してしまう部分へ
対応ができる。図 4 が実際にシステムに通した画像であ
る。 
ByteTrack は今までの物体追跡とは少し異なった検出

アルゴリズムである。検出器に FasterRCNNを⽤い、カ
ルマンフィルターとハンガリアンアルゴリズムにより検
出した物体の ID割り当てを⾏なっている。また、図 5で
⽰すように、動き情報（IoU）のみで関連付けを⾏い、SoTA
を達成している[3]。 

 
図 4 YOLOv5と ByteTrackを⽤いた画像 
Figure 4 Picture used YOLOv5 and ByteTrack 

 

 
図 5 IoUのイメージ[3] 
Figure 5 Image of IoU [3] 

 
4.3 今回作成したシステム 

本研究で、上記のライブラリを⽤いて⼈数を計測する
ために作成したシステムについて説明する。 
4.3.1 基本構成 

上記のYOLOv5とByteTrackのライブラリを組み合わ
せて、今回⼈数を計測するシステムを作成した。今回の
システムはYOLOv5とByteTrackを使⽤して物体検出と
追跡を⾏い、結果を動画とテキストファイルに保存する
プログラムである。 

以下に各部分の詳細な説明を記載する。 
4.3.2 使⽤した YOLOv5 のモデル 
YOLOv5には、yolo5s、yolov5m、yolov5l、yolov5xと

いうモデル[4]が存在し、今回は yolo5sという最も軽量化
されたモデルを使⽤した。表 1 および表 2に YOLOv5の
モデルの性能の⽐較を⽰す。 

 
表 1 YOLOv5のモデルの性能 1 

Table 1 Performance of YOLOv5 model 
モデル 実⾏時間(秒) サイズ(MB) パラメータ数(M) 

yolov5s 588 15 6.89 

yolov5m 689 41 20.19 

yolov5l 784 90 44.38 

yolov5x 958 167 82.69 
出典：@masashi-aiより著者作成。 
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表 2 YOLOv5のモデルの性能 2 
Table 2 Performance YOLOv5 model 

モデル レイヤー 

総数 Convレイヤー数 その他のレイヤー数 

yolov5s 60 57 3 

yolov5m 82 79 3 

yolov5l 104 101 3 

yolov5x 127 123 3 
出典：@masashi-aiより著者作成。 

4.3.3 メインループ 
メインループでは、動画からフレームを読み込み
YOLO による物体検出と ByteTrackによる物体追跡が⾏
われる。飲⾷店へ何時に何⼈が来店したかというような
データを必要とするため、検出された物体の情報と検出
時の時間を合わせて保存する。 
YOLOv5と ByteTrackにより検出された物体の、座標、
ID、スコア、検出された物体の名前を取得する。これら
のアルゴリズムを⽤いる場合、検出された物体の数え上
げは⾏えるものの⼈数のみの数え上げは難しい。そのた
め「total_person_id_sum」という変数に、検出された物
体の名前が「human」であるものを数え上げて格納する。 

5. 関連研究 

YOLO を⽤いた⼈数の計測に関する研究は⽜⽊らによ
るものがある[5]。ここでは、「漁港などの施設の維持管
理、気象海象の予測等では技術開発・導⼊が進んでいる
ものの、計画⽴案や事業評価において AI技術を活⽤した
事例は少ない」として漁港へカメラを取り付け、⼈の動
きや⿃の量などを計測している。ここでは YOLOv3を使
⽤している。この研究は、YOLO を⽤いて⼈数の計測と
⼈の動きの分析が可能なことを⽰している。 

また、松永ら[6]による飲⾷店卓管理システムの提案の
研究では、座席マネジメントの効率化の必要性や、シス
テム化については考察がなされているが、web カメラを
⽤いた座席管理やデータ収集については考えられていな
い。また、細川ら[7]の着席状況のモニタリングシステム
についての研究でも、計測には軸加速度センサを⽤いて
いる。これらのセンサに計測を頼るシステムは⾮常にコ
ストがかかる。⼀⽅ web カメラはスマートフォンなどで
も代⽤可能なため、新たに購⼊する必要性が少なく、低
コストで計測を⾏うことができる。 

このように飲⾷店での座席管理や来客者のデータ収集
についての研究は⾏われているが、軸加速度センサを⽤
いるものであり、計測の範囲が広がる場合コストが⾼い
ことが問題点となるだろう。今回の研究対象は「個⼈経
営の飲⾷店」としており、計測から分析、施策の実施ま
で、多くのコストはかけられないだろう。今回選んだweb
カメラであれば、⼿軽に計測を⾏うことができる。また、
飲⾷店の座席管理やデータ収集をweb カメラで⾏う⼿法
は未だ確⽴されていないと考えた。 

6. インタービューシートについて 

本章では、本研究における個⼈経営の飲⾷店のニーズ
分析のために検討しているインタビューシートについて
⽬的や作成に⾄った背景、⼯夫点について説明する。基
本的に、インタービューシートは、聞き込み調査をする
飲⾷店の⽅へ渡して記⼊してもらうものではなく、我々
の聞き込みのメモとして使われる。 
6.1 実施⽬的と背景 

売上の向上を⽬標としている飲⾷店の経営者に向けて
聞き込みを⾏い、このシステムのニーズを把握すること
である。また、今回の研究では取り組めていない分析事
項についても、インタービューシートを⽤いた聞き込み
の中で⾒出せればと考えている。 
初め、研究に協⼒できる飲⾷店を⾒つけるための「ア

ンケート」の実施を検討していたが、今回のシステム、カ
メラでの撮影など、飲⾷店の経営者にとっては抵抗感の
⾼いものではないかとの考えに⾄った。そのため、「アン
ケート」という形態ではなく、「インタビューシート」と
しまずは聞き込みを⾏い、各飲⾷店とのコミュニケーシ
ョンを経た上で研究の協⼒について話を進めるのが適切
だと考えた。その上で、研究協⼒に関するアンケートを
実施しシステム作成をすることで、利⽤者が満⾜するシ
ステムの作成につながると考えている[9]。図 6にインタ
ビューシートの位置付けを⽰している。 

 
図 6 インタビューシートの位置付け 
Figure 6 Position of Interview sheet 

 
6.2 聞き込み対象 

本研究の課題感は市ヶ⾕で学⽣⽣活を⾏う我々が感じ
たものである。想定している聞き込み対象は、市ヶ⾕に
ある個⼈経営の飲⾷店、また我々のアルバイト先や知り
合いの飲⾷店へ聞き込みを⾏うことを想定している。 
6.3 質問項⽬ 
紙媒体でインタービューシートを⽤いて聞き込み調査

をすることを考えているため、A4⽤紙⼀枚に収まるよう
質問数を絞った。インタビューシートを付録に⽰す。ま
ず、Q1 で飲⾷店の経営者がそれぞれ⽬指している売り上
げ向上の⽅向性について調査する。Q3までの質問である
程度協⼒的だった飲⾷店へは、Q4からの質問も⾏なって
いくことを考えている。ただ、Q4からQ6の質問につい
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ては、飲⾷店の⽅々には理解が難しい部分が多いと想定
されるため、今回のシステムが完成しテストデータとし
てどのような分析結果からどんな施策を出せるのかとい
う、視覚的にわかる動画やスライドなども合わせて⾒せ
る必要があると考えている。 

7. まとめと将来展望 

ここでは、本研究のまとめと今後の研究の⽅向性、最
終的な⽬標について説明する。 

本研究では、個⼈経営の飲⾷店の売上を増加させるこ
とを最終⽬的とした。今回は、顧客データを活⽤し、効率
的な座席マネジメントシステムの⼈数計測の部分を実装
した。 

問題の背景として、昼の時間帯は来客数が多いため、
売上向上の機会であるが、同時に⾮常に混雑する。これ
により、顧客案内が困難になる。例えば、4⼈掛けの席を
1 ⼈で利⽤する顧客もおり、座席稼働率が低下する。した
がって、座席配置を効率化するために計測と分析が必要
である。 

この分析は、最低限今回 YOLOv5と ByteTrackで実装
した⼈数と時間の計測で可能になる。計測は、個⼈経営
の飲⾷店でもコストの負担が少なく済むweb カメラを⽤
いる⼿法を採⽤した。今回取得している情報は、検出⼈
数（来店⼈数）、来店時間、検出された座標である。 

また、飲⾷店の現状のニーズの確認のため、インタビ
ューシートを作成した。インタビューシートは、飲⾷店
経営者のニーズを把握することが⽬的である。売上向上
を⽬標としている経営者とのコミュニケーションを通し、
システムで取得する情報を設定していきたい。また、研
究の協⼒についても打診することを想定している。 

また、⼤⼿企業の座席管理システムについても研究し、
我々の研究に応⽤できないか検討していきたい。それら
のシステムでは、注⽂画⾯で何⼈での来店かという情報
を取得することや予約システムが使われることが多く、
座席の管理等に使われているのではないかと考えた[2]。
そのため、これらのシステムをアプリまたは、web アプ
リの形で取り⼊れることも視野に⼊れている。具体的は、
飲⾷店で、端末を⽤意するのではなく、お客様の端末か
ら⼊⼒させる形にすることを想定している。 
7.1 将来展望 

最終的な⽬標は、システムでの計測、分析を通し適切
な営業施策を提案し、個⼈経営の飲⾷店の売上を伸ばす
ことである。今回の研究では、⼈数計測の部分だけ実装
できているが、将来的には検出された⼈の年齢や性別な
どの属性も分析できるようにしていきたい。加えて気温
や天気なども合わせた分析が⾏えればと思っている。 

分析についても今後進めていきたい。データは集める
準備はできているもののそのデータをどのように扱うか、
どのような分析⼿法を使うのかツールなども定まってい
ない。分析⼿法や使⽤する分析ツールに合わせてシステ
ムのデータの取り⽅も合わせて変更していきたい。 

システムのテストについても実際に動くことは確認で
きているが、これも PCの埋め込みカメラでのテストや、

スマートフォンでスキー場を撮影したものなどを素材と
して検出・追跡に通している。実際に分析する対象は、個
⼈経営の飲⾷店でありその点を考慮したシステム、素材
の録画⽅法を考えなければいけない。 

実際の⼈間の動きとしてテストデータとして、検討し
ているのは、⼤学の講義である。指導教員である飯尾先
⽣の授業であれば、協⼒を得られることがわかっている。
まずは⼀度実際の⼈間の動きをシステムに通しテストし
てみることを実施していきたい。 

また、飲⾷店での撮影は、撮影データを保存しないよ
うな設定にすることはできるにせよ、web カメラで客の
顔を撮影することになる。その点で法律上の問題やプラ
イバシーの観点で配慮する必要があるかについても検討
していきたい。 

最後になるが、撮影ということを考えた時に撮影場所
の「明るさ」と「撮影位置」がネックになると考えてい
る。 

まず「明るさ」について述べる。Web カメラで素材を
得ようとする場合、ある程度の明るさが必要になる。⼀
⽅で、協⼒してくれる飲⾷店が必ずしも明るい店内を⽤
意できているわけではないだろう。飲⾷店の雰囲気を⼤
切にするために間接照明のみで営業をする店なども存在
する。そのような店はインタビューシートを⽤いた聞き
込み調査の段階でスクリーニングする必要があるのか、
システムや素材を撮影するハードウェアで対応するべき
なのかは考えていかなければならない。 

次に「撮影位置」についてである。現状は店内の全体を
撮影できる場所へカメラが置けることを想定してシステ
ムを作り、分析⼿法を検討しているが、その必要がある
のかどうかは疑問である。⼊り⼝に⼀つカメラを取り付
けることで、来店⼈数や来店時間、何⼈組で来店したか
という情報は取得できるだろう。将来的に⾼度な分析を
することを考えれば、どの座席にどれほど案内されてい
るのかという情報も取得できるのが最善だが、初めは⼊
り⼝へカメラを取り付けるという形が望ましいのかもし
れない。店内の全体を撮影できる場所へカメラを置くや
り⽅についても、飲⾷店によって店内のレイアウトは異
なり簡単にカメラを配置できない店も存在するため、考
えなければならない。別途特殊なアームを取り付けたり
簡単な置き物をおいて⾼さを出したりなど費⽤が思いの
ほか増加する可能性もあるだろう。 

これらの懸念点は未だ⼿がつけられておらず、解決案
も出せていないため今後の研究でしっかりと取り組んで
いきたい。 
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予稿原稿（ポスター発表） 

ダイエット商品購⼊時の⼝コミの活⽤⽅法 

〇笽島 千鶴*1 上原 悠美⼦*1 内⽥ 杏実*1 尾川 史典*1 飯尾 淳*1 

The Way to Make Efficient Use of Reviews of Diet Goods 
Chizuru Soukejima*1, Yumiko Uehara*1, Azumi Uchida*1, Fuminori Ogawa*1, Jun Iio*1, 

Abstract - In order to find the way to make efficient use of reviews, this study analyzed review dataset provided by 
DIETCAFE. The importance of reviews on merchandise is increasing due to the spread of internet which enable us to 
get and share the information fur faster than before. Our main goal is to reveal the validity of the 5-point rating as a 
measurement of satisfaction and find out the effective use of tag and keyword searches. It will help people to recognize 
5-point rating is not so accurate as it might appear and use suitable tags to get what they want to know quickly. 
 
Keywords: reviews, 5-point rating, tag and keyword searches 

 

1. はじめに 

ダイエット商品に関する⼝コミサイト、ダイエットカ
フェのデータセットの内容の分析を⾏った。 

⼝コミというのは、コミュニケーションである。であ
れば、たとえ偽る意図がなかったとしても、★評価が純
粋に購⼊者の満⾜度を表しているとは考えにくい。熱烈
なファンが多い場所ではおいそれと★１はつけられない
などということが起きているのではないかという仮説を
⽴て、分析を⾏った。 
1.1 分析の背景 

消費者の購買時の意思決定において⼝コミが与える影
響は⼤きい。その理由としては、商品の売り上げによっ
て利を得ない⽴場にあり、実際に商品を利⽤していると
いう点が消費者の信頼を勝ち得ていることが挙げられる。 

元々は、商品やサービスの購⼊に関して、消費者間の
対⾯で⾏われる⼈的コミュニケーションだった。これが
消費者の購買時の意思決定に与える影響の効果範囲は限
定的で影響⼒の強さを特定することは困難であったが、
インターネットの普及によりその影響範囲の規模が⾶躍
的に拡⼤し、オンラインショッピングの普及によりその
影響⼒の強さは決定的で⽬に⾒える形で現れるようにな
った。 

さらに、実際に⼝コミが紡がれる場の中⼼がプライベ
ートなリアル空間からオープンなオンライン空間へと変
わったことで、第三者が容易にアクセスできるようにな
ったことなどを背景に、ニーズを拾い上げる⽬的で企業
が利⽤することも⼀般的になった。 

このように需要の⼤きい⼝コミは研究も盛んである。
情報源としての⼝コミ研究では、購買の意思決定時に必
要な情報が不⼗分な時に⼝コミが頼りにされやすいこと
や、良い⼝コミよりも悪い⼝コミの⽅が強い影響を与え
ること、慣れ親しんだブランドの商品やあらかじめ⾏為
を持っていた商品の⼝コミを⾒る場合には良い⼝コミの
影響が強く出ることなどが知られている。また、⼝コミ

が形成するネットワークに注⽬した研究も盛んである。
このようなネットワークは横並びではなく、キーマンと
なる⼈物を中⼼としたものになりがちであることが知ら
れていて、その分野の有識者を中⼼としたモデルや、様々
なジャンルの情報をもち広く影響を与える⼈物を中⼼と
したモデルなどがある。 
今回の分析で利⽤したデータの提供元である「ダイエ

ットカフェ」は、⽇本国内のダイエット関連商品に関す
る率直な消費者の感想を集めるダイエット商品専⾨の⼝
コミサイトである。ダイエット商品を購⼊する場合、ダ
イエットの成功の可否は購買者にとって最も重要な項⽬
だが、販売側の商品説明からこれを読み取ることは困難
であるため、特に⼝コミの重要度が⾼いジャンルである
と⾔えるだろう。 

 
図 1 タグ検索・キーワード検索の例（１） 

ダイエットカフェより 
Figure 1 Example of tag search (1) the case of 

DIETCAFE 

 
図 2 タグ検索・キーワード検索の例（２） 

楽天市場より 
Figure 2 Example of tag search (2) the case of Rakuten 

 
このように、購⼊にあたって消費者が頼りにしている

⼝コミであるが、例えば５段階★評価の購買者の満⾜度
の指標としての妥当性に疑問を持ったことは誰しもある
だろう。なんとなく★の多いものを選んだけれど、これ*1：中央大学  

*1：Chuo University 
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でよかったのだろうかと。この分析では、これを解決し
ようと努⼒した。また、ECサイトの⼝コミ欄や、⼝コミ
サイトをうまく使いこなせていないと感じることもある
かもしれない。特に、⼈気商品の⼝コミを⾒ようとして、
何千件とコメントがあったとき、上から何件かだけを⾒
て、なんとなくで決めたり、逆に気になって⼤量に読ん
で時間を無駄にした気になったりした経験があるのでは
ないだろうか。最近の EC サイトの⼝コミ欄や⼝コミサ
イトでは、キーワード検索やタグ検索ができるものが増
えている（図 1、図 2）。 

このような機能を有効に活⽤するための⼿⽴てについ
ても考えた。 

2. データセットの特徴 

本章ではデータセットの特徴について説明する。 
2.1 利⽤データの基礎情報 
今回利⽤させていただいたのは、「ダイエットカフェ株
式会社 (2023): ダイエット⼝コミデータセット. 国⽴情
報学研究所情報学研究データリポジトリ. (データセッ
ト).」である。 
⼆つの csv ファイル（商品データと⼝コミデータ）が

セットになっている。 
•商品データ 
：識別⼦、商品名、カテゴリ、認証、成分、 
データ登録時期、評価点など⼝コミデータ簡易な集計 
•⼝コミデータ 
：識別⼦、投稿者名、投稿⽇時、商品識別⼦、 
本⽂、評価、 
年齢、⾝⻑、使⽤前後の体重、使⽤期間性別、タグ 

2.2 利⽤データの特徴 
利⽤データの特徴は次のとおりである。 

2.2.1 利⽤者層 
⼥性が主な利⽤者で、20 代から 40 代が最も多い。こ

こまで男⼥⽐が偏るのも珍しい（図 3、図 4）。 

  
図 3 男⼥⽐ 

Figure 3 Gender ratio 

 
図 4 年代別 

Figure 4 Generations 

2.2.2 季節ごとの⼝コミ件数 
⼝コミ件数は５⽉頃をピークに増加し、12 ⽉にかけて
減少する傾向がみられる。夏に向けてダイエットする⼈
が多いようだ。また、12 ⽉→1 ⽉で急激に増加している
こともわかる（図 5）。 

  
図 5 ⽉ごとの⼝コミ件数 

Figure 5 Numbers of reviews per month 
 

2.2.3 商品カテゴリごとの⼝コミ件数割合 
図 6 にカテゴリ別⼝コミ件数の割合を⽰す。ダイエッ

トサプリやダイエットドリンクなどの⼿軽なダイエット
商品に関する⼝コミが特に多く、⼈気ぶりが窺える。 

 
図 6 カテゴリ別⼝コミ件数割合  

Figure 6 Numbers of reviews per category 

3. ５段階★評価の満⾜度の指標としての妥当性の評価 

5 段階評価が満⾜度の指標として機能しているかどう
かについて検討した。 
3.1 分析⽅法 
各商品カテゴリについて、⼝コミ件数が 100 件以上の

商品の中から、最も評価の⾼い商品、最も評価の低い商
品を⼀つずつ選び、これらに対する⼝コミに対して次の
ような分析を⾏う。 

センチメント分析によって、各⼝コミ本⽂（コメント）
を positive/negative/neutralに分類し、positive/negative
が購⼊者の満⾜/不満⾜に対応するものとして、各商品に
対する★１/★２の⼝コミ件数合計と negative の⼝コミ
件数、★４/★５の⼝コミ件数合計と positiveの⼝コミ件
数がよく対応していれば、★評価は妥当であるとみなす
ことにして、妥当性を評価する。なお、都合上、★評価が
与えられていないコメントは除外して分析を⾏っている。 
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3.2 結果 
得られた結果を散布図に起こしたものが図 7〜図 10で

ある。 
 

 
図 7 ★１⼜は★２評価の⼝コミ件数と negativeと判

定された⼝コミ件数(1) 
Figure 7 Numbers of reviews that were evaluated as one-
star or two-star and that were categorized as negative (1) 

 

 
図 8 ★4 ⼜は★5評価の⼝コミ件数と positiveと判定

された⼝コミ件数(1) 
Figure 8 Numbers of reviews that were evaluated as four-
star or five-star and that were categorized as positive (1) 

 

 
図 9 ★１⼜は★２評価の⼝コミ件数と negativeと判

定された⼝コミ件数(2) 
Figure 9 Numbers of reviews that were evaluated as one-
star or two-star and that were categorized as negative (2) 

 

 
図 10 ★4 ⼜は★5評価の⼝コミ件数と positiveと判定

された⼝コミ件数(2) 
Figure 10 Numbers of reviews that were evaluated as 
four-star or five-star and that were categorized as 

positive (2) 
 

図 8 および図 10 を⾒ると、★4 ⼜は★5 評価の⼝コミ
件数と positive と判定された⼝コミ件数は、300 以下で
はほぼ 1：1で対応していて、⾮常に強い線形関係がみら
れる（相関係数:0.98）。マクロに⼝コミを⾒た時、⼝コミ
本⽂（コメント）から読み取れる positiveと★4,5評価に
はそれほど⼤きな乖離が⾒られないように思われる。⼀
⽅、図 7 を⾒てみると、★１⼜は★２評価の⼝コミ件数
と negativeと判定された⼝コミ件数には相関が⾒られる
（相関係数:0.62）が、negativeと★1,2評価には⼀定の乖
離がみられることが窺える。 

図 7を眺めていると、図 9のような⼆つの異質な層が混
ざった散布図であるようにも⾒える。⼝コミ評価はその
商品を購⼊した他の購⼊者の⼝コミ評価が⾒える環境で
与えられることを考慮すると、他の購⼊者の⼝コミ評価
が低い場合/⾼い場合にそれに影響されて実際の⾃⾝の
満⾜度より⾼い★評価を与えたり、低い★評価を与えた
りすることが予想される。そこで、★３以上と★３未満
で層がわかれるという仮説を⽴て、⾊分けした図が図 11
である。 

 
図 11 ★１⼜は★２評価の⼝コミ件数と negativeと判

定された⼝コミ件数（★平均３以上/未満で⾊分け） 
Figure 11 Numbers of reviews that were evaluated as 
one-star or two-star and that were categorized as 

negative (classified with colors) 
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図 12 ★4 ⼜は★5評価の⼝コミ件数と positiveと判定

された⼝コミ件数（★平均３以上/未満で⾊分け） 
Figure 11 Numbers of reviews that were evaluated as 
four-star or five-star and that were categorized as 

positive (classified with colors) 
 

図 12 を⾒ると、★4 ⼜は★5 評価の⼝コミ件数と
positive と判定された⼝コミ件数はコメント数が 300 未
満のものについては★評価平均によらずにほぼ同数にな
る⼀直線上にあり、⻘/⾚それぞれの層での相関係数
0.97/0.99 と、分ける前の相関係数 0.98 とほとんど変わ
らない値になっている。★評価平均が⾼く、コメント数
が極端に多い２商品のみが、★4 ⼜は★5評価の⼝コミ件
数に対して positive と判定された⼝コミ件数が多くなっ
ている。 

⼀⽅、図 11を⾒ると、★１⼜は★２評価の⼝コミ件数
と positive と判定された⼝コミ件数は★評価の平均が 3
以上の商品と３未満の商品とで傾向がわかれ、★３未満
では★1,2 評価の⼝コミ件数が negative と判定された⼝
コミ件数の約 1.5倍なのに対し、★３以上では★1,2評価
の⼝コミ件数が negativeと判定された⼝コミ件数の約３
倍にも上る。 
3.3 考察 

★評価の平均が⾼い場合（★３以上）と低い場合（★３
未満）と で 、 コメン ト か ら読み取れ る 満 ⾜ 度
（positive/negative）と★評価（★１・★２ / ★４・★５）
の関係性を調べたところ、negativeの⼝コミ件数と★１・
★２の⼝コミ件数については乖離が⾒られ、この乖離は
特に★平均が⾼いときに顕著で、コメント数が多いほど
⼤きくなっていた。 

これは、サイト上に表⽰されている⾼い★平均が後の★
１/★２の増えるのを抑制し、これにより平均値が⾼くな
りやすくなり、さらに★１，２が付きづらくなっていく
というループが出来上がっているためではないかと考え
られる。 

さらに、★評価平均が 3.8 以上など、特に⾼く⼝コミ数
も多い場合には、positiveの⼝コミ件数と★４, ★５の⼝
コミ件数についても乖離がみられ、平均がさらに⾼くな
りやすくなっていると考えられる。 

このような結果から、⼝コミ内容を⾒てもあまり満⾜そ
うには思われないのに★評価は⾼いという場合は注意が

必要で、特に、★１、★２評価が少ないという理由で安⼼
するのは危険かもしれない。 

4. タグ検索・キーワード検索の有効な利⽤⽅法の検討 

タグ検索・キーワード検索が有⽤な場合はどのような
場合なのかを調べた。 
4.1 分析⽅法 

ダイエット商品という特性上、短期での効果を期待し
て購⼊することが多いことが予想されるため、今回は特
に使⽤期間のタグに注⽬して分析を⾏い、以下の点につ
いて調べた。 
•どの時期に評価が多く与えられているか 
•どの時期にどんな評価が多く与えられているか 
•どの時期にどんな⼝コミが多く与えられているか 
•体重変化の様⼦ 
特に共起ネットワーク図を描いて⼝コミ本⽂（コメン

ト）を⾒る分析については、全商品について分析を⾏う
とキーワードの意味がぶれてわかりにくいため、コメン
ト数が最も多かった商品（ファンケルのカロリミット）
について分析を⾏った。なお、評価のない⼝コミや、使⽤
期間の記⼊のない⼝コミは除外している。 
4.2 結果 

まずはこの商品の体重増減分布を確かめる。 

 

図 13 体重増減分布(★１・★２) 
Figure 13 Distribution of increase/decrease of weights 

(one-star and two-star) 

 
図 14 体重増減分布(★４・★５) 

Figure 14 Distribution of increase/decrease of weights 
(four-star and five-star) 
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図 13、図 14 を⾒てみるとほとんど体重増減は⼩さい

ことがわかる。★４・★５のついた⼝コミの⽅が体重減
少がみられるものが多いものの、⾼評価を付けていても
体重増減が０であるものが 300 件近くある点には注⽬す
るべきであろう。体重減少が⾒られないダイエット商品
に⾼評価を付ける理由は何だろうか。 
4.2.1 使⽤期間と⼝コミ件数の関係 
次に、使⽤期間別の⼝コミ件数を調べた(図 15〜図 18)。 

 
図 15 使⽤期間別⼝コミ件数 
(ファンケルのカロリミット) 

Figure 15 Numbers of reviews per using period (Fancl 
calorie limit) 

 
図 16 使⽤期間別⼝コミ件数(全商品) 

Figure 16 Numbers of reviews per using period (all 
products) 

全体の傾向とこの商品の傾向はほぼ同じで、１ヶ⽉か
ら３ヶ⽉頃の⼝コミ件数が最も多く、６ヶ⽉以上の⻑期
使⽤者の⼝コミ件数も⽐較的多くなっていた。 

 
図 17 使⽤期間別★評価別⼝コミ件数 

(ファンケルのカロリミット) 
Figure 17 Numbers of reviews per using period and 

evaluation (Fancl calorie limit) 

 
図 18 使⽤期間別★評価別⼝コミ件数 

(全商品) 
Figure 18 Numbers of reviews per using period and 

evaluation (all producst) 
 

６ヶ⽉以上の⻑期使⽤者の⼝コミ評価は⾼くなる傾向
にある。 
4.2.2 コメントのセンチメント分析と共起ネットワーク
（使⽤期間別） 
1 週間または 1 週間以下、２ヶ⽉、６ヶ⽉以上の３つ

の期間についてそれぞれコメントのセンチメント分析を
⾏い、negative、positive、neutralに分類された⼝コミ件
数を調べ、その内容を表す共起ネットワーク図を起こし
た（図 19〜図 21）。 

 
図 19 1週間または 1週間以下 

Figure 19 one week and less than a week 
1週間または 1週間以下では、positiveと neutralで飲
み会など、服⽤する具体的なシチュエーションがコメン
トに多く含まれているものの、どの評価にも共通するキ
ーワードはあまり⾒つからなかった。 

 
図 20 ２ヶ⽉ 

Figure 20 tow months 
 

⼀⽅、２ヶ⽉では、どの評価にも「⾷事制限」がキーワ
ードに挙げっており、この商品を服⽤するだけでは効果
を得ることは難しいと感じていることが窺える。 
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図 21 ６ヶ⽉以上 

Figure 21 more than six months 
 

意外な結果になったのは６ヶ⽉以上で、★評価では⾼評
価が多くなる使⽤期間だったにもかかわらず、「気休め」
がすべての評価項⽬において共通するキーワードになっ
ていた。 
4.2.3 使⽤期間と体重変化 
使⽤期間によって体重増減分布がどのように変わるか
調べた。 

 
図 22 使⽤期間と体重変化 

Figure 22 Duration of use and weight change 
 

体重増減分布は使⽤期間が⻑くなるにつれ、裾が左右
に開いていっていることがわかる。 
4.3 考察 

評価のない⼝コミや使⽤期間の記⼊のない⼝コミを除
外すると、１週間から３週間程度の⽐較的短い期間での
コメント数は少なく、中⻑期的に使⽤したコメントが多
くなっていることがわかった。また、⻑期的に使⽤した
場合の★評価は⾼い傾向にあった。 
従って、１週間から３週間程度の⽐較的短い期間での
結果に興味がある場合には、期間によるタグ検索が特に
有効であり、全体の★評価を参考にする場合には★評価
は⾼めに⾒積もられていると考えた⽅がよいかもしれな
い。 

また、コメントの内容を⾒てみると、短期的な使⽤者
は⽐較的ばらばらな意⾒を⾔っているのに対し、中⻑期
的なコメントには「⾷事制限」や「気休め」といったキー
ワードが⾒られ、ポジティブなコメントや★評価の⾼い
コメントであってもダイエットの効果が感じられていな
いように⾒えるものも多くあるため、ダイエットの成功
の可否を知りたい場合は「効果」などのキーワードを使
ったキーワード検索が有効かもしれない。 
体重増減分布は使⽤期間が⻑くなるにつれ、裾が左右

に開いていっていることがわかった。これは徐々に製品
の効果が出たというよりもむしろ、時間が経ったため別
の要因（⽣活環境の変化、ストレスなど）によってズレが
⽣じたと考えた⽅が⾃然である。よって、特に６ヶ⽉以
上の⻑期使⽤者の体重増減はあまり参考にならないと考
えられ、これらが多く含まれた全体の体重増減分布も⼗
分慎重にみる必要がある。 

5. まとめと今後の展望 

その時点での⼝コミ評価がその後に評価する⼈の⾏動
に影響を与え、★評価を極端にするような作⽤を持つこ
とが⽰唆された。 

⼝コミ件数は使⽤期間ごとに⼤きく異なり、★評価の
傾向も異なるため、⾃分がどれくらいの期間での効果を
期待しているのかに合わせてタグ検索を⾏うことで⾃分
に合った商品なのかを確かめやすくなるだろう。短期使
⽤による効果を確かめたい場合は特に有⽤である。また、
ダイエット商品であってもダイエットの成功の可否以外
の要因で商品を⾼く評価するコメントが多くみられるこ
とから、キーワード検索を利⽤して効果について直接⾔
及している⼝コミを⾒つけることは有⽤であるように思
われる。 

いつコメントされたのかという情報から評価が時間的
にどう変化していったのかを調べることで、より直接的
に★評価が極端化しているかどうかを確かめたい。 
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予稿原稿（ポスター発表） 

コロナ禍における人々の行動変容

〇田代 達彦*1 橋本 怜奈*1 大滝 洋幸*1 飯尾 淳*1 

Behavioral Change of People in the Corona Disaster 

Tatsuhiko Tashiro*1, Reina Hashimoto*1, Yoko Otaki*1, Jun Iio*1

Abstract - Using the results of a questionnaire conducted online, analyzed how people's behavior and awareness 

changed during the so-called Corona Disaster, which had a profound impact on our lives. As a result, behavioral 

changes in people were observed in two institutions of the Corona Disaster. It was also found that there are differences 

in the way people think about the Corona Disaster in Japan and abroad. 

Keywords: Corona Disaster, life, people 

1. はじめに

令和元年 12 月初旬、武漢で最初の感染者が報告された

新型コロナウイルス(COVID-19)は、瞬く間に拡散し、世

界が混乱に陥った。日本では翌月の 15 日に第一感染者が

現れ、令和 2 年 4 月 4 日には緊急事態宣言が言い渡され

たのは記憶に新しい。不要不急の外出を控える自粛生活

や、マスクと検温のなど、私たちの日常を大きく変えた。

そこで、本研究では、インターネット上で実施したアン

ケート結果を用いて、私たちの生活に多大な影響を与え

た新型コロナウイルスの蔓延において、人々の行動や意

識がどのように変化したのかを分析したことに加え、海

外 3 か国で行われた調査と比較して、日本固有の特徴の

抽出を検討した。 

2. 研究の内容

本章では本研究の概要を示す。 

2.1 データの概要 

本研究は新型コロナウイルスが蔓延した、2022 年にお

いて、インターネット上で行ったアンケートの回答を利

用して分析を行った。利用したアンケートは 3 種類であ

る。新型コロナウイルスに対する自身の行動のみならず、

生活習慣やプライバシーへの意識、生活している上で何

を重要だと思っているかについての質問が設けられてい

る。3 種類のアンケートのうち 2 つが日本国内で実施し

たものである。第 1 回と第 2 回で、アンケート実施時期

を分けて行われた。第 1 回は 2022 年 1 月に実施されたも

のであり、第 2 回は同年 10 月に実施されたものである。

3 つ目は、海外(台湾、韓国、オーストラリア)に対して実

施された。 

2.1.1 一つ目のデータの概要 

1 つ目のデータとして、「コロナ行動変容・国内_1 回

目：2201_Covid-19 下の公益と私権に関する調査」 を使

用した。 このデータの回答者数は 2812 人であり、性別

を「その他」と答えた 12 人を除いて、男性と女性のそれ

ぞれにおいて 15 歳から 24 歳、25 歳から 34 歳、35 歳か

ら 44 歳、45 歳から 54 歳、55歳から 64 歳、65 歳から 74

歳、75 歳から 99 歳の回答者がそれぞれ 200 人である。

詳細は表 1 を参照されたい。 

表 1 アンケート対象の男女・年齢分布(日本) 

Table 1 Distribution of genders and generations of 

respondents (Japan) 

回答数 ％ 

全体 2800 100.0 

1 男性／15-24 歳 200 7.1 

2 男性／25-34 歳 200 7.1 

3 男性／35-44 歳 200 7.1 

4 男性／45-54 歳 200 7.1 

5 男性／55-64 歳 200 7.1 

6 男性／65-74 歳 200 7.1 

7 男性／75-99 歳 200 7.1 

8 女性／15-24 歳 200 7.1 

9 女性／25-34 歳 200 7.1 

10 女性／35-44 歳 200 7.1 

11 女性／45-54 歳 200 7.1 

12 女性／55-64 歳 200 7.1 

13 女性／65-74 歳 200 7.1 

14 女性／75-99 歳 200 7.1 

2.1.2  二つ目のデータ 

2 つ目のデータとして「コロナ行動変容_国内 2 回目：

COVID-19 下の日本人の公的意識、プライバシー・個人情

報保護、行動変化に関する調査」を使用した。このデー

タの回答者数は 2826 人であり、性別を「その他」と答え

た 26 人を除いて、男性と女性のそれぞれにおいて 15 歳

から 24 歳、25 歳から 34 歳、35 歳から 44 歳、45 歳から

54 歳、55 歳から 64 歳、65 歳から 74 歳、75 歳から 99 歳

の回答者がそれぞれ 200 人である。 

*1：中央大学

*1：Chuo University
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2.1.3 三つ目のデータ 

3 つ目のデータとして「コロナ行動変容・海外調査」を

使用した。調査国はオーストラリア(豪州)、韓国、台湾

の 3 か国である。オーストラリアの回答者数は 1200 人、

韓国の回答者数は 1200 人、台湾の回答者数は 1097 人で

合計回答者数は 3497 人であった。  

 

表 2 アンケート対象の男女・年齢分布(海外) 

Table 2 Distribution of genders and generations of 

respondents (Overseas) 
  回答数 ％ 

全体 3497 100.0  

1 台湾／男性／15-24 歳 100  2.9  

2 台湾／男性／25-34 歳 100  2.9  

3 台湾／男性／35-44 歳 100  2.9  

4 台湾／男性／45-54 歳 100  2.9  

5 台湾／男性／55-64 歳 100  2.9  

6 台湾／男性／65 歳以上 54 1.5  

7 台湾／女性／15-24 歳 100  2.9  

8 台湾／女性／25-34 歳 100  2.9  

9 台湾／女性／35-44 歳 100  2.9  

10 台湾／女性／45-54 歳 100  2.9  

11 台湾／女性／55-64 歳 100  2.9  

12 台湾／女性／65 歳以上 43 1.2  

13 韓国／男性／15-24 歳 100  2.9  

14 韓国／男性／25-34 歳 100  2.9  

15 韓国／男性／35-44 歳 100  2.9  

16 韓国／男性／45-54 歳 100  2.9  

17 韓国／男性／55-64 歳 100  2.9  

18 韓国／男性／65 歳以上 100  2.9  

19 韓国／女性／15-24 歳 100  2.9  

20 韓国／女性／25-34 歳 100  2.9  

21 韓国／女性／35-44 歳 100  2.9  

22 韓国／女性／45-54 歳 100  2.9  

23 韓国／女性／55-64 歳 100  2.9  

24 韓国／女性／65 歳以上 100  2.9  

25 豪州／男性／15-24 歳 100  2.9  

26 豪州／男性／25-34 歳 100  2.9  

27 豪州／男性／35-44 歳 100  2.9  

28 豪州／男性／45-54 歳 100  2.9  

29 豪州／男性／55-64 歳 100  2.9  

30 豪州／男性／65 歳以上 100  2.9  

31 豪州／女性／15-24 歳 100  2.9  

32 豪州／女性／25-34 歳 100  2.9  

33 豪州／女性／35-44 歳 100  2.9  

34 豪州／女性／45-54 歳 100  2.9  

35 豪州／女性／55-64 歳 100  2.9  

36 豪州／女性／65 歳以上 100  2.9  

オーストラリアと韓国の回答者は、男性と女性のそれ

ぞれにおいて 15 歳から 24 歳、25 歳から 34 歳、35 歳か

ら 44 歳、45 歳から 54 歳、55歳から 64 歳、65 歳以上の

回答者がそれぞれ 100 人である。台湾の回答者は、65 歳

以上の男性 54 人、女性 43 人を除いて、男子と女子のそ

れぞれにおいて 15 歳から 24 歳、25 歳から 34 歳、35 歳

から 44 歳、45 歳から 54 歳、55 歳から 64 歳の回答者が

それぞれ 100 人である。表 2 に回答者の年齢と性別の人

数を示す。 

2.1.4 質問項目の詳細 

3 つの調査では同様の質問を行い、質問項目は以下の

通りである。 

• 年齢、性別、最終学歴、専攻科目、年収の個人情

報 

• 新型コロナウイルスの自身の行動に関する質問 

• 自身の個人情報やプライバシー保護に関してど

のような情報に対して重要だと考えているかの

質問 

• 自身の日常取っている行動についての質問・自身

の生活習慣についての質問 

• 自身が生活の中で何を重要だと思い行動してい

るかについての質問 

2.2 分析の概要 

前述したアンケート結果を用いて、データを可視化す

るためにグラフを作成し、これをもとにコロナ禍におけ

る人々の行動変容に関する分析を行った。グラフは円グ

ラフ、折れ線グラフ、積み上げ棒グラフの 3 種類を作成

し、後述する 3 つの観点から分析を行った。 

2.2.1 国内での比較 

国内に対して行われた第 1 回のアンケートと第 2 回の

アンケート結果を比較し、人々の行動変容について分析

した。 

2.2.2 国内外の比較 

国内に対して行われたアンケート結果と国外に対して

行われたアンケートの結果を比較し、国内と海外での行

動や意識に関する違いを分析した。 

2.2.3 関連性の有無 

アンケートの項目同士に関連性があるかどうかを調査

するために、クロス集計を行い、連関係数を求めた。 

3. 分析の流れ 

データの前処理、可視化、統計量を用いた分析という

流れで分析を行った。 

3.1 データの前処理 

アンケートの条件分岐によって回答されなかった項目

に関しては、回答の値としてあり得ない、を割り当て、

欠損値として残し、分析を行った。 

3.2 データの可視化 

各アンケートの各項目に対して回答の分布を可視化す

るため、円グラフを用いた。 また、日本でのアンケート

の第 1 回と第 2 回の各項目の回答の推移を可視化するた

め、折れ線グラフを用いた。 さらに、項目同士の相関を

分析するため、各アンケートの項目に対してクロス集計
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を行い、その値と割合を、積み上げ棒グラフを用いて表

した。 

3.3 統計量を用いた分析 

より定量的な分析を行うため、クロス集計で項目の組

に対し、クラメールの連関係数を求めた。 

4. 結果 

本章で結果を示す。 

4.1 日本国内における調査の比較対象 

縦軸を回答者数、横軸を回答時期に設定し、折れ線グ

ラフを作成した（図 1〜図 5）。 

 
図 1 新しい生活様式を知っているか？ 

Figure 1 Do you know “New lifestyle”? 

 

「『新しい生活様式』を知っていますか」という質問

に対しては第 1 回目と第 2 回目を比較すると回答者の回

答選択肢の選択の傾向が変化している。 

 

図 2 Google マップの位置情報がオンかオフか 

Figure 2 Is Google Maps location information on 

or off. 

 

「グーグル・マップの位置情報を常にオンにしている」

に対する選択の傾向に変化は見られなかった。  

 

図 3  病状、病歴を重要視しているか 

Figure 3 Are medical history and medical 

condition important? 

「病歴・症状を大事にしているか」という質問の回答

の選択肢の選択の傾向に変化は見られなかった。 

 
図 4  PayPay などを利用しているか 

Figure 4 Do you use PayPay and so on? 

 

「〇〇pay を利用している」という質問の回答の選択

肢の選択の傾向に大きな変化は見られなかった。「全く

当てはまらない」と回答している人数が約 100 名減少し

ている。  

 

図 5 クレジットカードを使っているか？ 

Figure 5 Do you use credit cards? 

 

「クレジットカードを利用している」という質問の回

答の選択肢の選択の傾向に変化は見られなかった。  

4.2 ワクチン接種者割合の可視化の結果 

ワクチン接種者割合を可視化した結果を図 6〜図 8 に示

す。 

 
図 6 2022 年 1 月時点国内ワクチン接収状況 

Figure 6 Japanese vaccine acquisition status as of January 

2022 
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図 7 2022 年 10 月時点国内ワクチン接収状況 

Figure 7 Japanese vaccine acquisition status as of 

October 2022 

 
図 8 2023 年 3 月時点海外ワクチン接収状況 

Figure 8 World vaccine acquisition status as of October 

2023 

 

接種回数の変化は接種券の配布によって変化している。

注目するべきは、2022 年 1 月時点で「接種するつもりが

ない」、「まだ接種していない」と回答した人数の割合

の変化である。 

4.3 各データの解答割合の結果 

データをクロス集計し、積み上げ棒グラフを用いて可

視化した結果は以下の通りである（図 9〜図 14）。 

 

図 9 ジェンダーと国籍(日本 1 回目)(%) 

Figure 9 gender and nationality (First time in Japan) 

 

図 10 ジェンダーと国籍(日本 1 回目)(%) 

Figure 10 gender and nationality (First time in Japan) 

 

 

図 11 ジェンダーと国籍(日本 2 回目)(%) 

Figure 11 gender and nationality (Second time in 

Japan)(%) 

 

図 12 ジェンダーと国籍(日本 2 回目) 

Figure 12 gender and nationality (Second time in Japan) 

 

 

図 13 ジェンダーと国籍(海外)(%) 

Figure 13 gender and nationality (World)(%) 

 

 
図 14 ジェンダーと国籍(海外) 

Figure 14 gender and nationality (World) 

 

4.4 任意の質問 2 項目の関連の強さの分析の結果 

複数の質問項目のうち、2 項目の関連の強さを定量化

するためにクラメールの連関係数を活用し、2 項目の関

連の強さを分析した。クラメールの連関係数とは、クロ

ス集計表における 2 項目の関連性の強さを示す指標であ
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り、0 から 1 の間の値をとる。クラメールの連関係数は、

カイ二乗検定の検定統計量とサンプルサイズ、および行

数と列数の小さい方の値から計算されるクラメールの連

関係数は、相関係数と同様に、関連性の方向は示さない。

また、クロス集計表の行数と列数が異なっていても、比

較可能な値となる。クラメールの連関係数の計算式は次

の通りである。 

v = √
χ2

n × min(k − 1, r − 1)
 

まず、日本国内の 2 つのアンケートにおいて、「ジェ

ンダー」と「国籍」の間のクロス集計を行い、クラメー

ルの連関係数を算出した。具体的な質問内容は、「公に

したくない（人に知られたくない）大事な個人情報だと

感じるかどうかを、『まったく大事でない』から『とて

も大事である』までの 5 段階の中から 1 つだけ選んでく

ださい。なお、自分には該当しない場合は『該当しない』

を選んでください。」であり、この質問について「ジェ

ンダー」と「国籍」についての回答結果を用いて関連性

を調査した。 

日本国内で 2022 年 1 月に行われたアンケートでは連

関係数は 0.673 であり、「ジェンダー」と「国籍」の間

にはかなり強い関連性が見られた。具体的には、質問項

目 1 での回答が変化すると、質問項目 2 の回答も変化す

る傾向がみられた。同様に、2022 年 10 月に行われたア

ンケートでは連関係数は 0.580 であり、0.1 程度下がっ

たものの、依然として高い値を維持していた。 

次に、日本国外の 3 か国のアンケートにおいても同様

の分析を行った。その結果、3 か国全体におけるクラメー

ルの連関係数は 0.751 である。 

5. 考察 

先述した結果を受けて、考察を行った。 

5.1 日本国内で変化した行動傾向についての考察 

調査の結果一部の質問項目で回答者の回答の傾向に変

化がみられており、人々の行動に変化が見られている部

分がある。2022 年 1 月には新型コロナウイルスの感染拡

大で 34 都道府県にまん延防止等重点措置が適用された。

しかし、2022 年 10 月には政府は、新型コロナウイルス

の水際対策を大幅に緩和、入国者数の上限を撤廃するほ

か、個人の外国人旅行客の入国も解禁した。新型コロナ

ウイルス対策は 1 月と 10 月を比べると大きく異なると

いえる。そんな中、人々の行動の動機や物の見方はどの

ように変化していったのだろうか。まず、グラフ 9 を参

照されたい。「内容は知っており、実践している」と「知

らない」の回答者数が逆転している。 

まず、新しい生活様式について述べる。新型コロナウ

イルス（COVID-19）の流行に対処するため、日本政府は

「新しい生活様式」を提唱した。この新しい生活様式は、

感染症拡大の防止を目指し、社会全体の協力を得て、日

常生活や経済活動を再構築することを目指している。具

体的には、政府は感染拡大を防ぐために、以下のような

方針を打ち出した。まず、三つの密（密閉、密集、密接）

の回避である。これは、人が密集して集まる場所や、換

気の悪い密閉空間、また、密接なコミュニケーションを

避けることが重要であることを表す。これにより、感染

リスクを最小限に抑えることが目指された。  

次に、マスクの着用である。人との接触を避けるため

に、公共の場や人混みの中ではマスクの着用が推奨され

た。これは、感染拡大の防止に効果的な一手段として位

置付けられている。 

さらに、リモートワークやオンライン会議の推進であ

る。会社や組織において、可能な限りリモートワークや

オンライン会議を活用することが奨励された。これによ

り、密集したオフィス環境での感染リスクを軽減するこ

とが期待された。 

イベントや大規模集会の自粛に関して、大規模なイベ

ントや集会の自粛が求められ、その代替手段として、オ

ンラインでの開催や配信が推奨された。 

最後に手洗いや消毒の徹底である。感染防止の基本的

な手段として、手洗いや手指の消毒の徹底が呼びかけら

れた。 

これらの方針や行動指針は、新型コロナウイルス感染

拡大の防止と、社会経済活動の維持を両立させるために、

日本政府が提唱したものであり、個々の市民や企業、団

体がこれに協力することで、感染症対策に取り組むこと

が求められた。 

以上が、日本政府が国民に認知を測っていた「新しい

生活様式」である。グラフから読み取れるように、日本

政府によるこの「新しい生活様式」の普及は少なくとも、

2022年 1月から 2022年 10月にかけては失敗していると

考えられる。なぜならば、「知っている」と答える人数

が増えることは無く、「知らない」と答える人数が増え

ているからである。 

5.2 ワクチン接種状況の変化に対する考察 

ワクチンを 2022 年 1 月にすでに打っている人はその

まま10月には2回目、3回目の接種をしたと考えられる。

一方で 2022 年 1 月の段階でワクチンを打たない考えを

持っている割合には大きな変化が見られなかった。具体

的には 7.7%から 4%に推移している。 

5.3 クロス集計後の 2 項目の関連性に関する考察 

4.4 より、「ジェンダー」と「国籍」の間にはかなり強

い関連性が見られた。さらに、日本国内と比べて海外で

はさらに「ジェンダー」と「国籍」の間に強い関連性が

見られた。このことから、日本国内のアンケート回答者

の間には、「ジェンダー」と「国籍」の間に比較的強い関

連性があり、さらに日本国外のアンケート回答者の間で

は、その関連性がさらに強いことが理解できる。  

ジェンダーと国籍の関連性が高いことを複数の側面か

ら考察する。法的・制度的な面で考える。多くの国で、

出生時に性別が決定され、その性に基づいて国籍が付与

される。一方で、ジェンダー規範によっては、出生後に

社会的な性別が割り当てられることがある。この場合、

法的な性別と社会的なジェンダーアイデンティティが一
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致しないことがあり、国籍取得に影響を与える可能性が

ある。 

このように、ジェンダーと国籍にはさまざまな側面か

ら関連があり、その構造や影響は時代と共に変化してい

る。データから日本国内においてその関連性は維持され

ていることからも今後も 2 項目において強い関連が続く

と考えられる。 

6. まとめと今後の展望 

本研究では日本国内における時系列の異なる 2 つのデ

ータから人々の行動変容を検討と海外 3 か国との比較を

通じで日本固有の特徴の抽出を検討した。次のようなこ

とが判明した。 

日本国内では、2022 年 1 月から 10 月にかけて、新型

コロナウイルス対策が大きく変化したものの、「新しい

生活様式」の認知度は低下していた。ワクチン接種につ

いては、2 回目・3 回目接種が進んだものの、接種を拒否

する層の割合は大きく変わらなかった。「ジェンダー」

と「国籍」の関連性をクラメールの連関係数を用いて定

量的に判定し、「ジェンダー」と「国籍」の関連性につい

て多角的な考察を行った。 

今後は現在の日本国内の状況の調査や分析を検討し、

時間経過による人々の思想・行動の変化と日本国垣外の

比較を通じ、日本国内の居住者特有の特徴の発見を試み

たい。 
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予稿原稿（ポスター発表） 

⼋王⼦市図書館利⽤者データ分析に基づく 

図書館の利⽤促進の検討 

〇河原 睦起*1 江原 千尋*1 齋藤 楓華*1 宮本 洋介*1 飯尾 淳*1 

Consideration of Promoting the Use of the Library Based on the Analysis of Hachioji-city 
Library’s User Data 

Nobuki Kawahara*1, Chihiro Ehara*1, Fuka Saito*1, Yosuke Miyamoto*1, and Jun Iio*1 

Abstract - To increase the number of library users in Hachioji City, this study analyzed the data on usage provided by 
the nine libraries in Hachioji City, along with other open data. The ultimate goal of the analysis was to understand the 
current status of libraries through the mapping of data provided by the city and the analysis of open data and to make 
policy recommendations to improve the number of library users in Hachioji City. 
 

Keywords: Library usage, mapping, and increasing the number of library users 
 

1. はじめに 

本研究では、⼋王⼦市の図書館の利⽤者数を増やすこと
を⽬的として、⼋王⼦市内にある 9 つの図書館から提供し
ていただいた利⽤状況に関するデータを他のオープンデ
ータと合わせて分析を⾏った。 

近年、若者の本離れが加速する中で、⼋王⼦市の図書館
の主な利⽤年代層は図書館付近に住む中年代から⾼齢者
が中⼼という仮説を⽴て分析を⾏った。なお⼋王⼦市にあ
る 9 つの図書館の位置関係は図１の通りである。 

 
図 1 図書館の位置関係 

Figure 1 Library locations 
 

1.1 分析の⽬標 
今回の分析⽬標は、各図書館を利⽤している⼈が多く住

んでいる地域をマッピングすること、各図書館の貸出冊数
が多い地域をマッピングすること、また最後にマッピング
された状況を踏まえ、利⽤者向上のための施策提⾔を⾏う。
なお、マッピングについては、多い地域を濃い⾊で表⽰し、
数が減るにつれて、⾊の濃さも段階的に薄くする。 

2. 関連研究 

本章では、関連研究について説明する。 
2.1 地域活性化に寄与する公共図書館の役割 

嶋⽥学[1]では、地域活性化を「組織などの活動を活発
にすること、地域社会の諸活動が活発になること」と定義
づけている。⾃然環境の保全活動に⽬を向ければ、経済活
動の活発化が森林の減少というトレードオフを⽣むかも
しれないなど何を活発にするかは、住⺠を含む当該⾃治体
の政策判断いかに関わるとされる。また図書館が「活発化」
の諸相に鑑み、資料、情報を提供していくことは容易なこ
とではない。図書館員は資料だけでなく当該地域の個⼈と
活動諸団体について⼗分に理解するところからサービス
計画を検討しなくてはならない。ここで 2 つの関与⽅法に
分別した。 
2.1.1 個⼈⽀援 

1 つ⽬は個⼈⽀援である。個⼈が主体的な情報収集によ
って仕事のモチベーションや⼈間社会に対する信頼感を
⾼めれば個⼈が所属団体においてより活発に活動する蓋
然性は⼀般に⾼まるといえる。⾃治体に存在する企業の業
種、住⼈の就業する産業種別という統計情報を踏まえ⼟地
の事情に合った選書をすることが肝⼼である。 
2.1.2 地域⽀援 

2 つ⽬は地域の⽀援である。⾃治体政策において全⾯的
な情報提供ができるように各部⾨の施策・課題を踏まえた
うえで資料、情報の提供を⾏わなければならない。加えて、
同じ興味関⼼を持った住⼈や各施策の担当者（NPO等の
⽀援団体）との出会いに関与することも可能である。本と
読者の出会いによる気づきにとどまらず、本をテーマにし
た講演会では同じ興味関⼼を持った住⺠や⽀援団体との
出会いを提供することが可能である。 *1：中央大学  

*1：Chuo University 
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2.2 図書館サービスのあり⽅ 
⼤⾕康晴[2]では、過疎地域にある⼩規模⾃治体におけ

る持続可能な図書館サービスのあり⽅を検討した。⼤⾕の
研究では、千⼈単位の⼈⼝段階で図書館設置状況やサービ
ス関係の統計データを分析し、⼩規模⾃治体が図書館サー
ビスの提供に消極的ではなく、⼈⼝規模に応じた提供を検
討していることが明らかにした。⼀⽅で、図書館未設置⾃
治体は設置⾃治体に⽐べて⼈⼝減少が著しいと推定され
ている。これを踏まえ、容易に提供できる図書館サービス
のあり⽅を検討した結果、⼤⾕は、定型的な業務の技術的
な置き換えを進めること、⾼度な⼈員を集約して⽀援する
仕組みを構築することが肝⼼であると述べている。 

3. データの説明 

今回、⼋王⼦市の図書館からは登録者数、実利⽤者数、
貸出回数、貸出冊数、住⺠基本台帳⼈⼝の 5つのデータを
提供していただいた。 
3.1 登録者数データ 

図 2 に提供データ⼀覧を⽰す。また、図 3は登録者数デ
ータである。登録者数のデータは、昨年度に限定せず、地
域住⼈による図書館利⽤登録の数が記録されている。 

 

図 2 提供データ⼀覧 
Figure 2 Provided data 

 

 
図 3 登録者数データ 

Figure 3 Registrant data 
 

3.2 実利⽤者数データ 
図 4 に実利⽤者数データを⽰す。実利⽤者数のデータ

は、その地域の住⼈が 2022 年度(2022/04/01〜2023/ 
03/31)に 1 回でも図書館を利⽤した数が記録されている。 

 
図 4 実利⽤者数データ 
Figure 4 Actual user data 

 
3.3 総貸出回数データ 

図 5に総貸出回数データを⽰す。総貸出回数のデータに
は、その地域の住⼈が 2022 年度(2022/04/01〜2023/ 
03/31)に図書館を利⽤した回数が記録されている。 

 
図 5 総貸出回数データ 

Figure 5 Total loan count data 
 

3.4 総貸出冊数データ 
図 6に総貸出冊数データを⽰す。総貸出冊数のデータも
総貸出回数のデータ同様、2022 年度(2022/04/01〜2023/ 
03/31)にその地域の住⼈による総貸出冊数が記録されて
いる。 

 
図 6 総貸出冊数データ 

Figure 6 Total number of books lent data 
 

3.5 住⺠基本台帳⼈⼝ 
図 7に住⺠基本台帳⼈⼝データを⽰す。住⺠基本台帳⼈
⼝データは、市⺠課ドキュメントセンターまたは市HPよ
りダウンロードされたものであり、地域ごとに⽇本⼈と外
国⼈を合計した世帯数、また⽇本⼈と外国⼈を合計し、男
性、⼥性別⼈⼝、総⼈⼝数が記載されている。 
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図 7 住⺠基本台帳⼈⼝ 

Figure 7 Basic resident ledger population 
 

3.6 図書館利⽤者の情報⾏動の傾向及び図書館に関する
意識調査 

図 8 に図書館利⽤者の情報⾏動の傾向及び図書館に関
する意識調査データを⽰す。これは国⽴国会図書館が提供
している令和元年度に⾏なわれたオンライン形式のアン
ケート調査データあり、図書館に関することを始め調査対
象⾃⾝のさまざまな属性を聞いた 46 項⽬の質問で構成さ
れている。調査対象は 20 歳以上の⽇本在住者であり有効
サンプル数は 5000 件である。 

 

 
図 8 図書館利⽤者の情報⾏動の傾向及び図書館に関する

意識調査 
Figure 8 Survey of library users' information behavior 

trends and attitudes toward libraries 

4. 分析⼿法 

本章では、⽤いた分析⼿法について説明する。 
4.1 各図書館の総貸出冊数のグラフ・マッピング 

まず貸出冊数のデータを⽤いて図書館ごとに貸出冊数
が多い地域を降順で並び替え、上位 10地域をグラフに出
⼒した。マッピングに関しては、最初に⼋王⼦市の町デー
タ、図書館の位置データをダウンロードし、地図、町丁⽬
区画を重ねて表⽰した。問題なく表⽰されることを確認し、
次に図書館の位置データを地図上で読み込み表⽰させた。

その後、先ほど⾏った図書館ごとに貸出冊数が多い地域を
降順に並び替えた貸出冊数のデータを⽤いて、まずは”区
内のみ”表⽰させる形にした。次に、ページヘッダや図書
館名など不要なカラムを削除し、”地区”,”全館合計”だけを
抽出した。その後、区画データを持つ表とマージし、全館
合計の総貸出冊数に応じた⾊を返す関数を定義した。最後
に、スタイル関数を定義し、地図を描いた。 
4.2 実利⽤者割合のマッピング 

これは各地域の住⺠の数と実利⽤者数の割合を地図に
可視化したものである。実利⽤者数の表から市内市外区分
のうち区内だけを抽出し、地区と利⽤者数の列だけを残す。
e-Stat からいただいている⼋王⼦の地区ごとの⼈⼝も地
区と住⺠数の列を残し、この２つを結合して計算する。計
算としては、「（実利⽤者数 / 住⺠数 ＝ 利⽤者密度）
/  ⼋王⼦で⼀番利⽤者密度の⾼い数値」として来館者密
度⽐を算出している。そして値が 0.5増えるたびにマップ
に塗られる⾊が段々⾚⾊に近づくようになっている。この
地図に図書館の位置を表すピンを重ね、図書館ごとに出⼒
することで⾒⽐べられるようにしている。 

 

 
図 9 中央図書館の地域別の実利⽤者割合（広域利⽤され

ている図書館） 
Figure 9 Percentage of actual users of the Central Library 

by region 
 

 
図 10 由井市⺠センターみなみ野図書館の地域別の実利

⽤者割合（狭い地域で利⽤されている図書館） 
Figure 10 Percentage of actual users of Yui Civic Center 

Minamino Library by region 
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4.3 世代別実利⽤回数割合 
⼋王⼦市の住⺠基本台帳⼈⼝から 20 代から 80 代、⼋

王⼦市内に住む各世代の⼈⼝で利⽤者数を割ることで、⼋
王⼦市全体の各世代の利⽤状況を⽰した。 
4.4 世代別のクロス集計 

全国の図書館利⽤者の傾向を世代別で把握するために、
図書館利⽤者の意識調査から各世代のサンプル数とその
他の属性でそれぞれクロス集計を取った。その他とは⼀年
間の読書量、図書館に⾏く⽬的、本の⼊⼿⽅法である。対
象は 20代、30代、40代、50代であり、20代では結果に
偏りが⽣まれることを考慮して、学⽣はデータから除外し
ている。 

5. 分析結果 

データ分析を⾏った結果、図書館の利⽤状況や地域特性
を把握し、地域密着型の施策を提案することが重要である
ことが分かった。貸出冊数や実利⽤者割合の地図表⽰を通
じて、各地域の特性や需要を可視化した。施策の⽅向性を
定め、世代別の利⽤傾向やクロス集計を⾏ったところ、ニ
ーズに応じたサービスの提供が可能であることが分かっ
た。これに基づき、地域密着型の図書館施策が、図書館の
活性化と地域コミュニティの発展に寄与する可能性があ
ることが⽰唆された。 
5.1 利⽤者割合 

利⽤者数割合は図 11 に⽰しているグラフのようになっ
た。グラフから 23〜29歳のグループの使⽤率が最⼩とい
うこと、また 30 代と 40 代のグループの半分程度しかな
いことが分かる。 

 

 
図 11 世代別利⽤回数割合 

Figure 11 Percentage of times used by generation 
 

5.2 全国アンケート（世代別⽐較） 
最初に全国の 1 年間の読書量に世代間に差があるのか

グラフにした結果は図 12 および図 13 のようになる。グ
ラフから全国に各世代に顕著な読書量の差があるとは⾔
えないと分かる。 
次に図書館に⾏く⽬的について世代別でグラフしたと

ころ図 14に⽰すような形になった。グラフから仕事・勉
強をすることを⽬的とする利⽤者の割合は若い世代ほど
多く、資料の閲覧や借⼊、返却は上の世代ほど多くなるこ
とが分かる。 

 
図 12 1 年間で読む冊数(紙の本)※学⽣除外 

Figure 12 Number of books read in a year(The Paper 
Book) 

 

 
図 13 1 年間で読む冊数(紙⼩説)※学⽣除外 

Figure 13 Number of books read in a year (The Paper 
Novels) 

 

 
図 14 図書館に⾏く⽬的※学⽣除外 

Figure 14 Purpose of going to the library 
 

最後に各世代の本の⼊⼿⽅法をグラフにした（図 15お
よび図 16）。図 15のグラフから⼩説やその他の本は基本
どちらも⽐較的に若い世代ほど書店などで購⼊や周囲の
⼈から借りたりする傾向があり、上の世代ほど図書館で借
りる傾向が⾒られる。 

これらのアンケートのグラフから⼋王⼦市内の図書館
利⽤者割合において 20 代が 30、40、50 代より少ないこ
とについて原因が推測できる。 

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

119



 
図 15 ⼩説を読む⼈の本の⼊⼿⽅法※学⽣除外 

Figure 15 How to get a copy of the novel reader's book 
 

 
図 16 ⼩説以外の本の⼊⼿⽅法※学⽣除外 

Figure 16 How to obtain books other than novels 
 

まず、読書量の違いにより利⽤者割合に差があると考え
られるが読書量に顕著な差は⾒られないことから、他の要
因があることが考えられる。そこで図書館の使⽤⽬的の違
いを⾒てみると、若い世代は作業スペースとしての図書館
の利⽤の割合が多く、資料の閲覧、借⼊、返却などの本を
読むための場所としての利⽤の割合は上の世代が多いこ
とが分かった。そこからまた本の⼊⼿⽅法が若い世代ほど
図書館以外を⽤いるのに対して、上の世代ほど図書館で借
りる傾向があることと対応している。それらから学⽣を抜
いた 20代は図書館で本を借りず作業スペースとして使⽤
している⼈達の存在が考察できる。 

6. 考察 

これらの分析結果から、２つの利⽤促進案を考察として
まとめる。中央図書館と⽣涯センターの２つ以外の図書館
を「地域密着型図書館」と呼び、利⽤促進を⽬指す。１つ
⽬は、図書館に全く来ない⼈をターゲットとしにカフェや
レストランの併設をすること。２つ⽬に図書館には来るが
貸し出しサービスを利⽤しない⼈をターゲットとし、スタ
ンプカード・ポイント制度の実施を提案する。 
6.1 カフェやレストランの併設 

１つ⽬の案は図書館を利⽤していない若い年代の⼈が
作業場として新しく図書館を活⽤してもらうことや、リラ
ックス・コミュニケーションの場として活⽤してもらうこ
とを想定している。そして、そのついでとして併設された
図書館と本に興味を持ってもらうことを期待している。 

 

図 17 利⽤促進案① 
Figure 17 Utilization Promotion Proposal (1) 

 

6.2 スタンプカード・ポイント制度 
２つ⽬の案はすでに図書館を利⽤していて貸し出しサ

ービスを利⽤していない⼈たちにより貸し出しサービス
に興味を持ってもらうことを期待している。スタンプカー
ドやポイント制度によって本を読む「動機付け」としての
役割を期待している。 

 

 
図 18 利⽤促進案② 

Figure 18 Utilization Promotion Proposal (2) 
 

以上２つの利⽤促進案を考察とする。 

7. 終わりに・今後の展望 

本研究では図書館から得たデータを分析し、貸出冊数の
グラフ・マッピング、実利⽤者割合のマッピング、世代別
実利⽤回数割合、世代別クロス集計を⾏った結果、利⽤者
数が増えれば貸出冊数と貸出回数が共に増えることが明
らかになった。よって、分析結果より図書館を普段から利
⽤しない⼈をターゲットにすべきであると⽰唆できるで
あろう。さらに図書館にきても図書の貸出を利⽤しない⼈
に興味を持って貰うことで利⽤者が増えると思われる。地
域特性や利⽤傾向を考慮した地域密着型のカフェやレス
トランの併設、スタンプカード・ポイント制度の導⼊など、
新たな利⽤者層の獲得と既存利⽤者の動機付けが促進さ
れる可能性がある。これにより、図書館の社会的役割が強
化され、地域コミュニティの結束⼒が⾼まり、利⽤者数の
増加につながることが期待される。ゆえに、⼋王⼦市の図
書館利⽤者を増やすためには、図書館に興味を持ってもら
える施策の設定、新たな利⽤者獲得と利⽤者リピーター化
が必要であるといえる。  
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しかし、いくつかの限界点がある。第 1 に、本研究では
⼋王⼦市の図書館データを⽤いて分析を⾏ったが、個⼈情
報保護の観点から借りた書籍の種類等分析が出来ない項
⽬があった。地域の特性をより正確に捉えるためには、詳
細なデータが必要である。第 2 に、2022 年度のデータを
⽤いたが、2023年以降新型コロナが５類に移⾏したため、
本研究結果と⼤きく異なる可能性がある。よって、今後も
継続して同様の調査を⾏っていく必要があるだろう。 
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予稿原稿（ポスター発表） 

The Impact of High-Reward Items on Working Memory Decision-

Making in Sequential Tasks 

Minghung Cheng*1, Juiwen Peng*1 

Abstract - The purpose of this study was to investigate the effects of a high-return item on working memory decisions 

in a sequential memory task. Working memory is an important component of the cognitive system, responsible for 

temporary storage and processing of information. Previous studies have shown that items with high payoff can attract 

attention and enhance working memory performance. However, the effects of high-return items in sequence memory 

have not been fully understood, especially given the variability of sequence structure. The present study aims to delve 

deeper into the effects of high-reward items on attention enhancement and decision preferences in order to understand 

their specific effects on serial memory performance and behavioral choices. To achieve this, we will utilize the sequence 

task as a measurement tool to observe participants' performance in the sequence memory task. We will assess participant 

differences in memory breadth and attentional preferences for high-return items to explore the specific effects of high-

return items on memory performance and decision behavior. 

Keywords: incentives, working memory, sequences, decision making 

1. Introduction

1.1 Background and Motivation 

Working memory, a cognitive system with limited capacity, 

temporarily stores information for short periods and facilitates 

retrieval and decision-making. It forms the basis for tasks such 

as conversation, reading, and calculation, playing a crucial role 

in daily life and learning. Psychologist Miller[1]found that the 

breadth of human working memory is limited, typically able to 

retain only five to nine items at once, with an average of around 

seven, known as the "magic number: 7±2". 

Working memory involves the storage and retrieval of 

information in sequential order. In sequential memory tasks, 

working memory performance may be influenced by various 

stimuli, including the characteristics, order, similarity, 

incentives, and repetitions of items. When faced with high-

reward items, their potential attractiveness may affect working 

memory decision-making. However, due to the limited capacity 

of working memory, we can only process a limited number of 

items simultaneously. Exceeding this limit may result in 

information omission or confusion, leading to missed high-

reward items. 

Working memory, crucial for storing and retrieving 

information in sequential order, is influenced by various stimuli 

like item characteristics, order, similarity, incentives, and 

repetitions in sequential memory tasks. High-reward items can 

sway working memory decision-making due to their allure, yet 

the limited capacity of working memory means only a finite 

number of items can be processed simultaneously. Exceeding 

this limit risks information omission or confusion, potentially 

causing missed high-reward items. While research shows high-

reward items significantly impact working memory by directing 

attention towards them, their full effect in sequential memory 

tasks remains unexplained. Understanding how high-reward 

items affect memory performance and decision-making in 

sequential tasks under limited memory capacity warrants 

further investigation. 

1.2 Research Objective 

In today's fiercely competitive environment, working 

memory decisions are crucial for individual and organizational 

success. Working memory capacity is influenced by 

environmental changes and stimuli, particularly variations in 

high-reward items within sequential tasks, which play a 

significant role in memory capacity and decision-making 

behavior. Currently, the understanding of how high-reward 

items impact working memory decisions is incomplete. This 

study aims to investigate how variations in high-reward items 

within sequential memory tasks affect working memory 

decisions, with specific objectives including: 

1. Investigating whether high-reward items enhance

sequential memory capacity and assessing their

impact on memory accuracy.

2. Exploring how the certainty of high-reward items

influences strategy selection and risk preferences in

working memory decisions.

3. Examining the influence of different characteristics of

high-reward items on memory decisions to understand

their degree and patterns of impact.

4. Risk Preference: Individuals' attitudes towards risk

vary, influencing their acceptance of high-reward

items, shaped by personality, experiences, and values.

Through these investigations, we aim to gain a deeper 

understanding of the working memory decision-making process 

and enhance awareness of the influence of high-reward items. *1：國立台北科技大學創新設計研究所

*1：National Taipei University of Technology
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2. Literature Review 

2.1 High-reward item 

High-reward items, enticing due to their potential for high 

returns, significantly influence individuals' attention, 

motivation, and behavior. The following psychological 

concepts from cognitive psychology and consumer behavior aid 

in understanding this phenomenon[2]: 

1. Reward Sensitivity: People's heightened sensitivity to 

rewards inclines them towards high-reward items, 

primarily regulated by the brain's reward system, 

which increases pleasure through dopamine release. 

2. Choice Preference: Faced with high-reward items, 

individuals tend to choose them, as the allure of high 

rewards enhances motivation to pursue these options. 

3. Delay Discounting: Individuals prefer immediate 

rewards, often undervaluing the future rewards, 

especially in high-reward contexts. 

4. Risk Preference: Individuals' attitudes towards risk 

vary, influencing their acceptance of high-reward 

items, shaped by personality, experiences, and values. 

Research indicates that participants typically demonstrate 

better working memory performance in high-reward tasks 

compared to low-reward ones. In conclusion, high-reward items 

stimulate individuals' engagement, enhance motivation, and 

positively impact cognitive abilities. 

2.2 Motivation of High-Reward Item Memory 

High-reward items can motivate individuals' behavior and 

memory capabilities, enhancing motivation, attention, and 

focus, and promoting task engagement. Recent research 

suggests that the degree of attentional capture by stimuli and 

rewards affects learning about the relationship between them 

[3]. During the encoding of high-reward items, individuals 

allocate more resources[4], leading to better encoding in 

working memory and easier retrieval compared to low-reward 

items[5]. 

High-reward items also enhance individuals' emotional state 

and positive emotions, further improving memory and 

cognitive performance. Studies indicate that participants 

receiving high rewards exert more mental effort on cognitive 

control tasks[6]. Additionally, high-reward incentives can 

induce attentional capture[7]. 

Psychological research has found various motivational 

factors associated with high-reward items enhancing cognitive 

performance, including operant conditioning theory and 

reinforcement learning theory. Rewards focus attention on task-

relevant information with high priority, even under high 

working memory load. People prioritize learning specific 

information during the learning process to maximize 

rewards[8]. Understanding the allocation of attention is crucial 

under conditions of complex task demands. 

2.3  Working Memory and Decision-Making 

Working memory, a core structure in cognitive psychology, 

is a vital component of cognitive control used for temporarily 

retaining and manipulating information. Research indicates that 

working memory capacity is limited, typically able to handle 

only a few items simultaneously[9]. The mainstream classical 

capacity theories, such as Miller's "magic number" 7 and 

Cowan's 4, underscore this limitation. 

Despite research on the relationship between working 

memory and other cognitive processes, the exact mechanisms 

of capacity limitations remain contentious. In daily life, 

working memory assists in understanding contexts, completing 

tasks, problem-solving, and planning for the future. Selective 

attention is closely linked to working memory, allowing us to 

select and maintain task-relevant information while filtering out 

interference. Studies suggest that working memory relies on 

priority states, where certain memories have qualitative 

distinctions from others in specific context. The close 

association between selective attention and working memory is 

observed in relevant theoretical models. 

One commonly used method to measure working memory is 

the serial recall task, originating from Murdoch's[10] free recall 

task. In this test, participants view a list of items presented as 

words, with each word shown only once. After the sequence 

ends, participants are asked to recall the items immediately, 

without the need to recall them in the order presented. This test 

method generates a serial position curve through statistical 

analysis, typically showing a U-shaped curve when plotting 

recall accuracy against item position, this is known as the 

“serial position effect”. ( Referencing Figure 1) 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 1 Serial position effect 

High-reward items have a positive impact on working 

memory capacity. They induce motivation, thereby enhancing 

attention and engagement, enabling participants to utilize 

working memory more effectively for decision-making. 

Research indicates that high-reward items can enhance 

participants' task focus, prompting them to use working 

memory more actively, thus improving task performance [11]. 

To understand the impact of high rewards on working memory, 

many studies use sequential tasks to measure working memory 

capacity. Sequential tasks involve remembering and processing 

a series of items, measuring working memory capacity, 

attention control, and executive functions. 

Based on these studies, high-reward items may facilitate 

participants' memory and processing abilities in sequential 

tasks. The motivational effects of high-reward items lead 

participants to be more focused and engaged in tasks, thereby 

enhancing working memory efficiency. 
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3. research method 

3.1 Experimental Design Description 

This experiment will recruit 30 participants aged between 20 

and 30 who have completed at least 12 years of Chinese 

education, have corrected visual acuity of at least 0.8, and are 

native Chinese speakers. The experiment will be conducted in 

a university classroom using a 17.3-inch screen to display 

words against a white background at the center, with a viewing 

distance of 60 cm from the participants to the screen. To 

minimize lighting disturbances, a ring light studio setup around 

the screen will be used, and a camera will record the 

participants' response process. The experimental method 

involves a "sequence" task using 600 high-frequency Chinese 

bi-character words selected only from nouns to prevent 

semantic chaining due to part of speech differences, ensuring 

the precision of the memory test as per the Ministry of 

Education, ROC's "Concise Dictionary of Chinese - Abridged 

Edition Editing Material Frequency Statistics Report." Each test 

sequence will include 20 "Chinese bi-character words," 

displayed one word per page, with tasks featuring a mix of 

words in red and black, and the number of red words varying as 

4, 6, or 10, with a control task featuring only black words. 

Participants will be informed before the experiment that red 

words are worth 5 points and black words 1 point, with 

accumulated points exchangeable for gifts corresponding to the 

points scored.Experimental Procedure: 

Participants must pay attention and remember the words 

displayed on the screen. Each word is presented for 2000 

milliseconds, immediately followed by a 300-millisecond full 

white screen before the next word appears. The stimulus onset 

asynchrony (SOA) is 1500 milliseconds. The sequence of the 

two-character words in the list is random, and high-reward 

words are also randomly distributed throughout the sequence.  

 

 

 

 

 

Figure 2 Sequence Playback Diagram 

1. Participants will be presented with a continuous 

playback of 20 Chinese bi-character words on the 

screen. 

2. Immediately after the presentation of the stimuli, 

participants will be required to freely recall and write 

down the words that appeared in the sequence on the 

experimental response sheet. 

3. After completing the recall task, participants will be 

engaged in a distractor task involving mathematical 

calculations using addition and subtraction. This aims to 

prevent interference from the previous memory task on 

the subsequent experiment. Once the mathematical task 

is completed, participants will proceed to the next task. 

4. Analyze results 

Based on the experimental results shown in Figure 3(Line 

chart of average memory accuracy (from left to right: high-

reward quantities of 4, 6, 10). It is evident that tasks containing 

different quantities of high-reward items exhibited a noticeable 

improvement in overall memory accuracy compared to tasks 

without high-reward items. As shown in Table 1, it can be 

observed that in sequences containing high-reward items, 

participants' average memory accuracy significantly increased 

by 26% (the compared sequential positions are the same). 

Similarly, as indicated in Table 2, there was also a 6% 

improvement in the overall average memory accuracy across all 

tasks. These findings further support the positive impact of 

high-reward items on working memory performance and 

underscore the importance of prioritizing resource allocation in 

cognitive tasks to enhance memory efficiency. 

 

 

 

 

Figure 3 Line chart of average memory accuracy 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 4 Line chart of overall average memory accuracy across   

       tasks. 

 

Table 1 Average correct memory rate statistics for high-reward  

      item positions in the sequence. 

 

 

 

 

 

 

Table 2 Average correct memory rate statistics for high-reward    

      item positions in the sequence. 

 

 

 

 

 

 

5. Conclusion 

This study aimed to investigate the influence of high-reward 

items on working memory decisions in sequential memory 
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tasks. The results indicate that sequences containing high-

reward items significantly enhance participants' memory 

accuracy, with a more pronounced effect observed in sequences 

with a higher number of high-reward items. The average 

memory accuracy for positions with high-reward items in the 

sequence showed a significant increase of 26%, while an overall 

average memory accuracy improvement of 6% was observed 

across all tasks. These findings further support the positive 

impact of high-reward items on working memory performance, 

emphasizing the importance of resource allocation for 

enhancing memory efficiency. The results of this experiment 

underscore the significance of high-reward items in sequential 

memory tasks and provide empirical evidence supporting the 

prioritization of memory resource allocation for improved 

working memory performance in cognitive tasks. 
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予稿原稿（ポスター発表） 

The effect of the phonetic correlation of words  

on working memory 
Yifan Lee*1, Juiwen Peng*1 

Abstract - When people are faced with diverse information and complex content, they often organize it into groups and 
rearrange it to simplify the information they need to remember. For example, grouping words with similar sentence 
patterns or the same rhyme scheme into the same group. This method of linking words that have the same pronunciation 
together to be memorized improves the efficiency of encoding and storing information, and is often used in graphic 
design, presentation layout, and commercial advertisements. 
In order to understand the effects of phonology on working memory and to identify the phonological variables that may 
affect memory, this study examines three types of phonological associations that are commonly seen in daily life, 
namely, initial, final and initial-final same shape, and observes how phonologically identical words and phrases affect 
working memory when they are arranged in a single layout. 
 
Keywords: working memory, phonetic correlation, phonological encoding 

 

1. Introduction 

1.1 Study background 
Advertisements, posters, web pages, books, newspapers, 

magazines, and other materials that can be seen 
everywhere in our daily life are all created to convey 
information to people. Whether actively or passively, 
individuals are immersed in numerous and diverse pieces 
of information every day. However, most of this quickly 
assimilated information is also rapidly forgotten. These 
fleeting memories that enter the mind and are swiftly 
erased are what we call short-term memory, also known as 
working memory. 

British psychologists Alan Baddeley and Graham Hitch 
proposed an expanded and revised version of the working 
memory model focusing on short-term memory. 
Structurally, working memory is composed of three 
modules: the central executive, the phonological loop, and 
the visuospatial sketchpad. Functionally, working memory 
not only stores information but also manipulates it and 
possesses selection and execution capabilities. The 
theoretical analysis of memory does not rely solely on the 
eyes and the brain to run two organs but includes the 
participation of the phonological system, as well as the 
ability to simultaneously save and transform the visual and 
spatial mental images. The external information received 
by the eyes, through analysis and transformation time and 
time again ultimately converges to the brain center. The 
brain comprehensively integrates the information to 
produce an overall understanding of things. [1] 

When memorizing a variety of information and content, 

people often use abbreviations, mnemonics, and rhymes. 
For example, in a series of new advertisements launched 
by UberEats, words with similar endings such as 
頭條(toú tiáo、headlines) / 油條(yóu tiáo、doughnuts),  
壞蛋(huài dàn、baddy) / 雞蛋(jī dàn、eggs),  
教頭(jiào tóu、couach) / 蒜頭(suàn tóu、garlic), etc.,  
are combined with humorous short dramas to leave a deep 
impression on people. (Referring to Figure 1)In the movie 
"Train to Busan", the title plays on the word’s 失速(shī sù、
stall) and 屍速(shī sù、zombie), both of which have the 
same pronunciation but have different Chinese glyphs, 
quickly evoking the image of a runaway train and zombies 
for the audience. (Referring to Figure 2) The common 
purpose of these methods is to assist people in memorizing, 
and the shared approach is to link sounds with the things 
people want to remember. Thus, it is evident that using 
sound to aid memory is an effective practice. 

 
 
 
 
 
 
 

Figure 1 commercial: Uber Eats 
 
 
 
 
 
 
 
 

Figure 2 movie poster: Train to Busan 
 

*1：Taiwan, National Taipei University of Technology, Department of 
Industrial Design / 臺灣 國立臺北科技大學 工業設計學系 
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Figure 3 poster: Chicago ducky derby 
 

1.2 Study purpose 
In previous studies, various variables such as the proportion 

of text colors, changes in text size, comparisons of different text 
colors, and chunking size of word groups have been used to 
investigate whether working memory can be effectively 
enhanced by altering different variables. Therefore, this study 
adopts a new variable: the association between memory and 
phonology, to explore whether the inclusion of phonological 
correlation words in a group of information to be memorized 
affects people's performance in working memory. Based on the 
core of the aforementioned research, this study will sequentially 
examine three directions: 

(1) Does phonological correlation affect working memory? 
How does it affect? 

(2) Are the effects on working memory uniform across 
different phonological correlations? 

(3) How does changing the position of phonological 
correlation words affect the total number of memories? 

2. Literature Review 

To understand the influence of phonological correlation on 
working memory and explore various factors that may affect 
memory, this chapter will draw on past relevant literature to 
substantiate the research topic. Through the collection of 
theoretical concepts related to working memory from previous 
works, summarizing the operation of the phonological system, 
and delineating the relationship between memory and 
phonology. Exploring and clarifying all the data that are still 
doubtful and uncertain one by one, we will put forward the core 
of the research and the methodology of this study. 
2.1 Visual and Phonology Integration 

It is widely experienced in daily life that even in quiet 
environments, individuals can hear the inner voice speaking to 
them, or printed texts automatically convert into spoken 
language within the mind while reading. This phenomenon is 
referred to as internal monologue, it is known as self-talk or 
inner speech. It provides a verbal narrative of one's thoughts and 
is often most effective when people are planning, problem 
solving, self-reflection, reading lecture and memorize, and it 
also helps us facilitates smoother more smoothly during the 
reading process. [2]  

Previously, it was believed that reading stored visual words 
based on the shapes of individual letters or words. However, 
this is nearly impossible as there are numerous words with 

similar shapes, leading to many memory errors if readers rely 
solely on visual word forms for memorization. Research by 
reading development experts Linnea C. Ehri [3-5] suggests that 
when graphemes in spelling are associated with phonemes in 
word pronunciation, written words are stored in memory. When 
encountering an unfamiliar word, we decode it by converting 
graphemes into phonemes, ensuring that spelling is combined 
with pronunciation in memory. Repeated spelling and 
pronunciation of words help retain new vocabulary in memory 
and associate pronunciation with meaning, forming a lexical 
unit. 

The phonological loop model proposed by Baddeley, 
Kopelman, and Wilson [6] involves two main systems for 
immediately retaining vocal information: the phonological 
short-term store (STS) and the articulatory rehearsal process. 
The STS located in the inferior parietal lobule part of the brain, 
is responsible for input and provides the main storage capacity 
area. The articulatory rehearsal process is related to vocal 
production, whose main function is to recover traces of 
phonological memory, prevent its decay and reduction, and 
transfer visually presented information to the STS. In addition 
to retaining information immediately, the role of phonological 
short-term memory also includes acquiring new phonological 
details. When encountering unfamiliar sound sequences, such 
as new words in one's native language or vocabulary in a 
foreign language, this system also involves aspects of language 
comprehension. [7] [8]  

The information transmission process of phonetic data is 
depicted in the phonological loop model in Figure 4: (A) 
Phonological analysis (B) Phonological STS (C) Phonological 
output buffer (D) Visual analysis and STS (E) Orthographic to 
phonological recoding. The input process for auditory 
information involves acoustic and phonological analysis (A), 
gains direct access to a phonological store (B), and then 
transmits through rehearsal to an output buffer (C) for recall or 
recycling through rehearsal. The input process for visual 
information involves visual analysis (D), followed by gaining 
access to the phonological store through rehearsal (E), and 
finally through rehearsal to the output buffer (C). [9] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Figure 4 model of the phonological loop 

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

127



2.2 Duration of Phonological Memory 
The most crucial characteristic of short-term memory is its 

limited duration of information retention. Without rehearsal, 
most information held in short-term memory lasts only a short 
time, typically between 5 to 20 seconds, with a maximum 
duration of no more than 1 minute. Hence, short-term memory 
is sometimes referred to as "telephone number memory", akin 
to dialing a phone number immediately after looking it up, only 
to promptly forget it thereafter. Research by psychology 
professor Russell Revlin [10] suggests that the duration of 
short-term memory is limited, lasting only about 18 seconds 
without continuous rehearsal, indicating rapid decay over time 
as an essential condition of short-term memory models. 

The concept of decline in short-term memory usually 
coincides with the idea of rapid covert rehearsal. To maintain 
information in short-term memory over the long term, it is 
necessary to rehearse this information. Rehearsal involves 
mentally repeating information, thereby keeping it active in 
short-term memory, it can be done aloud or silently through 
inner speech. With each repetition allows the information to re-
enter short-term memory, extending its storage time by an 
additional 10-20 seconds, which represents the average 
retention time of short-term memory. [6] [11] 

Echoic memory refers to the specific sensory memory 
storage of auditory information. The acoustic sensory memory 
that people perceive is in the form of echo memory, and the 
auditory information is divided into the received phonology and 
the internal monologue. Echoic memory has a slightly longer 
storage time than visual image memory, it can retain auditory 
information for 3-4 seconds. This echo creates a resonance in 
the brain that is repeated for a short period after the auditory 
stimulus is presented. 

Human auditory sensory memory strengthens with age, 
reaching its peak around the age of 18 and gradually declining 
as physical functions diminish around the age of 60. Although 
there is limited research on infants, experimental results suggest 
that infants can store auditory information in sensory memory, 
with retention times ranging from 0.7 to 1.4 seconds. The 
retention time increases as children grow older, with 2-3-year-
olds retaining information for 1-2 seconds, 4-year-olds slightly 
longer, and 6-year-olds retaining information for 3-5 seconds.  
Children aged 6-10 retain memory traces for approximately 1.4-
8 seconds. Around the age of 18, individuals reach a peak 
retention time of approximately 10 seconds, which then 
declines again in old age. [12] 

Baddeley's model of working memory is one of the most 
important theoretical bases for the formation of short-term 
memory as it is recognized by modern cognition. The operation 
of working memory consists of four modules: the central 
executive, the visuospatial sketchpad, the phonological loop, 
and the episodic buffer. The visuospatial sketchpad is 
responsible for the processing of visual information in iconic 
memory, while the phonological loop handles auditory 

information in two different ways. The first is phonological 
storage, which retains information for 3-4 seconds before decay, 
longer than iconic memory (lasting less than 1000 milliseconds). 
The second is the rehearsal process, which uses inner speech to 
maintain memory traces.(Referring to Figure 5)[1] [13]  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Figure 5 model of the phonological loop 
 

2.3 The impact of phonological similarity on memory 
Conrad [14] conducted experiments where participants were 

shown screens containing sequences of 6-20 words in a 
randomized order that appeared only once, such as GRCFND, 
and were asked to recall these strings. It was found that the most 
common errors participants made while memorizing the strings 
were typically phonetic transitions in nature, such as mistaking 
GRCFND for GRCSND, substituting the phonetically similar S 
for F, while rarely mistaking F for visually similar letters like E. 
Since almost all the errors in this experiment were primarily 
phonetic, it can be reasonably inferred that participants utilized 
the phonological loop during memory recall, resulting in 
numerous phonetic confusions, known as the phonological 
similarity effect. The results supported the notion that 
individuals tend to encode visually presented information into 
phonological forms for memory retention, suggesting a 
preference for phonetic processing even when the information 
is initially presented visually. [7] 

Acheson, Postle, and MacDonald[15] examined the 
interaction of different factors: phonological, 
pronunciation, and lexical semantics by manipulating 
them. The results suggested an interaction between lexical 
semantics and phonological factors in working memory, 
with the magnitude of the phonological similarity effect 
depending on whether the recalled words were abstract or 
concrete. This indirect interaction highlights the necessity 
to consider other levels of language representation, such 
as functional and positional order, in addition to phonetic 
or acoustic representations, for a comprehensive 
description of working memory. It remains to be 
determined how different language representations 
interact over time and whether language representations 
primarily affect retrieval during recall or also play a 
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significant role in phonetic encoding and memory 
retention processes. 

3. Methodology 

Three types of phonological correlation: initial-character 
glyph, final-character glyph, and initial-final-character glyph, 
together with randomly selected two-character nouns, were 
arranged in a layout for the participants to memorize and recall. 
An experiment was conducted to explore, measure, and 
evaluate how the phonological correlation of Chinese words in 
a layout affects the performance of working memory. After the 
experiment, a semi-structured interview was conducted to 
understand the subjects' subjective feelings about the layout. 
3.1 Research Design 

An experimental method was used to conduct a memory 
experiment for Chinese two-character words. Subjects have to 
look at and memorize experimental pages containing different 
phonological correlation words, then use paper and pen to write 
their answers and respond by the free recall method. The 
amount of information that the subjects can recall over time is 
recorded to measure the status of short-term memory and 
forgetting. 
3.2 Materials 

The experimental variable is phonological correlation. 
Phonological correlation means that two words have partially 
the same pronunciation, which is subdivided into the initial-
character glyph, final-character glyph and initial-final-character 
glyph.For instance, 

The initial-character glyph means that the first word in the 
two words has the same pronunciation and shape, i.e., 水滴
（shuǐ dī、water drop）, 水墨（shuǐ mò、ink）, and 水稻（shuǐ 
dào、rice）; 

The final-character glyph means that the last word in the two 
words has the same pronunciation and shape, that is, 煙 火
（yānhuǒ、fireworks）, 燈火（dēng huǒ、lights）, and 怒火
（nù huǒ、anger）; 

The initial-final-character glyphIf means that whatever word 
in the two words has the same pronunciation and shape, that is,
約定（yuē dìng、agreement）, 約會（yuē huì、date）, and 隱
約（yǐn yuē、faint). 
3.3 Experimental variable 

Each memory experiment test has 30 words, and the 
experimental words were categorized into two types: 
phonological correlation words and randomly selected non-
phonological correlation words. The two types of words are 
arranged with equal and alternating intervals. (Referring to 
Figure 6) Considering the influence of word familiarity on the 
subjects, all sample words are referenced from the Ministry of 
Education 《 Revised Mandarin Chinese Dictionary 》  and
《Concised Mandarin Chinese Dictionary - Statistical Report 
on the Frequency of Words》, selecting high-frequency words 
from the lists were used as the samples.  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Figure 6: experiment test page 
 

3.4 Subjects 
The experiment recruited 30 participants, with 15 males and 

15 females. According to previous research, working memory 
is shown to peak around the age of 18 and begins to decline 
around the age of 35[16] Therefore, participants' ages will be 
selected between 20 and 30 years old to maintain stability in the 
experiment. All participants must be native Chinese speakers 
and have received at least 12 years of education in Chinese.  
3.5 Experiment Procedures 

There are five stages in the experimental procedure of this 
study, and there are four experimental steps as follows: 

(1) Visual Acuity Test: Before commencing the experiment, 
assistance will be provided to participants to test their visual 
acuity to ensure it is at 0.9(or above) after correction. 

(2) Experiment Instructions: The Researcher explained the 
instructions and cautions to the subjects, which will be 
presented on an electronic screen.  

(3) Subject’s Visual Range Positioning: The subject was 
asked to adjust the position of the table and chair to ensure a 
distance of 235cm between themselves and the screen. 

(4) Steps of the Experiment Execution: 
   The experiment comprises four tests, each containing 

four steps: memory, retroactive inhibition, recall, and proactive 
inhibition. The detailed execution methods for each step are as 
follows: 

   a. Memory Step: Each test of the experimental layout 
contains 30 Chinese two-character words displayed for 90 
seconds. The subject is required to memorize the words 
presented on the screen. 

   b. Retroactive Inhibition Step: 10 basic additive and 
subtractive math problems were conducted to interfere with 
memory rehearsal, thereby preventing memory items from 
entering long-term memory. 

   c. Recall Step: After the stimulus presentation, the 
participant wrote down the vocabulary that appeared on the 
screen in the free recall method. 

   d. Proactive Inhibition Step: To avoid the phenomenon of 
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proactive inhibition, a 60-second rest period was provided to 
interfere with the subjects' memory. 

(5) Interview: Following the completion of all experiment 
tests, a brief interview was conducted with the subjects to 
inquire about their thoughts and methods regarding the memory 
process. 

4. Results and Conclusions 

The experimental results of the present study revealed the 
following points: 

A. Each question contained 30 Chinese two-character words. 
The overall pass rate, rate for the non-phonetic-correlation test 
was 39%, the pass rate for the phonetic-correlation-initial test 
was 45%, the pass rate for the phonetic-correlation-final 
question was 40%, and the pass rate for the phonetic-
correlation-initial-final test was 35%. It can be observed that the 
pass rate of the phonological correlation tests has effectively 
increased by 1-5%, and the initial-character test has the best 
effect on overall short-term memory improvement. 

B. The experimental layout of the three phonological 
correlation questions was made up of half of the non-
phonological correlation words and half of the phonological 
correlation words arranged in a staggered manner. The 
proportions of non-phonological correlation words in the 
correct answers were 37%, 35%, and 41% respectively, while 
the proportions of phonological correlation words were 63%, 
65%, and 59%. According to data, it can be known that the 
response rate of phonological correlation words accounts for 
about 60%, the percentage is significantly higher than that of 
non-phonetic words. 

C. In the interviews, 82% of the subjects said that when they 
viewed the tests, they would first browse and observe all the 
words appearing in the whole page, try to find out the rules, and 
then group the words to memorize them. 70% of the subjects 
mentioned that they would give priority to phonological 
correlation words when memorizing the experimental layout. 
Thus, it is clear that the presence of phonological correlation 
words greatly affects the memory decision of the participants. 

By comparing the pages without phonological correlation 
and those with phonological correlation, and analyzing the pass 
rates, it can be concluded that phonological correlation words 
can indeed make people’s short-term memory deeper and attract 
more attention, however how much overall short-term memory 
can be effectively enhanced still requires further exploration 
and research. 

This study is expected to obtain a more detailed relationship 
between phonetic and short-term memory through a series of 
advanced tests. To investigate whether other types of 
phonological correlation methods can effectively improve 
working memory; to summarize which type of phonological 
correlation can improve working memory to the maximum 
extent or the minimum extent; to find out whether increasing or 

decreasing in the number of phonological correlation words has 
different effects on working memory. And attempt to 
hypothesize how people use memory strategies to remember the 
most information in a limited amount of time. (Referring to 
Table 1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Table 1: experimental statistics 
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予稿原稿（ポスター発表） 

Users' Cognitive Understanding of Icons 

Hsin-Lan Liu*1, Jui-Wen Peng*2 

Abstract - This study aims to comprehend how users interpret icons and determine the operation method of equipment 

based on their cognitive assessments. Icons from existing food heating appliances in Taiwan were selected for this study, 

including single or multi-functional equipment such as microwaves, ovens, air fryers, and induction cookers. Through 

thorough experiments and interviews, we sought to clarify the users' cognition, judgment, and anticipated behaviors 

regarding these icons. 

Keywords: Icon, Cognitive Understanding, Icon-Function Understanding 

1. Introduction

 Icons that can be seen everywhere play an important role in 

conveying information in various application fields. Icons have 

been proven to lower the threshold for reading comprehension 

effectively and are welcomed by users [1]. It is a common 

application where icons can be seen on roads, home appliances, 

public places, etc. 

Figure 1 Common Icons in Life 

  As the use of icons becomes increasingly prevalent, 

especially in rapidly evolving domains such as mobile devices 

and household products, the design of icons for these contexts 

tends to prioritize flexibility over strict regulations, unlike in 

areas like signage, medical prescriptions, and public spaces. 

However, this freedom in design often leads to 

misunderstandings between the actual functions of icons and 

users' cognitive interpretations. 

While many researchers have attempted to provide 

guidelines for icon design, the focus has largely been on visual 

aesthetics, with little attention to material selection for 

composing icons [2]. The icons we commonly encounter in daily 

life still largely depend on the ideas of manufacturers or 

designers for their composition. 

Hence, this study aims to gain insight into how users perceive 

and interpret icons, further clarifying the cognitive processes 

involved in understanding icons and anticipating their intended 

meanings. 

2. Lierture Review

2.1 Definition of Icons 

 Icons are simple and intuitive, allowing users to quickly 

recognize them and execute actions. In addition to enhancing 

communication, icons also satisfy users' visual preferences [1]. 

However, what is now commonly taken for granted by most 

users as "icons" used in graphical user interfaces (GUI), only 

emerged with the introduction of the Xerox Star by the Xerox 

Palo Alto Research Center in 1981, marking a significant 

increase in the number of icons. 

The definition of icons has been subject to various 

interpretations. The famous icon designer Susan Kare once said, 

"The best icons are more like traffic signs than graphic 

illustrations." Meaning that icons should be easy to understand 

and devoid of irrelevant details. 

In past research, Horton [3] believed that icons are small 

images with meanings in graphical user interfaces, stating that 

on computer screens, "everything except text labels or window 

borders is an icon." 

Marcus [4] points out that the difference between icons and 

symbols is concreteness, with icons being familiar, easy-to-

understand symbols, usually concrete representations of objects 

or people. Symbols are usually abstract and require specific 

guidance to learn. 

Abdullah and Hübner [5] argued that while ordinary photos 

and images can convey various meanings, icons are designed to 

convey only one clear and unambiguous meaning. 

McDougall & Isherwood [6] described icons as widespread 

representations, signs, or symbols used to facilitate interaction 

between humans and machines and their environments. 

The icons mentioned in this study adhere to Abdullah and 

Hübner's [5] definition, emphasizing that "icons can only convey 

one clear and unambiguous meaning.” 

2.2 The Cognitive Process of Icon Comprehension 

Users undergo four stages in comprehending icons: (1) 

Perceiving and visually searching for the features of icons; (2) 

Retrieving visual features from long-term memory to working 

memory; (3) Stimulating semantic knowledge related to the 

icons;  (4) Comparing icons with corresponding visual features 
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*1：National Taipei University of Technology
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in memory in various ways. If the intended meaning conveyed 

by the icon significantly deviates from the visual features of 

icons in the users' cognition, or if there is a lack of relevant 

semantic knowledge in their memory, it will lead to difficulties 

in icon comprehension. [6] [7] 

  This process signifies that the interpretation of icons depends 

on users' pre-existing knowledge, allowing them to infer the 

objects, concepts, or functions represented by the icons. Hence, 

this study will utilize common household appliances as the 

source of experiment samples, reducing the likelihood of 

participants being unable to identify icons due to unfamiliarity 

with their functions or concepts. 

2.3 Methods for Measuring User Comprehension of Icons 

In previous studies, a variety of research methods have been 

employed to measure users' comprehension of icons.  

In questionnaire tests, participants are asked to rate specific 

functional attributes, allowing researchers to discern which icon 

among several similar ones best aligns with said attributes. In 

open-ended tests, participants are asked to articulate the 

meaning of icons in their own words upon viewing them. In this 

test method, the participants’ answers are not restricted, 

allowing their full expression. Matching tasks necessitate 

participants to determine the correctness of pairings between 

functions and icons. Through cross-referencing accuracy and 

response times, researchers can pinpoint which icon best 

represents a given function, or if none are suitable. [6] [8] [9] [10] 

As this study aims to comprehend users' interpretations of 

icons, along with the cognitive processes involved in 

understanding them and anticipating the meanings represented 

by the graphics within the icons, it will adopt open-ended tests 

to gather each participant's initial thoughts upon encountering 

the icons. 

3. Methods 

  To gain further insight into how users interpret icons, this 

study will utilize experiments and interviews to clarify users' 

cognition, judgments, and anticipated behaviors regarding 

icons. 

3.1 Materials 

  Due to the influence of past life experiences on the 

comprehension and judgment of icons [7], among the common 

icons in daily life, mobile devices and household appliances are 

the most closely associated with our everyday applications. 

However, mobile devices have complex and rapidly changing 

functions. To avoid difficulties in understanding icons due to 

unfamiliarity with their functions, this study selects icons of 

commonly used household appliances and focuses on relatively 

simple-functioning food heaters available in Taiwan. These 

include microwave ovens, ovens, air fryers, induction cookers, 

and other single or multi-functional devices. A total of 83 icons 

were chosen from 13 machines (Figure 2). 

 

 

Figure 2 Icon Examples 

 

3.2 Experiment Process 

The experiment will consist of two parts, an open-ended test 

and a semi-structured interview, aimed at gaining deeper 

insights into participants' cognitive understanding of icons. 

In the icon cognitive comprehension task, 83 icons were 

presented in black and white printing on A4 paper (Figure 3). 

Participants will be asked to write, in their own words, the 

corresponding functions of each icon in the blank space directly 

below the icon. 

Before beginning the test, participants will be informed: "All 

icons in the test are related to kitchen household appliances. If 

you believe there are multiple answers, please select your 

primary answer and write it down. Additional answers or 

descriptions can be noted in parentheses. For example: Timer 

(Notifies when countdown is complete); Power switch 

(Activation). If you cannot understand the icon at all, please 

mark it with '?'." There will be no time limit for answering. 
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Figure 3 Answer Sheet Example 

 

In the second part of the interview, considering that 

structured interviews lack flexibility and may not deeply 

explore participants' cognition, judgment, and expected 

behavior of icons, while completely open-ended interviews 

may lack focus on the research questions, this study adopts a 

"semi-structured interview" approach for data collection. 

All participants will be asked the following questions: 

(1) How does not knowing what type of household 

appliance the icon represents affect your responses? 

Why? 

(2) Would grouping the icons together in the same category 

aid in their interpretation? Why or why not? 

Additional questions will be tailored based on each 

participant's response conditions. 

4. Results 

 This section will focus on organizing and analyzing the 

experiment and interview results, further clarifying the 

cognitive processes users undergo when interpreting icons and 

the anticipated meanings represented by the icons. 

The study categorizes the 83 chosen icons into three main 

types: 

(1) Basic Icons: Icons representing basic functions present 

in all heating appliances, such as power, pause/start, 

timer, and temperature. 

(2) Functional Icons: Icons representing specific functions 

within various appliances, such as defrost, top/bottom 

heat, sterilize, and schedule. 

(3) Exclusive Modes: Specialized functions for heating 

specific types of food, such as fried chicken mode and 

toast mode. 

4.1 The Results of User Icon Comprehension 

Based on the findings from the first segment of the 

experiments, it was observed that most participants were able 

to deduce the meaning of the graphics within the icons even 

without knowledge of the medium. However, the actual 

function represented by the icon still required the participants 

to know the medium. For instance, in Figure 4, participants 

could discern that the graphic within the icon was a snowflake 

and inferred that the icon represented functions such as ice-

making or freezing. Yet, during interviews, they all indicated 

that if they knew the appliance was a microwave, they would 

no longer perceive the function represented by the icon as 

freezing, but rather as defrosting. 

Figure 4 The Icon Representing Defrosting in a Microwave 

Oven 

 

However, it was also observed in the test results that for 

certain icons in the exclusive modes category, participants 

could directly identify the heating method of the appliance 

during comprehension (Figure 5). This indicates that such icons 

hold representational significance on heating appliances. 

 

 

a.”Toast”  b.”Deep Fry”  c.”Roast” 

Figure 5 Icons Representing Heating Methods That Can Be 

Directly Identified 

 

Among the 83 icons tested in the first segment of the 

experiment, there were a total of 22 icons whose actual function 

differed from the cognitive understanding of all participants. 

Table 1 summarizes the correct answers alongside the 

participants' responses for comparison. 

Table 1 Icons With Functions Differing From Participants’ 

Perceptions 

 

From Table 1, we can see that there were 3 misinterpretations 

in the basic icons category, 13 in the functional icons category, 

and 6 in the exclusive modes category. 

No. Icon Function
Participant

Anwser
No. Icon Function

Participant

Anwser

7 Schedule Timer 47 Defrost

Defrost/

Make ice/

Freeze

11 Defrost

Defrost/

Make ice/

Freeze

50 Rotating Grill

Repeat last step/

Reset/

Refresh

12
Beverage

Mode

One cup/

Make coffee
53

Built-In

Recipes
Auto mode

13
Frozen Rice

Mode

A bowl of rice/

Cook rice
54 Confirm/Start Temperature +30

14 Manual Mode Mode selection 55 Defrost

Defrost/

Make ice/

Freeze

17
Cheese Toast

Mode

Make a hole in

toast/

Toast the bread

57
Crispy Food

Reheating

Heat up roast

chicken

19
Baguette

Mode
Bread 58 Pause/Cancel

Descend/

Decrease/

Start?

20
Deep Fry

Mode
Pan-fry 62 Heating Heat up soup

21 Keep Warm
Steam cook with

water
73 Sweet Potato Heat up?

24
Mode

Selection

Microwave

mode?
76 Options

Pause/

Stop

34 Steam Mode

Shower head/

Sprinkle/

Sterilize

82 Clock Set time?
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The basic icons category had the fewest misinterpretations. 

This is because most basic icons typically consist of abstract 

symbols that do not carry inherent meanings but have become 

conventionalized through prolonged usage, as exemplified in 

Figure 6. However, icons numbered 54, 58, and 82 utilized 

symbols different from those commonly encountered, making 

them less intuitively recognizable. 

 

 

 

 

Figure 6 Icons From the Basic Icons Category 

 

The functional icons category had the highest number of 

misinterpretations. These icons typically combine abstract 

symbols or representational graphics to express functionality 

based on their derived meanings. Thus, discrepancies in 

perception between icon designers and users can lead to 

instances of misinterpretation. Among these, icons numbered 

11, 47, and 55 were recognized by participants as 

comprehensible once they knew that the icons were from a 

heating appliance, but icons numbered 7, 14, 20, 21, 24, 34, 50, 

53, 62, and 76 were deemed challenging to interpret even after 

knowing the medium, often necessitating textual labels or user 

manuals for comprehension. 

Icons in the exclusive modes category typically feature 

representational food graphics. The misinterpreted icons 

include numbers 12, 13, 17, 19, 57, and 73. Participants could 

identify the graphics within icons 12 and 13 but required 

knowledge of the medium to infer their functions. However, for 

icons 17, 19, 57, and 73, participants could only vaguely 

identify the food category, unable to accurately determine their 

functions. 

4.2 Clues to User Comprehension of Icons 

  Through interviews, participants further described their 

processes of understanding icons, allowing this study to clarify 

in more detail the reasons for the variations in interpretations 

among participants. 

It was found that users have established impressions of certain 

icons. For example, the presence of wavy graphics within an 

icon (Figure 7-a) is invariably associated with the concept of 

"heating”. Alternatively, users deduced different interpretations 

through comparisons. For instance, when examining clock and 

alarm clock icons separately (Figure 7-b1, b2), both signify 

"timer/heating time setting". However, if both appear 

simultaneously on the same device, the clock icon signifies 

"timer", while the alarm clock icon transforms into "schedule”. 

Beyond these cognitions derived from experience or comparison, 

participants shared that their understanding of icons is 

influenced by the arrangement of objects within them. For 

instance, icons composed of light bulbs and directional rays 

(Figure 7-c1, c2) prompt differing interpretations based on the 

direction of illumination. Since light bulbs are typically 

positioned to shine downward for illumination, such icons are 

interpreted as "activating illumination." Conversely, light bulbs 

emitting upward rays, due to their departure from conventional 

usage, are interpreted as "warning indicators”.  

Figure 7 Similar Yet Differently Interpreted Icons 

5. Conclusions 

Based on the experiments and interview results, it was found 

that participants' understanding of icons is influenced not only 

by the messages conveyed by the graphics within the icons but 

also by factors such as the type of medium, personal 

experiences, pre-established impressions of the icons, 

comparisons between icons within the same group, and the 

orientation of graphics within the icons. 

If these factors are taken into account during the design of 

icons by designers or manufacturers, it can significantly reduce 

the probability of user cognitive errors and the burden of 

understanding on the part of users. 

References 

[1]  Huang, S. M., Shieh, K. K., & Chi, C. F. (2002). Factors 

affecting the design of computer icons. International 

journal of industrial ergonomics, 29(4), 211-218. 

[2]  Chen, P. P. (2003, December). Toward a methodology of 

graphical icon design. In Fifth International Symposium 

on Multimedia Software Engineering, 2003. Proceedings. 

(pp. 120-121). IEEE. 

[3]  Horton, W. K. (1994). The ICON Book: Visual Symbols for 

Computer Systems and Documentation. 

[4]  Marcus, N., Cooper, M., & Sweller, J. (1996). 

Understanding instructions. Journal of educational 

psychology, 88(1), 49. 

[5]  Abdullah, R., & Hübner, R. (2006). Pictograms, icons & 

signs: A guide to information graphics. (No Title).  

[6]  McDougall, S., & Isherwood, S. (2009). What’s in a name? 

The role of graphics, functions, and their interrelationships 

in icon identification. Behavior research methods, 41(2), 

325-336. 

[7]  Boff, K. R., Kaufman, L., & Thomas, J. P. (Eds.). (1986). 

Handbook of perception and human performance (Vol. 1). 

New York: Wiley. 

[8]  Wolff, J. S., & Wogalter, M. S. (1998). Comprehension of 

pictorial symbols: Effects of context and test method. 

Human factors, 40(2), 173-186. 

[9]  Passini, S., Strazzari, F., & Borghi, A. (2008). Icon-

function relationship in toolbar icons. Displays, 29(5), 

521-525. 

[10]  Perri, S., Argo, L., Kuang, J., Bui, D., Hill, B., Bray, B., & 

Treitler-Zeng, Q. (2015). A picture's meaning: The design 

and evaluation of pictographs illustrating patient discharge 

instructions. Journal of communication in healthcare, 8(4), 

335-349. 

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

135
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Exploring the Impact of Different Positions of Chinese Character Components 

on Viewer’s Cognitive Understanding 

Chi-Chin  Chen *1, Jui-wen  Peng*2 

Abstract-This study aims to understand how the placement of Chinese character construction elements in different 

positions affects interviewees' judgments about the meanings of icons. The study analyzes the water element from 

Chinese character components, reinterprets it, places it in different directions, and constructs icons as experimental 

illustrations to clarify how the position of components influences the cognitive understanding of interviewees. 

 

Keywords: Icons, Oracle bone script, Semantic cognition" 

 

1. Background 

Recently, many experts and scholars have been exploring 

different aspects of icon composition. Numerous experiments 

have been conducted to construct icons in various ways. 

Collaud and others designed innovative icons by focusing on 

three aspects: aesthetics, complexity, and concreteness of icon 

design[1]. Internationally, different icons have been designed 

for various themes. For example, the United Nations 

Humanitarian Icon developed 500 new icons, and the Taiwan 

Design Research Institute created public icons. Nowadays, 

icons are diverse, but when describing the same event, each icon 

represents it differently, as shown in Figure 1.  

 

 

 

 

Figure 1 shows the ship icons created by the United Nations and the 

Taiwan Design Research Institute 

Regarding the depiction of the ship in Figure 1, the United 

Nations uses a front view to represent the ship, while the Taiwan 

Design Research Institute uses a side view. The common feature 

is that the sea is represented by two wavy lines.     

Many studies have confirmed that pictograms are effective 

for communication. Dowse and Ehlers state that pictograms can 

convey information to international audiences [2]. Susan Kare 

believes that a good icon should be more like a signpost rather 

than an illustration: easy to understand and not cluttered with 

irrelevant details. Before the advent of language, our ancestors 

primarily used pictograms as communication tools, making them 

an indispensable element of language. The construction of 

pictograms is similar to that of oracle bone script, which, after 

evolution, remains the only surviving pictographic script in the 

world and is still in use today. This indicates a certain 

foundational structure in its organization and construction. 

Given the historical significance of oracle bone script, this study 

mainly explores its construction direction and imagery analysis, 

integrating the characteristic features of "oracle bone script" for 

future icon construction methods and cognitive understanding. 

2. Literature Review 

2.1 Icon 

In daily life, we often use icons as a tool for communication. 

In the medical field, medical icons can improve efficiency; on 

the roads, traffic icons help reduce risks. Peirce's triadic sign 

theory analyzes the composition of icons, dividing them into 

icons、indexes and symbols. Among these, icon signs directly 

present facts, index  express facts through causal relationships, 

and symbols require learning to be understood. Therefore, the 

presentation of icons sometimes relies on metaphors or 

metonyms, and how to appropriately use these is a critical aspect 

of icon design. 

In icon research, the study of icon taxonomy is also a focal 

point, offering a deeper theoretical explanation of icon 

characteristics. By explaining the icons through symbolic and 

graphic characters, it describes the existing icons and how each 

icon represents its target. These findings can be applied to future 

icon design, highlighting why some icons are more popular than 

others [3]. Thus, analyzing the existing methods of icon 

construction is quite important. 

2.2 Pictograms 

Pictograms can represent real appearances of objects or be 

composed of symbolic elements, such as arrows in everyday 

life that indicate direction or location. Böcker suggests that 

pictograms have both 'iconic' and 'symbolic' properties [4]. 

Therefore, pictograms are meaningful when narrating events. 

Pictograms have appeared repeatedly throughout human 

development, from the earliest sites like the Amra and Tassili in 

Egypt to the most complete surviving pictographic script, oracle 

bone script. Pictograms are the precursors to civilization and the 

foundation for the development of oracle bone script. 
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2.2.1.1 Pictographic Script Structure 

Name Mean Example 

Simple 

Pictograms 

Simple Pictograms A 

concrete object is depicted, 

having an independent 

form, sound, and meaning. 

目 

 

Composite 

Pictograms 

A simple pictogram, 

combined with one or more 

elements that do not have 

independent forms, sounds, 

or meanings. 

桑 

 

Variant 

Pictograms 

A simple pictogram is 

altered by reversing, 

inverting, or modifying 

strokes, thus changing its 

sound and meaning. 

匕 

 

Abbreviated 

Pictograms 

A simple pictogram is 

simplified by reducing 

strokes, thus changing its 

sound and meaning. 

片 

 

Table 1. Summary of Pictographic Script Construction Methods 

2.3 Oracle bone script 

2.3.1.1 Oracle bone script 

Oracle bone script has continued uninterrupted from its 

inception and is the ancestor of Chinese characters. The meaning 

of oracle bone script can be inferred from its character shapes. 

Ancient people, through observing events, states of things, and 

capturing momentary images, structured these observations into 

depictions. In the process of depiction, specific events, scenarios, 

or states were integrated, and metaphors might be used to present 

the events, thereby creating oracle bone script [5]. Therefore, it 

is understood that in constructing oracle bone script, there was 

the capability to describe the real appearance and position of 

things based on the intended meaning. 

2.3.1.2 The Chinese characters 

Oracle bone script has evolved into the main script used for 

communication in Chinese, the Chinese characters. It is mainly 

constructed based on the meaning of a corresponding word in 

Chinese, so the form of a Chinese character always carries 

analyzable meanings [6]. As mentioned in the famous book 

'Shuowen Jiezi', Chinese characters have meanings that can be 

discerned and explained, so the meaning of a character can be 

derived from its construction. Understanding Chinese characters 

involves (1) interpreting the meaning of the character and (2) 

analyzing its form, where the interpreted meaning and analyzed 

form must be consistent [6]. When recognizing Chinese 

characters, identification usually relies on components rather 

than the whole character. The characteristics of the components 

affect the processing of Chinese characters [7]. Thus, a Chinese 

character can convey at least the meaning of a word or even a 

sentence, stemming from the subjective intent of the original 

creator of the character, which shares similarities with icons. The 

elements that make up Chinese characters are components plus 

components or components plus affixes, and the analysis of the 

structure of Chinese characters depends on the intended meaning, 

which can be dissected through the functions of the components. 

Components 

Chinese Character 

Structural Elements 
Mean 

Radicals 

(Components) 
Associated sounds or 

meanings 
Graphic Elements 

Affixes Pictographic or 

indicative functions 

Table 2. Organization of Chinese Character Elements  

(organized by this study) 

3. Methods 

This study, through a semi-structured interview, analyzes 

the results of the interviews, focusing on the placement of 

characters and the interviewees' cognitive understanding. 

3.1 Research Steps 

1. The research collects the oracle bone script of the 

radical "water" from the "Multi-function Chinese 

Character Database." 

2. Semi-structured interview 

First, the meaning of the character is explained to the 

interviewee, who then observes the oracle bone script. 

Chinese characters Number Oracle bone script 

水 A1 
 

The shape of flowing water 

Table 3. Topics observed by the participants  

Interviewees responses: 

⚫ The meaning of each line in the oracle bone script 

of the character. 

⚫ The form of water depicted in the image. 

⚫ The perspective of interpretation. 

⚫ The perspective of interpretation. 

3. Analysis of the interview results. 

4. Based on the analysis, a classification table is proposed. 

4. Research Analysis 

From the interviews, it was found that most interviewees 

recognize the components forming the oracle bone script of the 

radical "水" The single line primarily represents the main water 

flow, which in this study is subsequently referred to as "water 

stream" while the dots represent water droplets or splashes, 

referred to as "water drops" in further discussions. 

 

 

    
 

 

water stream  water drop 

Figure 2 Illustration of water channel and water droplets 
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During the interviews, regarding the different presentations 

of the oracle bone script " 水 " the interviewees' cognitive 

understanding included the combination of water stream and 

water drop representing water splashing from the stream (see 

Table 4. A1,A3), with the number of drop affecting the flow rate. 

Two water streams (see Table 4. A2) prompted three types of 

cognitive interpretations:  

1.  as a noun, the boundary of the water flow 

2.  as a noun, a sectional water flow, and  

3.  as a verb, referring solely to the act of water flowing.  

Thus, it can be concluded that the component form 

influences the interviewees' cognition, and the position of 

components relative to each other affects their overall 

interpretation. 

Chinese characters Number Oracle bone script 

水 

A1 
 

A2 
 

A3 
 

Table 4. Organization of the oracle bone script "水" 

In cases where other non-water components are included in 

the water flow, interviewees interpret the two streams as 

boundaries of the water flow, as seen in the oracle bone script for 

"沈", viewed from a top-down perspective(see Table 5. B1, B2, 

B3). When the water flow is on one side of another non-water 

component, the interviewees infer the viewing angle based on 

the form of the non-water component, as in the oracle bone script 

for "洎. "Most interviewees consider "   "as a frontal view, 

with the water flow viewed from the front or side(see Table 5. 

C1). Thus, it can be understood that the position of components 

influences the interviewees interpretation of the viewing angle. 

Chinese characters Number Oracle bone script 

沈 

B1 
 

B2 
 

B3 
 

洎 C1 
 

Table 5. Organization of the oracle bone script "沈" and "洎" 

Most interviewees believe that the same components, when 

arranged in different directions and manners, convey different 

meanings. Taking the oracle bone script character "洹" as an 

example, when the water component is to the left of "   ", 

interviewees think that the actual position of the water flow is on 

the left side (see Table 6. D1), and that the water is unrelated to 

"  ". When the water component is positioned above and to 

the right of "  " (see Table 6. D2), it is thought to represent 

water flowing downstream, and is related to"  ". 

Using the oracle bone script character "涉" for illustration, 

with Table 6. E1, most interviewees think that the movement is 

stepping upwards to the left against the current. For Table 6. E2, 

interviewees noted that the foot is soaked in water and moving 

leftward against the current. In this case, the orientation of the 

component is considered, and interviewees incorporate the 

position of the component into their cognition, further discussing 

its influence on relationships." 

Chinese characters Number Oracle bone script 

洹 

D1 
 

D2 
 

涉 

E1 
 

E2 
 

Table 6. Organization of Oracle Bone Scripts "洹"and "涉" 

5. Conclusions 

Therefore, the conclusions drawn from the interviews in 

this experiment are as follows: 

1. The form of the component affects the 

interpretation of its meaning. 

2. The position of the component affects the 

interpretation of its meaning. 

3. The position of the component affects the viewer's 

perspective of cognition. 

4. The position of the component affects the 

relationships between components. 

Based on these four points, a new method for subsequent icon 

design is proposed. 
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予稿原稿（実践論⽂） 

「公募型イベント」による企業への HCD 浸透の実践  

〜UCDA アワードの取り組み〜 

〇森下 洋平*1 野島 瞳*1 
Implementation of Human Centered Design penetration in  

enterprises through Open recruitment event 
- Practice of UCDA Award - 

Yohei Morishita*1, Hitomi Nojima*1 

The UCDA Award is an event where ‘legible, readable, and understandable design’ are publicly invited, and experts 
and users evaluate them from an HCD perspective to decide on the award. This paper is introduce the practice of the 
awards, examine the effectiveness of this process as a method of penetration HCD to companies. 
Keywords: universal communication design, open recruitment, organizational implementation, human centered design, 
usability evaluation, 

!" はじめに#

企業にとって、⼈間中⼼設計（Human Centered Design, 
以下 HCD）を実装する重要性は⾼まっているが、同時に
その困難さも認知されて久しい。特に HCD を組織に持
ち込む“きっかけ作り”（⽬的意識の醸成）や、仕組みを継
続・定着させるプロセス、予算確保の適切な理由付けは
⼤きな課題となっており、組織・社会実装のあり⽅につ
いてはさまざまな研究報告がなされてきた。[1] 

⼀般社団法⼈ユニバーサルコミュニケーションデザイ
ン協会（以下、UCDA）は、2009 年から「UCDA アワー
ド」（以下、アワード）を開催している。保険・⾦融・⾷
品・医薬品メーカーなどの各社からさまざまなデザイン
を公募し、それを専⾨家と⽣活者が HCD の視点で⾒や
すく、わかりやすいかどうか（Universal Communication 
Design、以下 UCD）、すなわちデザインにおける「情報
品質」を評価して各賞を決定するイベントである。 

本稿ではこのアワードにおける「エントリー募集〜評
価〜表彰〜フィードバック」の⼀連のプロセスを企業組
織へと HCD を導⼊・定着させる実践事例として紹介し、
その有効性と課題、今後の展望を述べる。 

図 1 UCDA アワード 
Figure 1 UCDA Awards logo 

$" 組織実装の実践内容#

2.1 実践の背景 
まず UCDA とアワードの発⾜経緯、背景を述べる。

UCDA が任意団体として発⾜した 2007 年は「保険⾦の
不払い問題」が世間を騒がせており、保険・⾦融業界に対
する国⺠の視線が厳しくなっていた。UCDA はこれら社
会課題の原因が帳票やパンフレット、契約書、注意喚起
情報、約款などの「わかりにくさ」にあると捉え、それま
で属⼈的な領域と捉えられがちだった「⾒やすさ、わか
りやすさ」を科学的に評価・認証する第三者機関として
活動を始めた。現在はコミュニケーションデザイン領域
を定量的・科学的⼿法で評価することで企業に改善を促
し、改善されたデザインが独⾃の「基準」を満たす場合に
「⾒やすさ、伝わりやすさ」の「認証」を付与する活動を
⾏ない、2024年3⽉末時点で認証件数は 2729件である。
その評価⼿法の元になったのが HCD であり、HCD-Net
認定の取得者とも連携している。 

活動の⼀環として 2009 年に開始したのがアワードで
ある。UCDA は企業からの依頼を受けてデザイン評価を
実施するのであるが、特に保険・⾦融業界には「HCD に
基づいてデザインに改善すべき」という主張を投げかけ
るだけでは実践（依頼）に結びつくケースは少ない。そこ
で業界全体が「⾒えにくい、わかりにくいデザイン」に対
して危機感と⾃覚を持つような理由付けと、それを促す
仕組みとして有効と考えるのがアワードである。 

 
2.2 実践の⽬的 

「⾒えにくい、わかりにくいデザイン」の改善に向け
た HCD の実装を⽬指すとき、筆者の経験則では保険・
⾦融業界に発⽣しがちな課題は主に 3つある。 

 
2.2.1 3 つの課題 

1 つ⽬は、最初の接点となる担当者が「HCD のイメー
*1：一般社団法人ユニバーサルコミュニケーションデザイン協会 
*1：Universal Communication Design Association 
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ジ」を抱きにくいことである。例えば「デザイン」と⾔え
ば「グラフィックデザイン」や「属⼈的・職⼈的なスキル
である」というイメージが根強く、改善によって顧客体
験や顧客満⾜度の向上、記⼊ミスなどの不備率低下とい
った「具体的なメリット」を思い描けず、導⼊に慎重にな
るケースが多い。 

2 つ⽬は、組織における HCD の必要性を説得するだ
けの「材料」を社内で共有しにくいことである。担当者が
HCD の必要性を理解しても、予算の決裁権者を納得させ
るだけの理由付けに乏しく、コストを投下してまで取り
組むことに懐疑的な反応が⾒られる、組織として取り組
むことに対して⽬的意識の醸成に⾄らないことも多い。 
3つ⽬は、HCD 的な取り組み（例えばデザイン評価と
改善）を単発で実践したとしても、ただの⼀度で終了し
てしまい、⼆回⽬以降の継続性が保てないことである。
特に保険・⾦融業界は⼈事異動が多いことから HCD の
必要性やメリット、仕組みを継続・定着させることが難
しく、担当者に変わるたびに蓄積がリセットされてしま
うケースがよく⾒られた。 

本実践はこれらの課題に対してアワードという「公募
型イベント」によって向き合い、企業組織へと HCD を
導⼊と定着を⽬指す。 
 
2.3 実践のアプローチ 

アワードという「公募型イベント」というアプローチ
は、主に 2 つのメリットがあると考える。 

 
2.3.1 プロジェクト化 

HCD 実践に限らず、多くの企業が「何らかの取り組み」
を何年も継続するために必要なのは、継続する⽬的を明
確に⽰し、必要な予算と⼈材を確保し続けることである。
前述の通り HCD の導⼊にはメリットや費⽤対効果を適
切に思い描くことが難しい場合があり、予算計画の提出
や稟議の⼿続きがスムーズに進まないことがある。 

そのような状況においては「アワードへの参加」⾃体
を⼀つの⽬的とすることで実践を「プロジェクト化」さ
せ、⽬的意識を明確することが有効と考えた。すなわち
予算を確保し、⼈材を集め、デザイン改善に臨むという
各プロセスを「アワードに参加するため」のマイルスト
ーンとして⽬的化することで、カスタマージャーニーマ
ップを描きやすくし、HCD の専⾨家ではない現場従事者
が組織に働きかける動機付けとするのである。 

 
2.3.2 成功体験の創出 

アワードは公募（企業の⾃主エントリー）によって集
まった対象物を専⾨家と⽣活者が HCD の視点で評価し、
特に「⾒やすさ、わかりやすさ」の優れたものを「表彰」
する制度である。単に評価して終えるのではなく、最終
的に「表彰」してイベント化することで「成功体験」を創
出する。これは現場担当者にとって次年度以降もアワー
ドに挑戦する＝HCD を実践することのモチベーション
となると共に、「第三者機関（UCDA）の客観的な評価」
を受けることは企業にとっても参加の意義・有益性を⾒

出しやすく、取り組みへの理解を促進する効果がある。 
 

2.4 実践の流れ 
（1）エントリー募集（4 ⽉〜6 ⽉） 

例年 4 ⽉から公募を開始し、企業は対象物のメディア
（媒体）ごとに分かれたカテゴリ（部⾨）を⾃由に選んで
エントリーする。2023年は以下 4カテゴリである。 

 
l 印刷物……パンフレットや帳票、紙類などを評価 
l デジタル……映像、ウェブページ、タブレット、アプ

リ、電⼦画⾯などを評価 
l パッケージ……⾷品や医薬品のパッケージを評価 
l コミュニケーションデザイン……複数の対象物を組

み合わせた際の関係性、体験を評価 
 

2022 年の総エントリー数は 50件、2023年は 55件で
ある。エントリーには事務的な書類のほかに「ヒアリン
グシート」の提出が必須である。アワードは⽬的やター
ゲットの異なる対象物がエントリーするので、各対象物
の HCD サイクルにおける利⽤状況の把握と明⽰、ユー
ザと組織の要求事項の明⽰、設計による解決案の作成、
要求事項に対する設計の評価を UCDA が把握し、適切な
評価設計を⾏うために使⽤する。 

2023 年からは、「コミュニケーションデザイン」カテ
ゴリは上記に加えて「ペルソナシート」の提出が必須と
なった。これは対象物について「想定する 1 ⼈のユーザ
ー像」と「ユーザーが評価対象物を使うシーン」を企業が
⾃ら設定・記述したもので、評価設計の参考に使⽤する。 

エントリーの時期や⽅法は⼤きく変えておらず、年間
の企業活動に組み込んでいる企業が多い。すなわちアワ
ードへのエントリーを「プロジェクト化」することで担
当部⾨が設置され、毎年の予算確保やスムーズな社内調
整、HCD 実践を継続する動機付けにするのである。 
 
（2）評価（6 ⽉〜10⽉） 

アワードの評価はまず「個別絶対評価」が基本である。
前述した通り、各社のエントリーした対象物は「⽬的」や
「利⽤状況」「ターゲット」がすべて異なっているため、
まず個別の「わかりやすさ」を絶対評価し、その上で相対
的に評価のより⾼いものを検討していくことになる。 

評価は専⾨家と⽣活者という 2 つの視点で⾏う。専⾨
家はデザイン、国語、HCD、⼈間⼯学、ウェブ、編集な
ど各分野から選抜し 2022 年は 22名、2023年は 23名で
あった。⽣活者は 20〜70代まで⾊弱者を含む様々な属性
で、2022 年は延べ 38 名、2024年は同 40名であった。 

UCDA は提出された資料に基づき利⽤状況や⽬的、タ
スク等の視点で対象物を 4〜5点ごとグループ化し、特性
に応じて担当する専⾨家と⽣活者を割り振っていく。 

専⾨家の評価⼿法は次の 4つである。 
 

l DC9ヒューリスティック評価……UCDA独⾃のガイ
ドラインに基づき、問題点を９項⽬ 3段階に定量化す
る⼿法で、3 段階の重み付けは ISO9241-11「ユーザ

2024年度春季HCD研究発表会予稿集

141



ビリティの定義」に準拠（2003年に特許取得）[2] 
 

表 1 DC9ヒューリスティック評価の９項⽬ 
Table 1 DC9 heuristic evaluation 

 
l 評価の過程で得られた「満⾜度」などに対する加点 
l 専⾨家や有識者のヒアリングと議論……特に保険業

法や⾷品表⽰法など専⾨的知識な必要なもの 
l アプリケーションによる測定・分析……UCDA が独
⾃に開発したツール等を⽤いて情報量やカラーユニ
バーサルデザイン、⽂字の⾒やすさを定量的に測定 

 
⽣活者の評価⼿法は 2 つである。 

l 使⽤テスト……⽣活者が対象物を実際に使⽤して、所
要時間や理解度を記録（必要に応じて専⾨家が⾏動観
察する場合もある） 

l 主観評価……⽣活者が対象物を実際に使⽤して、8〜
9項⽬の質問に 3段階で回答、結果は数値化する 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 主観評価シートのイメージ 
Figure 2 Sheet of Subjective Evaluation 

 
これらの結果を UCDA が集計し、例年 10⽉に「実⾏
委員会」を開催する。これはアワードの趣旨に賛同した
実⾏委員（各分野の専⾨家や有識者）で構成され、専⾨家
と⽣活者の評価結果と集計データを参照しながら、相対
的に優れた対象物を総合的な視点で決定していく。 

実⾏委員個⼈の主義や主観に⼤きく左右されないよう、
専⾨家と⽣活者の評価結果は数値化した「評価レポート」
として共有し合議によって各賞が決定する。各賞の評価
基準とポイントは次の 4つである。 

 
l UCDA アワード……⽣活者と専⾨家による評価が総
合的に⾼い 

l アナザーボイス賞……特に⽣活者の評価が⾼い 

l 情報のわかりやすさ賞……特に専⾨家の評価が⾼い 
l 特別賞……独⾃の視点や特徴的な評価結果を持つ 
 

（3）表彰（10⽉〜11⽉） 
結果は例年 10⽉末に発表する。2023年は延べ 26社が
受賞し、11⽉の「選考結果報告会」で表彰した。[3]この
年は神⽥明神ホール（東京都千代⽥区）で開催し、参加者
は約 450名とコロナ禍前とほぼ同等となった。 

「選考結果報告会」は受賞企業にトロフィーや賞状を
授与するだけでなく、⾦融庁や消費者庁の基調講演、
UCDA と共同研究する⼤学の発表、協賛企業の展⽰も⾏
う。マスコミの取材も⼊るなど盛り上がりの⾼まる瞬間
は「ハレの場」として機能する。企業にとって表彰は経営
層にも報告される⼤きな成功体験であり、「HCD の実践」
のモチベーションとしても有効である。 

図 3 2023年の選考結果報告会 
Figure 3 Previous Event 

 
プログラムで特に来場者の満⾜度が⾼いのは、「受賞企

業によるプレゼンテーション」である。これは受賞企業
がデザインや企画の意図、⽬的や利⽤状況、課題となっ
た事柄と解決⽅法などを発表するものである。いわば
「HCD の実践とプロセス」を整理して共有する場であり、
通常であれば社外に出ることのない事例をオープンにす
ることで学びの場を作り出し、惜しくも受賞を逃した企
業は次年度も挑戦するモチベーションに、受賞企業にと
っては HCD 実践の棚卸しの場にもなっている。他社事
例を知ることで⾃社の現状に危機感を持ち、次年度のア
ワードのエントリーする事例もあった。 

 
（4）フィードバック（12⽉〜） 
 評価結果をエントリーした全社に報告するプロセスで
ある。専⾨家と⽣活者の評価結果は「どの部分がどのよ
うにわかりにくく、⾒えにくいのか」をいわば⼈間の「健
康診断書」のようにすべてレポート化され、徹底的に数
値化することで、企業は改善の重要性を認識する。 
 HCD の実装において課題なのは、得られた評価結果が
適切に社内共有されなかったり、改善に反映されないま
ま放置されて効果が実感できず、企業内の“熱”が下がっ
てしまうことである。その点においてアワードはフィー
ドバックを通じて HCD 上の課題を伝え、具体的な改善
点への“気付き”を与えることを重視している。 

そう思う
（＋）

普通
（0）

そう思わない
（－）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

a ページ番号や
部分：

b ページ番号や
部分：

c ページ番号や
部分：

d ページ番号や
部分：

e ページ番号や
部分：

f ページ番号や
部分：

g ページ番号や
部分：

h ページ番号や
部分：

i ページ番号や部分：

j ページ番号や部分：

質問

　紙面の情報量は適切か

　記入がしやすそうか

　全体的にわかりやすいか

お気付きの点を できるだけ多く お書きください。ページ番号が特定できる場合はそれも記入してください。

　手順や手続きはわかりやすいか

　言葉使いはわかりやすいか

　紙面のレイアウトはわかりやすいか

　文字は見やすい大きさか

　色使いは見やすく、わかりやすいか

　マークやアイコン、記号の意味はわかりやすいか

①  情報量 ⑥  色彩設計

②  タスク ⑦  マーク・図表

③  テキスト（文意） ⑧  記入(入力）欄

④  レイアウト ⑨  使用上の問題

⑤  タイポグラフィ（文字）
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アワードで公募する「カテゴリ」を例年⼤きく変えて
いないのは、前年のアワードにエントリーした企業がフ
ィードバックを元に改善し、その成果を持って次年度に
再びエントリーするケースが多いからである。実際に初
回のエントリーは低い評価を受けた対象物でも、数年が
かりで改善を重ねて受賞した企業があった。 

フィードバックを受けて→分析→設計→評価を繰り返
し改善を重ねるプロセスは、ある意味で HCD の「効果
測定」の実践としても捉えることができる。 

 
表 2 過去 2 年間の「UCDA アワード」受賞企業 
Table 2 Awarded list of UCDA Award (2022-23) 

%" 実践の効果と課題#

3.1 4 つの効果・有効性 
 1 つ⽬の効果は、企業にとって「アワードへの参加」そ
のものを「プロジェクト化」することで、HCD 実践への
⽬的意識を醸成しやすくする点である。HCD の概念が浸
透していない企業にとっては、明確なメリットや効果を
思い描けない状況でいきなり⼤規模な HCD プロジェク
トの導⼊は難しい。そのような状況では「アワードにエ
ントリーしてみる」こと⾃体をスモールサクセスと捉え
ることで担当者の⽬的意識も明確になり、予算や⼈材確
保のハードルを下げる効果が期待できる。 
上記を踏まえた 2 つ⽬の効果は、組織における「継続」

への有効性である。エントリーが⼀度プロジェクト化さ
れて担当部⾨が社内に設置されれば、すなわち HCD 推
進部⾨の設置と同義である。⼈事異動や離職が発⽣した
場合でもエントリーのノウハウが引き継がれるケースが
多く、継続した HCD 実践活動が期待できる。 
3 つ⽬の効果は、成功体験によるモチベーションの⾼

まりである。実践に対して可視化された「表彰」というゴ
ールを設定することは、プロジェクトメンバー同⼠の共
通認識として強⼒に機能し連帯感を醸成され、成果は経
営層まで報告されることの影響も⼤きい。デザイン改善
という本来の⽬的と副次的な「表彰」において⽬的／⼿
段の関係が逆転してしまうことには注意が必要だが、 
“きっかけ”としては有効だと考える。 
4つ⽬の効果は、フィードバックの有効性である。エン

トリー企業に UCDA から評価結果を報告する際、社内の
さまざまな部⾨から関係者が出席する。時には厳しい内
容になることも多いが、多くの場合、担当者は指摘を真

摯に受け⽌めて改善に努⼒する。 
 
3.2 2 つの課題 

1 つ⽬の課題は、多様化するメディアとカテゴリの対
応である。アワードは元々、「印刷物」形式のメディアの
みを対象としてスタートしたが、時代背景や社会課題、
企業へのヒアリング等を経て「デジタル」や「パッケー
ジ」のカテゴリを追加し拡⼤してきた経緯がある。2020
年からは DX を念頭に、メディア同⼠の組み合わせ（関
係性）による顧客満⾜度を評価する「コミュニケーショ
ンデザイン」視点の評価を始め、コロナ禍も経て重要性
が増している。さまざまなメディア形式が誕⽣する今、
企業がアワードへのエントリーに価値を⾒出すような適
切なカテゴリを⽤意することが求められる。 

2 つ⽬の課題として、カテゴリが増えるということは、
同時に評価⼿法も検討が必要になるという点である。評
価⼿法は毎年、UCDA の理事でもある東京電機⼤学理⼯
学部の⽮⼝博之教授（⼈間⼯学）らを中⼼に評価設計と
最終的な監修を実施しているが、多様化するニーズと対
象物、パーソナライズ化されて複雑になっていく商品性
やターゲットなど、VUCA 時代に応じた設計が求められ
る。適切な評価⼿法を選択した上で専⾨家に指導し、評
価品質を維持することも重要だろう。 

&" 終わりに#

アワードは 2024年で 15回⽬を迎える。エントリー件
数は毎年増加し、2023年は保険・⾦融・⾷品・医薬品企
業を中⼼に 55件を超えた。保険⾦不払い問題から 10 年
以上が経ち、アワードも回数を重ねることで保険・⾦融
業界には「UCDA アワード」という実践プロセスが浸透
し始め、前年のフィードバックに基づきデザイン改善に
取り組むサイクルを何年も継続している企業や、社内に
アワード担当部署を持つ企業、数年かけて改善を重ねて
受賞に⾄る企業も増えている。今後は近年エントリーが
増え始めた⾷品・医薬品メーカーをはじめ、より幅広い
業種・業界からの参加を期待したい。 

2009 年のアワード開始直後は専⾨家のみの評価だっ
たが、ユーザビリティ評価における⽣活者視点の重要性
の観点を鑑み 2013年から⽣活者評価が加わった。現在の
運営形式になるまで評価⽅法の試⾏錯誤や変遷はあるも
のの、企業への HCD 浸透を図る⼀例として、アワード
という「公募型イベント」による「エントリー募集〜評価
〜表彰〜フィードバック」のプロセスは有効なアプロー
チではないかと考える。 
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2022年の「UCDAアワード」受賞企業 カテゴリ
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オリックス生命保険株式会社 デジタル

株式会社三井住友銀行 コミュニケーションデザイン
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株式会社三井住友銀行 コミュニケーションデザイン

三井住友信託銀行株式会社 印刷物（パンフレット部門）
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マニュライフ生命保険株式会社 デジタル
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予稿原稿（実践論文） 

UXデザイン共創活動における問題解決の実践知共有の試み 

―パターン・ランゲージの活用を通して― 

〇本村 渉*1 林田 綺菜*1 寺村 信介*1 

An Attempt to Share Practical Knowledge of Problem Solving                          

in UX Design Co-Creation Activities -Through the use of pattern language- 

Wataru Motomura*1, Ayana Hayashida*1, and Shinsuke Teramura*1 

Abstract - This paper describes an attempt to share individual practical knowledge about problem solving and its effects 

in UX design collaboration. RICOH Design Center has been working on creating UX value in collaboration with various 

business divisions, but the practical experience of problem solving has not been sufficiently shared between these diverse 

projects. Therefore, we utilized a pattern language as a problem-solving tool. 

 

Keywords: UX Design, Practical Knowledge, Pattern Language, Co-Creation, Problem Solving 

 

1. はじめに 

1.1 背景 

UX デザインに万能な方法論は存在しない。そのため、

異なるコンテクストにおいて、試行錯誤を重ねながら最適

解を見出していく必要がある。UX デザインを効果的に実

践するためには、理論や知識を習得するだけではなく、

日々変化する状況の中で、多様なステークホルダーと共創

し、専門的なスキルを発揮することが求められる。 

株式会社リコー 総合デザインセンターでは、社内の各

事業部門に対し UX デザインによる価値創出の支援・伴走

を行っている。価値創出を実現するためには、専門家と非

専門家の垣根を越えて事業部メンバーを巻き込み、全ての

関係者が主体的に関与し、共にあるべき姿を作り上げてい

く必要がある。しかし、各事業部の状況は多岐にわたるた

め、デザイナーの取り組みはプロジェクトごとに大きく異

なる。そのため、共創活動中に難解な問題に直面すること

があり、過去のプロジェクトで得た教訓が他のプロジェク

トで十分に活かされず、同様の問題が再発することもある。 

このような状況下では、複雑なコンテクストの中で専門

的なスキルを発揮するための実践的な知見やノウハウが

重要となる。しかし、このような実践知は多くの場合、実

践者の暗黙知として個人の経験に埋もれてしまう。そのた

め、UX デザイン実践者は、過去の具体的な経験から本質

的な要素を抽出し、それを経験則や知恵という実践知とし

て活用することが求められる。さらに、UX デザイン領域

では明確な答えが存在しないため、個人の実践知を組織全

体で共有し、解釈することも重要である。 

当組織では定期的にふりかえりの機会を設けているが、

多くはプロジェクト実践の報告に終始し、個人が得た知見

やノウハウを体系的に共有する段階には至っていない。さ

らに、ふりかえりでの問題分析が表層的なレベルに留まっ

ており、問題の本質的な捉え方に改善の余地がある。 

本研究では、上記の課題に対処するためにパターン・ラ

ンゲージに着目した。パターン・ランゲージとは、繰り返

し現れる事象の共通点を型（パターン）として捉え、それ

を言語（ランゲージ）化する手法である[1]。パターン・ラ

ンゲージの活用方法においては、個々のパターンをコミュ

ニケーションの語彙として用い、対話を通じて学び合う方

法がある[1,2]。さらに本研究では、パターン・ランゲージ

の構造を用いた問題分析ツールとしての活用にも注目す

る。 

 

1.2 本研究の目的 

本研究は、UX デザインの共創活動において生じる問題

を解決するため、組織内で実践知を共有する方法論を模索

することを目的とする。その手段としてパターン・ランゲ

ージを採用し、その有効性について考察する。具体的には、

UX デザイン実践者を対象に、寺村らが開発した「UX デ

ザイン導入パターン・ランゲージ」[3]を用いたワークシ

ョップを試行し、以下の二点におけるパターン・ランゲー

ジ活用の効果を検証する。 

 

1. UXデザイン実践時に直面する問題を構造的に捉え、

本質を理解することができる 

2. UX デザインの実践知を共有することで、新たな問

題への対処方法を見出すことができる 

 

2. パターン・ランゲージと UXデザイン実践知の共有 

2.1 今日までのパターン・ランゲージ 

パターン・ランゲージ（Pattern Language）とは、繰り*1：株式会社リコー 総合デザインセンター 

*1：Corporate Design Center, RICOH Co., Ltd. 
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返し現れる事象の共通点を型（パターン）として捉え、そ

れを言語（ランゲージ）化する手法であり、1970 年代に

建築家のクリストファー・アレグザンダーによって提唱さ

れた。アレグザンダーは、建物に現れる共通点をパターン・

ランゲージとして記述し、これを建築家と住民の対話のツ

ールとして活用した。このアプローチにより、建築家だけ

でなく住民も街づくりに参加できるようになったことが、

パターン・ランゲージの大きな功績である。 

井庭[4]は、アレグザンダーが考案したパターン・ラン

ゲージを、デザインする人（建築家）とその結果を享受す

るユーザー（住民）間の橋渡しの役割を持つ「パターン・

ランゲージ 1.0」と位置づけている。1990 年代には、主に

ソフトウェアや組織などの非物理的な対象に対して、熟達

者と非熟達者の差を埋める目的で、「パターン・ランゲー

ジ 2.0」が使われるようになった。さらに 2000 年頃から、

人間活動を対象に教育や組織改革、学びを促進する目的で

「パターン・ランゲージ 3.0」が登場した。建築やソフト

ウェアなどを対象とした「パターン・ランゲージ 1.0」と

「パターン・ランゲージ 2.0」では、デザインする主体と

客体が明確に分かれていたが、「パターン・ランゲージ 3.0」

ではデザインする主体が同時に客体となるため、これまで

のものとは異なる特徴を持つ。本論においては、「パター

ン・ランゲージ 3.0」に該当する実践を対象とする。 

 

2.2 パターン・ランゲージの基本構造 

図 1 にパターン・ランゲージの基本構造を示す。パター

ン・ランゲージの形式にはいくつか種類があるが、特定の

状況（Context）において生じる問題（Problem）と、その

問題を引き起こす見えない力や法則（Forces）、問題の解

決策（Solution）を基本構造としている。これらの要素は

相互に関連しており、関係性を明確化することで、特定の

状況で生じる問題とその本質的な原因、適切な解決策を構

造的に捉えることができる。 

 

 
図 1 パターン・ランゲージの基本構造 

Figure 1 Basic Structure of Pattern Language 

 

2.3 問題解決の手段としてのパターン・ランゲージ 

パターン・ランゲージは多様な分野で研究が進められて

おり、実践活動における問題解決を目的とした活用方法と

して、主に以下の二点が挙げられる。 

第一に、パターン・ランゲージの構造を利用して問題を

分析する方法である。パターン・ランゲージを記述するた

めには、発生した問題（Problem）の表層的な側面や直接

的な解決策（Solution）だけでなく、なぜそのような問題

が発生したのか、なぜその解決策が効果的なのかを深く洞

察する必要がある。この〈なぜ〉を問わなければ記述でき

ない点がパターン・ランゲージの特徴である[5]。パター

ン・ランゲージを用いて問題を構造的に考える方法を身に

つけることで、難解な問題に直面した際にも、その問題を

取り巻く構造を整理し、根本原因や解決策の妥当性を探求

することができる。 

第二に、他者の経験則を可視化し、対話を通じて共有す

る方法である。井庭は、パターン・ランゲージを「対話の

メディア」であると提唱しており、パターン・ランゲージ

を使用した対話は、単なる情報のやり取りだけでなく、参

加者同士が創造を誘発し合う「創造的な対話」が行われる

と述べている[1]。この方法により、他者の経験を自身の

経験の一部として取り入れ、新たに直面する問題に対して、

他者の経験を活用して対処方法を見出すことができる。 

 

2.4 UX デザイン共創活動の問題解決手段としてのパター

ン・ランゲージ 

当組織の UX デザイン共創活動は、設計職や企画職な

ど、様々な立場の担当者が参加するプロジェクトで行われ

ている。これらのプロジェクトには UX デザイン未経験者

がアサインされることも多く、UX デザイン業務を進める

過程で多くの難解な問題が生じる。例えば、新規サービス

開発の初期フェーズにおいて、仮説検証の結果、アイディ

アの方向転換が必要になった際にメンバー間の合意形成

に失敗し、プロジェクトが停滞するケースなどが存在する。

これらの UX デザイン共創活動に関する実践知は、個人や

プロジェクト内のメンバーに留まり、得られた学びや経験

が十分に共有されず、その後のプロジェクトに活かされて

いるとは言い難い。そのため、他のプロジェクトで同様の

問題が再発し、UX デザイン共創活動の進行に問題が生じ

ることがある。 

そこで本研究では、問題解決の手段としてパターン・ラ

ンゲージの導入を試み、その可能性を模索する。パターン・

ランゲージを使用する理由は、直面した問題の本質を捉え

ることができ、自分だけではなく他者の経験則を用いて対

応策を検討する手段として有効であると考えられるため

である。 

  

3. 実施概要 

3.1 目的 

パターン・ランゲージを利用したワークショップを実施

することで、参加者が UX デザイン共創活動において生じ

る問題の本質的な原因や影響要因を構造的に分析できる

ようになることを目指す。さらに、参加者間で実践知の共

有を促進することを目的とする。 

 

3.2 対象者 

ワークショップは所属部署のメンバー12 名を対象にオ

フィスの会議室で実施した。メンバーの内訳は組織職 2 名、

      

       

       

        

   
 の      

問題 
 の   問題 
     

解決  
 の問題を
 の  に解決 る 

  ー  
問題を    して る
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一般職 10 名であり、参加者の UX デザイン実践経験には

ばらつきがある。また、ワークショップの進行を支援する

ために 3 名がファシリテーションや補佐を担当した。グル

ープワークではファシリテーターも適宜参加し、ランダム

に 3～4 名ずつのグループに分けられた。 

補足として、パターン・ランゲージの理解を深めるため

のプレワークショップをオンライン環境で 2 回実施して

いる。そのため、本ワークショップの実施時点で、参加者

の多くはパターン・ランゲージに関する基礎知識を有して

いた。 

 

3.3 使用するパターン・ランゲージについて 

本ワークショップでは、寺村らによって開発された「UX

デザイン導入パターン・ランゲージ」[3]に新たなパター

ンを追加したものを使用した。このパターン・ランゲージ

は全 17 個のパターンで構成されており、各パターンには

UX デザイン導入時に直面する問題とその解決策がセッ

トで記述されている。 

ワークショップの実施にあたり、「UX デザイン導入パ

ターン・ランゲージ」のパターン・カードを作成した。こ

のカードは、①〈パターン名〉②〈パターン概要〉③〈イ

ラスト〉④〈状況〉⑤〈問題〉⑥〈解決策〉で構成されて

いる。パターン・カードの例として、「霧の中の進み方」

というパターン（図 2）は、「これまで取り組んだことのな

い新しいプロジェクトにおいて、UX デザインの考えに従

い、最初の仮説立案/検証までの計画を立て、プロジェク

トを進めている」という状況（Context）において、「期待

した仮説検証結果が得られなかった時に、プロジェクトが

失敗したと判断されてしまう」という問題（Problem）が

発生した際、「新しいプロジェクトの計画は不確定要素を

含んでおり、検証の結果により計画の見直しが必要である

ことを、最初から共有しておく」という解決策（Solution）

が記載されている。 

 

 
図 2 パターン・カードの一例 

Figure 2 Example of Pattern Card 

 

3.4 実施内容 

2024 年 4 月 12 日にパターン・ランゲージワークショ

ップを実施した。本ワークショップは、「対話ワークショ

ップ」と「問題分析ワークショップ」の二部構成で行った。 

ワークショップは、当期業務のふりかえりを行う会の一

部として開催された。参加者は事前に担当するプロジェク

トに対して、KPT（Keep：良かったこと/今後も続けたい

こと、Problem：発生した問題、Try：来期に取り組むこと）

を用いたふりかえりを行い、ワークショップ前にその内容

を共有してもらった。問題分析ワークショップでは、この

ふりかえり会で表出した問題を取り上げて実施した。以下

に、二つのワークショップの具体的な内容を説明する。 

 

3.4.1 対話ワークショップ 

対話ワークショップは、パターン・カードを用いて参加

者間で過去の経験について対話を行うことで、UX デザイ

ンの実践に関する知見やノウハウを共有することを目的

としている。以下に具体的な実施内容を示す。 

 

(1) カードの選択 

参加者にパターン・カード 1 セット（17 枚）を配布し、

各参加者はパターン・カードの一覧から関心があるカード

を 1 枚選択し、その選択理由を考える。 

(2) カードを用いた対話 

全員がカード選択を完了した後、順番に選んだカードの

説明と、選んだ理由やそれに関連する自身の経験や考えを

共有する。共有が終わった後は、グループ内でフリーディ

スカッションを行う。選択したカードの共有が一巡したら、

席替えをして再度カードの選択と対話を行う。このセッシ

ョンを計 2 回実施した。 

 

3.4.2 問題分析ワークショップ 

問題分析ワークショップは、参加者が UX デザイン実践

時に実際に直面した問題を、パターン・ランゲージの構造

を活用して分析を行うことで、問題を取り巻く構造を整理

し、根本原因や解決策の妥当性を探求できるようになるこ

とを目的としている。以下に具体的な実施内容を示す。 

 

(1) 扱う問題の選択 

事前に実施したふりかえり会で挙げられた問題から、各

グループで分析したい問題を一つ選択する。 

(2) 問題の分析 

図 3 に問題分析ワークシートを示す。このワークシート

は、パターン・ランゲージの基本構造に基づいて設計され

ている。このワークシートを活用し、分析対象の問題

（Problem）に対して、その問題が発生した状況（Context）

はどのようであったか、その問題を引き起こした見えない

力や法則（Forces）は何か、そしてそれをどのように解決

（Solution）すればよいのかという順で、グループメンバ

ー間で議論しながら問題の構造的な分析を行う。この時、

議論を通して選択した問題が再定義された場合はその旨

を記載する。 

(3) 類似経験の共有 

分析した問題に対して、過去に同様の経験をしたメンバ

ーはその内容を共有する。これにより、特定のプロジェク

トに留まらず、組織全体として「あるある」な問題として
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認知される。 

(4) パターン化の検討 

分析した問題に対して、新たにパターン化できるかを検

討する。特に類似経験が多数挙げられた問題については新

たなパターンとして検討し、実際にパターン名を考える。

既存のパターンと似た問題は新たなパターンとはせず、既

存パターンの一事例として紐づけを行う。 

 

 

図 3 問題分析ワークシート  

Figure 3 Problem Analysis Worksheet 

 

3.5 調査内容 

ワークショップ実施後、効果を検証するためにアンケー

トとインタビューを実施した。 

アンケートは、ワークショップ全参加者を対象に、5 段

階評価法を用いた質問項目で構成され、各項目の回答理由

を自由記述式で求めた。質問項目を表 1 に示す。 

インタビューは、各ワークショップでの効果を測るため

に、参加者に半構造化インタビューを行った。対象者（役

職・UX デザイン業務経験年数）は、A（一般職・3 年）、

B（一般職・2 年）、C（一般職・半年）、D（組織職・5 年

以上）の 4 名で、2024 年 4 月 23 日～24 日に実施された。

インタビューの実施時間は約 30 分/人であった。質問内容

は、当日の感想や印象に残ったこと、ワークショップ参加

時の状況や、その時に考えていたことなどであった。 

 

表 1 参加者対象のアンケート調査 

Table1 Questionnaire Survey for Participants 

Q 質問項目（5 段階評価/自由記述） 

1 ワークショップの満足度を教えてください 

2 パターン・ランゲージの構造を使って問題の本質

を特定し、構造的に整理する方法が分かりました

か？ 

3 パターン・カードを使って対話をすることは有意

義だと思いましたか？ 

4 自分が過去にこれまでやってきたことを振り返る

ことができましたか？ 

5 今後の業務で何かアクションできそうだと思った

ことはありましたか？ 

 

4. 調査結果と考察 

表 2 にアンケート調査結果の設問ごとの回答者数およ

び平均点（n=12、max=5.0）を示す。 

 

表 2 質問紙調査の結果 

Table2 Questionnaire Survey Result 

Q 
評価値（人） 

平均点 
5 4 3 2 1 

1 5 7 0 0 0 4.42 

2 6 6 0 0 0 4.5 

3 5 6 1 0 0 4.33 

4 4 4 3 1 0 3.91 

5 6 5 0 0 1 4.25 

 

5 段階評価のアンケートにおいて、「Q1：ワークショッ

プの満足度を教えてください」という設問に対する平均点

4.42 という結果は、ワークショップそのものに対する満

足度が高かったことを示している。 

以降の節では、アンケートおよびインタビュー結果から、

本研究の目的である「UX デザイン実践時に直面する問題

を構造的に捉え、本質を理解することができる」「UX デザ

インの実践知を共有することで、新たな問題への対処方法

を見出すことができる」の二点について効果があったか考

察する。 

 

4.1 パターン・ランゲージの構造を用いた問題分析 

本節では、パターン・ランゲージの構造を用いた問題分

析における効果を確認し、考察していく。 

まず、アンケートの「Q2：パターン・ランゲージの構造

を使って問題の本質を特定し、構造的に整理する方法が分

かりましたか？」という設問に対して、平均点は 4.5 であ

った。この結果から、参加者の多くは問題を構造的に分析

する方法を理解することができたと考えられる。 

次に、ワークショップにおいて、問題分析がどのように

行われたかを考察する。ワークショップでは、事前のふり

かえり会で表出した問題を取り上げ、それを分析するもの

であった。分析によって、参加者の問題への理解がどのよ

うに変化したのかを確認する。一例として、あるグループ

のワークシート内容を取り上げる（図 4、5）。 

ワークショップ開始時の段階では、あるプロジェクトに

おいて「メンバー間で対象範囲や目的にズレが生じてしま

う」ことが問題であると認識されていた（図 4）。これは、

メンバー個人に焦点が当てられており、問題の原因が個人

の認識の違いにあると捉えている。しかし、ワークショッ

プでの議論を通じて、この問題は「メンバーが納得してい

ない状態でプロジェクトが始まるため、進行に支障がでる」

として再定義された（図 5）。議論を通して問題の状況や

要因を再解釈することで、問題の捉え方が、個人の認識の

違いからプロジェクト開始時のメンバーの納得感の欠如

へと変化した。このように、パターン・ランゲージを用い
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て問題を分析することで、問題の捉え方自体が変化し、よ

り本質的な問題として再定義されていく過程が観察され

た。 

 

 

図 4 ワークショップで取り上げた問題の一例 

Figure 4 Example of Problem addressed in the Workshop 

 

 

図 5 問題分析により作成されたワークシートの一例 

Figure 5 Example of Problem Analysis Worksheet  

 

また、再定義の過程において、問題に対してフォースの

存在を前提に問題の本質に関する議論が行われていた。参

加者 A はインタビューにおいて、「印象に残ったことは何

か」という質問に対し以下のように述べた。 

 

フォースは何だったのかっていうところで、「あ

れがあるんじゃないか。これがあるんじゃないか」

みたいな話があったので、そこですね。その事実確

認で、直接関わってた人の視点と、その話を聞いて

客観的にここはどうなっていたのって対話してい

く中で、事実と問題の確認をして、じゃあその裏に

何があったのかっていう分析になると思うんです

けど、そこに関して全然タイプが違う 3 人で会話

ができたところが面白かったですね。〈A〉 

 

上記の発言からは、参加者が問題分析を行う過程におい

て、フォースを中心に当事者と第三者の両方の視点から建

設的な対話が生まれていたことが分かる。また、参加者 B

は「今後の業務に対してどの点が有効だと思ったか」とい

う質問に対して、以下のように回答した。 

 

パターン・ランゲージを使って、フォースをちゃん

と考えてから解決策につなげようね、みたいな考え方。

単純な KPT じゃなくて、なんでその問題が起こった

んだっけ？みたいな。フォースをちゃんと捉えるとこ

ろは、今後プロジェクト業務やふりかえりをする中で

すごい使える考え方だと思う。〈B〉 

  

このように、パターン・ランゲージの構造を利用して問

題を分析することにより、問題の解像度が上がり、本質的

な原因と適切な解決策を見出す手がかりを得ることがで

きたと評価できる。特に、フォースの概念を用いて問題の

背景にある根本的な原因の探求ができることは、パター

ン・ランゲージ特有の利点であると言える。一方で、参加

者の一部からフォースの記述が難しいという指摘があっ

た。フォースを捉えるためには問題の背景にある複雑な因

果関係を紐解く必要があり、一定の経験値や洞察力が不可

欠である。対応方法については、今後の課題としたい。 

 

4.2 UX デザイン実践知の共有 

本節では、UX デザインの実践知共有による効果を確認

し、考察していく。 

まず、参加者へのインタビューの結果から、他者の経験

が自身の担当プロジェクトにも活用できるという気づき

が得られたことが分かった。参加者 B は、問題分析ワー

クショップ内の類似経験の共有時のことを以下のように

述べる。 

 

分析したプロジェクトだけの話じゃなくて、ステー

クホルダーとして本当に売る人がすごい大事だよね

みたいなところは、今やってる他のプロジェクトとか

とすごい繋がって。〈B〉 

 

上記の発言からは、類似経験の共有を起点に自己の経験

を振り返り、自身のプロジェクトとの紐づけが行えたこと

が分かる。また、当部署に来て日が浅い C は、今後本格的

に関わる業務を思い浮かべながら、パターン・カードを使

って対話した感想を以下のように述べた。 

 

このパターンはよくあるやつだっていう事実が分

かるだけで、ちょっと安心するというか。自分だけに

降りかかった特別な困難みたいに思うと結構辛いじ

ゃないですか。（…）いや、それよくあるよ、普通だ

からってなるだけで、だいぶ楽かなっていう。〈C〉 

 

このように、パターン・ランゲージによる対話は、自分

だけが問題を抱えているのではないという安心感を与え

る効果もあることが推察される。 

次に、対話ワークショップにおいては、パターン・カー

ドが対話のきっかけとなり、お互いの経験や考え、抱えて

いる課題を引き出すトリガーとして機能することも分か

った。参加者 B はパターン・カードを用いた対話から、優

秀な同僚の新たな側面を発見することができたと述べる。 

 

私も他の人から一緒に仕事して学びたいと思って

るんですって言ったら、「僕ももっと（同僚）から学
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びたいと思ってんだよね」みたいな。そんな話って普

段しないじゃないですか。（…）こんなに完璧に仕事

してるけど、そっか、学びたいと思ってるのかみたい

な。そういう発見があって。〈B〉 

 

また参加者 C は、ワークショップの場が、普段の会話

では言いづらいことを相手に伝える機会になったという。 

 

例えばこのカードが無い状態で僕が上司に向かっ

てトップが空回りしてますよって言えるかっていう

と言えない気がしてて（笑）。このカードを使ってや

りましょうっていう体だから、言えるのはあるかもし

れない。そういうルールのもとだから、多少の無礼講

もいいでしょうみたいになるのかも。〈C〉 

 

上記の発言からも、パターン・カードは相手の新たな側

面を発見するのみならず、本音を引き出すツールとしても

機能していることが分かる。 

以上の結果から、パターン・カードが対話のきっかけと

なり、他者の経験を共有することで、新たな気づきや解釈

を得ることができたと評価できる。また、実践知の共有だ

けでなく、同僚の新たな側面の発見や本音を引き出すこと

ができたことも分かった。対話を通じて、個人の中に埋も

れていた経験や教訓が表出し、他者との共有が促進される

ことで、組織全体の知的資産として蓄積されたことが期待

される。 

今回のワークショップにおいては、パターン・ランゲー

ジを媒介として実践知の一部を共有できたといえる。一方

で、今後の実業務において難解な問題に直面し、対処方法

を検討する際にパターン・ランゲージがどのように役立つ

かについては確認することができなかった。長期的な検証

が必要であるため、今後の課題としたい。 

 

4.3 その他の課題 

ワークショップ開催中に参加者から得られたコメント

およびアンケートの自由記述欄から、「パターン・カード

に書いてある内容は何か納得できないものだった」「カー

ドに書いてある解決策は実際には使えないと思う」とのフ

ィードバックが寄せられた。これらに対し、二つの課題を

挙げる。第一に、今回使用したパターン・ランゲージを作

成した当時から環境が変化しているため、現状にあわせて

内容を適宜更新していく必要がある。第二に、パターン・

ランゲージは直面した具体的な状況を構造的に整理し、他

の類似事例と合わせて抽象的に捉えるためのツールであ

るが、パターン・ランゲージに書いてある内容を個別具体

的な事例として捉えてしまうことが一部で起きていると

考えられる。具体と抽象という概念に対する理解が人によ

ってばらついていることも考慮し、今後の導入を検討して

いく必要がある。 

 

 

 

 

5. おわりに 

本研究の目的は、UX デザインの共創活動において生じ

る問題を解決するために、組織内で実践知を共有する方法

を模索することであった。その手段としてパターン・ラン

ゲージを採用し、ワークショップを試行した。その結果、

パターン・ランゲージの活用によって、問題の構造的な分

析と、対話を通じた実践知共有のアプローチにおいて有効

な手段となり得ることが確認された。 

まず、パターン・ランゲージの構造を活用した問題分析

においては、問題に関連する状況や背景にある要因、適切

な解決策を整理する方法を参加者が理解することができ

た。特に、フォースという概念に注目することで、問題の

本質的な原因を深堀りする効果があった。 

次に、パターン・カードを用いた対話によって、参加者

間での実践知の共有が促進された。カードが対話のきっか

けとなり、他者の経験を共有することで、参加者が新たな

気づきや解釈を得ることができた。 

この試みは、個人の実践知を組織全体で活用することを

目指すものであり、その背景には組織学習論がある。組織

学習の分野では、企業内での従業員同士の対話が学習にど

のように寄与しているかについて、多くがブラックボック

ス状態であると指摘されている[6]。本研究は、約半年間

の試みであるため、その後の実業務において各メンバーの

行動が変容し、共創活動における問題解決に役立てられて

いくかを追うことはできていない。 

今後は、本研究で得られた知見をもとに、パターン・ラ

ンゲージを活用した実践知共有の効果を長期的に評価す

ることが求められる。特に、パターン・ランゲージを用い

た対話が、組織学習にどのように寄与するのかを明らかに

し、発展的な展開を試みたい。 
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予稿原稿（実践論⽂） 

地⽅⼥⼦短⼤における情報デザイン教育の実践(2) 

〇近藤 朗*1 
Practice of Information Design Education at a Local Women's Junior College(2) 

Akira Kondo*1 

Abstract - This presentation will discuss a case study of a pre-graduation seminar on the design process of Internet 
information dissemination, using the Human-Centered Design method, at a local women's junior college, where most 
of the graduates are employed as clerical and sales staff at local companies. 
 
Keywords: Information design, College education, Local area 

 

1. はじめに 

⾼等教育機関における情報デザインの教育⽅法は，そ
れぞれの学校，学⽣のバックグラウンドやニーズにより
異なる． 

本発表では卒業⽣の多くが地元企業の事務職，営業職
に就職する地⽅の⼥⼦短⼤において，⼈間中⼼設計の⼿
法を⽤い，ユーザーを考慮したインターネットの情報発
信のデザインプロセスの学習を卒業前のゼミ形式で実施
した事例について紹介する． 

2.  本学の情報デザイン教育 

著者が所属している⿅児島⼥⼦短期⼤学の教養学科で
は，情報デザインに関わるカリキュラムとして，いわゆ
る情報通信関係の技術的な教育の授業と，デザイン的な
教育の授業があり，それらの概要を以下に述べる．  
2.1 情報通信技術 

この領域では，近年の情報デザインの表現媒体として
使⽤されるデジタルメディアの技術的背景および関連ツ
ールの基本操作の導⼊として，MS Office からメール等
の利⽤⽅法を学ぶ「情報活⽤」また情報化社会から基本
的な ICT 技術を学ぶ「情報科学概論」が必修科⽬として
設置されている．また応⽤として「数理・データサイエン
ス・AI 教育プログラム」[1]を設け，地域社会に ICT を
活⽤した AI，データサイエンスの仕組みを導⼊する基本
的な考え⽅，スキル教育を実施している． 
2.2 デザイン 

デザイン領域の科⽬は必修ではないが，短⼤で規定の
単位を取得すると実務教育協会から認定される「Web デ
ザイン実務⼠」[2]の資格要件となる科⽬となっているた
め，半数前後の学⽣が受講している．科⽬構成としては
⼀年次の導⼊としてデザイン全般とデジタルツールを使
⽤した演習の「デジタルデザイン」から始まり，「ウェブ
デザイン」「情報デザイン演習」などの科⽬がある。 

3. 教養学科のゼミ構成 

本学教養学科は美⼤などデザイン専⾨のコースではな
いため，卒業研究に相当する「プロジェクト演習」の科⽬
の中で，ゼミのひとつとして「情報デザイン」を設けてい
る．学科のゼミの概要について以下に述べる。 
3.1 各ゼミの紹介 

昨年度のゼミ活動として，筆者の「情報デザイン」以外
の各教員のテーマは次の通りである．「社会学（主に家族・
地域・環境）」「環境⼼理学」「図書館情報学」「⽂化⼈類
学」「国際関係論（⿅児島と海外とのつながり）」「SDGs
（働きがいも経済成⻑も）」「アメリカ⽂学」「情報学（先
進的コンテンツ制作）」．[3]． 
3.2 情報デザインゼミ 

このゼミでは，⼈間中⼼設計のプロセスをプロジェク
トペースで体験学習することを⽬標に，地域の情報を受
け⼿が何のためにどのように活⽤するかを意識して，
Web コンテンツを制作した．その課程では，デザイン系
の授業で学んだ⼿法やスキルを再度説明し，実際の制作
において実体験できるよう考慮した． 

具体的には実際に⿅児島で紹介したいスポットについ
て事前調査を⾏い，学⽣ならではの視点で紹介するため
のシナリオを作成，現地取材を実施した．その成果を地
元事業所とのコラボで，地域情報を発信する Web メディ
アである「カゴシマガジン」，地域の特産品にまつわる情
報も掲載している EC サイト「かごしまぐるり」に掲載
していただいた． 

⼀般公開のコンテンツとして，連携企業の⽅にも指導
いただき，記事制作を⾏った． 

4. 活動内容 

「情報デザイン」のゼミの具体的な活動のスケジュー
ルと事例を以下に述べる． 
4.1 ゼミスケジュール 

プロジェクト演習のゼミは⼆年次後期 15 回の授業に
時間外の調査活動である。図 1 にスケジュールを⽰す。 

 *1：鹿児島女子短期大学教養学科  
*1：Kagoshima Women's College, Dept. of liberal arts 
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図 1 ゼミスケジュール表 
Figure 1 Seminar Schedule 

4.2 事前調査 
学⽣がコンテンツ制作を⾏うにあたり，全体概要と他

者からの評価について事前に把握するための調査を⾏い，
報告書にまとめた。 
4.3 シナリオ検討 

シナリオの検討にあたっては，まず図 2 の左側にある
シートで訪問するスポットとそこで何をするかなどの情
報を書き出し，その後に右側にあるシートにターゲット
のペルソナを記述，具体的な活動を⽂章化した．このこ
とにより，いきなり⽂章を記述して全体の流れを⾒失う
ことを避けることができた。 

 
図 2 シナリオ事例 

Figure 2 Scenario Examples 
 
4.4 原稿制作 

シナリオに基づき、3 ⼈以下のグループもしくは個⼈
で現地調査を⾏い、実際に体験した内容をデジカメで撮
影し⾃分たちの⾔葉で⼀連の紹介原稿を作成した。原稿
はワード等のワープロソフトで画像を⼊れ込み制作し、
それをベースに CMS にコンテンツ投⼊を⾏い、プロの
デザイナーと協議し、助⼒を得ながら最終的なウェブペ
ージを完成させた。 

5. 成果とまとめ 

5.1 成果 
学⽣が作成した原稿をベースにウェブページのデザイ

ンはプロのデザインナーとの協業とした．これは，⼀般
公開するコンテンツを制作するデザインスキルを学⽣が
修得するカリキュラムではないが，プロと協業すること
で，その制作プロセスを学ぶことを⽬的としたためであ
る．その結果，学⽣⾃⾝が作成した MS Word のラフから
プロの⼿による仕上げまでを体験することができた．完
成したウェブページ[4] [5]の事例を図 3 に⽰す。 

 
図 3 公開されたゼミ制作のウェブページ 

Figure 3 Published seminar web pages 
 
5.2 まとめ 

学⽣には HCD プロセスを考慮した情報デザインのプ
ロセスを体験するカリキュラムとなり，学外の企業と協
業したこと、社会に出る前の良い学びの経験になったと
の反応を得た．また協業企業からも制作したコンテンツ
が、掲載媒体となったウェブサイトの中でアクセス上位
になったと好評価をいただいた。 

また今回の結果も踏まえて次年度も本活動を継続する
こととし、協業企業とも振り返りを実施した。 
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回数 内容
1 オリエン、プロジェクト演習でやること説明
2 取材先検討とプレゼンについて
3 特別講義：カゴシマガジンについて
4 企画・ペルソナに沿ったシナリオ検討(1)
5 企画・ペルソナに沿ったシナリオ検討(2)、アポ取り検討
6 各⾃取材(1)
7 各⾃取材(2)
8 原稿作成、コンテンツ投⼊(1)
9 原稿作成、コンテンツ投⼊(2)
10 中間発表
11 最終仕上げ、確認(1)
12 最終仕上げ、確認(2)
13 成果発表
14 最終確認(1)
15 最終確認(2) 授業評価アンケート
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予稿原稿（実践論文） 

環境内指標が作業時間に与える影響についての調査 

〇村上 昌志*1 

The Investigation of the Effect of Environment Indicators on Work Hours 

Masashi Murakami*1 

Abstract - This paper describes a service design method implemented at “Work Lab Hakodate” operated under an 
industry-government collaboration. We installed environmental sensors in the office to acquire environmental 
indicators and display as signage to create a mechanism to increase employee productivity. We report the results of a 
correlation study between survey environmental data and actual work hours over a measured period. 
 
Keywords: Service Design, IoT Sensor, Environment, Work hour, Productivity 

 

 はじめに

地方の人口減少、少子高齢化という課題に対して、政
府の「地方創生基本方針」によれば、地方創生には地域資
源の活用や新規産業の創出が求められている[1]。函館市
は、2017 年に「函館市 IoT 推進ラボ」の選定を受け、2018
年には「はこだて未来 AI ビジョン」を策定するなど、AI・
IoT を活用した取り組みを行っており、また、2020 年に
は、地域における新たな産業の創出および雇用の場の創
出を目的として、函館市、ハコレコドットコム株式会社、
株式会社ネットリソースマネジメントの 3 者による連携
協定を 2020 年 7 月に結び、「ワークラボ函館」を立ち上
げ、共同で運営を行っている。 

ワークラボ函館では、地域課題として働く場の提供を
設定し、実際に従業員が働く実証実験の場として運用を
行っている。実証実験の内容としては、従業員のワーク
エンゲージメントおよび生産性向上を目的として、施設
で実際に働いている従業員を対象としたアンケート調査
およびヒアリングを行い、結果を元に取得する環境情報
を策定し、施設内に IoT センサーを設置して情報を取得・
蓄積した。ここで得られたデータをデジタルサイネージ
として表示し、従業員へフィードバックするサービスを
試作している。 

本稿では、ワークラボ函館で試作しているサービスに
ついて紹介するとともに、2023 年に計測された環境内情
報が従業員の生産性に与える影響について調査した結果
を実践論文として報告する。 

 ワークラボ函館利用環境

2.1 利用環境の概要 
図 1 にワークラボ函館利用環境を示す。左側に通常の

業務を行う執務室があり、右側下方は少人数 MTG や来
客が使用できるスペースとなっており、オープンスペー

スとして使用している。右側上方は会議室となっている。
各スペースに IoT センサーを設置し、環境情報を取得、
データの蓄積を行っている。 

 
2.2 利用環境に対する調査 

従業員が仕事に対してポジティブな心理状態である事
をワークエンゲージメントと呼ぶ[2]。活力、熱意、没頭
の 3 要素の尺度で計測されるワークエンゲージメントは、
業務支援と個人的資源で向上されるといわれている[3]。
また、良好な労働環境の整備を行うことにより、従業員
のワークエンゲージメントを高め、満足度と生産性を向
上させることが可能であると考えられる。 

以上から、ワークエンゲージメントおよび生産性を向
上させるサービスの設計にあたって、現状の環境に対し
てアンケート調査(n=12)を行った。設問 17 項目のうち、
気にした事があるデータのアンケート結果は表 1 に示す。 

また、同時に行ったヒアリング結果では、仕事のパフ
ォーマンスを高めたい、生体情報・パーソナライズされ
た情報を求める意見が出された。 

 
 

*1：株式会社ネットリソースマネジメント 
*1：Net Resource Management Co. Ltd. 

図 1 ワークラボ函館利用環境 
Figure 1 Work Lab Hakodate Environment 
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表 1 環境に対するアンケート結果 

Table 1 Results of Environmental Questionnaire 

 

 環境情報と作業時間の取得

アンケート結果から従業員にフィードバックを与えた
い情報として以下の通り取得した。環境情報としては温
度、湿度、CO2 濃度、騒音、照度を取得した。使用した
センサーは表 2 に示す。 

 
表 2 環境情報を取得するセンサー 

Table 2 Sensors to Acquire Environmental Data 

取得情報 メーカー 型式 

温度 
ミオ・ 

コーポレーション 
SC-302 湿度 

CO2 濃度 

照度 
OMRON 2JCIE-BU01 

騒音 

 
また、仕事のパフォーマンスを測る方法として株式会

社 ネ ッ ト リ ソ ー ス マ ネ ジ メ ン ト が 提 供 す る
WORKS.REPORT を用い、従業員の PC 作業時間を計測
した。 

 

 
季節によって環境から得られるデータも変動し作業者

に影響を与えると仮定し、年間を通して調査を行う目的
で、環境センサーデータおよび PC 作業時間データは
2023 年 1 月から 2024 年 1 月末までのデータを利用した。
時間については PC 作業時間と環境センサーデータとも
に 9 時から 18 時の間で取得している。 

 
3.1 環境センサーデータ 

設置してある環境センサーデータより温度、湿度、CO2
濃度、照度、騒音、および温度と湿度から算出される不快
指数、WBGT(Wet Bulb Globe Temperature、暑さ指数。
以下 WBGT)を取得した。不快指数は(0.81x 気温)+相対
湿度+46.3(1)で算出し、WBGT は(0.7x 温度)+(0.3x 温
度)取得箇所については、WORKS.REPORT 利用者が作
業を行っているオープンスペースカウンター席のものを
利用した。 

 

3.2 PC 作業時間データ 
従業員４名の PC 作業時間を WORKS.REPORT より

取得し、平均値を函館勤務の平均 PC 作業時間として利
用した。勤務時間外の作業時間は除外している。また、環
境センサーデータと同様に勤務のなかった土日・祝日・
夏季および冬季休暇は除外している（図 3）。 

 

 
3.3 環境センサーデータと PC 作業時間データの相関分析 

環境内の状況が作業時間に影響を与えるとした仮説を
検証する目的で、前章で計測した函館勤務の平均 PC 作
業時間と環境センサーデータとの相関関係を調査した。
結果として、2023 年 4 月に照度と PC 作業時間の間に相
関関係が高い傾向があった（相関係数= 0.69）が、それ以
外の項目（温度・湿度およびそこから算出される不快指
数と WBGT、CO2 濃度、騒音）に関して相関は認められ
なかった。 

同様に 2023 年 5 月の環境センサーデータと PC 作業
時間の散布図を以下に示す。この月には、温度・不快指
数・WBGT・CO2・照度と PC 作業時間の間に相関が認
められ、湿度と騒音については相関がなかった。照度に
関しては負の相関となり、PC 作業時間が多い状況では照
度が低くなっている結果が得られた。他の月では相関が

気にした事があるデータ 

温度 (83.3%) 

CO2 濃度 (41.7%) 

ストレス度, 湿度 (33.3%) 

図 3 取得した PC 作業時間データ 
Figure 3 PC Operation Data 

図 2 PC 作業時間計測サービス 
Figure 2 PC Work Time Measurement Service 
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認められず、4 月 5 月にも湿度と騒音の相関がなかった
事から、今回の環境では、PC 作業時間は湿度・騒音に左
右されない事がわかった。計測した 2023 年中のデータに
対する相関係数を本稿末の表 3 にまとめる。 

 環境情報のサイネージ表示

得られた環境情報を従業員全体にフィードバックする
目的で、デジタルサイネージによる可視化を行った。サ
イネージの設置場所は従業員および来客でも閲覧できる
ようオープンスペース内に設置した。 

 
4.1 利用環境全体の情報表示 

ワークラボ函館の執務スペース、オープンスペース、
会議室、個別ブース全体の情報を表示するシステムを構
築し、デジタルサイネージとして表示した（図 4）。環境
情報としては、気温（室内温度）、湿度、CO2 濃度、照度、
音量（騒音）を表示している。また、ワークラボ函館は株
式会社ネットリソースマネジメント函館サテライトオフ
ィスとして利用していることから、株式会社ネットリソ
ースマネジメント東京本社事務所の環境情報も表示し、
函館勤務社員が東京本社の状況を確認できるようにして
いる。 

 
4.2 スペース毎の情報表示 

利用環境全体とは別に、各スペース単体での温度・湿
度表示を行うシステムを構築し、デジタルサイネージと
して表示した（図 5）。こちらでは温度・湿度を表示する
とともに、別システムにて構築したシステムを利用し、
スペース利用状況を表示している。本システムではスペ
ース利用状況として座席利用を検知するシステムと、外
気温を外部情報から引用し、予想気温を算出・表示する

システムを持たせているが、本研究との兼ね合いから詳
細は割愛する。 

 

 

 まとめ

今回の実証実験では、従業員のワークエンゲージメン
トおよび生産性向上を目的として、従業員にフィードバ
ックを与えるサービスとして環境情報をデジタルサイネ
ージとして表示するシステム構築を行った。サービス構
築にあたり、従業員を対象とした現環境に対するアンケ
ート調査およびヒアリングを行い、従業員の要望を調査
した。アンケート結果から環境情報として温度・湿度・
CO2 濃度・照度・騒音の取得し、一方で、生産性の指標
として PC 作業時間の計測を行い、PC 作業時間との関係
性について調査を行った。 

結果として 2023 年 4 月の平均照度と平均 PC 作業時
間の間に正の相関関係が認められ、5 月には温度・CO2

図 4 利用環境全体の情報表示 
Figure 4 Display of Information on the Environment 

図 5 オープンスペースの情報表示 
Figure 5 Display of Information on the Open-space 

Booth 
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濃度・照度の環境センサーデータと平均 PC 作業時間の
間に相関関係が認められた。温度と CO2 濃度とは正の相
関、照度は負の相関となった。 

PC 作業時間はプロジェクトの進行度やかかるタスク
の数などに大きく影響されるが、2023 年 4 月は PC 作業
時間が少なく、時間外 PC 作業時間も短い事から、平均
照度に合わせて PC 作業時間が増減した可能性も考えら
れるが、他の月では相関が認められなかったことから、
偶然照度と PC 作業時間の値が重なったことも考えられ
る。また、4 章でも述べた通り、新メンバーの加入や季節
の変わり目ともいえる時期状況により、働く環境から得
られるデータが作業者の PC 作業時間に影響を及ぼした
と考えられる。 

今回の調査では PC 作業時間に対して分析を行ったが、
PC 作業ログからどのようなタスクが行われていたのか
を分類し、タスクにかかった工数と環境データを分析す
るなど、詳細なデータを入手する事で、さらに分析を進
め、環境情報と生産性の関係性を確かめたい。 
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対象期間 温度 湿度 CO2 濃度 照度 騒音 

2023-01 0.19 -0.03 0.20 0.21 -0.01 

2023-02 -0.10 0.12 -0.09 -0.09 0.39 

2023-03 -0.26 0.19 -0.27 -0.27 0.49 

2023-04 0.03 -0.28 -0.09 -0.14 -0.35 

2023-05 0.64 0.26 0.67 0.68 0.71 

2023-06 0.09 -0.39 -0.22 -0.36 0.37 

2023-07 -0.36 0.38 -0.30 -0.29 0.01 

2023-08 0.04 -0.41 -0.12 -0.28 -0.03 

2023-09 0.09 -0.27 0.00 -0.07 -0.39 

2023-10 0.10 -0.10 0.04 0.05 -0.03 

2023-11 0.08 -0.16 0.02 -0.01 0.08 

2023-12 -0.24 0.27 -0.22 -0.19 0.07 

表 3 計測期間における環境センサーデータとの相関係数 
Table 3 Correlation Coefficient with Environmental Sensor Data in the Measurement Period 
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予稿原稿（実践論⽂） 

企業の共創によるビジョンデザインのアプローチ検討 

 〇⽥中 貴之*1 〇佐々⽊ 俊弥*2 齋藤 綾乃*2 ⽩⽯ ⼀郎*3 市橋 祐輝*3 

奥⽥ 真史*4 
Implementing a vision design approach through corporate co-creation 

Takayuki tanaka*1, Toshiya Sasaki*2, Ayano Saito*2, Ichiro Shiraishi*3, Yuuki Ichihashi*3, and 

Masashi Okuda*4 

Abstract - The Approach to vision design required by companies in today’s complex and uncertain social environment 
was examined through the co-creation of two companies. 
 
Keywords: Vision Design, Co-Creation, Hypothesis Testing 

 

1. 実践の背景 

1.1 取り組みの⽬的 
株式会社マネーフォワードは、パートナー企業との共

創事業において新たな⾦融サービスを創出する際にデザ
インアプローチを活⽤している。また、ニッセイ情報テ
クノロジー株式会社は、システムインテグレーション事
業を中⼼としながら、他社との共創によるプロダクト開
発に取り組んでいる。 

社会環境の複雑性や不確実性が増している現代におい
て、企業は外部環境に基づいた意思決定だけでなく、⾃
⾝のビジョンに基づいた意思決定が求められる。例えば、
保険業界においては既存の課題や顧客ニーズから新たな
価値を創出することが難しくなっている。そのような背
景から、新たな価値の創出につながるビジョンデザイン
のアプローチと、共創による実⾏可能なチームを作るこ
とを実験を⾏っている。 

当実践論⽂では、2023 年 11 ⽉の HCD 研究発表会か
ら継続している取り組みに関して⽰す。前回発表時点で
作成した中⻑期ビジョンから、プロトタイプを作成しユ
ーザの反応を検証するために、どのような取り組みが有
効かを実験した。 
1.2 解決すべき課題 

前回の発表時点で発⽣した以下の課題について、当該
実践で解決を試みた。 

⼀つは、構造化したビジョンアイデアの解像度を⾼め
る対話が⾜りなかったことで、両者の優位性やアイデア
を実⾏したい理由との関連が⼗分ではない可能性がある

ことである。 
⼆つ⽬は、今後の展開として、ビジョンのアイデアか

ら具体的なプロトタイプやソリューションに落とし込む
アプローチを検討する必要があるということである。 

2. 実践の概要 

2.1 実践の全体像 
先⾏研究を調査し、ビジョンデザインのアプローチの

仮説を検討した。本プロジェクトにおけるビジョンデザ
インとは、特定のテーマを設定し、テーマに関する過去、
現在の調査を通じて得る洞察から、バックキャスティン
グでプロダクトを検討するアプローチである。本プロジ
ェクトでは、ビジョンデザインのアプローチの仮説をチ
ームで再現可能なプロセスに落とし込むことを⽬指して
実験した。 

主要なプロセスは、内省と対話による⾃分ごと化、ビ
ジョンアイデアの分解と障壁の抽出、特定ユーザに関す
るストーリーの作成となり、ユーザに向けた検証は次の
ステップとした。 

2023 年 12 ⽉から 2024 年 4 ⽉の 5 ヶ⽉程度で、2 時間
のワークショップを 13 回と、7 時間の集中検討会を 1 回
⾏った。ワークショップは、オンラインと対⾯の場を交
互に設けた。 
2.2 内省と対話による⾃分ごと化の概要 

アーティストウェイ[1]を参考に、プロジェクトメンバ
ーの過去の経験から未来に対する志向を内省し、共有し
合うことで対話を⾏う。 

また、当該プロジェクトで設定したテーマに対する共
感を定期的に⾔語化することにより、メンバーそれぞれ
がアイデアに対して実⾏したい理由を内省と関連づける
取り組みを⾏う。 

 

*1：ニッセイ情報テクノロジー株式会社 
*2：株式会社マネーフォワード 

*3：Sasuke Financial Lab 株式会社 

*4：株式会社アートテクノロジー 
*1：Nissay Information Technology Co. ltd. 
*2：Money Forward, Inc. 
*3：Sasuke Financial Lab, inc. 
*4：ART Technology Co.,Ltd. 
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図 1 内省のための構想キャンバス 
Figure 1 Concept Canvas for Reflection 

2.3 ビジョンアイデアの分解と障壁の抽出 
作成したビジョンアイデアの解像度を上げるために、

フレームを⽤いて分解を⾏う。分解のフレームにはマク
ロ／プライマリー／ミクロ視点を⽤いて、過去／現在の
リサーチと対⽐をしながら、対応する未来（ビジョンア
イデア）の要素を分解する。 

また、現在と未来を⽐較することで、現在から未来に
移⾏する際に、超える必要がある障壁を抽出する。 

図 2 ビジョンアイデアの分解と障壁の抽出 
Figure 2 Decomposition of Vision Ideas and Extraction 

of Barriers 
2.4 ストーリーの作成 

分解したビジョンアイデアを元に、特定のユーザ視点
でストーリーを作成する。ストーリーは、ユーザの状況
や⽬的／課題／課題の解決策／解決後の状態に分けて表
現を⾏う。 

ストーリーは、現在と未来に対して 1 通りずつ作成し、
結果を⽐較する。⽐較の結果、ビジョンアイデアの要素
に不⾜があると気づいた場合は、並⾏してビジョンアイ
デアの要素分解を⾏う。 

図 3 作成したストーリー 
Figure 3 Created Story 

 

3. 実践の効果 

ビジョンデザインのアプローチを実験し、プロセスを
振り返った結果、以下のような効果が得られたことがわ
かった。 

⼀つは、作成したビジョンアイデアに対して、メンバ
ーの内省から共感理由を⾔語化することにより、実⾏す
る理由や動機づけを⾏うことができた。検討が具体化す
るつれ、プロジェクトメンバーが⽅針を覆すことが⼼理
的に難しい状況が⽣まれやすくなる。そのような状況に
おいて、メンバーの内省と照らし合わせることで、より
良いビジョンに⽅向転換する機会を作ることができる。 

⼆つ⽬は、ビジョンデザインを様々な視点で反復的に
具体化することにより、未来に移⾏するための障壁を⾒
出すことができる。時間軸（過去／現在／未来）や、マク
ロ／プライマリー／ミクロ、特定のユーザを設定するな
どの異なる視点でワークをすることにより、重要な観点
の特定や、不⾜に気づくことができる。 

4. 発⽣した課題 

ビジョンデザインのアプローチを実験し、プロセスを
振り返った結果、以下のような課題に気づくことができ
た。 

⼀つは、ストーリーおよびプロトタイプに落とし込む
と、ビジョンに対する整合が薄くなることである。検証
を⾏うためには、バックキャストを⾏い現在の状況に近
いユーザにアプローチをすることになる。そのようなユ
ーザのストーリーを描くと、現実的な課題解決に引き寄
せられ、ビジョンとの距離を感じることとなってしまう。
解決策として、ビジョンの達成および障壁の解決を段階
的に設計することが挙げられる。 

⼆つ⽬は、中⻑期的なビジョンアイデアを設定するこ
とにより、リサーチの成果を検証するまでの検討期間が
⻑く必要となり、アプローチの成否を確認することが難
しいことである。解決策として、設定した期間で必ず⼀
回以上の検証を⾏うことを条件とし、その中で実⾏でき
る検討範囲を限定することが挙げられる。 

5. 終わりに 

本プロジェクトでは、企業の共創によりビジョンデザ
インのアプローチを検討し、ビジョンアイデアの展開と
具体的なプロトタイプの作成に関する効果が得られた。
⼀⽅で具体的な検証による、アイデアの検証には⾄って
おらず今後の課題となっている。検証可能なサイズのプ
ロトタイプに落とし込み、ユーザに対する反復的な検証
を⾏うことを引き続き検討したい。 
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予稿原稿（実践論⽂） 

Web フロントエンド開発における Design-to-code ツール

"Locofy.ai"の導⼊と評価 

〇⼭⽥ 知熙*1 鈴⽊ 直⼈*2 川本 夏海*2 
Introduction and Evaluation of a Design-to-code Tool "Locofy.ai" 

 in Front-end Web Development 

Tomoki Yamada*1, Naoto Suzuki*2, and Natsumi Kawamoto*2 

Abstract - We introduced a design-to-code tool "Locofy.ai", for automatic code generation from design, in the 
development of a commercial web application. By this, we aimed to speed up design and development iterations and 
increase the product value. In this paper, we will report on the findings, challenges, and prospects. 
 
Keywords: Locofy.ai, design-to-code tool, front-end web development, generative AI, software engineering 

 

1. はじめに 

HCD サイクル(ISO9241-210)においては、「利⽤状況
の把握と明⽰」から「要求事項に対する設計の評価」に⾄
るステップの反復(iteration)により、インタラクティブシ
ステムの設計・利⽤品質やユーザエクスペリエンス(UX)
を向上させることが重視されている。実際のシステム・
サービス開発においても、特に開発とユーザ評価の反復
を⾼速化することにより、ユーザ提供価値とサービス提
供元にとっての価値の双⽅を⾼速で向上させることがで
きると考えられる。 

本実践論⽂では、商⽤ Web サービスの開発に、デザイ
ンデータからフロントエンドコードを⾃動⽣成する
design-to-code ツールを採⽤することにより、HCD サイ
クルを⾼速で周回し、価値提供の最⼤化を⽬指した事例
を紹介する。具体的には design-to-code ツールの⼀つで
ある Locofy.ai を活⽤し、Figma データから Next.js のコ
ードを出⼒することを試みた。これにより、現状の
design-to-code ツールの有⽤性と限界、採⽤にあたって
プロジェクトとして考慮すべき事項などの知⾒を得るこ
とができた。 

2. 先⾏事例 

⽣成 AI(generative AI)アプリケーションのサーベイ論
⽂である[1]において、⾃然⾔語の⼊⼒により各種プログ
ラミング ⾔語 でのコー ド出 ⼒を可能 とす る”text-to-
(multilingual) code”ツールとしての GitHub Copilot や

Amazon Codewhisperer と並び、マルチモーダルなアプ
ロ ー チ に よ り デ ザ イ ン デ ー タ か ら コ ー ド を 出 ⼒ す
る”design-to-code”ツールとして、本稿で取り上げる
Locofy.ai が紹介されている。 

Locofy.ai は提供元が 2021 年に設⽴され、2024 年 5 ⽉
現在商⽤提供されているツールであり、Figma や Adobe 
XD により作成されたデザインデータから、HTML/CSS
や React、Next.js といったフロントエンドコードを⾃動
出⼒することが可能である。類似のツールに Anima、
TeleportHQ、Clapy、Builder.io、Amplify Studio などの
選択肢がある。 

これらの機能⾯の⽐較は[2]に詳しいが、出⼒コードの
正確性や⼊出⼒の対応技術（デザインツールや⾔語、フ
レームワーク）に違いがある。[2]では、Locofy.ai はエデ
ィタや操作画⾯の使いやすさ、対応技術の幅広さに利点
がある⼀⽅、⼀度に対応可能なフレーム数に制約がある
ため、複雑なサイトでは開発のワークフローが⼨断され
がちであること、レスポンシブデザインへの対応に課題
があること、リンク構造の再現性やアニメーションへの
対応が不⼗分であることが挙げられている。 

Locofy.ai をはじめとする design-to-code ツールは、昨
今の⽣成 AI ブームとともにインターネット上の技術記
事を中⼼に多数紹介されている。これらの記事は簡易な
Web サイトの⽣成事例などが主であり、IT ベンダの⽬線
で商⽤サービスに適⽤した事例の紹介は多くない。 

3. 事例紹介 

3.1 事例の背景 
IT ベンダである当社が 2023 年から 2024 年にかけて

受注・開発を⾏った A 案件において、Locofy.ai を⽤いた
フロントエンド開発に取り組んだ。A 案件は、⼤⼿通信
事業者 B 社を直接の顧客とし、B 社会員基盤の加⼊者の
うち、10-30 代の若者をコアターゲットとする web サー

*1：株式会社 NTT データ/東京都立産業技術大学院大学 
*2：株式会社 NTT データ 
*1：NTT DATA Japan Corporation. / Advanced Institute of Industrial
Technology. 
*2：NTT DATA Japan Corporation. 
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ビスの企画開発プロジェクトであった。A 案件の特徴と
して、同⼀構造だがデザイン（テーマ）の異なるページを
量産する必要性が⽣じると⾒込まれた。 

A 案件は、実開発期間が数カ⽉程度の短納期開発であ
り、早期に投資回収をする為コストの最適化が必要であ
った。また、コアターゲットがトレンドに敏感な層であ
ったことから、サービスデザイン⼿法及びアジャイル開
発を採⽤し、ユーザ・市場からのフィードバックを受け
て早期にプロダクトの価値向上に向けた改善サイクルを
回すこととした。 

これらの状況を受け、A 案件では、デザインデータを
Figma で作成の上、Figma データを基にフロントエンド
コードを⾃動⽣成する design-to-code ツールを活⽤する
こととした。 

 
3.2 ツールの選定 

A 案件において design-to-code ツールを利⽤するにあ
たり、先⾏して Locofy.ai、TeleportHQ、Amplify Studio
を対象とした技術調査を⾏い、Locofy.ai を採⽤すること
とした。選定理由として、コード⽣成時の HTML タグ割
当機能の利便性、デザインの再現性、Figma にプラグイ
ンとして組み込んで使えるユーザビリティの⾼さが挙げ
られた。Amplify Studio は Figma データから作成した UI
をベースに、バックエンド側を強く意識することなくデ
プロイやホスティングまで実施できることが強みであっ
たが、Amplify 上のインフラに依存する形となり、システ
ム全体のカスタマイズ性に難があったため採⽤を⾒送っ
た。 

 
3.3 Locofy.ai を活⽤した開発プロセス 

A 案件では、Locofy.ai を Figma のプラグインとして利
⽤し、デザイン会社により作成された Figma データから
フロントエンドコード(Next.js)の⾃動⽣成を実施した。
これにより、スクラッチで作成するコード総量の削減と、
開発期間の短縮を⽬指した。 

導⼊前後の開発プロセスをそれぞれ図 1 及び図 2 に⽰
す。Figma データの要素に対応する HTML タグは、⾃動
設定機能があるほか、Locofy.ai 上のメニューから GUI で
設定可能である。また、ボタン等のインタラクションに
ついても、Locofy.ai の規定メニューに存在する種類は同
様に設定可能であり、CSS ファイルや JavaScript の実装
⼯数を削減することができると⾒込んだ。 

 

図 1 Locofy.ai 導⼊前の開発プロセス 
Figure 1 Development Process without Locofy.ai 

図 2 Locofy.ai 導⼊後の開発プロセス 
Figure 2 Development Process with Locofy.ai 

 
なお、バックエンド側との連動が必要なロジック実装

については、Locofy.ai では対応していないため、⼿動に
よる実装を継続した。 

 
3.4 得られた知⾒ 

商⽤ web サービス開発に Locofy.ai を適⽤したことに
より得られた知⾒を以下に記す。 

 
3.4.1 デザインデータに対する追加設定 

Locofy.ai に⼊⼒するためのデザインデータの作成にお
いては、狙い通りにコード出⼒するように、通常のデザ
インデータ作成とは異なるルールを定め、準拠する必要
がある。具体的には、フレームを厳密に⽤いて画⾯を作
成すること、Figma データのレイヤ構造設定（これに準
じて HTML 要素が配置される）を⾏うこと、レスポンシ
ブルール・オートレイアウトの設定を⾏うこと、各要素
に（特に後述の⾃動タグ付け機能を⽤いる際には）可読
性のある命名規則を設定すること、要素に対するインタ
ラクションの設定を⾏うことなどである。 

特に React や Next.js 等のコンポーネント志向のフレ
ームワークを⽤いる場合には、マスタコンポーネントを
同⼀ファイル内に作成の上、デザインデータもこれに準
拠してコンポーネント化を実施することが求められる。
通常実施している開発プロセスにもよるところではある
が、「⼀般的なデザインデータの作成ではここまで設定し
ない」⽔準の作りこみが求められる可能性が⾼い。 
 デザインそれ⾃体についても、画⾯全体にかかるアニ
メーションや要素間の連動などが⼀定の複雑度を超える
と Locofy.ai の出⼒コードによる画⾯の再現性が低下す
るため、極端に複雑なデザインや細部にこだわったデザ
インに対して適⽤することは不向きであった。 

 
3.4.2 ⾃動タグ付け機能 
 Locofy.ai から可読性の⾼いコードを⽣成するためには、
デザインデータの各要素に HTML 出⼒時のタグを設定
することが必要である。未設定の場合、各要素がすべて
<div>タグとして出⼒され、可読性・保守性ともに著しく
低下する。 

Locofy.ai には Figma の要素に対し⾃動で HTML のタ
グ付けを実施する機能として、AI を⽤いて完全に⾃動で
タ グ 付 け が ⾏ わ れ る Auto-Tagging with AI 、 及 び
Locofy.ai 側で規定されたレイヤ名を各レイヤに設定する
ことでレイヤ内の要素に対してタグ付けを⾏う Auto-
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Tagging By Layer Name がある。これが活⽤できれば、
⼿作業でタグを付与せずとも、⼀般的な Figma データに
近い状態からコードの⽣成が可能となる。 
 A 案件にて活⽤を試みた結果、Auto-Tagging with AI
は実装者の意図通りのタグが付与される割合が約 40%と
なり、エンジニアによる全⾯的なレビューと⼿直しを前
提とする必要があった。⼀⽅で Auto-Tagging By Layer 
Name では、命名規則に応じて各レイヤ内の要素に対し
て AI により付与されるタグが限定されるため、Auto-
Tagging with AI と⽐較して意図通りのタグが付与される
可能性が⾼かった。商⽤⽔準での開発に向けてはいずれ
かのステップにおいて⼈⼒での確認・修正が必要だが、
命名規則通りのレイヤ名を設定したのち、Auto-Tagging 
By Layer Name で⾃動タグ付けを⾏い、最後にエンジニ
アまたはデザイナーが妥当性を確認するフローが望まし
いと考えられた。 
 
3.4.3 コンポーネントの props 設定 
 Locofy.ai では Figma の要素をコンポーネント化し、コ
ンポーネント内の要素に対し props の設定を⾏うことに
より、各要素の状態や⽂字列を設定することができる。
これによりコンポーネント志向の実装を実現し、⼀定の
保守性を担保することができる。 
 ⼀⽅で Locofy.ai 上で設定可能な props には制約があ
り、Figma の variant 機能に相当するスタイルの切り替え
や条件分岐については⼿動実装が必要となる。したがっ
て、Locofy.ai 上の設定のみで完全なコンポーネントの作
成を⾏うことは困難であり、エンジニアの介⼊が必要で
あった。 
 
3.4.4 ソースコード管理及び保守 

Locofy.ai により⾃動⽣成されたコードは再出⼒時に上
書きされるため、⼿動による修正やロジックの追記が⾏わ
れる場合には、管理・運⽤⾯を考慮した資材管理の⼯夫が
必要となる。 

Locofy.ai に 付 随 する 機能を 利 ⽤す る場合 、 Locofy 
Builder と呼ばれるコードエディタ機能が存在する。しか
し、Locofy Builder ⾃体にはバージョン管理の仕組みがな
く、バージョン管理が必要な場合には Locofy Builder 内の
GitHub 連携機能（マージエディタ）によりソースコード
管理を⾏うこととなる。これを⽤いることによりブランチ
を分離して管理することは可能であるが、⼤元の Figma デ
ータや Locofy.ai 上での設定値は共有となるため、複数⼈
での作業に際しては整合性担保のためのフロー整理が必
要である。 

また、Locofy.ai は頻繁にアップデートが実施され、同
⼀のデザインデータから⽣成されるコードがその都度（開
発者のコントロールを離れて）変化することにも注意しな
ければならなかった。 

 
3.4.5 インタラクション設定機能 

Locofy.ai による⽣産性向上の恩恵を最⼤限享受するた
めには、Locofy.ai 上でインタラクション設定を実装し、

⽣成コードに反映することが重要である。インタラクシ
ョン設定機能においては、ポップアップやドロワーメニ
ューなどの基本的な設定は可能であるが、複雑な動作は
対応しておらず設定できないこと、対応しているインタ
ラクションにでもデザインパターンの不⾜により想定し
ていたデザインが実現できない場合があることなどから、
これらから逸脱するインタラクションを作成したい場合
には⼿動で実装する必要がある。 

したがって、Locofy.ai を活⽤する際には、UI デザイン
を検討する際にできるだけ Locofy.ai 上で対応している
インタラクションの採⽤を⾏うことが望ましい。 

 
3.4.6 開発⽣産性 

総合して、開発⽣産性の観点からは、Locofy.ai の導⼊
により、デザインデータの作成では⼯数増、フロントエ
ンドの開発では⼯数減となり、全体としては開発⽣産性
の向上につながることが⽰された。 

前節の通りデザインデータ作成時に追加対応が必要と
なるため、そのために要する⼯数は⼀般的な開発プロセ
スと⽐較して増加することが予想され、実際に A 案件に
おいては、当社が規定する既存フローに加えて追加⼯数
が必要となった。⼀⽅で Locofy.ai を⽤いることで CSS
を中⼼とするフロントエンドの実装時間は⽬論⾒通り短
縮できたため、結論としては design-to-code ツールの活
⽤によりデザインと開発のサイクルを⾼速化ができるこ
とが⽰唆された。 

⽣産性測定の結果の参考値として、web サービスのト
ップページを想定した画⾯の開発において、デザインデ
ータ作成の⼯数が 25%増加、コンポーネント作成の⼯数
が 43%減少、実装⼯数が 40%の減少となった。事前にデ
ザインデータ上でコンポーネント設定を⾏ったこと、
Locofy.ai で設定可能なインタラクションに限定したこと
が⼯数増減の要因であった。ワイヤーフレーム作成から
ロジック実装（これらは Locofy.ai 導⼊の影響はなし）ま
での開発⼯数全体では、およそ 10〜15%の削減であった。 
  

4. 今後の活⽤に向けて 

本事例では商⽤ web サービスに対し、Locofy.ai を導⼊
した。総括として、デザインデータの作成時に追加⼯数が
発⽣すること、実現可能なデザイン・インタラクションに
制約が⽣じること、⼿動で修正・ロジックの組み込みを⾏
ったソースコードの管理・保守に⼯夫が必要であることが
主要な課題である。これらを解決することで開発⽣産性の
向上及びプロダクト改善サイクルの⾼速化による提供価
値の拡⼤に寄与することができると考えられる。 

 
4.1 Locofy.ai の採⽤に適したプロジェクト特性 

ここまで明らかになった Locofy.ai の特性を踏まえ、現
時点における Locofy.ai の採⽤に適すると考えられる、あ
るいは Locofy.ai の採⽤にあたって実現すべきプロジェク
ト特性は以下の通りである。 
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4.1.1 Locofy.ai で実現可能なデザインの許容 

最も重要な特性は、Locofy.ai で具備された機能により
実現可能なデザインの採⽤が許容可能なプロジェクトで
あることである。複雑なデザインやインタラクションの実
現がシステム・サービスの要件として必須である場合には、
⼿動実装の割合が増加し、Locofy.ai による⾃動⽣成の恩
恵を⼗分に受けることができないばかりか、ソースコード
の管理が煩雑となり却って⽣産性に悪影響を及ぼす懸念
がある。 
 
4.1.2 品質要求が厳しくないこと 

次に、品質⾯での要求が極端に厳しくないプロジェクト
であることが望ましい。Locofy.ai の内実が⽣成 AI である
以上、⾃動⽣成されたコードは⼈⼿で実装した場合に⽐較
して品質が完璧なものとはなりえず、開発速度と引き換え
に⼀定の犠牲が⽣じることはやむを得ない。 

したがって、A 案件のように、完全な品質のものではな
くとも早期に市場・ユーザに利⽤してもらい、フィードバ
ックを受けて改善サイクルを回すことに重きを置くプロ
ジェクトの⽅が、⼀切の想定外挙動が許されないエンター
プライズ向けシステムのようなプロジェクトに⽐べ、
Locofy.ai を含む design-to-code ツールとの親和性が⾼い
といえる。 

 
4.1.3 ソースコード管理プロセスの整備 

Locofy.ai ⾃体の機能では前述の通り複数⼈での共同編
集の利便性に難があるため、この制約を回避できる⽐較
的少⼈数での開発、あるいは⼀定以上の規模で開発を⾏
うのであれば、Locofy.ai を活⽤することを前提としたソ
ースコード管理・マージ⽅式を⼗分に検討・実施するこ
とを前提としたプロジェクトであることが望ましい。 

⾃動⽣成コードに対し、⼿動で修正したコードをどの
ように管理するか、デザインに更新が⼊った場合の対応
をどうするのかなど、事前にプロセス整備を⾏うことが
必要である。 

 
4.1.4 デザインデータ作成へのリソース捻出 

最後に、デザインデータに対して通常要求される以上の
設定を要することから、これに対応できる体制となってい
ることが望ましい。デザインデータの作成主体側からする
と⼯数増となることから、デザイン・開発全体に及ぼすメ
リット・デメリットを理解の上で作業を⾏う必要がある。
特にデザイン会社を外注している場合、⼀般に開発会社に
⽐べてややコスト⾼となる傾向があることから、プロジェ
クトとしてのコスト最適化のための分担を考える必要が
ある。 

 
この他、商⽤相当の実装として⾃動⽣成されたコード

をそのまま利⽤するのではなく、⼿実装する HTML/CSS
ファイルに対する設定値の参考に使⽤することや、デザ
インデータの設定値が不完全でも保守性等を度外視すれ
ば⼀通り動作⾃体はするコードが⽣成可能なことから、

ランディングページ等の静的・⼀時的なページに活⽤す
ることや、仮アプリケーション・プロトタイプとして、画
⾯上で動くものを確認し UIUX デザインを改善する段階
に使⽤することも有⽤である。これらの活⽤⽅法であれ
ば、ソースコード管理の煩雑さやデザインデータの設定
といった上記課題を軽減し、部分的ながら活⽤すること
が可能である。 

また、要員調整の⾯で、Locofy.ai では、同⼀デザイン
データから React、React Native、Next.js、Vue.js などの
フレームワークに対応したソース出⼒が可能である。こ
のため、最終的なコードレビューと⼿動実装部分の対応
のためには各フレームワークに精通したエンジニアが必
要であるものの、その前段階では汎⽤的な作業による開
発フローの共通化が可能となる。したがって、フレーム
ワークレベルではスキルセットにばらつきのある混成チ
ームでも⼀定の⽣産性を発揮することができると考えら
れ、要員調達⾯での選択肢を増加させることができると
⽰唆される。 

5. おわりに 

本実践論⽂により、⽣成 AI を⽤いた design-to-code ツ
ールである Locofy.ai の適⽤事例と得られた知⾒を⽰す
とともに、親和性が⾼いと考えられるプロジェクト特性
を明らかにした。 

Locofy.ai をはじめとする design-to-code ツールについ
て、より厳密に品質を求めたり、客観的な有⽤性を確認
したりするためには、性能評価指標を⽤いることが考え
られる。全体的な⾒た⽬の再現性であれば⼿動で実装し
た画⾯と⾃動⽣成した画⾯との間で CLIP スコアを計測
して評価する、あるいはコードの（品質として重視する）
要素間の F1 スコアを評価するなどすればよいと考えら
れる。今後はこのようなアプローチも採⽤し、HCD サイ
クル及びその⼀部としてのシステム・サービス開発のた
めの、design-to-code ツールの有⽤性と課題を明らかに
していきたい。 
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